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第1章　序　論

1．1　農業施設の構造

　自由国際貿易の促進を目的とした「ガヅト・ウルグァイ・ラウンド」の農業合意以降、

日本の農業は大きな変革を要求されている。これからの農業自由化による輸入品との競争

に打ち勝ち、国内の農業を持続させる方策として、輸入価格と競合するためのコスト削減

や海外に負けない味覚を基本とした独自ブランド商品の強化などが一般農家においても講

じる必要がある。このため、生産資材の中でも特に高額となる農業施設を低コスト化する

必要があり、使用年数などを考慮した実況に見合った独自の構造基準を策定し、その建設

費を引き下げることが緊急の課題となっている。また、投資額に見合った強度が確保され

るための方策を明確にする必要がある。

　農業施設の設置面積は、農業従事者の高齢化による離職が原因の減少、あるいは効率化

による規模拡大が原因の増加などが反映し、面積とその内容が変化している。国内の園芸

施設の設置面積の推移1）を表1．1に、畜産経営の動向を示す戸数と頭数の推移2）を表1．

2に示す。

　園芸施設の設置面積の状況は、屋根と壁をガラス被覆した「ガラスハウス」では1989

年（平成元年）以降伸び率が低下している。しかし、園芸施設設置面積の95％程度を占

める地中押し込み式パイプハウスや鉄骨補強バイブハウスなどの「その他のハウス」（屋

根と壁の被覆材がガラス以外のハウス）では大きな伸び率が保たれている。このため、「ハ

ウス全体」の設置面積は毎年増え続けている。これは、露地栽培から価格の安い地中押し

込み式バイブハウスや鉄骨補強バイブハウスを使用した施設園芸へ転換して、少しでも価

格の高い農産物を生産したり、出荷時期を調整して収入確保を図る農家が増えていること

も大きな要因となっている。また、ガラスハウスについても、設置面積の増加は少ないが、

最近建設されるものは大規模化したガラスハウスが多くなっている3）。なお、ガラスハウ

ス以外の多くの被覆材のハウスが属する「その他のハウス」の内訳は、明確な資料整理が

なされていないが、地中押し込み式バイブハウスが85％程度、鉄骨補強パイプハウスや

硬質フィルム鉄骨ハウスがそれぞれ3％程度といわれている。

　畜産経営の状況は、酪農については、飼養戸数が毎年5％以上の減少になっているが全

体の飼養頭数はほぼ同数が確保されており、1戸当たりの頭数拡大傾向が見られる。肉用

牛についても、酪農と同様な傾向が見られ、飼養畜種には輸入肉への対抗策として黒毛和

牛の肉専用種の増加が目立っている。養豚については、規模拡大傾向が顕著に現れており、

飼養戸数が大きく減少しているにも係わらず、飼養頭数には大きな変化が見られない。ま

た畜産関係では、対抗措置として施設の大規模化が計られているとともに、園芸用の地中

押し込み式バイブハウスを使用した牛舎や堆肥舎が採用されるなどコスト削減への対応も

検討されている4｝。
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　農業施設を建設するコストは農業生産への影響が大きいため、必要な安全性は確保しつ

つ、作業効率が良好で可能な限り低コスト化した施設が望まれている。農業施設において、

園芸施設と畜産施設は異なった基準で建設されている。この原因は、1950年（昭和25年）

の「建築基準法・同施行令5）」（以下、「建築基準法」という）制定の際の農水省関係部局

の判断に依っている。すなわち、園芸施設は、当時は露地栽培が主流で、ハウスは簡易で

小規模な木構造が畑に建築されている程度の状況であったため、建築物に該当しないとさ

れた。一方、畜舎は、昔から住居の片隅で家族と同様に家畜を飼育していた状況であった

ため、建築物に該当することとした。そのため、その後は農業施設に属する両者が、特に

建築構造関係で大きく異なる扱いを受けることとなった。

　その後、園芸施設は比較的大型ハウスが建設されるようになり、豪雪による被害が全国

的に発生したため、園芸施設の構造安全性を確保する目的で「園芸用施設安全構造基準」

が建設省関係者も加わって、1974年（昭和49年）に策定された。しかし、この基準は、

ガラスハウスやプラスチックハウスなどのように、ハウスに作用する外力の二次部材（母

屋や小ばり）から主要部材（はりや柱）を介して基礎までの力の伝達が明らかな架構形式

で、一般建築と同様な構造計算が可能であると考えられる大型ハウスのみが対象とされた。

このため、園芸用施設設置面積の多くを占める地中押し込み式パイプハウスなどの軽微な

園芸用ハウスについては、構造計算の根拠が不明確であると判断されて除外された。

　園芸用施設安全構造基準から適用除外となったハウスについても、設置面積が著しく増

加し続けていることもあり、現状の強度を実験により確認し、実験状況をもととした計算

方法の妥当性について検討し、これらを盛り込んだハウス強度を確認する基準の策定が切

望されている。また、ガラスハウスについても、園芸用施設安全構造基準の構造計算に従

うことで構造強度は確保されるが、大規模化によるガラスを含む被覆材の耐震性および被

覆材全体としての強度確認の検討が要求されている。

　園芸施設の研究としては、ハウス内の環境制御に関するもの6）’7）’8）、被覆材による作

物への影響に関するもの9）’　10）など、主としてハウス内部に関するものは多く見られる。

しかし、ハウス構造に関するものは、園芸用施設安全構造基準を策定した時とその後の改

訂に関連するもの11）’12）以外には、新しいハウス構造の試作に関するもの13）・14）’15）、

海外の新しいハウス構造の紹介16）があるのみである。

　一方、建築物に該当することとなった畜産施設（以下、「畜舎」という）は、一般建築

物と同様の構造確認を行うことにより構造安全性は確保されてきた。しかし、畜舎は、面

積が大きいために建築的には多数の人を収容することが可能な集会場などと同様な危険度

が高い施設とも考えられ、過剰な設計条件が適用される場合が多く見られた。このため、

独自の構造基準を策定する必要がある。畜舎の研究としては、畜舎内の換気に関するもの

17）・18》 A畜舎の二二に関するもの19）　一一23）などの畜舎内部に関するものが主である。畜舎

の構造に関するものは、畜舎内での錆の発生に関するもの24）、現状の建築基準法の中で

低コスト化を進めるために考慮する方策など25）　”29》が多く見られる。しかし、畜舎の使

・一　2一
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用年数を考慮した一般建築物より低減された荷重の採用などに関する研究30）・31）はほと

んど行われていない。畜舎構造は農業と建築の狭間の研究分野であり、農業関係の研究者

は建築基準法となじみが薄く、建築関係の研究者にはあまり研究対象とは見なされないた

めその数はごく少数であり、踏み込んだ研究が少ないのが実情である。園芸施設の構造に

関しても、同様な状況である。

1．2　園芸用ハウスと畜舎の構造基準

1．2．1　園芸用ハウスの構造基準

　1968年（昭和43年）9月、施設園芸が経営規模拡大に伴って多額の投資が必要となっ

てきたため、施設の材質、構造、強度の検討および施設災害に対する共済制度適用の可能

性を調査研究する「施設園芸研究会」が農水省に設けられた。研究会によるこの調査研究

事業は、その後3三年事業として継続実施された。建築学的研究は学識経験者を委員とす

る建築部会でなされ、その成果として1970年（昭和45年）3月「園芸用プラスチックハ

ウスの設計、製作及び施工手引」が作成された。この背景には、1967年（昭和42年）暮

から1968年（昭和43年）2月にかけて豪雪による施設の被害が、千葉県、埼玉県、神奈

川県、愛知県、徳島県、福岡県、大分県などの全国に広く発生したことが指摘される。

　研究会による調査研究事業の終了した1972年（昭和47年）に、施設園芸経営および施

設園芸資材に関する調査研究機関として「社団法人日本施設園芸協会」が設立された。

協会は設立後直ちに、ブラスチヅクハウスおよびガラスハウスなどの園芸施設について、

その構造および安全基準を作ることが緊急な課題であるとして、建設省の関係者も加えた

学識経験者を委員とする園芸施設の構造安全基準に関する委員会を設立して基準作成に着

手した。

　この基準案は1974年目昭和49年）4月に「園芸用施設安全構造基準（案）」として誕

生し、さらに検討が加えられて「園芸用施設安全構造基準（暫定基準）32）」（以下、「安

全構造基準」という）と改められた。この暫定基準が付けられた理由は、農林水産技術会

議で1974年（昭和49年）度から5力年間の別枠研究として実施された「高能率施設園芸

に関する総合研究33）」において、園芸施設の設計、構造、材料基準などの作成が予定さ

れており、協会基準はそれまでの暫定的なものということからであった。その後、前述し

た別枠研究の成果が安全構造基準に盛り込まれることとなり、「改訂版」の名が追加され

て現在に至っている。

　安全構造基準には、構造計算に関する方法や荷重値および変形制限を定めた設計基準、

施工方法や使用材料を定めた施工基準、ハウスに関する被覆材の材質や強度を定めた被覆

材基準などが記載されている。構造計算の方法は一般建築物と同様であるが、設計荷重に

はハウスの耐用年数や安全度をもとに、発生頻度が時間によらない確率過程であるような

事象が初めて再発生するのに要する時間の期待値である再現期間による数値が採用されて

一3一
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いる。このため、ハウスの耐用年数が一般建築物に比べて短いこともあり、積雪荷重と風

速および変形制限は独自の緩い基準となっている。なお、地中押し込み式パイプハウスに

ついては、名称は記載されているが安全構造基準の適用は除外されている。また、鉄骨補

強バイブハウスについては名称の記載も無い。

　安全構造基準は、策定された当時としては再現期間が取り入れられた画期的な基準であ

った。しかし、荷重値が建築基準法で定めた値を下回っており、また、全ての園芸施設が

該当していないため公的な認可は得られなかった。このため、現在でもガラスハウスを建

設する際には、都道府県の建築確認申請を担当する建築主事の判断により、建築基準法で

定めている荷重による部材と、安全構造基準の荷重による部材の使い分けが余儀なくされ

ている。

1．2．2　畜舎の構造基準

　1950年（昭和25年）に建築基準法が制定された時より、畜舎も建築物に該当すること

となったため建築基準法の構造基準が適用され、構造安全性は一般建築物と同様に確保さ

れた。しかし、一定面積を超える畜舎を建築する場合は建築確認申請が必要となる条件も

付くこととなった。その後1960年頃（昭和30年代）までは、畜舎は役畜を中心とした少

数飼養の「牛小屋」、「豚小屋」の類しかなく、建築基準法の建築確認申請の対象となる

ような畜舎もないため、特に問題は生じていなかった。しかし、1965年（昭和40年）頃

より一戸当たりの飼養頭数規模が拡大し、いわゆる建築物に該当する畜舎が建設されるよ

うになり、畜舎の実情と一般建築物としての基準の相違が問題となってきた。度重なる折

衝により、1972年（昭和47年）4月には畜舎の現状が考慮されはじめ、消防法における

消防用設備などの設置義務などについては消防長または消防署長の判断により適用が除外

されるようになった。また、1987年（昭和62年）11月には、その周辺地域の状況により、

防火壁の設置を不要とする緩和が適用され始めた。同様な事項として、1993年（平成5

年）6月には、壁を有していない畜舎などを対象とした簡易な構造の建築物では、不燃材

の使用、防火戸、外壁、防火構造の基準などに対する制限が緩和された。しかし、これま

でに緩和が適用された項目は防火関係の一部のみであり、畜舎建設コストで大きな比率と

なる構造の緩和が適用されるまでには至っていない。

　1994年（平成6年）8月、低コスト畜舎推進委員会が設置され、畜舎の規格化や海外資

材の活用の可能性、畜舎の低コスト化をより一層推進するための技術的面からの検討、畜

舎の建築に際して問題になる建築基準法などの規制に関する対策などについて総合的な検

討が実施され始めた。その後、1995年（平成7年）3月の規制緩和推進計画の閣議決定に

より、畜舎建築に係る関連基準などのあり方として、建築基準法第38条（特殊の材料又

は構法）を適用した大幅な緩和を盛り込んだ畜舎独自の規準策定に向けた検討が開始され

ることとなった。

　畜舎の建設コストは、初年度投資となる建設費が多額となる。また、畜舎建設は借入金
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による建設が一般的であるため、その費用の回収には長期間を要することにもなる。この

ため、畜産経営の安全性にとって畜舎建設コストを最小限にすることは重要な課題である。

国際自由化に対応するためにも、畜舎の使用年数が比較的短いという実状を考慮した低コ

スト化となる規準の作成が要望されている。

　海外での畜舎を含む農業施設に対する基準の取り扱われ方は、国際農業工学会（CIGR）

の「農業建築物の構造安全性」に関するワーキンググルーブの調査報告34）・35）では表1．

3のようになっており、構造強度に関して20％程度の緩和が適用されている。また、イ

ギリスでの農業建築物に関する独自の基準34）・36）は表1，4のようになっている。この基

準では、畜舎と一般建築物との相違として滞在強度（畜舎内の人間滞在時間の累積）や道

路などからの距離によって4つのクラスに分けており、設計荷重はクラスに応じて異なっ

た設計年数による値を採用することになっている。

1．3　本研究の目的

　本研究は、設置面積が拡大して、大規模化している園芸用ハウスの強度確認を主な目的

とした。このため、地中押し込み式パイプハウス、鉄骨補強バイブハウス、および園芸用

ガラスハウスの3種のハウスについて、それぞれの実物大ハウスを用いた強度確認実験を

行い、理論計算の妥当性などについて検討した。また、畜舎については、建設コストを低

減化するための資料を得ることを目的として、現行の基準を緩和した独自の荷重値による

構造計算を行って検討した。

　園芸施設のブラスチヅク大型ハウスについては、一般建築物と同様な構造計算が可能で

あり、安全構造基準が適用されている。園芸用ガラスハウスもこの安全構造基準が適用さ

れるため、構造計算により鉄骨フレームの強度確認がなされている。しかし、園芸用ガラ

スハウスの大型化に伴う問題、例えば、園芸用ガラスハウスの桁行き方向へ地震波が伝搬

した場合の、ハウスの変形に伴うガラス被覆材の性状については確認されていない。また、

ガラス被覆材としての強度を確保するための、ガラスを留める金具の効果も明確ではない。

最近建設される園芸用ガラスハウスはより大規模化している。このため、ハウス全体とし

ての安全性を確保するためにも、ガラス留め金具を含む被覆材の強度を早急に確認して、

補強の必要性の有無を明確にする必要がある。

　一方、地中押し込み式バイブハウスや鉄骨補強パイプハウスは、架構形式が一般建築物

と大きく離れているため、構造計算の根拠が不明確であると判断されて安全構造基準の適

用が除外されている。これらバイブハウスの設置面積は園芸用施設の90％程度を占めて

おり、暴風や異常豪雪などの災害に見舞われると、その被害額も莫大なものとなっている。

地中押し込み式パイプハウスについては、ハウスの間ロサイズや使用パイプ断面に応じた

強度を実験によって確認し、健全なハウスを維持するために必要な構造を明らかにするこ

とが切望されている。また、鉄骨補強パイプハウスについては、特殊な形式となっている

一5一
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柱はり接合部の構造計算の方法を求め、ハウス全体の最大強度を把握することが要求され

ている。

　このため、園芸用ハウスについては、安全構造基準から除外されている軽微な構造の地

中押し込み式パイプハウスおよび鉄骨補強バイブハウス（通称、APハウスなど）につい

て、性能評価のための実物大実験を行って強度を確認した。さらに、実験状況をもととし

た設計方法や理論強度計算方法を明確にし、それぞれのハウスの安全性を確保するための

構造指針作成に向けて、有効な資料を得ることを目的として研究を行った。

　大型化しているガラスハウスについては、長く続く桁行き方向へ地震波が伝搬した場合

についての弾塑性地震応答解析を行い、併せて屋根面や壁面の実物大の強度確認実験を行

った。さらに、地震応答解析結果と実験結果をもとに、ガラス留め金具を含む被覆材の強

度、耐震性および現状の施工方法の問題点の有無を確認し、安全構造基準の当該項目に記

載されている仕様の適切性について検討することを目的として研究を行った。

　畜舎については、畜舎は建築物に該当するため一般建築物と同様の構造確認を行うこと

で構造安全性は確保されてきた。しかし、畜舎の建設コストは多額となるため、国際自由

化に対応するためにも畜舎建設コストを最小限にすることが要求されている。このため、

畜舎の使用年数が一般建築物に比べて比較的短いことや、畜舎内部の作業者が少ないとい

う実状を考慮した低コスト化となる規準の作成が要望されている。なお、建築物の使用期

間を考慮した荷重設計規準として「建築物荷重指針・同解説37）」（以下、「荷重指針」と

いう）が1993年（平成5年）に改訂された。畜舎用の設計荷重を検討する資料として、

この荷重指針の荷重設計式を用いた場合の、短い使用期間による荷重値の変化や、構造部

材の低減の効果を把握する必要がある。

　このため、畜舎については、現状における畜舎建築に関する建築基準法の取り扱われ方

を調査した。また、荷重指針の積雪荷重や風荷重の算定方法をもとに、畜舎の場合は屋根

面の温度が高くなることや建設地には草原などの環境条件が多いことを考慮して、畜舎用

の積雪荷重や風荷重の算定方法として導き直した。この畜舎用の荷重算定方法をもとに、

畜産が盛んな地域における数種の再現期間による構造計算を行い、現行の建築基準法によ

る荷重値と比較した。さらに、構造計算の結果より部材数量や積算価格を求め、現行の建

築基準法と畜舎用の荷重算定方法によった場合の、それぞれの部材低減の比率について検

討し、畜舎設計用の規準作成に向けた荷重算定方法の効果と部材低減の資料を得ることを

目的として研究を行った。

一6一

、二二灘霧，灘灘灘響響灘難轡　櫻　繍灘＿，
L、1醸　　t 講



（邸

w
摯
癬
）

。
愛
戯
拐
舶
剣
蝶
駆
量
楚
息
温
斎
世
。
o
寸
㊥

。
K
心
く
e
海
温
K
心
駁
犠
溶
石
腸
e
釧
刃
曄
圃
．
楚
K
心
く
e
摯
e
申
◎

。
二
層
晶
々
稲
曇
曝
％
⊃
二
霜
逼
．
％
⊃
ぐ
灸
暖
姻
遡
慧
”
ミ
厨
ハ
よ

の

。
K
心
く
喫
⊃
躍
翠
K
心
血
剣
刊

岱
刃
曄
圃

．
楚
K
如
く
〆
心
黛
　
　
想
）

寸
等
O
寸

N
⑩
卜
朗

寸
N
㊤
φ
っ
頃

¢
O
o
c
弱
め

㊤
。
c
ゆ
ト
め

O
O
N
8O
＝
N
㊤
①
斜
ト
め

◎O
n
α
◎
o
う
頃

＝
㊤
畠

◎
○
卜
。
ら
專

N
田
沼
舘
①
O
寸

H
ト
一
め
。
う

寸
①
O
O
6
う

㊤
ゆ
。
◎
寸
N

縮

ー
ト
●
◎
㊤
昏
。
◎
、
等

1
卜
N
頃
の
。
り
N
、
お

1
●
っ
◎
○
頃
守
O
、
。
り
頃

1
湊
ゆ
ε
瞭
蕊

l
Q
O
㊤
頃
。
O
H
O
ド
ゆ

I
N
◎
◎
ゆ
。
○
お
．
の
め

1
卜
O
O
。
り
O
頃
、
お

1
寸
㊤
頃
頃
O
O
．
O
め

1
寸
N
頃
苫
般
。
り
鴎

1
㊤
等
頃
卜
一
．
鵡

N
O
蕊
。
う
N
①
①
．
等

I
o
う
斜
①
①
一
、
等

ー
ト
。
っ
●
り
等
㊤
．
9

1
①
o
っ
N
N
。
。
①
．
蕊

1
肖
O
N
。
り
。
り
。
o
．
①
N

1
曽
N
。
う
＄
．
蕊

四
駅
鞠
二
心
㌫

二
三
　
奪
些

ミ
賛
ハ
ゐ

（）

?
め
§

卜
◎
c
O
O
コ

N
一
寸
＝

㊤
雲
9
O
瞬
◎
○
α
D

曾
寸
ト

苺
O
寸

薦

O
め
。
。
、
噂
N
（
）
触
祠
。
◎
8
ご

N
卜
寸
寸
曽
。
う
①
一
。
e
寸
、
㊤

◎
○
嗣
Q
寸
。
り
舘
お
ゆ
、
㊤

一
〇
う
①
o
っ
の
2
8
ゆ
、
頃

認
頃
、
。
。
卜
畠
O
ゆ
ト
．
寸

O
寸
O
、
。
り
蕊
⇔
り
鵠
O
、
寸

一
目
．
N
◎
◎
ト
一
漣
。
り
．
N

四
駅
鞠
桿
蘇
鍮

駆
魑
蝋
　
魍
謎

諸
潔
鴛
超

卜
α
◎
6
う
ト
㊤

肖
ゆ
o
c
寸
¢

o
◎
一
〇
〇
N
㊤

◎c

n
O
o
Q
頃雪
O
寸
め

め
o
Q
o
o
O
頃
め
o
O
の
等

ト
閉
め
專

卜
蕊
O
o
っ

oO
@
H
●
り
6
う

頃
等
o
O
N
oり

痰
n
N

N
寸
0
2
o
う
N
O
曽

N
N
O
①
ト
◎
◎
o
っ
O

布

O
鴎
ト
㊤
自
O
、
①
O
N
q
躊

（）

揩､
Bう

B
う
。
う
、
。
。
耐
①
一
、
○
頃

一
ト
◎
○
ゆ
一
士
、
。
○
三
寸
、
等

O
守
め
N
等
、
O
O
嶋
卜
、
等

專
①
寸
。
0
8
、
頃
卜
等
．
等

め
畠
寸
寸
。
う
O
．
寸
㊤
ト
。
弓
、
守

昌
O
寸
8
。
り
、
寸
。
り
㊤
N
、
。
。
。
う

菖
。
う
。
う
寸
。
o
①
㎡
①
寸
N
、
O
。
っ

oう
R
。
う
9
瞭
。
う
蕊
卜
．
N
。
う

①
O
N
N
ゆ
①
卜
㎡
寸
⑦
嗣
、
。
D
N

8
の
肖
㊤
等
、
N
。
う
頃
。
っ
．
蕊

馨
回
N
。
。
吐
N
。
○
①
寸
、
N
N

寸
o
O
◎
D
紹
。
D
．
肖
震
e
q
．
㊤
祠

O
o
◎
頃
寸
。
○
。
り
、
肖
。
◎
ゆ
㊤
、
＝

N
①
尋
專
O
．
一
8
寸
、
卜

寸
め
。
り
專
卜
。
◎
。
◎
N
、
頃

蓮
蕨
椥
桿
蘇
㌫

駆
回
心
　
嘗
聚

＝
O
お

肖
o
O
㊤
專

ゆ
雪
卜
寸

一
〇
〇
◎
○
等

6う
宸ﾁ

｡
專
卜
◎
◎
O
①
o
っ

寸
＄
O
◎
う

α◎

盾
p
N
寸
。
う

O
寸
㊤
8
oD

｡
N
O
Nざ
め
N
N

一
曽
一
N

●り

諮

ト
。
◎
コ

o
う
㊤
o
う
ト

N
①
①
寸

荘

葦
畑
K
心
1
、

O
緯
㊤
鵡
ト
ド
9
の
．
㊤
。
っ

め
霧
O
N
。
O
O
、
卜
等
触
O
。
っ

臨
め
o
O
頃
ト
ト
寸
、
O
寸
紹
、
蕊

卜
卜
寸
め
O
O
喰
め
。
o
。
う
。
○
、
。
り
。
り

N
り
①
寸
め
（
》
。
○
．
寸
0
8
．
鵠

寸
㊤
め
寸
の
雪
ぜ
＄
般
O
。
り

O
N
O
蝉
①
＄
．
。
う
①
8
、
。
◎
N

o
う
O
o
う
O
。
り
N
㎡
專
ト
、
卜
N

專
O
o
う
O
卜
卜
、
N
卜
紹
、
蕊

卜
自
N
。
ら
守
、
N
。
O
N
卜
、
嵩

ゆ
①
頃
H
ト
N
N
、
N
①
卜
㊤
．
。
◎
一

馨
一
卜
蕊
、
肖
8
卜
．
ト
一

9
①
寸
等
．
一
①
寸
O
、
曽

H
8
蕊
O
、
一
N
寸
η
①

蕊
め
o
Q
N
O
＝
①
、
の

8
寸
N
露
の
N
O
、
寸

三
昧
鞠
桿
蘇
瞳

鰹
旧
鰍
　
魍
諸

一
〇
u
う
沼

耳
N
一
㊤

頃
N
N
O
頃
三
一
鴇

N
卜
o
O
O
嶋等
ト
ト
寸

O
ε
等
2
①
O
寸
一
◎
○
㊤
㊤
●
う

寸
o
O
①
O
O
ら
oO

W
㊤
N

寸
專
蕊

苺
頃
ト
H

卜
①
o
う
巽

ト
一
〇
◎
o

①
銚
頃

布

＄
嶋
㊤
。
○
。
ら
①
．
卜
8
0
．
專

一
脈
㊤
①
卜
。
○
、
O
⇔
。
う
N
．
等

N
8
め
。
◎
①
①
、
㊤
O
卜
頃
、
3

㊤
①
一
め
N
。
り
喋
の
。
○
謁
、
尊

一
苺
寸
。
っ
ト
寸
、
寸
。
D
B
、
守

頃
ト
寸
。
Q
舘
．
。
り
O
。
う
頃
．
①
。
う

ト
お
●
り
等
。
っ
、
。
り
①
專
、
㊤
。
弓

◎○
≠
盾
､
㊤
8
、
。
◎
8
卜
、
蕊

お
①
N
頃
等
、
N
頃
蕊
、
一
。
り

コ
O
N
一
8
、
N
N
蕊
、
㊤
N

O
等
一
N
①
卜
．
一
㊤
。
◎
般
。
6
N

◎◎n
N
一
一
卜
頃
、
一
頃
。
◎
頃
、
碍

ト
。
ら
ト
N
嵩
、
H
頃
N
嶋
、
雲

§
①
8
等
O
．
自

oっ?ｏ
う
㊤
8
。
◎
①
①
、
O

o
っ
N
N
o
う
等
專
。
◎
ぜ

四
駅
鞠
桿
蘇
臨

駆
旧
劇
　
糞
鰻

o弓

D
ト
等
oう｛

ﾏ
卜
寸

oり
O6

O
專
卜
e
◎
○
專

O
等
①
Q
り

0
2
卜
e
弓
一
二
寸
0
6

8
の
羽
等
唄
①
N

oり

W
蕊
o
り
ト
e
弓
H
N

8
0
0
NO
＄
コ
曽
㊤
ヨ

O
頃
ト
⑩

一
卜
寸
寸

布

K
心
！
、
e
望
e
Ψ

。◎n
喰
㊤
♂
め
．
O
⑦
。
う
ゆ
、
霧

①
め
恩
O
①
ト
O
、
頃
の
㊤
瞭
霧

等
O
め
雪
寸
、
め
N
卜
①
、
。
う
。
う

oうn
N
．
の
ト
蕊
．
寸
卜
O
①
㎡
。
っ

N
㊤
卜
寸
等
。
◎
、
。
っ
O
頃
。
○
、
O
。
う

苫
。
う
、
寸
ト
爲
、
。
り
緯
喰
①
N

高
◎
◎
o
う
頃
頃
。
○
、
N
の
雪
．
。
Q
N

ト
O
舷
。
う
§
．
N
O
さ
ド
N

O
ゆ
。
e
、
N
卜
①
O
、
N
ε
N
．
蕊

o◎
?り?@
一
護
ト
．
一
〇
爲
．
一
N

①
N
寸
、
一
等
O
、
一
8
N
、
。
◎
一

◎◎n
N
一
寸
等
、
一
δ
。
り
、
ト
一

oう@
卜
寸
8
碑
面
阪
巽

鴇
卜
。
う
黛
の
曽
、
①

ゆ
①
o
う
O
N
O
霧
ト
、
頃

自
N
8
●
う
等
。
◎
、
。
う

郵
畷
鞠
桿
山
祭

鰹
魑
蝋
　
麗
諸

O
N
◎
Q
o
う

卜
8
0
う

ψう

@
頃
◎
う

N
專
。
り

等
一
〇
う

N
コ
●
り

①
N
①
N

o
◎
N
り
N

8
頃
N

三
N
N
卜
N
Q
◎
一

①
（
）
ト
一

o◎

嶋

㊤
N
N
回

8
0
一

oO
ﾟ
o
O

縮

卜
◎
〇
一
。
う
ト
ゆ
碑
㊤
8
．
一

の
2
お
寸
、
一
お
①
．
H

①
O
N
。
○
專
．
唄
㊤
N
①
、
肖

三
N
O
扁
、
一
。
○
舘
、
一

8
N
の
曽
碑
9
。
o
、
肖

8
N
8
0
．
一
專
。
o
碑

寸
O
ぐ
9
H
霧
芯
ト
、
一

ま
H
器
◎
◎
等
旨

N
O
一
爲
。
◎
①
蕊
、
肖

o◎@
祠
尋
O
卜
N
頃
N
．
一

O
雪
寸
①
㊤
卜
8

頃
o
o
H
目
0
6
う
畠

ト
コ
一
卜
頃
O
頃
卜

写
一
頃
卜
寸
ゆ
8

①
9
寸
◎
○
●
◎
N
①
寸

H
曽
N
◎
◎
N
の
暮

三
二
鞠
繹
娯
臨

重
三
劇
　
蜘
鰹

K
心
1
、
民
心
氣

◎◎

ｨ
N
◎o

g
一
N

N
◎
う
H
N

寸
卜
e
N

卜
㊤
〇
一

一
①
◎
◎
一

oう
n
◎
◎
肖

◎o

@
㊤
祠

ε
ゆ
目

㊨
o
Q
N
一

oo
m
一
一

め
◎
り
〇
一

oり
m
α
o

寸
N
卜

寸
O
㊤

一
N
頃

布

卜
o
O
一
〇
筥
．
H
に
◎
D

8
肖
。
◎
ヨ
．
一
①
ト
◎
◎

oOnN
N
8
、
一
N
㊤
o
O

寸
、
【
N
①
お
．
H
尋
◎
o

8
N
ト
め
①
曾
α
○

O
O
N
●
◎
①
o
D
舘
ト

8
N
等
。
◎
寸
め
ト

ま
祠
頃
ト
ト
ト
N
卜

N
①
H
o
り
ト
O
O
O
う
り

①
雪
◎
○
昭
◎
○
壽

O
日
①
卜
頃
紹
◎
う

頃
。
◎
一
曽
め
ト
。
う
。
う

卜
三
〇
專
O
め
N

等
一
一
ト
0
6
卜
O
N

①
巽
①
O
N
O
嵩

寸
曽
N
O
N
頃
◎
〇
一

蓮
駅
鞠
二
三
鵠

脛
国
鰍
　
翻
閣

母
卜

針
ゆ

母
。
。

塒
暇
　
密
降

掛
N
O

母
8
塒
。
◎
頃

掛
㊤
の

世
蕊

世
N
頃

母
O
頃

心
置

塒
等

食
毒

世
N
寸

世
專
　
隠
蟹

無
駆
蟹
・
蝋
二
三
魑

「
薗
鰹
選

（
8
①
H

．
同
一
三
一
e
帥
K
旧
く
・
矧
K
心
紋
三
三
圏
）

‡
　
漣
澤
e
四
二
製
聾
藁
b
肖
樫
層
鰍
麗
諸
e
諮
潔
旺
欄
圏
　
F
．
F
榔

一7一

難
聾麟。　i「



一一1．

〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　表1．2　畜産経営の戸数と頭数の推移

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（畜産統計、1997）

@　　　　　（酪農）

区　　　分 51年 56年 61年 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

乳用牛飼養戸数（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

147．1

｣8．1

106．0

｣8．1

78．5

｣4．7

66．7

｣5．5

63．3

｣5．1

59．8

｣5．5

55．1

｣7．9

50．9

｣7．6

47．6

｣6．5

44．3

｣6．9

乳用牛飼養頭数（千頭）

ﾎ前年増減率（％）

1，811

@1．3

2，104

@0．6

2，103

｣04

2，031

@0．7

2，058

@13
2，068

@0．5

2，082

@0．7

2，068

｣0．7

2，018

｣2．4

1，951

｣3．3

1戸当たり

迫{頭数（頭）

全　国

k海道

s府県

12．3

Q4．7

X．7

19．8

R82

P5．5

26．8

S8．6

Q0．9

30．4

T3．2

Q3．6

32．5

T6．5

Q5．1

34．6

T9．6

Q6．5

37．8

U5．3

Q8．5

40．6

U9．7

R0．3

42．4

V2．4

R1．6

44．0

V4．2

R3．0

（肉用牛）

区　　　分 51年 56年 61年 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

肉用牛飼養戸数（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

449．6

｣5．1

352．8

｣3．1

287．1

｣3．7

246．1

｣5．4

2322

｣5．6

221．1

｣4．8

210．1

｣5．0

199．0

｣5．3

184．4

｣7．3

169．7

｣8．0

乳用種飼養戸数（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

51．7

｣7．3

45．9

｣9．5

30．1

｣4．7

25．3

｣8．0

22．8

｣9．9

19．9

｣12．7

16．6

｣16．6

14．8

｣10．8

13．5

｣8．8

12．1

｣10．4

肉早牛総頭数（千頭）

ﾎ前年増減率（％）

1，912

@3．0

2，281

@5．7

2，639

@2．0

2，651

@0．0

2，702

@19
2，805

@3．8

2，898

@3．3

2，956

@2．0

2，971

@0．5

2，965

｣0．2

内
訳

肉専用種　（千頭）

ﾎ前年増減率（％）

禔@用　種（千頭）

ﾎ前年増減率（％）

1，427

@3．3

S85．2

@2．0

1，478

@0．9

W033

P6．1

1，662

@1．0

X77．2

@3．8

1，627

@a7
P，024

｣L2

1，664

@2．3

P，038

@1．4

1，732

@4．1

P，073

@3．4

1，815

@4．8

P，083

@0．9

1，868

@2ぶ
P，088

@0．5

1，879

@0．6

P，093

@0．5

1，872

｣0．4

P，093

@0．0

1戸当たり

迫{頭数

@　　（頭）

肉　用　牛

q取り用雌牛

�齬p種肥育

菶p種肥育

4．3

Q．2

R．6

X．4

6．5

Q．7

U．1

P7．5

9．2

R．2

X．1

R2．5

10．8

R．5

P2．2

S0．5

11．6

≠
S
5
．
5

12．7

R．9

P82

T4．7

13．8

S．2

Q0．6

U6．9

14瀞

S．4

Q2．5

V4ρ

16．1

S．6

Q4．7

W2．8

17．5

≠
X
0
．
3

（養豚）

区　　　分 51年 56年 61年 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

豚飼養戸数（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

195．6

｣12．4

126．7

｣10．3

74．2

｣10．7

502

｣12．7

43．4

｣13．5

36．0

｣17．1

29．9

｣16．9

25．3

｣154

22．1

｣12．6

18．3

｣14．9

子とり雌豚戸数　（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

147．5

｣5．9

107．2

｣9．0

64．8

｣12．1

44．1

｣12．2

38．0

｣13．8

31．5

｣17．1

26．5

｣15．9

22．4

｣15五

19．5

｣12．9

16．6

｣14．9

肥育豚戸数　（千戸）

ﾎ前年増減率（％）

10L5

｣17．3

67．0

｣8．8

44．0

｣5．6

31．9

｣8．9
＝

23．3

｣14占

19£

｣15．9

17．0

｣13．3

15．3

｣10．0
＝

総飼養頭数（千頭）

ﾎ前年増減率（％）

7，459

｣2．9

10，065

@0．7

11，061

@3．2

11，866

@12
11，817

@▲0．4

11，335

@▲4．1

10，966

@▲3．3

10，783

@▲1．7

10，621

@▲1．5

10，250

@▲3．5

子とり雌豚頭数（千頭）

@対前年増減率（％）

959

T．2

1，171

@1。6

1，202

｣2．0

1214

｣1．2

1，182

｣2．6

1，111

｣6．0

1，061

｣4石

1，043

｣1．7

1，008

｣3．4

970

｣3．8

豚　全　体 38．1 79／婁 149．1 236．4 272．3 314．9 366．8 4262 480．6 545．21戸当たり

迫{頭数

@　（頭）

子とり雌考

ﾊ　育　豚

6．5

T9．1

10．9

P28．6

18．5

Q27．9

27．5

R45．0

31．1 353

R96．8

40．0

S58β

46．6

T21．6

51．7

T72．3

58．4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一8一
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表1．3 一般建築物との比較における農業建築物に対する各国の積雪荷重・風荷rT9の低減・許容応力
度の増大あるいはPartial　Coethcientの低減（CIGR報告、1g83）

積雪・風荷

dの低減
許容応力度の増大
@による取扱い

Partial　Coe伍cient

ﾌ低減による取扱い

議
に
畿
に 確
率

躍
論

国
（％） （％） （％） 弩 馨 論

的
振 備　　考

く く づ
積雪

ﾗ重

風
荷
重
コンク

梶[ト
木材 鋼材

コンク

梶[ト
木材 鋼材

聚
い
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1）20％低減した荷重係

狽ﾉ幕つく

2）重：要度係数0．8に基

つく

国の基準で，通常の建築

デンマーク 10 10 10 ○
物と比較した場合，低安

S性のクラスに属する建築

物の低影響係数に基づく

NZSS　1900：1965のH．2

節，圃輪荷重の数値
ニュージー

25 25 ○ 積載曲論についてはそれ
ランド

それ，12．5，12．5，6．7

である。

国の基準の低安全性のク

ノルウェー 0－20 0－10 ○ ○
ラス（class　l）に属す
骭囃z物の低影響係数に　　　　　　　・

基づく

スウェーデン ○ ○
出版物LALT（改訂中）

ﾉ基づく

英国建築基準BS　2053

に基づいていて20～
25％の許容応力度の増

イギリス （20－25） （20－25） （20－25） ○ （○） 大と同等である。

新しい建築基準BS　6502で

は農業延築物と一般の建築

物を比較していない。

表1．4 イギリスにおける農業建築物の滞在強度等によるクラス分け
　　　　　　　　　　　　　　　　（BS－5502，　Part22，1993年）

クラス 最大滞在強度
道路または住居
までの最小距離

最小設計年数

1 限定無し 限定無し 50．年

2
2人／50m2で6時／日

（4380人・時／50m2）を越えない
10m 20年

3
1人／50m2で2時／日

（730人・時／50m2）を越えない
20m 10年

4
1人／50m2で1時／日

（365人・時／50m2）を越えない
30m 2年
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第2章　地中押し込み式パイプハウスの強度

2．1　概　説

2．1，1　研究の目的

　本章では、園芸用施設設置面積の大部分を占めながら、その架構形式が一般建築物と大

きく離れているために構造安全性を確保する基準が策定されていない地中押し込み式パイ

プハウス（以下、「バイブハウス」という）について、強度を確保するために必要な構造

を検討した。そのため次の実験を行った。すなわち、①バイブハウス実物大強度実験一全

国的に数多く使用されている3種の埋骨サイズの実物大パイプハウスを使用したブレース

（主として地震力や風圧力の水平力に抵抗する桁行き方向に斜めに配置する部材）の有無

や棟部接合方法の影響を検討した強度実験、②スエヅジ継手部強度実験一応力伝達が不確

実とされている差し込み式棟部接合方法の適正長さを求めるためのスエヅジ継手部の部分

実験、③定着杭引抜実験一暴風時の吹上力からバイブハウスを守る定着杭の引抜実験、④

バイブ接合金具強度実験一バイブ間の接合に使用されている金具の接合強度確認実験、な

どである。

　これらバイブハウスの強度に関する実験について理論解析も行い、それぞれの実験結果

を総合的に考察することにより、実際に使用されているバイブハウスの強度を把握した。

さらに、パイプハウスの強度決定に関する各種要因を明らかにするとともに、バイブハウ

スの強度を確保するために必要な構造を得ることなどを目的とした。

2．1．2　研究の意義と背景および既往の研究

　近年、園芸施設が、農産物に対する消費需要の多様化と栽培技術の高度化に伴って普及

の一途にあることは前章で述べた通りである。このうち、ガラスハウスや鉄骨系プラスチ

ヅクハウスについては安全構造基準32）が適用されているが、園芸用施設設置面積の85％

程度を占めると推定されるパイプハウスには構造計算に係る規定が除外されている。これ

は、パイプハウスの力学的性状を理論的に解析することは、次に列挙したように構造上の

問題のため容易ではなく、構造計算を行うための根拠が不明確なためである。

　①柱脚部分が地中押し込み式のためコンクリート基礎が無く、地盤状況や押し込み

　　長さによる支持状態（固定度）が不明確である。

　②主パイプの二部での接合方法が摩擦抵抗を利用した差し込み式のため、応力伝達

　　が不確実である。

　③地中押し込み時の押し込み角度差によりハウス形状の扁平度が異なり、均一性が

　　保ちにくい。

　バイブハウスは、施設設置面積が多い割には構造や保守管理に対する考え方が完備され
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ていないため・ひとたび暴風や異常豪雪などの災害に見舞われると、その被害額もまた莫

大なものとなっている。例えば、1984年（昭和59年）1月豪雪38）による熊本県下バイブ

ハウス総面積の約40％にあたる1，783haの被害、1987（昭和62年）年9月の台風12号

による佐賀県下ハウスの約37％にあたる338haにも及ぶ被害などはその典型的な事例で

ある。また、1995年（平成7年）9月の台風12号による関東地方と台風14号による九州

地方を中心とした災害は、全国合計で6万8千棟にも及んでいる。そのため、最近、最大

風速30m／sec以上の場合の災害は異常事故対象となり園芸施設共済が認められた。

　このような事態に対して、バイブハウスの安全性が叫ばれて久しい。しかし、鉄骨系プ

ラスチックハウスなどのように、設計用の積雪荷重や風荷重を設定して安全なハウスとな

るように構造計算を行い、部材断面を大きくしたり、中柱やタイバーによる補強で強度を

増すというのでは、バイブハウス本来の経済性、移動性といったメリヅトを損なうことに

なる。使用しているパイプハウスの強度を把握し、想定以上の積雪や暴風の襲来に対して

事前に対処することが、健全なバイブハウスを維持するために切望されている。

　パイプハウスの特に構造強度に関する既往の研究は、その普及度合いの割には建設コス

トが安いためか絶対数が少なく、豪雪や強風による被害調査報告39）’40）がほとんどであ

る。例えば、長利ら41）は地中部分を含まない簡単なフレーム実験を行い、雪および強風

に対して最適な空間断面形状を理論的に求めた報告を行っている。また、羽倉ら42）の風

洞実験結果からハウス風圧力の検討を行った報告、ト蔵43）のバイブハウスと同形状のビ

ニー一一sルチューブハウスについての間口と応力の関係を求めた報告、などがあるのみである。

実用的なハウス強度に関係するブレースの有無や接合金具の影響などの研究は、筆者らの

本論文に記載した研究44》・45）以外は全く着手されていない。

2．2　パイプハウス実物大強度実験

2．2．1　実物大強度実験概要

　バイブハウスの形状を成す間口、肩高、棟高寸法は、それぞれの地域や栽培作物によっ

て異なっており、一般によく出回っている規格寸法には図2．1のような数種類がある。

また、ここに示したパイプハウスの同一血症サイズにおいても、棟部接合金具の形状によ

る肩高や棟高の相違、地域による使用バイブサイズの相違、バイブフレーム間隔の相違な

どの異なった組み合わせが見られる。

　これらの多くのパイプハウスの強度を把握するため、全国的に数多く使用され、今後の

バイブハウスの主要サイズとなると判断される3種の間ロサイズについて、実物大の強度

実験を行った。また、パイプハウスの強度に関する理論解析も行い、実験結果の強度と比

較検討した。さらに、棟部接合方法の相違による強度差、地中押し込み部分に関する柱脚

支持状態（固定度）の考え方、間口や使用バイブサイズの異なる場合における強度算定上
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の留意事項を整理し、パイプハウス全体の強度決定に関する各種要因を明らかにするため

の実験を行った。

（1）実験パイプハウス

　パイプハウスは・間ロサイズごとに定められた長さの2本のバイブ（以下、「主パイプ」

という）を曲げ加工し、棟部で接合することによりアーチ型をした1つのバイブフレーム

が形成される。実物大強度実験を行ったバイブハウスの間ロサイズ、小部接合方法、ブレ

ースの有無を組み合わせた種類一覧を表2．2に、パイプハウスの形状と間内サイズ別の

ハウス各部の寸法を図2，2、表2．1に、間ロサイズ別の使用パイプー覧を表2．3に、

使用したパイプの機械的性質を表2．4に示す。

　実験したバイブハウスは全て単棟とし、間ロサイズ4．5m、5．4　m、7．2　mの計3種につ

いて実験を行った。なお、ハウス設置面積の多い間ロサイズ4．5mと5．4　mは、同一条件

のハウスをそれぞれ2棟実験した。実験を行ったバイブハウスの数は、3種の間ロサイズ

に二部の2種の接合方法（外ジョイントタイプ、スエヅジタイプ、図2，3、表2．5参照）

を組み合わせ、ブレース付きを原則とした10棟と、ブレース無しの間口5．4mの2棟を

含めた合計12棟である。

　桁行き方向の主バイブのフレーム間隔は全て450皿mとし、ブレースが最小限取り付け可

能な10フレーム分（450mx　9＝4，050m皿）を桁行き方向サイズとした。桁行き方向へ向

けて配置される直管（以下、「桁行きパイプ」という）のパイプ本数は、パイプハウスの

建設地によって屋根面部分や側壁部分の本数が異なる。本実験では、全バイブハウスとも

棟部、左右の二部と両脚部の計5本とした。また、ブレース用のパイプの設置は、一方の

端部脚部から他方の棟部へ繋げたX形の左右対称とした（図2．2参照）。なお、六部以

外の桁行きパイプおよびブレース用パイプと主バイブとの交点は全て鋼飯島の接合金具で

止めた。また、二部は全て鋼線製金具で止めた。

　実験現場でのパイプハウスの建て方は、所定の間ロサイズに沿って450皿m間隔に印をし

た箇所に、主バイブの先端より50m皿程度つぶし加工した脚部を通常の場合と同様に二人

程度の力で地中に押し込んで行った。地中押し込み深さは、間口5．4mと7．2mは400m、

間口4．5mは300　mとした。なお、主パイプの地中部分には、軟弱地盤用の根がらみなど

の処置はしていない。実験に使用した外ジョイントタイプでブレース付きバイブハウスの

建設状況を写真2。1に、建設したパイプハウスの一例を写真2．2に、主パイプと桁行き

パイプおよびブレースバイブの鋼板製金具を使用した接合状況を写真2．3に示す。

（2）載荷方法

　載荷方法の概要を図2．4に、鉄粉袋と砂袋を使用した鉛直荷重の載荷状況を写真2．4

に示す。載荷は、バイブフレームの剛性が低いため園部のみに局部的な水平力をかけるこ

とは不適当と判断し、全て鉛直等分布荷重（積雪荷重）を想定した。そのため、図2．4

に示すように二部間の3等分中点にユニバーサルジョイント金具をセットし、それにロー

ブ（マイカー線を利用）を吊るし、それぞれ2フレームごとに載荷用のベニヤ板を取り付

一12一

熱灘鑛　囎澱騨・　灘r鐵鞭耀欄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欝　’　轡勲脳灘　　、、，．



■■吐

け・あらかじめ重量を計測しておいた19・6N（2kgf）の砂袋と49，0　Nおよび98．1　N（5kgf、

10kgf）の鉄粉袋を載せて加力した。載荷する順序は、載荷点が15ヶ所と多数のため、載

荷の際にはフレームに衝撃を与えたり、不均等な載荷にならぬようつとめた。

（3）測定方法

　変位計を全16箇所に設置した。その概要を図2．5に示す。すなわち、変位の測定は、

パイプハウスが簡易な組立のため各部分の変位に相違がでることも予想されるため、両妻

面付近と中央の3ヶ所の主パイプについて行った。各位置とも、変位が最も大きくでる棟

部のフレーム面内の鉛直方向変位は巻き込み型変位計（図2．5の②～④）で、肩部のフ

レーム面内の水平方向変位とフレーム面外方向変位は電気式変位計（図2．5の⑤～⑩、

⑪～⑯）を用いてそれぞれ計測した。また、棟部のフレーム面外方向変位についても、片

側の最外端フレーム乙部に巻き込み型変位計（図2．5の①）を取り付けて計測した。各

部分の変位計のセットは、屋外実験のため足場バイブを用いた測定用フレームをハウスの

両側に組み立て、マグネットスタンドを用いて取り付けた。

　また、ハウスの倒壊調査より、ハウス強度の決定部分となる織部の歪面を得るため、桁

行き方向中央フレームの主バイブについて、肩部の桁行きバイブとの接合部より上下100

㎜の位置の表裏に歪ゲージを貼り計測した。

（4）実験地地盤状況

　バイブハウスの実物大強度実験は、つくば市観音台の農林水産省農業工学研究所内の作

物試験に使用されている畑地の一部を借用して行った。実験にあたり、地中に押し込まれ

る主パイプの脚部および定着杭と密接な関係を持つ現地地盤の耕土状態が、通常の畑土と

できるだけ同一条件となるように前もって耕起し、実験時に地盤の許容支持力の調査を行

った。

①許容支持力の調査方法

　許容支持力の調査方法は、農業工学研究所にて開発したコーンペネトロメータを使用し

た。試験器は、先端部分角度30度、底面積6．4cm　2の円錐形のコーンを使用し、それを一

定の高さから自由落下させ、地中貫入深さ10cmごとに要する打撃回数（1V1・値）を計測

し、1＞10値よりコーン指数（q。）、N値、地耐力（R）などの地盤の許容支持力を算出す

るものである。調査は、主バイブの地中押し込み先端深さを考慮し、地表面から600皿mの

深さまで行った。

　換算式は、　　コーン指数（q。）＝NiO値／7

　　　　　　　　　　／V値　　＝コーン指数／3

　　　　　　　　　地耐力（R）　＝1V値×1．6　　　　　　　　　　　である。

②許容支持力の調査結果

　調査した実験地の許容支持力の結果を表2．6に示す。実験地の地盤は、主パイプ先端

部付近（G．L．一　400　mm）までは概ね一般的な畑土と考えられるN値が5程度以下となって

いる。
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（5）検討項目

①棟部接合方法による差異

　バイブハウスには外ジョイントとスエッジの2種類の棟部接合方法があり、その接合方

法によって棟部を中心としたハウス形状は異なったものとなる。この2種の薗部接合方法

によるハウス強度や各部の変位の差異を明らかにするため検討した。

②ブレースの有無による差異

　バイブハウスの間口方向の強度はアーチ型をしたパイプフレームが負担する。しかし、

パイプフレームは剛性が低いためフレーム面外方向へ変形しやすく、強度確保のためには

ブレースが必要とされる。ブレースの有無によるバイブフレームの強度および倒壊状況の

差異を明らかにするため検討した。

③主パイプ脚部の支持状態（固定度）について（実験値と理論値の比較）

　主バイブの脚部は地中に押し込まれたままであり、地盤による脚部の支持状態は明確で

はない。仮定した4種の支持条件による理論値と実験値を比較して、脚部支持条件を明ら

かにするため検討した。

④間ロサイズによる差異

　主パイプは建設地域に応じて間ロサイズごとに使用されるバイブ断面がほぼ定まってい

る。しかし、間ロサイズに応じて必要とされるパイプ断面が必ずしも使用されているとは

限らない。弾性剛性をもとに間ロサイズと主パイプの関係を明らかにするため検討した。

⑤主パイプ脚部の地中押し込み角度の影響

　主パイプの地中押し込み角度は一定ではなく、建設者によって角度やハウス形状まで異

なる場合がある。地中への押し込み角度が異なった場合のハウス強度を明らかにするため

検討した。

2．2．2　理論解析

（1）解析方法

　バイブハウスの形状は、同一間ロサイズにおいても、作物の種類による飯高や心高の高

低差や、メーカー間の曲げ加工による相違がある。また、今回実物大強度実験を行ったハ

ウスの他にも種々の間ロサイズが市販されており、新たな間ロサイズが製品化される可能

性もある。このように多種にわたる形状のバイブハウス強度を推測可能とするため、実物

大実験と同様な鉛直荷重に対する理論解析を行い、棟部の鉛直変位や肩部の水平変位など

の解析結果と実験結果を比較し、理論解析の適応性を検討した。

　解析は、等分布鉛直荷重に対する主パイプの最大応力（肩部応力）や面部の鉛直変位な

どを剛性マトリヅクス法によって求めた。なお、バイブハウスはハウス形状に比べて主バ

イブのサイズが細いため剛性が低く、弾性域における変位が大きな値となる。したがって、

微少変形理論では誤差が大きくなるため、肩部の応力より想定される最大荷重の約1／6程

度を荷重増分とし、さらに次の荷重増分による変位を加算する大変形理論を採用した。
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（2）主パイプ脚部の支持状態（固定度）

　主パイプの脚部は地中に押し込まれたままであり、脚部周辺の畑土による柱脚の支持状

態は不明確なものとなっている。そのため、解析については主バイブ脚部の支持状態を

　　　①GL部分で固定支持

　　　②G。L部分でピン支持

　　　③地中先端部分（G．L－400　mm）で固定支持

　　　④地中先端部分（G．L－400　mm）でピン支持

の4条件に仮定した（図2．6参照）。そして、それぞれの解析結果と実験結果を比較検討

して、通常の畑土中に押し込まれた場合の主パイプ脚部の支持状態に対する目安を求めた。

ただし、間口45mのパイプハウスについては、③、④の条件を実況に合わせてG．L－300

mmとした。

（3）降伏強度

　理論値としての降伏強度は、最大応力となる主バイブの肩部応力がパイプの機械的性質

とパイプ諸性能によって求めた降伏モーメント（My）の値に達した時点の荷重とした。

　実験に使用したバイブの断面係数、降伏モーメントの一覧を表2．7に示す。なお、理

論解析による降伏強度までの荷重と二部鉛直変位の関係は、実験結果と併せて図2．11に

示す。

2．2．3　実験結果および考察

　実験状況は、倒壊前までは鉄粉袋や砂袋を載荷すると各部の変位が増加するもののパイ

プハウスは安定状態を保持していた。しかし、さらに載荷すると棟部が急激に下降して倒

壊となった。各パイプハウスの倒壊状況は、ブレースを有するパイプハウスの場合は、面

外方向への移動は無く肩部の局部座屈発生によるフレーム面内での下方および左右方向へ

の変形（移動）であった。また、ブレース無しのバイブハウスの場合は、肩部から棟部範

囲でのフレーム面外方向（桁行き方向）への倒れであった。なお、一つの実験における両

妻面付近と中央の3カ所の変位計測値は、最大強度付近までの誤差が8％程度であり、計

測箇所による相違の傾向も見られない。このため、変位計測値は平均的と考えられる中央

部の数値を代表とした。間ロサイズと棟部接合方法を同一条件とした複数の実験では、最

大強度時付近の各部変位に10～20％の差が見られたが、強度を判定する上で重要である

初期剛性（荷重と変位の関係）および最大強度は5％程度の差のため、それぞれ平均値を

採用した。なお、荷重は載荷袋の合計重量を単位面積当たりに換算した数値とした。また、

最大強度はバイブフレームが倒壊に至る直前の荷重とした。

　各パイプハウスの最大強度と最大強度時の棟部鉛直変位および棟部面外変位の実験結果

の一覧を表2。8に、倒壊した外ジョイントタイプハウスのフレーム状況を写真2．5に、

倒壊したスエッジタイプハウスのフレーム状況を写真2．6に、倒壊後の外ジョイントタ

イプハウスの二部変形状況を写真2．7に、倒壊後のスエヅジタイブハウスの肩部変形状
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況を写真2．8に示す。

　なお、棟部鉛直変位および肩部水平変位は図2．7（a）．に示す棟部の下方への変形量お

よび三部のハウス外側への水平方向変形量とした。また、棟部面外変位は図2．7（b）・に

示す棟門のバイブフレーム面外方向（桁行き方向）への変形量とした。また、以下の考察

における荷重と各部変位との関係には、各パイプハウスとも一事例の結果の図を利用した。

（1）二部接合方法による差異

　実験したバイブハウスの各間ロサイズ別の荷重と恥部鉛直変位および四部水平変位の関

係を図2．8に、同一丁丁サイズにおける外ジョイントタイプに対するスエヅジタイプの

最大強度の比率を表2．8に示す。棟部接合方法の相違による強度差は・全ての間ロサイ

ズにおいて載荷当初よりスエヅジタイブの方が低くなっており、最大強度の比較ではスエ

ヅジタイブは外ジョイントタイプの65～76％であった。なお、両タイプとも最大強度は

二部の局部座屈によって決定されており、棟部鉛直変位に大きな差は生じたが棟部の接合

部周辺での損傷は見られなかった。主パイプ戸部に発生した局部座屈の状況を写真2．9

に示す。

　一般的にバイブハウスの小屋形状は、ライズ比（間ロサイズしに対する屋根高fの比：

f／L）で表される。実物大強度実験に使用したハウスの棟部接合方法の差異によるライ

ズ比を表2．9に示す。また、ライズ比に対する肩部曲げモーメントや棟部鉛直変位の関

係を調べるため、鉛直荷重98．1N／㎡（10kgf／㎡）、間ロサイズ6．O　m、脚部を地中固定支

持の条件で理論計算したものを図2．9に示す。計算結果は、実物大強度実験に使下した

ハウスと同様なライズ比が小さな値（約0．2）の付近で棟部鉛直変位が急激に増大してお

り、ライズ比の相違によって棟門鉛直変位にかなりの違いが生じる傾向を示している。こ

の傾向は、実物大実験の青図接合方法の相違によって棟部鉛直変位が異なる結果と同様と

考えられる。これより、棟部鉛直変位を少なくしてパイプハウスの強度を確保するために

は、ライズ比の小さい扁平な形状は避けるべきである。

（2）ブレースの有無による差異

　間ロサイズ5．4mバイブハウスの2種の棟部接合方法による荷重と棟部鉛直変位および

棟部面外変位の関係を図2．10に示す（図2．7参照）。間ロサイズ5．4mのパイプハウス

のみの結果であるが、ブレース無しの場合の最大強度はブレース有りの場合の最大強度に

対して、外ジョイントタイプは0．78、スエヅジタイプは0．90となっている（表2．8参照）。

また、ブレース有りの最大強度に対するブレース無しの最大強度の低下は、フレーム剛性

が高い外ジョイントタイプのパイプハウスで大きい。

　実験した両タイプのバイブハウスとも、初期の荷重と棟部鉛直変位の関係にはブレース

の有無による相違は見られない（図2．10参照）。しかし、載荷途中よりブレース無しの

場合はバイブフレーム桁行き方向の水平力を負担する部材が無いため、棟部面外変位が急

増して倒壊した（図2．7（b）。参照）。ハウス倒壊の決定は面外方向への倒れである。な

お、倒壊したハウスの状況は柱脚から肩部まではあまり変形していない。これは棟部以外
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の肩部と脚部の主パイプと桁行きバイブを鋼板製金具で接合したため、当該部分ではパイ

プ間の交差角度を保持する効果が大きく影響した結果と考えられる。このため、倒壊の原

因は、肩部から棟部間の桁行きパイプ支点間でのバイブねじれ変形および棟部接合部分で

のパイプ間の回転と判断される。したがって、適当な間隔に棟部まで架かったブレースを

設けることによりバイブフレーム本来の強度は確保される。また、肩部から棟部間に桁行

きパイプを増設し、接合部を鋼銀製金具で止めて交差角度を保持させ、当該部分の水平剛

性を増すことも強度向上の要因となると考えられる。

（3）主パイプ脚部の支持状態（固定度）について（実験値と理論値の比較）

　各形状パイプハウスの荷重と棟部鉛直変位に関する実験結果と、4種の主パイプ脚部支

持条件による理論解析結果を図2．11に示す。また、各バイブハウスの弾性範囲内におけ

る棟門鉛直変位の実験値と4種の主パイプ脚部支持条件による理論値の比較を表2．10に

示す。なお、弾性範囲は実験結果における荷重と棟部鉛直変位との関係より、荷重と棟部

鉛直変位がほぼ比例関係を示す最大強度の約1／3の荷重までとした。また、この表には理

論値に対する実験値の比率も示してある。これらの図表で実験値と理論値を比較すると、

間ロサイズおよび棟部接合方法の違いにかかわらず、主パイプ脚部の支持条件は地中固定

の場合が理論値と最も近似している。また、肩部に貼った歪ゲージの歪量より算出した肩

部応力度と荷重との関係（図2．12）においても、脚部を地中固定とした条件の理論値は

実験値と一致している。これらより、通常の畑土に柱脚部分を押し込んだバイブハウスの

強度は、実験値と理論値が近似であることから、主パイプ脚部の地中先端で固定支持され

ていると仮定した理論計算により求められると判断される。

（4）間ロサイズによる差異

　野間ロサイズの荷重と棟門鉛直変位および二部水平変位の関係を図2．13に、各パイプ

ハウスの最大強度の1／3を基準とした弾性範囲内における剛性の比較を表2．11に示す。

なおこの表には間ロサイズ4．5mの場合を1．00とした比率も示してある。間ロサイズ45

mと5．4mのバイブハウスは、半平接合方法により強度に多少の差異は見られるもののほ

ぼ同程度の剛性を有している。しかし、間ロサイズ7．2mのバイブハウスは、他の間ロサ

イズに比べて剛性、強度とも著しく低くなっている。弾性範囲内における剛性についてみ

ると、間ロサイズ7．2mのパイプハウスは間ロサイズ4．5　mのバイブハウスに比べて、外

ジョイントタイプで71％、スエッジタイプでは51％と極めて剛性が低くなっている。こ

れは、三三サイズ7．2mのバイブハウスが他の二三サイズに比べて、間ロサイズに対する

使用主バイブの断面性能（バイブ外径、肉厚、断面二次モ■一・・…メント）が劣っているためで

ある。したがって、建設地の荷重条件、特に積雪荷重に注意が必要であり、積雪荷重がや

や大きい地域ではやむを得ず使用バイブをさらに大きくするなどの対策が必要と考えられ

る。

（5）主パイプ脚部の地中押し込み角度の影響

　同一間ロサイズのバイブハウスにおいても、作付け面積の拡大を目的としてバイブの地
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中への押し込み角度を変化させて、主パイプ脚部から肩部間のハウス内部空間を広げる場

合がある。この場合は主パイプ脚部と肩部が垂直に近くなり、ハウス形状は標準の場合に

比べ多少異なったものとなる。主パイプの柱脚部と肩部の水平位置関係（柱の傾き度合い）

はパイプハウスの強度にも大きく影響することが予想される。そのため、柱脚部に対する

肩山の水平寸法を変化させた場合について理論解析を行い、柱の傾き度合いと下部鉛直変

位および二部水平変位の関係について比較検討を行った。

　理論解析モデルは間ロサイズ5．4mの山形ラーメンとし、肩高と棟高は実物大の強度実

験における外ジョイントとスエヅジの2種の数値を採用した。また、柱脚部と肩部間の水

平位置関係（柱の傾き度合い）はd＝100、200、300、400mmの4種である。なお、理論

解析における主パイプ脚部の支持条件は、前述結果より全て地中固定支持とした（図2．

14、表2．12参照）。

　鉛直荷重98．1N／㎡（10kgf／㎡）における解析結果を表2．13に示す。建設時の柱の傾き

の基本寸法は、外ジョイントタイプの場合300mm、スエヅジタイプの場合200皿皿程度であ

る。表2．13には300m皿の場合を1．00とした比率も示してある。この傾き度合い300　mmに

対して100m皿少なく（角度：約1／20）なると棟部鉛直変位は約25～28％、肩部水平変位

は16～18％多くなる。また、さらに傾き度合いが200m皿も少なくなった場合では、棟部

鉛直変位は54～60％、肩部水平変位は34～38％も増加することになる。この棟門鉛直

変位や肩部水平変位の増加はパイプハウスの強度低下と深い関係があるため、柱の傾き度

合いは重要である。すなわち、外ジョイントタイプとスエッジタイプとの棟部接合方法に

よる強度差には、前述したライズ比による影響とともに柱の傾き度合いも関係している。

2．2．4　パイプハウスの許容強度

　実物大実験の間ロサイズ5．4m、棟部外ジョイントタイプのハウスについて、主パイプ

脚部を地中先端で固定支持と仮定して理論計算を行った時の棟部鉛直変位、肩部水平変位、

二部応力度の計算結果を表2．14に示す。また、表の棟部鉛直変位には間ロサイズとの比

率、二部水平変位には肩高との比率、二部応力度には使用鋼材の降伏応力度との比率も示

した。なお、実験に使用した主バイブ（STK290）の降伏応力度はJIS　G　3444（一般構造用

炭素鋼管）46）では明記されていないため、一般的に使用されている176N／mm2とした。

　計算結果は、バイブハウスはフレーム剛性が低いため棟部鉛直変位と肩部水平変位が大

きな値となり、それぞれの比率も安全構造基準で定めている他の園芸用ハウスの変形制限

に比べて大きなものとなった。また、三部応力度も、鉛直荷重150N／㎡の場合では降伏

応力度との比率が0．89とまだ弾性状態であるが、200N／㎡の場合は比率が1．26と降伏応

力度を超える結果となった。

　台風の時に主パイプが大きく変形し、パイプハウス全体が桁行き方向に蛇のようにうね

っていても、ある程度までの強風であれば、通過後にほぼ元の状態に戻っている場合が多

い。このこともパイプハウスの構造特性を表している。しかし、ほぼ元の状態に戻った二
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合であっても、主パイプが弾性状態であったとは限らない。倒壊には至らなかったが、主

パイプの一部では弾性域を超えて塑性域に入った後もなお強度を保有し、復元力の大きさ

により除荷後に元の状態まで戻っている場合も多くあることが予想される。

　これらのことを考慮すると、バイブハウスの許容強度は応力度の検討を参考程度とし、

変形制限を設計条件とすることが適当と判断される。また、変形制限の値は、実物大強度

実験結果に安全度を1．5程度考慮するとともに、他の園芸用施設の変形制限を参考とした

以下に示す変形制限値が適当と考えられる。なお、応力度の検討を省略した場合でも、実

験前に行った試験結果の数値（295N／m皿2、表2．4参照）が上記の計算条件値の1．6倍と

なっているように一般的にも安全度が見込まれており、大きな支障は無いと思われる。

「パイプハウスの変形制限値」

　　　csr．　；IS　L／60

6x　S　h／35

［δy：棟部鉛直変位（mm）］

［L：間ロサイズ（m）］

［瓜：肩部水平変位（mm）］

［h：肩　高（mm）］

　この変形制限により求めたパイプハウスの許容強度は表2．15のようになる。バイブハ

ウスは、間ロサイズに応じて使用される主パイプの断面がほぼ定まっている。このため、

一般的な二三サイズ5．4mのパイプハウスの強度は、積雪荷重が212　N／㎡（22kgf／㎡）程

度、風速が30m／sec程度が目安と考えられる。これ以上の荷重条件となることが予想さ

れる場合には、積雪に対処する間柱の設置、暴風に対処するブレースや補助ステーの設置

などを心がける必要がある。なお、上記の変形制限による許容強度と実験時の最大強度の

比率（安全度）は1．4である。

2．2．5　パイプハウス実物大強度実験のまとめ

①鉛直荷重を載荷したバイブハウスの強度は、ブレースを有する場合はフレーム面外方向

　（桁行き方向）への移動は無く、肩部の局部座屈発生で決定される。また、プレー・一一一ス無

　しの場合は肩部から棟部範囲でのフレーム面外方向への倒れで決定される。

②外ジョイントタイプとスエヅジタイブの最大強度は、スエッジタイプのライズ比（間ロ

　サイズしに対する屋根高fの比：f／L）が小さいため、外ジョイントタイプに比べて65

　～76％程度となった。なお、棟門鉛直変位に大きな差は生じたが学部の接合部周辺で

　の損傷は見られない。

③ブレース無しの場合の最大強度はブレース有りの場合に比べて、外ジョイントタイプで

　0．78、スエヅジタイブで0．90となる。

④通常の畑土に主バイブ脚部を押し込んだ場合、バイブハウスの側部鉛直変位や肩下平野

　は、地中の脚部先端で固定支持と仮定した大変形理論による理論値と近似である。
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⑤間ロサイズ4．5m（主バイブφ19．1　mmバイブ）と間ロサイズ5．4　m（主パイプφ22．2皿皿

　バイブ）のパイプハウスは、ほぼ同程度の剛性を有している。間ロサイズ7．2m（φ25．4

　m皿パイプ）のバイブハウスは剛性、強度とも著しく低い。

⑥柱部分の傾き度合いが少なく垂直に近くなると、棟部鉛直変位や三部水平変位は多くな

　る。外ジョイントタイプとスエヅジタイブとの棟部接合方法による強度差には、前述し

　たライズ比による影響とともに柱の傾き度合いも関係している。

⑦バイブハウスの許容強度は、復元力の大きい構造特性を考慮して応力度の検討を参考程

　度とし、変形制限を設計条件とすることが適当と判断される。変形制限の値は、棟部鉛

　直変位Oy≦間ロサイズ／60、肩馬水平変位δx≦肩高／35が適当である。

⑧この変形制限による強度は、実物大強度実験結果に15程度の安全度を有している。ま

　た、間ロサイズ5．4回目パイプハウスの強度は、積雪荷重が212　N／㎡（22kgf／㎡）程度、

　風速が30m／s㏄程度となる。

2．3　スエッジ継手部強度実験

2．3．1　継手部強度実験概要

　パイプハウスの骨組は、通常、2本のパイプを棟部で差し込んで接合するが、この接合

方法には前述したように外ジョイントタイプとスエヅジタイプの2種類（図2．3参照）

がある。もちろん、このような差し込み式の接合部には引張力を負担させることはできず、

主として曲げモーメントを負担させることになる。

　外ジョイントタイプの場合は、接合用の外側バイブは主バイブが差し込み可能な内径で

あり、差し込み部分の長さは事前に調整することが可能である。しかし、スエッジタイプ

の場合は、主バイブの片方をもう一方のバイブに差し込める程度まで細くするスエヅジプ

レス加工を行っている。このため、各パイプメーカーによって差し込み長さが異なってい

る。そのため、安全対策上これを統一させる必要がある。

　前述した実物大強度実験においても、棟部接合部分の差し込み長さを3D（D：主パイ

プ外径）程度と設定した。しかし、外ジョイントタイプが3．31）以上確保されているのに

対して、スエヅジタイブでは、Dl＝22．2皿皿の場合で3．01）、1）＝25．4m皿の場合では2．6Dと

設定値を下回っていた（表2．5参照）。実験結果では、差し込み長さ2．6Z）の場合でも棟

部接合部分には強度確保に支障となるような問題は生じなかった。しかし、差し込み長さ

の変化に対する接合部の曲げ強度や変位の関係を調べ、主パイプ外径に対する適切な差し

込み長さを求める必要がある。このため、パイプ外径に対するスエッジタイプ継手部の適

切な差し込み長さを求めることを目的として、継手のない一本目のパイプ（以下、「単一

バイブ」という）の曲げ強度実験とスエヅジ継手部曲げ強度実験を行った。

（1）スエッジ試験体
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　スエヅジ継手部の試験体一覧を表2，16に、2本のパイプを差し込んだスエヅジ継手部

試験体の形状を写真2．10に示す。スエヅジ加工機械のストローク容量は100皿皿程度であ

り、その範囲内でスエッジ継手の差し込み長さを変化させなくてはならない。このため、

φ19．1㎜パイプを標準とし、差し込み長さは2D～5Dの4種類とした。φ22．2　mmおよび

φ25．4mmのパイプについては3Z）のみの一種類とし、各バイブサイズ試験体ともそれぞれ5

体ずつ実験した。また、スエッジ継手の有無による最大強度や変位を比較するため、各パ

イプサイズとも単一パイプの場合についての実験も行った。なお、実験に使用したバイブ

の肉厚は全て1．2mmである。

（2）載荷方法

　540mm離れた2支点間の中央部に集中荷重を載荷する単純ばり型の載荷方法とした。な

お、中央スエッジ継手部に直接荷重を作用させると、載荷点のバイブ扁平変形によりスエ

ヅジ部分でのパイプ間の接触状態は異質な状態となってしまう。このため、スエッジ継手

部には一様な曲げモーメントのみが作用するよう、全ての試験体とも差し込み長さの中点

を支点間中央に合わせてセットし、中央より左右に等距離（go皿m）外に離れた2点を載

荷点とした。載荷方法の概要を図2。15に、スエヅジ継手部試験体の試験機へのセット状

況を写真2．11に、スエッジ継手部に一様な曲げが加わるように離れた2点へ載荷してい

る状況を写真2．12に示す。なお、左右のパイプ間の変形差によって片側のバイブのみに

載荷されるのを防止するため、載荷点の支持部には球座を使用した。載荷は神奈川大学建

築学科のアムスラー100ton万能試験機を使用し、左右の載荷点には局部座屈防止用に適

当な長さに切断したワンサイズ大きな半割の補強バイブをセヅトした（図2．15参照）。

（3）測定方法

　スエッジ継手部の変位および歪量の測定位置の概要を図2．16に示す。変位の測定は、

スエヅジ加工したバイブ側のくびれ根元部分、差し込まれるバイブ側の端部とスエヅジパ

イプ先端相当部、および両載荷点近傍の計5カ所に巻き込み型変位計をセヅトして計測し

た。また、微妙な接触状態を把握するため、変位計とほぼ同位置のパイプ上下辺に歪ゲー

ジを貼って歪量を測定した。測定位置は全試験体とも同一箇所とした。

（4）検討項目

①荷重と変位の関係

　スエッジ継手長さはハウスメーカーによって異なっている。スエッジ継手部に一様な曲

げを生じさせた場合をもとに、スエヅジ継手部長さの相違によって荷重と接合部中央付近

の載荷方向変位がどのように変化するのかを明らかにするため検討した。

②継手部近傍のたわみ角の変化

　実験での中央付近の載荷方向変位には540mm離れた2支点間のスエヅジ継手部以外のバ

イブ全体の変形も含まれている。スエヅジ継手部のみの変形を明らかにするため、スエヅ

ジ継手部近傍のたわみ角をもとに検討した。

③歪量の分布
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　2本のパイプを差し込んだスエッジ継手部では、内部に差し込んだバイブおよび差し込

まれた外側のパイプの各部分の応力状態は不明確である。スエッジ継手試験体の各部に貼

った歪ゲージの実験値をもとに、スエヅジ継手の応力伝達状況を明らかにするため検討し

た。

④継手部近傍の応力理論解析

　歪の分布状況よりスエヅジ継手部の応力分布を仮定し、スエッジ継手の適切な差し込み

長さを明らかにするため検討した。

2．3．2　実験結果および考察

　スエヅジ継手部試験体は、荷重増加につれて三章点間での全体的な曲げ変形が進行した。

しかし、載荷途中でスエヅジ加工したパイプ側のスエッジ加工根元部上側（圧縮側）に局

部座屈が発生し、最大荷重となった後の変形は局部座屈部分に集中していた。また、差し

込まれる側のバイブには、スエッジバイブ先端部が内側から押す部分に多少のふくらみが

見られるものの、パイプ先端部、載荷点などに変化は見られない。スエヅジ加工根元部に

局部座屈が発生した試験体の除荷後の状況を写真2．13に、差し込み長さが異なる試験体

の実験後の状況を写真2．14に、バイブサイズが異なる試験体の実験後の状況を写真2．15

に示す。

　スエヅジ加工の無い単一バイブ試験体のうち、φ19．1㎜とφ22．2mバイブ試験体は、ス

エッジ継手部試験体と同程度の変位まで載荷した結果、全体的に緩い円弧を画いて変形し、

安定した性状を示した。しかし、φ25．4mmバイブ試験体は載荷途中で載荷点に局部座屈が

発生し、荷重が急激に低下した。これは、パイプの肉厚が全て1．2mであり、パイプ外径

と肉厚との比が最も大きいことによるためと考えられる。以下、φ19．1㎜バイブの実験結

果を主として、パイプ外径（D）に対する差し込み長さ（1）との関係（1／1））について

検討する。

（1）荷重と変位の関係

　荷重はスエヅジ継手部の中心に作用している集中荷重とし、最大強度は荷重の最大値と

した。また、変位は540mm離れた2支持点の中央付近で、スエヅジ継手部中央にも近い③

の変位測定位置（図2．16参照）の下方向への変形量とした。φ19．1mmパイプ試験体の荷

重と変位との関係をまとめたものを図2．17に、全ての実験結果の最大強度と最大強度時

の変位をまとめたものを表2．16に示す。なお、最大強度および変位は同一条件における

実験値の平均値を示した。また、最大強度については単一バイブに対する比率も示した。

　φ19．l　mパイプ試験体の載荷に伴う変位の傾向は、降伏荷重（Py）付近までは2Z）～5

1）の差異は少ないが、それ以上になると差異が生じている（図2．17参照）。すなわち、

差し込み長さ2Dの場合の変位が最も大きく、〃Dが大きくなるにつれて変位は減少して

いる。　また、4Dと5Dとでは大きな差異は見られず、単一パイプ試験体ともほぼ近似し

ていた。なお、最大強度（P。nx）は2D～5Dおよび単一バイブ試験体とも、ほとんど差
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異は無く、1，670N（170kgf）前後となっている。また、最大強度時の変位は単一バイブ

以外は30mm程度であり、〃Dが大きくなるにつれてやや小さな数値となる傾向が見られ

る。単一バイブ試験体の最大強度時の変位はスエヅジ継手試験体に比べて大きな数値とな

った。

　また、各バイブサイズの差し込み長さ3D試験体と単一パイプ試験体との最大強度の比

較は、φ22．2mm試験体が。．86とやや小さな比率となったが、他の場合は単一バイブとほ

ぼ同程度の強度を有している。

（2）継手部近傍のたわみ角の変化

　荷重とスエヅジ継手中央部の変位関係は、スエッジ継手による変形の他に540皿m離れた

支点間でのバイブ全体の曲げ変形も含まれてしまう。このため、全体的な変形性状を把握

することは可能であるが、スエヅジ継手部のみの変形を知ることはできない。そのため、

継手部近傍の測定点間の変位差をその区間の距離で除して部材のたわみ角を求め、スエッ

ジ継手部分のたわみ角の変化と差し込み長さ21）～51）との関係を調べた。

なお、荷重はスエッジ継手部の中心に作用している集中荷重とし、継手部近傍のたわみ角

は変位測定位置①～③の変形量を両測定位置間の距離で除した値とした。φ19．1　mmバイブ

試験体の荷重と継手部近傍のたわみ角の関係を図2．18に示す。

　荷重と変位との関係とは多少異なり、差し込み長さによるたわみ角の差が明確に現れて

おり、特に差し込み長さ2Dの場合は荷重の増加とともに大きな変化が生じている。また、

差し込み長さ5Dの場合は、弾性範囲内では単一バイブのたわみ角とほぼ一致している。

（3）歪量の分布

　同一荷重時において、スエヅジ継手部試験体と単一パイプ試験体との同一ゲージ位置の

歪量を比較し、スエッジ継手による歪量分布の変化を調べた。荷重が弾性範囲内の392N

（40kgf）、降伏荷重近傍の980　N（100kgf）、最大強度に近い1，275　N（130kgf）における

差し込み長さ3D試験体の歪量の分布と単一バイブ試験体の歪量との比率を表2．17に示

す。また、同様に各種バイブ差し込み長さによる4、5ゲージの考量の変化と単一パイプ

の多量との比率を表2．18に示す。歪ゲージ番号の奇数はパイプ上側（圧縮側）、偶数は

下側（引張側）の位置となっている（図2．16参照）。

　スエッジ継手としての特徴が大きく現れているゲージ番号は、スエッジ継手の主要点と

考えられる上側の5、7ゲージ、下側の4、6、8ゲージである。スエヅジ部から少し離れ

たところにあるその他のゲージは、単一パイプ試験体とほぼ近似した値となっている。

　バイブ下側4ゲージの変化は、スエヅジ加エパイブの先端部がパイプ内壁に接触して応

力を伝えるため、一様な曲げモーメントによる歪量の他、局部的に外面の引張力が増加し

たことによるものである。8ゲージの変化は、スエヅジ加工によるパイプ断面形状の不連

続（パイプ径の変化）により応力が増幅されるためと考えられる。また、6ゲージはバイ

ブ間のクリアランスのために応力が伝達されず、先端部でもありほほゼロとなっている。

　パイプ上側の7ゲージは、差し込まれるバイブが接触しており、曲げモーメントによる

一　23　一



歪量に加えて他方パイプ端部よりの圧縮力も作用して大きな値となり、全てのスエッジ継

手部試験体に局部座屈が生じたものと考えられる。また、5ゲージの変化は、スエヅジ加

エパイブの根元部が内側よりパイプ壁に接触して応力を伝えるための圧縮力によるもので

あり、歪量の値は差し込み長さの違いにより大きく変化している。

　これら4および5ゲージの値が差し込み長さの相違（1／D）により大きく変化している

こと（表2．18参照）、および6ゲージの値がほぼゼロであることなどより、歪量の分布状

況から推測されるスエヅジ継手部の応力伝達方法は図2．19のごとくと考えられる。

（4）継手部近傍の応力理論解析

　スエヅジ継手部実験での継手部付近の変形観察および前述した歪量分布の状況より、バ

イブ外径（D）に対する差し込み長さ（’）の比率をiO（＝l／D）として図2．19のよう

な応力分布を仮定し、スエヅジ継手の適切な差し込み長さ（1）を理論解析より求めた。

　バイブ差し込み部に曲げモーメントMが加わることにより、パイプの差し込み部内面に

反力qが生じて抵抗するものと考える。この時、qの分布を図2．19（a）のごとくある範囲

（D）で一様と仮定すると、qの合力としてのせん断力Qは（2－1）式となる。

　　　　　MQ＝　　　（　，（9　一一　1　）×　D ”・・・・・・・・・… @（2－1）

　また、このQによるパイプ断面内（A）のせん断応力度τは、半径（1）／2）に対するバ

イブの肉厚（t）の比が1／10程度と比較的大きなことを考慮して図2．19（b）のようにバ

イブの中心角120度内に平均に分布するものとすれば（2－2）式となる。

　　3xQ一＝
　　　A

　　3・ル1
（　，6’一　1　）・　D・A ・・・・・・・・・・・… @　（2－2）

一方、1脇こよって生じる軸方向応力度axは、バイブの断面係数Zxにより

ax＝M／Zx ．．．．．．．．・… @　e・（2－3）

の関係となる。組み合わせ応力度を受ける場合の応力度検定は、許容引張り応力度（ft）

をもとに、降伏開始の条件であるせん断歪エネルギー説による下式（の＝0の場合）

ft　l　Vax2十3・　72
e・・’”・’’’’’”

i2－4）

において、曲げ応力度が支配的となるように仮定する。すなわち、右辺の第2項が第1項

に対して無視できる限界値として、第2項が第1項の30％以下と仮定し、バイブ外径に
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対する差し込み長さの比率，（9を導くと（2－6）式となる。

砦×器≧3× 　　3・M
（　iO一　1　）’　D’A ・・・・・・・・・・・… @　（2－5）

　　　　3Vi5’　・　zx

rf－11
　　　　　D・A ・・・・・・・・・・・… @　（2－6）

いま、主バイブの外径：D、肉厚：t、2t／1）・＝αとすれば、

内　径：1）o＝D（1一α）

断面積：A＝π（1）2－1）02）／4≒απ1）2／2

断面係数：Zx＝π（1）4－Do‘）／32　D≒απrl）3／8

・・・・・・・・・・・… @　（2－7）

・・・・・・・・・・・… @　（2－8）

・・・・・・・・・・・… @　（2－9）

これを（2－6）式に代入して整理すると（2－11）式となる。

ff一一11＃tO　：2．37
・・・・・… @　e・”・’（2－10）

0　1　3．37
・・・・・・・・・・・… @　（2－11）

　これより、パイプ設計式において曲げ応力度を支配的とするためには、差し込み長さは

少なくとも3D以上とすることが望ましいと判断される。

2．3．3　スエッジ継手部強度実験のまとめ

①差し込み長さ2．D～5D（D：パイプ外径）の降伏荷重付近までの強度の相違は少ない。

　しかし、それ以上の荷重では、差し込み長さ2Z）の場合の変位が最も大きく、1／D（差

　し込み長さ／バイブ外径）が大きくなるにつれて変位が減少する。

②最大強度は2Z）～5Dおよび単一パイプ試験体ともほとんど差異は無く、1，670　N（170

　kgf）前後となった。

③差し込み長さによる強度の相違は接合部近傍のたわみ角で明確に現れ、差し込み長さ2

　Dの場合は荷重の増加とともに大きな変化が生じている。また、差し込み長さ5Dの場

　合は弾性範囲内では単一バイブのたわみ角とほぼ一致した。

④スエッジ継手部付近について、変形観察および歪量分布の状況より応力分布を仮定して

　理論解析した結果、差し込み長さは少なくとも3D以上とすることが望ましいと判断さ

　れる。
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2．4　定着杭引抜実験

2．4．1　引抜実験概要

　パイプハウスは・積雪による鉛直荷重や暴風時の水平力に対しては主パイプのプレ＿ム

が有効に作用するとして建設されている。しかし、暴風時の吹き上げに対しては、定着杭

が被覆フィルムの飛散を防ぐための抑えひも（マイカー線など）から伝達される引抜力を

全て負担し、地中に押し込まれたままの主バイブ脚部は抵抗力が無いと考えられている。

また・定着杭には種々の形状のものがあり、紙土の種類や状態も異なるため、引抜力は明

確化されていない。このため、定着杭の引抜実験をバイブハウス実物大実験と同じ畑土で

行い、最大引抜力や安全率を見込んだ許容引抜力を求めて定着杭の適正配置に関する検討

を行った。

（1）実験した定着杭

　実験に使用した定着杭は、全国的に数多く使用されている図2．20に示すラセン杭とア

ンカー杭の2種類とした。ラセン杭は、長さ約600mで、延べ長さ1mのφ13　mm丸鋼の

下部を内径約45mmのうセン状3巻（長さ約400㎜）に加工し、上部をフック状にしたも

のである。アンカー杭は、長さ約600㎜のφ13m丸鋼の下部に直径約110皿m、厚さ2．5

皿mの鉄板をラセン状に加工して溶接したものである。

（2）載荷方法および測定方法

　引抜実験は、アングルで組み立てたフレームに、載荷用チェーンブロックと荷重計測用

のロードセルを吊り下げた装置を使用し、定着杭を地中に揉み込んだ場所にセヅトして実

験を行った。引抜実験の載荷装置の概要を図2．21に、定着杭の引抜実験の状況を写真2．

16に示す。なお、引抜時に定着杭が揉み込んだ方向に沿って回転しながら抜けるのを防ぐ

ため、定着杭上部のフヅク部分に鉄筋を通し、定着杭の回転のみを拘束した。変位の測定

は、アングルフレーム上部に巻き込み型変位計をセットし、定着杭上部のフック部分とを

ワイヤーで結び、定着杭の抜け出す移動量（変位）を計測した。実験は、実物大実験を行

った農場の異なった場所において、2種の定着杭をそれぞれ3回行った。

（3）検討項目

①最大引抜力と許容引抜力

　2種の定着杭の引抜力の相違と実験で得られた最大引抜力、および、全国的に適用する

場合の安全率を考えた許容引抜力について検討した。

②定着杭の設置間隔

　想定した風速に対するパイプハウスの吹‡力を求め、許容引抜力をもとにした定着杭の

適切な設置間隔を明らかにするため検討した。
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2．4．2　実験結果および考察

　2種の定着杭の引抜力と変位との関係を図2．22に、各実験における最大引抜力とその

時の変位を表2・19に・引抜実験後の畑土が付着したままのアンカー杭の状況を写真2．17

に示す。なお・引抜力はロードセルで計測した荷重値とし、最大引抜力は引抜力の最大値

とした。また、変位は定着杭の引抜方向への移動量とした。また、表の最大引抜力とその

時の変位には3体の平均値も示した。

（1）最大引抜力と許容引抜力

　2種の定着杭とも、最大引抜力は変位30皿m程度の時となっており、最大引抜力以降は

急激に引抜力が低下し、円柱状に畑土が付着したまま引き抜かれた（写真2．17参照）。2

種の定着杭の引抜力にかなりの相違が生じた要因は、引き抜かれた畑土の円柱部表面積と

土の粘着力との関係が考えられ、ラセン部分などの外周面積を増すことにより引抜力の向

上が期待できる。

　今回の引抜実験では、3回行った実験によるばらつきは2種とも少なく、当該出土にお

ける引抜力として信頼できる値と考えられる。ラセン杭の平均引抜力は2，342N

（238．8kgf）、アンカー杭の平均引抜力は3，207　N（327．Okgf）であった。しかし、全国的

な畑土での引抜力として適用するには、地質の種類や耕作状況による柔らかさなどが異な

るため安全率を見込む必要がある。なお、一般的な材料の安全率には1．5～2．0が採用さ

れている。定着杭は構造計算の暴風時（短期）に適用されるものであり、簡易なパイプハ

ウスに使用することも考慮すると安全率は1．5程度が適当と判断される。安全率を1．5と

し、平均引抜力を安全率で除した数値を丸めて求めた許容引抜力を表2’ D19に上す。“
宴Z

ン杭の許容引抜力は1，471N（150kgf）、アンカー杭の平均引抜力は1，961　N（200kgf）と

なる。

（2）定着杭の設置間隔

　前述した許容引抜力をもとに、暴風時のハウス吹上力に対する定着杭設置間隔を検討し

た。いま、設計用風速がV＝30m／secの時、棟部高さ．H＝2．8　mのハウスの平均速度圧

は安全構造基準の風圧力計算式よりq≒167N／㎡（17kgf／㎡）となる。また、妻面方向か

らの風に対するハウス屋根面の風力係数は0＝一〇．5であり、主パイプのフレーム間隔を

0．45m、主パイプの片側バイブ長さをLニ5．Omとすると、パイプ1本当たりのハウス片

側の吹上力は（2－12）式となる。

T＝Oxq×A＝＝一〇．5×167×0．45x5．0＝一187．9（N／本）　・…・・…（2－12）

t 　この吹上力をラセン杭またはアンカー杭で処理するものとする。それぞれの許容引抜力

はラセン杭1・471N／本（150kgf／本）、アンカー杭1，961　N／本（200kgf／本）より、杭の設置

間隔を求めると、
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ラセン杭の間隔＝1，471／（187．9／o．45）≒3．5m

アンカー杭の間隔＝1，961／（187．9／0。45）≒4．6　m

・・・・・・・・・… @　（2－13）

・・・・・・・・・… @　（2－14）

となり、ラセン杭の場合では3．Om程度の間隔に、アンカー杭の場合では4．Om程度の間

隔に設置すれば充分となる（図2．23参照）。

　なお・フィルム抑えひも（マイカー線など）に吹上力と同じ約188N（20kgf）の張力

を与えると、主バイブには圧縮力が作用する。しかし、この圧縮力は暴風時の吹上力と相

殺して・主パイプには吹上げによる引張力が生じない結果となる。この抑えひもが負担し

た張力を定着杭の許容引抜力で処理することも有効な耐風対策となると考えられる。

2。4．3　定着杭引抜実験のまとめ

①長さ600mm程度の定着杭の通常畑土における平均引抜力はラセン杭2，342　N（238．8kgf）、

　アンカー杭3，207N（327．Okgf）であった。種々な土壌条件などを考慮して安全率を1．5

　程度として許容引抜力を考えると、ラセン杭1，471N（150kgf）、アンカー杭1，961　N

　（200kgf）となる。

②この許容引抜力をもとにした定着杭の設置間隔は、風速30m／s㏄に対してラセン杭で

　は3．Om程度、アンカー杭では4．Omが適当となる。

2．5　パイプ接合金具強度実験

2．5．1　接合金具強度実験概要

　主バイブと桁行きパイプ（母屋バイブに相当）との接合部は、実物大強度実験では両脚

部と下部の接合には鋼板製金具を、二部の接合には鋼線製金具を使用した。また、一般の

パイプハウスのパイプ間接合部には全て鋼線製の接合金具が使用されている場合もある。

それぞれの接合金具では価格にも差があるため、拘束度合いや接合強度に関する検討が要

望されている。接合金具は、主バイブのフレーム構面外方向への移動を抑える役割もある

ため、接合強度と変形性状を把握する目的で強度実験を行った。

（1）実験した接合金具

　実験に使用した接合金具は、写真2　．18に示す鋼線製3種類、鋼板製4種類とした。ま

た、接合するバイブは、最も多く使用されているφ22．2mmパイプサイズ×バイブの肉厚1．2

mmとした。

（2）載荷方法および測定方法

　2本のパイプを接合金具により十字形に組み立てた後、横方向のバイブを試験機にセッ

トし、縦方向のパイプを引張ることにより接合部に載荷した。なお、鋼線製金具は鋼線方

向と引張方向の関係が影響すると考えられるため、上下2方向にセヅトした場合の実験を
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行った。鋼線製金具の上・下方向のセット例を図2．24に示す。接合金具の変位は直交す

る2本のパイプ間のスベリ量とし、試験機の上下載荷ヘッド間の変位としてとらえ、電気

式変位計を載荷ヘヅド間にセヅトして測定した。実験は、各接合金具についてそれぞれ2

回行った。

2，5．2　実験結果および考察

　各接合金具とも、初期載荷時では引張力と変位はほぼ比例関係を示した。この引張力と

変位がほぼ比例関係をなす限度の引張力を直線部強度とした。また、最大強度（引抜強度）

は載荷した引張力の最大値とした。各接i合金具の直線部強度と最大強度の結果を表2．20

に、引張力と変位（バイブ間スベリ量）との関係の概要を図2．25に示す。なお、表には

直線部強度に対する最大強度の比率も示した。鋼板製金具は荷重に比べて変位が少なく、

荷重と変位が比例関係の直線部強度も高く、安定した性状を示している。鋼線製金具は鋼

板製金具と同様な性状のものもあるが大部分は直線部強度が低く、その後も変位が増大す

る傾向を示し、最大強度も低い値となった。なお、圧縮材の座屈を止めるために材の途中

に設ける補剛材に作用する力は圧縮力の2％以上と定められている47）。また、補剛材の

剛性が低い場合は圧縮力の10％程度の力が補剛材に作用するともいわれている48）。パイ

プ接合部分にも補剛材と同様の力が作用すると考えて必要強度を検討してみる。パイプハ

ウスのフレーム最大強度時に主パイプに作用する軸方向力は理論計算によると588N

（60kgf）程度である。これより、主バイブの移動を阻止するための接合部強度を軸方向

力の1／10とすると58．8N（6kgf）程度の強度が必要となるが、実験した全ての接喬金具

の強度はこれ以上の値であり、十分使用に耐えるものであると判断される。

　なお、鋼線製金具の場合、引張方向に対して下方向セットとなる時に強度が大である傾

向が見られる。圧縮強度を期待してセットする側面ブレースなどに対しては、接合金具の

方向性を考慮し、鋼線製金具が高い強度を発揮するよう鋼線製金具の端部（2本線）を棟

方向（上向き）にセヅトするとより安全となる。

　パイプ間の交差角度（90度）の変形などに対する拘束力についての実験は行わなかっ

た。しかし、鋼線製金具の拘束力はかなり低いと思われるため、できるだけ鋼板製金具を

使用した方が強度向上となる。実物大強度実験の補足実験においても、主要なパイプ接合

部を鋼板製金具としたハウスの強度は、鋼線製金具や番線などで止めたハウスに比べ10

％程度向上することが確認されている。

2．5．3　パイプ接合金具強度実験のまとめ

①パイプ接合金具の最大強度（引抜強度）は、鋼線製が鋼板製より低い。

②鋼線製金具はセット方向で強度が異なる傾向となった。ブレースにセヅトする場合には

　鋼線製金具が高い強度を発揮するよう端部（2本線）を棟方向（上向き）にセヅトする

　とより安全となる。
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2。6　まとめ

　園芸用施設設置面積の85％程度をしめるパイプハウスについて、①バイブハウス実物

大強度実験、②スエヅジ継手部強度実験、③定着杭引抜実験、④バイブ接合金具強度実験、

および、バイブハウスの強度に関する理論解析を行った。結果は以下のように要約される。

①鉛直荷重を載荷したバイブハウスの強度は、ブレースを有する場合はフレーム面外方向

　　（桁行き方向）への移動は無く、家部の局部座屈発生で決定される。また、ブレース無

　しの場合は二部から棟部範囲でのフレーム面外方向への倒れで決定される。

②外ジョイントタイプとスエッジタイプの最大強度は、スエッジタイプのライズ比（間ロ

　サイズしに対する屋根高fの比：f／L）が小さいため、外ジョイントタイプに比べて65

　～76％程度となった。なお、棟部鉛直変位に大きな差は生じたが、棟部の接合部周辺

　での損傷は見られない。

③ブレース無しの場合の最大強度は、ブレース有りの場合に比べて、外ジョイントタイプ

　で0．78、スエヅジタイプで0．90となる。

④通常の下土に主バイブ脚部を押し込んだ場合、パイプハウスの誠心鉛直変位や乙部歪量

　は、地中の脚部先端で固定支持と仮定した大変形理論による理論値と近似である。

⑤柱部分の傾き度合いが少なくなって垂直に近くなると、棟部鉛直変位や肩部水平変位は

　増加する。

⑥バイブハウスの許容強度は、復元力の大きい構造特性を考慮して応力度の検討を参考程

　度とし、変形制限を設計条件とすることが適当と判断される。変形制限の値は、軸部鉛

　直変位Oy≦間ロサイズ／60、肩部水平変位δx≦肩高／35が適当である。

⑦この変形制限による強度は、実物大強度実験結果に1．5程度の安全度を有している。ま

　た・間ロサイズ5・4mのパイプハウスの強度は、積雪荷重が212　N／㎡（22kgfノ㎡）程度、

　風速が30m／s㏄程度となる。

⑧スエッジ継手部の最大強度は、差し込み長さ2D～5Dおよび単一パイプ試験体ともほ

　とんど差異は無く、1，670N（170kgf）前後となった。

⑨差し込み長さによる強度の相違は接合部近傍のたわみ角で明確に現れ、差し込み長さ2

　Dの場合は荷重の増加とともに大きな変化が生じている。

⑩スエヅジ継手部付近について、変形観察および歪量分布の状況より応力分布を仮定して

　理論解析した結果、差し込み長さは少なくとも3D以上とすることが望ましいと判断さ

　れる。

⑪長さ600mm程度の定着杭の通常畑島における平均引抜力はラセン杭2，342　N（238．8kgf）、

　アンカー杭3，207N（327．Okgf）であった。種々な土壌条件などを考慮して安全率を1．5
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　程度として許容引抜力を考えると・ラセン杭1，471N（150kgf）、アンカー杭1，961　N

　（200kgf）となる。

⑫この許容引抜力をもとにした定着杭の設置間隔は、風速30m／secに対してラセン杭で

　は3．Om程度、アンカー杭では4．Omが適当となる。

⑬パイプ接合金具の最大強度（引抜強度）は、鋼線製が鋼板製より低い。
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図2．1　パイプハウスの寸法事例

主バイブ

（
8
。
う
）

響

ブレースバイブ

∋

’

鋼

450’〃：〃：〃1〃〃1〃’450

　ヘレトの

鋼板製金具

注：（　）は間ロサイズ4．5mの場合

　単位は（mm）

図2。2　実物大強度実験用のパイプハウスの形状

表2．1　実物大強度実験用のパイプハウス各部の寸法

部　　分 外ジョイントタイプ スエヅジタイプ
間ロサイズ（L）一　一　鵬　一　一　一　一　騨　o　－　o　購　層　一　〇　一　一　鴨　陶　一　一　一　一　一

ｨ部の広さ（1）
撃ﾌ傾き（d）
潤@　　　高（∬）肩　　　　高（h）屋　根　高（f）

　4，5000　一　一　傅　一　一　g　o　●　－　■　鱒

@4，180
@　160
@2，520
@1，365
@1，155

　5，400，　　一　一　一　卿　一　　，　噛　　一　●　o　曽

@4，820
@　290
@2，790
@1，485
@1，305

7，200一　一　一　響　一　一　一　一　〇　一　甲

U，600

@300
R，720

P，800

P，920

4，500畠　甲　一　冒　■　o　鵯　一　卿　一　一

S，250

@125
Q，360

@1，440
@920

　5，400鱒　一　　劇　　一　一　一　　●　o　　－　q　　顧

@5，020
@190
Q，510

@1，465．

@1，045

　7，200働　一　騨　霜　一　甲　r　，　一　　一　　一

@6，600
@300
@3，500
Q，180

@1，320

単位：白日
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表2．2 実物大強度実験用の
　　　　パイプハウスの種類

間口（m） 棟部接合方法 ブレース 数量

外ジョイント 有り 2

4．5

スエツジ 有り 2

5．4

外ジョイント 有り

ｳし 2
1スエヅジ 有り

ｳし 2
1外ジョイント 有り 1

7．2

スエツジ 有り 1

表2．3 パイプハウスの間口と
　　　　使用したパイプサイズ

間口（m） 主パイプ 桁行き、ブレースパイプ

4．5 φ19．ユx1．2 φ19．1×1．2

5．4 φ22．2x1．2 φ19．1×1．2

7．2 φ25．4×1．2 φ22．2×1．2

単位：㎜

表2．4　使用したパイプの機械的性質

降伏応力度巧　（N／㎜2） 295

引張り強さρ面　（N／mm2） 373

伸　　　び⇔　　（×10つ 1，500

ヤング係数　E　（N／㎜2） 197，000

　D

（a）外ジョイントタイプ　（b）スエッジタイプ

図2・3　パイプハウス棟部の接合方法

表2．5 棟部接合方法の
　　　　差し込み寸法計測値

主パイプ

@P
外ジョイントタイプ スエヅジタイプ

1）1 ’ 1／P D2 ’ ’／D

φ19．1 φ22．2 84．0 4．40 曜φ16．3 63．1 3．30

φ22．2 φ25．4 84．6 3．81 φ19．0 67．1 3．02

φ25．4 φ28．6 85．1 3．35 φ22．2 65．7 2．59

注：記号は図2．3参照

　数値は平均値
　単位は（an）

　サ　イ

｝

砂袋or
S粉袋

マイカー線

GL ヨ ㎏一一載荷板

〃6 〃 〃 〃　　　　　〃 ［〃6

’

o
ロー．．．．．．一

④

⑯

⑩
⑨
⑧

③

6

②

⑭
　
　
　
　
　
一

①：二部面外変位用
②～④：棟部鉛直変位用

⑤～⑩：肩部水平変位用

⑪～⑯：肩部面外変位用

図2．4　実物大強度実験の載荷方法 図2．5 実物大強度実験の
　　　　　　変位計配置の概要
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表2．6　実験地の許容支持力

深さ

i皿）

1＞1。値

ｽ均値

コーン指数

X“（kgf／cm2）

1v値 地耐力

@丑
itf／m：）

長期許容

@支持力
i×10W皿り

100 4．5 0．64 0．2 0．3 3．3

200 42．5 6．07 2．0 3．2 31．7

300 77．5 11．07 3．7 5．9 58．0

400 157．5 22．50 7．5 12．0 117．7

500 226．5 32．36 10．8 17．3 169．4

600 115．5 16．50 5．5 8．8 86．3

表2．7

①G・L固定　　②G・Lピン　　③地中固定　　④地中ピン

9：11－tL一．一M　9＝L’

曽N　W
　
入
8
包

ヨ
＆

G
躰

（）は間ロサイズ4．5mの場合
単位は（mm）

　　　　　　　　　　　　　　　　図2．6　主バイブ脚部の支持状態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の仮定条件

実物大強度実験に使用したバイブの断面係数と降伏モーメント

パイプサイズ
@（間口）

（癌）
2
（
c
m
ユ
）

ゐ
（
c
n
5
）

砺二の×2P
m・皿（tf・c皿）

捨。＝怨猛・

φ19．1皿×1．2㎜
@　（4．5皿） 0，284 0，385 83．8（0．852） 113．6（1．155）

φ22．2m×1．2㎜
@　（5．4皿）

295 0，394 0，530 116．2（1．182） 156．3（1．590）

φ25．4m×1．2㎜
@　（7．2m） 0，527 0，703 155．4（1．581） 207．4（2．109）

Z：断面係数、〃ア：降伏モーメント、Zp：塑性断面係数、齢：全塑性モーメント

表2．8　実物大強度実験の実験結果一覧

実験したパイプハウス 最大強度 最大強度時変位強度比率

@（％）間口（m） 興部接合方法 N／皿1（kgf／m2） 棟部鉛直変位（1m） 白白面外変位（㎜）

4．5
外ジョイント＊ 234．7（23．93） 321．3 14．8

スエツジ＊ 170．7（17．41） 73 236．6 12．4

5．4

外ジョイント＊
iブレース有り）外ジョイント

iブレース無し）

298．4（30．43）

Q32．8（23．74）

313．8

Q08．7

23．1

V1．6

スエツジ＊
iブレース有り）スエツジ

iブレース無し）

193．2（19．70）

P73．7（17．71）

〔78〕

U5

V5

k90〕

316．4

Q31．7

11．8

P85．4

7．2
外ジョイント 181．6（18．52） 290．3 8．7

スエツジ 138．7（14．14） 76 312．6 1．1

注：
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図2．9　ハウスのライズ比に対する棟部
　　　　　鉛直変位と二部曲げモーメント
　　　　　の関係
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（c）間ロサイズ7．2mのハウス

図2．8実物大強度実験の各間ロ
　　　　サイズ別の荷重と興部鉛直変位
　　　　および肩部水平変位の関係
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？
5．200

細150

　100
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　二部面外変位

　　　　　　　　　　棟部鉛直変位
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（a）棟部外ジョイント接合
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　棟部面外変位
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’　　　　　　　　　　（間ロサイズ5．4mのハウス）

図2．10

50　100　150　200　250　300
　　　　変位（mm）

　（b）棟部スエッジ接合

実物大強度実験のブレースの有無による荷重と
棟部鉛直変位および棟部面外変位の関係
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図2．11各形状パイプハウスの荷重と棟部鉛直変位の関係の実験値と理論値
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図2．12 各形状パイプハウスの荷重と肩部応力度の関係
（棟部外ジョイント接合、脚部が地中固定支持条件の場合）
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表2．9 実験に使用したパイプハウスの
棟部接合方法によるライズの比較

表2．10 弾性範囲内における棟部鉛直
　変位の実験値と理論値の比較

外ジョイント スエツジ間　口

﨟im） f（m） 班 f（m） 班
4．5 1，115 0．25 0，920 0．20

5．4 1，305 0．24 1，045 0．19

7．2 1，920 0．26 1，320 0．18

L：間土サイズ、f：屋根部の高さ

表2。11　弾性範囲内における剛性の比較

接
合
間口
im） 幅欝 棟部ｺ変位 幣播）
4．5 78．4

i8．0）
43．8 1．79（1．00）外

ジ
ョ
イ
ン
ト
接
合

5．4 98．0
i10．0）

48．8 2．01（1．12）

7．2 58．8
i6．0）

46．3 1．27（0．71）

4．5 58．8
i6．0）

40．0 1．47（1．00）

ス
エ
ヅ
ジ
接
合

5．4 68．6
i7．0）

55．0 1．25（0．85）

7．2 49．0
i5．0）

65．0 0．75（0．51）

注：荷重は最大強度の1／3とした。
　　剛性の比率は、間ロサイズ4．5皿を基準とした

300

　250
2
5t　200

測150

　100

50

肩部水平変位

　　　　　　　　　棟部鉛直変位
　　！，　　　　　　　　　一一一一哨，一’響
　t　　　　　　　　　　，一　　　　　　　　　　　　　　，
　ノ　　　　　　　　　！

’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一へ

　　　　　　　　一r　x■　　　　　’　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　、
，　　　　　　ノ　　　　　　　　ノ

パイプ脚部の支持条件 棟部鉛直変位（㎜）接
合
方
法

間口

im）

比較荷重

iN／m2） 実験値 理論値 実／理

G．L．固定 31．3 1．40

G．L．ピン 52．5 0．83
4．5 78．4

地中固定
43．7

40．0 1．09

地中ピン 60．0 0．73

G．L．固定 36．2 1．34

G．L．ピン 61．2 0．80

棟
部
外
ジ
　
ヨ
イ
　
ン
ト
接
合

5．4 98．0

地中固定
48．7

47．5 1．03

地中ピン 73．7 0．66

G．：L．固定 37．5 1．23

G．L．ピン 68．7 0．67
7．2 58．8

地中固定
46．2

50．0 0．93

地中ピン 87．5 0．53

G．：L．固定 31．2 1．28

G．L．ピン 48．7 0．82
4．5 58．8

地中固定
40．0

40．0 1．00

地中ピン 56．2 0．71

G．L．固定 42．5 1．29

G．L．ピン 63．7 0．86

棟
部
　
ス
　
エ
　
ツ
　
ジ
接
合

5．4 68．6

地中固定
55．0

53．7 1．02

地中ピン 75．0 0．73

G．：L．固定 53．7 1．21

G．L．ピン 86．2 0．75
7．2 49．0

地中固定
65．0

62．5 1．04

地中ピン 98．7 0．66

注：地中押し込み深さは5．4m，7．2mはG．L．一400㎜、4．5mはG．L　．　・一300mm

　　実／理は理論値に対する実験値の比率を示す。

　，　　　1　　　　〆
　　ノ　　　ノ”　　〆
，　！　　〆

　ノ　ノ
／

一5．4m間口
’一’一‘

S．5m　／i

’　一一　一　72m　／i
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　　　　　　変位（mm）

（a＞棟部外ジョイント接合

守部水平変位

　　／　　　　　’”　　　　　工部鉛直変位
　ン
，’ ^／’ @ノ1一1一一＼＼
　〆「　x　1一ノ　　　　　　　　　　　5．4m間口

〃／ノ　　　　　＿＿4．5m“
ン！ @　　　　　＿＿．72m“

図2．13

50　100　150　200　250　300　350
　　　　　　変位（㎜）

　　（b）棟部スエツジ接合

雪間ロサイズの荷重と棟部鉛直変位および二部水平変位の関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ブレース有りの場合）

一37一



，，

　　f

　r一’　H

　　h
lt　G．L．　i

表2．12 柱の傾きを変化させた

理論解析モデルハウスの各部の寸法
i

廻
．

5，4－tQ

輔ゆ
虫
」

（単位：mm）

図2．14　柱の傾きを変化させて

　　　　　理論解析したパイプハウス

　　　　　のモデル形状

部　位 外ジョイント接合 スエッジ接合

棟
肩

柱の傾き（の

@　高（功
@　高（h）
ｮ根高（の

100，200，300，400

@　2，790
@　　1，485

@　1，305

100，200，300，400

@　2，510
@　1，465
@　1，045

（単位：㎜）

㌔

一

～

表2．13柱の傾き度合による棟部鉛直変位および肩部水平変位の比較

柱の

Xき
@d

角度

ｿ

外ジョイントタイプ スエヅジタイプ

三部鉛直変位 三部水平変位 一部鉛直変位 側部水平変位

100 1／20 57．7（1，60） 28．7（1．38） 68．3（1．54） 26．9（1．34）

200 1／10 46．0（1．28） 24．6（1．18） 55．3（1．25） 23．3（1．16）

300 1／6 36．0（1．00） 20．9（1．00） 44．2（1．00） 20．0（1．00）

400 1／5 27．6（0．77） 17．4（0．83） 34．9（0．79） 17．0（0．85）

注：（　）内は柱の傾きdニ30cmとの比率を示す。

　　単位（m）、　鉛直荷重98．1N／㎡（10kgf／㎡）の場合。

表2．14　白白サイズ5．4m実験ハウスの鉛直荷重時の変位および応力度

ジ
・
一
－
一
璽
　
l
p
亭
－
一
L
聖
一
　
3
一
　
孕
　可
　

ρ
1
一
婁
　
　
一

9
－
－
，
－
Ψ
5
9
」
1
｝

鉛直荷重
iN／㎡）

棟部鉛直変位

@　（㎜）

肩部水平変位

@　（㎜）

肩白応力度
iN／mm　2）

50 17（1／318） 11（1／135） 50（0．28）

100 36（1／150） 21（1／71） 100（0．57）

150 76（1／71） 31（1／48） 156（0．89）

200 128（1／42） 40（1／37） 222（1．26）

注：棟部鉛直変位の（　）は間ロサイズとの比率、肩部水平変位の（

　　肩部応力度の（　）は鋼材の降伏応力度との比率を示す。

）は肩高との比率、

表2．15　変形制限より求めたパイプハウスの許容強度

間口
i皿）

心高
i皿）

在高
im）

積雪荷重 風速
i皿／sec）

主パイプの断面形状
O径×肉厚（㎜）

5．4 2．4 1．3
212（N／皿2）

i22kgf／皿2）
30 φ22．2×1．2

6．0 2．7 1．6
186（N／m2）

i19kgf／m2）
27 φ25．4x1．2

注：パイプハウスの変形制限値

　　棟部鉛直変位の≦間ロサイズ／60、肩部水平変位血≦肩高／35
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， 表2．16　スエヅジ継手部実験の試験体と実験結果一覧

外径×肉厚 差込み長さ 試験体数 最大強度 強度比率 最大強度時の
ρ（皿）ε（皿） 1（ll） （N） 中央部変位（皿）

2〃（ニ38．2） 5体 1，671 0．99 35．8
3〃（ニ57．3） 〃 1，675 0．99 30．7

φ19．ユx1．2 4刀（ニ76．4） 〃 1，640 0．97 27．9

51X＝95．5） 〃 1，649 0．98 26．5

単一パイプ 2体 1，687 47．0
（接合部なし）

30（＝66．6） 5体 2，122 0．86 21．0

φ22．2×1．2 単一パイプ 1体 2，461 36．5
（接合部なし）

3〃（＝76．2） 5体 2，914 1．01 19．2

φ25．4×1．2 単一パイプ
i接合部なし）

1体 2，883 30．0

注：最大強度は同一条件試験体の平均値とした。　強度比率は単一パイプとの比率とした。

　　中央部の変位は③（図2．16参照）の変位測定位置の平均値とした。
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i10　81611　　　　　　l　l

4
1

2
扉 歪ゲージ

＠　＠＠　＠ 、きM型変宙

（単位：mm）

図2．15 スエヅジ継手部実験の
　　　　　　載荷方法の概要

図2．16 スエヅジ継手部実験の
　変位および歪の測定位置

（
Z
）
矧

変位（mm）

1，000

zA

轟

mo

－tO　1／100　1／200
　　　　　　　　　たわみ角

　　　　　5Q　　4D
　　　　　　　　　　／3D
単一バイブ　　　　　　　／　　　　／ノ2ρ

　　　　　　　ノ　　ノ　　　　　ノノ

　　　　’／／／／

　　　　／／／

図2．17スエッジ継手部実験の荷重と
　　　　　中央部（③の測定位置）変位の関係

図2．18スエッジ継手部実験の荷重と
　　　　継手部近傍のたわみ角の関係
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表2．17　スエツジ継手部実験の
　　　　　　　　　　　継手部歪量の分布

　　　　　　　　（差し込み長さ3n試験体の事例）

ノミイプ上側ゲージ
荷　重

9 7 5 3 1

392（N）

S0（kgf）

　　一670

i1．02）

　　一700

i1．06）

　　一810

i1．23）

　　一600

i0．91）

　　一710

i1．08）

980（N）

P00（kgf）

一1，860

i1．01）

一2，175

i1．19）

一2，765

i1．51）

一1，560

i0．85）

一1，925

i1．05）

1，275（N）

@　130（kgf）

一3，120

i1．00）

一5，065

i1．63）

一4，390

i1．41）

一2，520

i0．81）

一3，285

i1．06）

表2．18　スエッジ継手部実験のパイプ
　　　　　差し込み長さによる歪量の変化

　　　　　　（1）4ゲージ位置

差し込み長さ
荷　重

2D 3D 4D 5D

392（N）

S0（kgf）
1，285

i1．95）

　　890

i1．35）

　　830

i1．26）

　　640

i0．97）

980（N）

P00（kgf）
3，820
i2．08）

2，970
i1．62）

2，690
i1．46）

1，750
i0．95）

1，275（N）

@　130（kgf）

5，860
i1．89）

4，760
i1．53）

4，620
i1．49）

2，580
i0．83）

（2）5ゲージ位置

ノミイプ下側ゲージ
荷　重

10 8 6 4 2

392（N）
S0（kgf）

　　720

i1．09）

　　755

i1．14）

　　　35

i0．05）

　　890

i1．35）

　　680

i1．03）

980（N）

P00（kgf）

2，120
i1．16）

2，490
i1．36）

　　　70

i0．04）

2，970
i1．62）

1，845
i1．01）

1，275（N）

@　130（kgf）

3，565
i1．15）

5，575
i1．80）

　　　85

i0．03）

4，760
i1．53）

3，200
i1．03）

注：（　）はスエッジ試験体／単一バイブ試験体の比率を示す。

差し込み長さ
荷　重

2D 3D 4D 5D

392（N）

S0（kgf）

　　一860

i1．30）

　　一810

i1．23）

　　一275

i0．42）

　　一170

i0．26）

980（N）

P00（kgf）

一8，145

i4．44）

。2，765

iL51）

　　一935

i0．51）

　　一680

i0．37）

1，275（N）

@　130（kgf）

一18，535

i5．97）

一4，390

i1．41）

一1，555

i0．50）

一1，095

i0．35）

注：（　）はスエッジ試験体／単一パイプ試験体の比率を示す。
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（a）長さ方向の分布　　　　　　　　　　　　　　　（b）断面内の分布

　　　図2．19　スエッジ継手部の応力分布状況
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（a）ラセン杭

g

L

丸鋼φ13

r態嶽円板
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　　　（単位：mm）

十

1．Om

雛防止用

多ililJi

ロードセル

（b）アンカー杭

図2．20　引抜実験に使用した定着杭

⊥一

図2．21　引抜実験の載荷装置
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　3．（MN）　　　，’一／一アンカー杭

　　　　　rt　　　t
　　　　，　　　、、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブレース

　2．5（X）．ib　tt　A　l

C一　1，i　／　kX
ft　2，（NX｝一i一　，’　／　×

㌔t @’・、ラセン杭　　　ブレース
蔽　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定着杭用の

　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桁行直管バイブ
　Lmm－Li　l　S．　X　2111！iiiiii　：S　r［Xll／XXNN／＞b＞（）A““）CY’f
　　　　　　　　　　Ns

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多　　　　　　季

　　　　　　　　50変位（㎜）100　　　　　　程蹴

図2・22　定着杭引抜実験の　　　　　　　　図2．23　定着杭とブレースの設置方法
　　　　　　　引抜力と変位の関係

　　　　　　　　表2．19　定着杭引抜実験の実験結果および許容引抜力

杭の種類 試験体

ﾔ　号
最大引抜力
m（kgf）

最大引抜力時
ﾌ変位（m）

許容引抜力

1 2，440（248．8） 42．2

ラセン杭 2 2，687（274．0） 35．4 1，471N
3 　　　1，900（193．8）o・鱒oo・一．一一●●●一一一一一●．一一〇一一

　　　27．4嶋一■P一・・’o●一一●●一一〇一〇椰曜

（150kgf）

平均2，342（238．8） 35．0

1 3，388（345．5） 21．8

アンカー杭 2 3，182（324．5） 32．2 1，961N
3 　　　3，050（311．0）噂06．o，o・●一一一一〇〇一一一一〇．噛。．一

　　　29．20・一噛　o－o一●一一一●●一｝oo・

（200kgf）

平均3，207（327．0） 27．7
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　　（a）下方向セット　　　　　　　　　　　　　　　（b）上方向セット

　　　　図2・24　接合金具強度実験の鋼線製金具の上下方向セヅト
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幽（1）

　　（2）

（a）鋼線製金具

（3）

（1）

（2）　（3）
（b）鋼板製金具

（4）

写真2．18　接合金具強度実験に使用した金具

表2．20 接合金具強度実験の
　　　　　直線部強度と最大強度

金具名称 直線部強度P
@　N（kgf）

最大強度拓副
@　N（kgf）

比率
轄{／P

1（下）

@（上）
333（34）
Q16（22）

441（45）
R33（34）

1．32

P．54鋼
　
線
　
製

2（下）

@（上）
441（45）
R33（34）

951（97）
R82（39）

2．15

P．15

3（下）

@（上）
294（30）

W8（9）
382（39）
P57（16）

1．30

P．78

鋼
板
製

1
9
白
り
0
』
讐

588（60）
X51（97）
S61（47）
U86（70）

　922（94）
P，785（182）

@804（82）
W43（86）

L57
P．88

P．74

P．23

注：それぞれの強度は2体の平均値とした。
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図2．25

　　　　　5
　　変位（㎜）

接合金具強度実験の
引張力と変位の関係
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写真2．1
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実験に使用した外ジョイントタイプ、

ブレース付きパイプハウスの建設状況

写真2．2 建設した外ジョイントタイプ、

　　ブレース無しパイプハウスの一例

写真2．3 主パイプと桁行きパイプおよびブレース

パイプの鋼板製金具を使用した接合状況

倒壊した外ジョイントタイプ

　　　　　　　ハウスのフレーム状況
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　　　　　　　　　　　　　　　ri一く’

写真2．4　鉄砂袋と砂袋を使用した

　　　　　　　　　　　　鉛直荷重の載荷状況

写真2．5
写真2．6 倒壊したスエッジタイプ

　　　　　　　ハウスのフレーム状況

一43一



’tp

写真2．7 倒壊後の外ジョイントタイプ

　　　　　　　ハウスの肩部変形状況

管；艪ｫ・・一（／4ご

写真2．8 倒壊後のスエッジタイプ

　　　　　　　ハウスの肩部変形状況

写真2．9

ウ

主パイプ肩部に発生した

　　　　　　　局部座屈の状況
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写真2．10

1垂瞬さ捻灘
露1礫弩1

2本のパイプを差し込んだ

　　　　スエッジ継手部試験体の形状

写真2．11 スエッジ継手部試験体の

　　　　　　　試験機へのセット状況

写真2。12 スエッジ部に一様な曲げが加わる

ように離れた2点へ載荷している状況
写真2．13 スエッジ加工根元部に局部座屈

　　が発生した試験体の除荷役の状況

写真2．14 差し込み長さが異なる試験体の

　　　　　　　　　　　実験後の状況

写真2．15 パイプサイズが異なる試験体の

　　　　　　　　　　　実験後の状況
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写真2．16　定着杭の引抜実験の状況

写真2．17　引抜実験後の畑土が付着し

　　　　　　　　　　たままのアンカー杭の状況
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第3章　鉄骨補強パイプハウスの強度

3．1　概　説

3，1．1　研究の目的

鉄骨補強パイプハウスの構造は・桁行き方向については一般的なブレース構造を採用し

ており構造上の問題は無いと考えられる・しかし、間口方向のラーメン構造は、柱は膿

合部が搬建築物とは異なった特殊な形式となっている．この特殊飴形式の樹まり接合

部については・どれ程の鱈樋や風荷重に耐えることが可能であるか、また、どの部材

で強度が決定されるかなどを把握するための構造強度確認実験は行われていない．そのた

め、①アーチバイブ部分強度実験一目根面を構築するアーチバイブの支持ばりを含む部分

強度実験、②柱はり接合部強度実験一2種の接合形式に大別される柱はり接合部の強度実

験、および③実物大ハウス強度実験一実際の各種形式のハウスを使用した強度確認のため

の実物大強度実験を行った・本章はこれらの実験によって、鉄骨髄パイプハウスの各

種架構形式による応力伝達の解明・強度差の把握および構造計算を行うための設定条件の

明確化を目的としている。

3．1．2　研究の意義と背景

園芸用施設は・消費需要の多様化と栽培技術の高度化に伴って拡大の一途にあり、．経済

性や実用性を満足させた大型園芸用施設開平されるようになってきた．これに対して、

簡易な離のパイプハウスを連棟とすること1こより、ある程度の規模は齪することがで

きるが・さらなる規模拡大への対応性・内部での移動性などの面において優れている鉄骨

禰バイブハウスの進出が著しくなってきている．その反面、鉄骨補強パイプノ、ウスは、

各地域の中小メーカーが独自に建設しているものもあり、ハウスの形状やその強度などの

細部に関する事項はあま娘く知られてし、ない．このため、鉄骨融パイプハウスの実際

の駄強度を把握し・簡易な柱はり接合形式を用いた鉄骨補強パイプハウスの離計算の

適応性について検討することが要求されている。

　鉄骨補強パイプハウスの構造に関する研究は、園芸施設関係団体においても当該ノ、ウス

面積の拡大とともに強度確認の必要性を感じていた。しかし、架構形式や接合形式がハウ

スメーカーごとに異なっていることもあり、実施されないままであった。各地の当該ハウ

スを製作している中小ハウスメーカーにおいても危惧を感じていたが、強度確認の方法が

わからず・ある程度の見込みによって建設していたのが現実である。

既往の研究としては・山本4　9’　（z）山形ラーメンハウスについての各部分の応力を求め、

強度を確保するための対策を検討した報告と、筆者らの本論文に記載した研究50）’51）と、

角形雛の柱はり接合部に関する貫通ボルト締付力の研究52一があり、これ以外は行
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われていない。

（1）鉄骨補強パイプハウスの概要

　簡易な園芸用施設であるパイブノ・ウスが単棟施設として多く使用されるようになった

後・ノ’ウス規模の拡大需要に伴って単棟のノsイプハウスを接続させて図3．1（a）．に示し

た様に連棟式ハウスとして使用する事例力‘多くなってきた．この様な離でも、錬とし

ての必要ハウス面積はひとまず確保されるが、病棟谷部は2棟分のパイプが交差するため、

ハウス内の移動作業の方向は桁行き方向に限定されていた。

　このため・簡易なバイブハウス構造の特質を失わずに、ハウス内の間口方向や桁行き方

向への作業性を確保した図3・1（b）・に類似した形式で、連棟谷部のバイブを取り除いた

構造のハウスが1968年（昭和43年）に考案された。このハウスは、谷部に40m皿x　40㎜

の鋼製アングル柱を設け・谷どいを桁行き方向1こ設置して、屋根のアーチパイプを受ける

離となっており・その空騰成から畑ノ・ウス（アングル＋パイプハウス）と吼まれた。

その後・改良が動られ・色々な形状のハウスが全国各地で生産されるようになり、間口

方向の柱とはりが安全なラーメン離に近いタイプのものも考えられるようになった．こ

れらのハウスは・使用部材の名称などをもと1こ、Mハウス、　SPノ・ウス、　HPハウスなど

と色々な名称で呼ばれているため・これらを総称して「鉄骨補強パイブノ・ウス」と呼ぶこ

とにしたむ

鉄骨髄パイブノ・ウスの主な形状は・「水平ばり型」と「アーチばり型」の2働‘ある

（図3・2参照）・水平ばり型は間・方向が水平ばりを配置した門型ラーメン構造で、桁

行き方向はアーチバイブを支持する谷1まりや側ばりを配置したブレース構造である．ア＿

チばり型は間口方向がアーチバイブと同曲率のアーチばりを設けたラ一斗購造で、桁行

き方向は水平ばり型と同様であるが・アーチバイブを細かく支持する母屋パイプが設けら

れている・両ノ・ウスの規模は・間ロラーメン方向5～6スパン、桁行き方向、。～、5スパ

ンが標準的であり、ハウスー棟あたりの面積は1，000㎡程度となっている。

3．2アーチパイプ部分強度実験

3．2．1　部分強度実験概要

両型の屋根部のアーチパイプは・あらカ・じめ曲げ加工された2本のパイプを棟門で接合

し・搬的な間肪必中渤スパンでは・ノSイブ脚部を谷ばりで支持して屋根面を構築す

る構造となっている・アーチばり型におけるアーチバイブは、谷ばりによる支持に力酬えて

桁行き方向へ設置された母屋バイブでも支持されるため、＋分な強度が見込まれる（図3。

2（b）参照）・しかし・水平ばり型の場合は、地中押し込み式パイプノ・ウスと同様に両脚

部のみが支持点で大フレーム鶴卜している．そのため、ノ・ウスの醸を知る上でア＿チ
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パイプの強度や谷ばり部の支持条件の影響を明確にする必要がある。

　水平ばり型のアーチパイプ架構方法は、パイプ脚部の谷ばりへの差し込み方法がメーカ

ーによって異なっている。このため、連棟中通りスパン部分を対象として、谷ばりの支持

条件を含んだアーチバイブの強度を得る目的の実物大部分実験を行った。

（1）試験体

　部分強度実験に使用したアーチパイプは、ハウス設置面積が多い間ロサイズ5．4m用の

φ22．2㎜パイプサイズ×バイブの肉厚1．2・mmの1フレームとした。また、パイプ脚部の谷

ばりへの差し込み方法は図3．3に示す2種類（SP試験体とHP試験体）としてそれぞ

れ2体（それぞれSP1、　SP2、　HP1、　HP2とした）の実験を行った。部分強度実験を行っ

た試験体の一覧を表3．1に示す。SP試験体はアーチパイプの脚部を、谷ばり（谷どい

として兼用）に溶接されたφ18．Omm鉄筋に65m差し込む支持方法である。　HP試験体は

アーチバイブの脚部を、谷ばり材（C－75x45　x　1．4　mm）の片側フランジに開けられた

楕円穴に差し込む支持方法である（図3．3参照）。

　アーチパイプを支持するそれぞれの谷ばりは、一部を切り出したものを支持架台のH形

鋼に固定した。また、アー・チパイプのフレーム面外方向への倒壊を防止するため、アーチ

パイプの両側に振れ止めを設置して実験した（写真3．1参照）。

（2）載荷方法

　載荷方法の概要を図3．4（a）に示す。載荷は、鉛直等分布荷重（積雪荷重）を想定し、

間脳サイズ5．4mの4等分点にユニバーサルジョイントをセヅトし、マイカー線を吊し、

これに載荷用のベニヤ板を取り付け、あらかじめ重量を計測しておいた砂袋（14．4N／袋、9。8

N／袋）を載せて行った。載荷の順序は、最初に中央の載荷板、次いで左右の載荷板に砂

袋を載せることを繰り返し行い、バイブフレームに衝撃を与えたり不均等な載荷にならぬ

よう、静的に左右2ヶ所が同時に載荷できるようつとめた。

（3）測定方法

　アーチバイブ棟部の鉛直変位を巻き込み型変位計で、アーチバイブ差し込み部に近い谷

ばりの面外変位を電気式変位計で計測した。また、スパンの片側4ヶ所のアーチバイブ上

下面に歪ゲージを貼り、歪量を測定した（図3．4参照）。

（4）検討項目

①パイプ脚部の支持方法による強度の差異

　アーチパイプ脚部の谷ばり支持方法には2通りがある。谷ばりの支持方法による強度の

差異を明らかにするため検討した。

②実験値と理論値の変形性状（アーチパイプ脚部の支持状態）

　アーチバイブ部分について、脚部を固定支持とピン支持に仮定した理論値と実験値をも

とに、アーチバイブ脚部の2種の谷ばりによるそれぞれの支持条件を明らかにするため検

討した。
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③肩部歪量測定値による支持状態

　アーチバイブ肩部に貼った歪ゲージの実験値をもとに、アーチバイブ脚部の2種の谷ば

りによる支持条件を明らかにするため検討した。

④アーチパイプの倒壊による谷ばりの変形

　アーチパイプ倒壊時の周辺部材への影響として、谷ばりの変位について検討した。

3．2．2　実験結果および考察

　実験状況は、倒壊前までは、一定量の砂袋を載荷すると時間経過とともに棟瓦鉛直方向

の変位が僅かずつ増える傾向を示すものの安定状態を保持していた。さらに載荷すると民

部鉛直変位が急増し・肩部に局部座屈が発生して倒壊した（図3．5、写真3．1参照）。

　実験結果の最大強度は、アーチパイプが倒壊に至った時の荷重とした。なお、荷重は載

荷した砂袋の合計重量を単位面積当たりに換算した数値とした。また、棟部鉛直変位は図

3・5に示す棟部の下方への変形量とした。なお、最大強度時の棟部鉛直変位は、最大強

度を載荷中もハウスが徐々に変形しているため漸増している数回の計測値が得られたが、

初回の変位計測値とした。2種試験体の最大強度および最大強度時の乙部鉛直変位を表3．

1に、荷重と凸部鉛直変位の関係を図3。6に示す。

（1）パイプ脚部の支持方法による強度の差異

　SP試験体の平均最大強度は397　N／㎡（40．5kgf／㎡）、　H　P試験体は333　N／㎡（34．Okgf／

㎡）であった。同一断面のアーチパイプを使用しているにもかかわらず、バイブ脚部を鉄

筋に差し込む支持方法のSP試験体の強度が、パィブ脚部を楕円穴に差し込ん宅いるだけ

のHP試験体の強度に比べて20％程度も高く、バイブ脚部における谷ばりの支持方法に

よる固定度の差が大きく現れている（表3．1参照）。

（2）実験値と理論値の変形性状（アーチパイプ脚部の支持状態）

　アーチバイブ部分について、脚部の支持条件を固定支持とピン支持とした理論計算を行

い、計算結果の荷重と棟門鉛直変位の関係を実験結果と併せて図3．6に示す。なお、理

論計算は、アーチパイプ部分のフレーム剛性が低いため、荷重49N／㎡（5kgf／㎡）ごとの

変形性状をもとに、次の増分荷重49N／㎡による変位を加算する「2．2．2理論計算」と

同様の大変形理論にもとづいて行った。

　SP試験体の実験値は、2つの実験とも脚部を固定支持の条件とした理論値と同様な変

形性状を示した。しかしHP試験体の実験値は、1つの実験（HP1）は脚部を固定支持の

条件とした理論値と同傾向、もう1つの実験（HP2）は脚部をピン支持の条件とした理論

値に近い傾向と異なった結果となった。HP試験体の実験値の変形性状に違いが生じた原

因は、穴に差し込んだパイプ先端部と谷ばり下端フランジとの接触が、内部で移動が可能

であるほど差し込み状態が不確実なためと考えられる（図3．3（c）．参照）。

（3）肩部下量測定値による支持状態

　荷重と肩部門量関係の実験値と上記の理論値の一部を図3．7に示す。なお、実験値の
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肩部歪量は、アーチバイブに貼った3，4の歪ゲージ計測値とした。肩部歪量の結果では

同一試験体による相違は見られず、SP試験体の実験値は脚部を固定支持の条件とした理

論値と同じ傾向を示した。また、HP試験体の実験値は脚部をピン支持の条件とした理論

値と近い傾向を示した。これより、アーチパイプ部分の変形性状を推測するための理論計

算は、SP試験体のようにバイブを鉄筋に差し込む支持方法の場合は脚部を固定支持、　H

P試験体のように穴に差し込む支持方法の場合は脚部をピン支持と仮定することが適当と

考えられる。

（4）アーチパイプの倒壊による谷ばりの変形

　アーチパイプの差し込み部分に近い谷ばりには、アーチバイブ肩部の座屈により3mm程

度の面外方向への変形が生じた。この数値は、谷ばりの下端がH形鋼に止められて動かな

い条件でのものである。実際の鉄骨補強パイプハウスでは下ばりを支持する柱間隔は3m

程度となるためさらに変形が増大し、その影響によりアーチパイプの鉛直変位も増加する

ことが予想される。

3．2．3　アーチパイプ部分強度実験のまとめ

①バイブ脚部を鉄筋に差し込む支持方法のSP試験体の強度は、バイブ脚部を楕円穴に差

　し込んでいるだけのHP試験体の強度に比べて20％程度も高い。

②アーチバイブの脚部を鉄筋に差し込むSP試験体の強度と歪量は、脚部を固定支持条件

　として計算した理論値と近似である。

③アーチバイブの脚部を頬ばりの穴に差し込むHP試験体の強度と等量は、脚部をピン支

　持条件として計算した理論値と近似である。

3．3　柱はり接合部強度実験

3．3．1　接合部強度実験概要

　鉄骨補強バイブハウスは、間口方向の架構形式をラーメン構造として連棟ハウス内部の

空間を確保している。しかし、ラーメン構造を構築するための柱はり接合部は、農業者が

手軽に組み立て可能なように考案されており、一般的な建築構造とは異なった簡易な形式

が多く、構造計算を行うための仮定条件が明確ではない。このため、数種の柱はり接合部

について、実際の強度や変形性状などの特質を把握し、適切な構造計算を行うための設定

条件を得る目的で実物大接合部の強度実験を行った。

（1）試験体

　実験した柱はり接合部の試験体は、接合ボルトのせん断強度を期待した形式（以下、「せ

ん断ボルト接合型」という）4種類（S1、　S2、　S3、　D2と名付けた）と、接合ボルトの引

張強度を期待した形式（以下、「引張ボルト接合型」という）2種類（H1、　H2と名付け
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た）の合計6種類とした。なお、それぞれの形式の試験体数は2体とした。接合部強度実

験を行った2種接合形式の試験体の一覧を表3．2に、各試験体に使用した柱とはり部材

および接合プレーートの形状の詳細を図3．8に示す。せん断ボルト接合型のS1、　D　2試

験体と、引張ボルト接合型のH1、　H　2試験体は実際に建設されているメーカー仕様であ

り、せん断ボルト接合型のS2、　S　3試験体はメーカーが検討中のものである。なお、試

験体の柱およびはりの角バイブ部材は、接合形式に応じて一般ハウスに使用されている断

面形状のものであり、載荷に適する長さに切断して使用した（写真3。2参照）。

　柱とはり部材の組立は、クリアランスの大きいボルト穴の影響を一定条件とするため、

平面床上に各部材のボルト穴中心が一致するようT字型に配置して行った。なお、柱とは

り部材の角パイプを貫通ボルトで止める場合は、あまり強く締め付けると角パイプが変形

してしまうため締付力が不確実となる。このため、貫通ボルトの締付力は、角パイプが変

形せずにしっかり止まる限度を求めるためにメーカーの指導によるボルト締付力の予備実

験を行い、適当と判断された14．7N・m程度のトルク値に統一した（写真3．3参照）。使

用したボルトは、市販品のM9普通ボルトである。

（2）載荷方法

　柱はり接合部強度実験の載荷方法を図3．9に示す。載荷方法はT字型に組んだ試験体

の柱中心を載荷点、柱中心より左右600m皿のはり位置をローラーの支持点とし、柱に圧縮

力を加えて柱はり接合部に左右対称の曲げモーメントが加わる方法で行った。載荷には、

神奈川大学のアムスラー型100ton試験機を使用した。試験機にセットして変位計も接続

したH1試験体接合部の載荷前の状況を写真3．2に、載荷によって接合プレートが大き

く変形したH1試験体の状況を写真3．4に示す。

（3）測定方法

　荷重の測定は、柱上部の載荷位置にロードセルを設置して行った。変位の測定は、柱と

はりの相対変位および接合部とはり部材の変形性状を知る目的で、はり部材の左右3ヶ所

に電気式変位計を設置して計測した（図3．9参照）。歪量の測定は、柱はり接合部近傍

の数カ所に1方向ゲージを、接合プレートのボルト間中心位置に2方向ゲージを貼って計

測した。

（4）検討項目

①接合形式による相違

　2種の柱はり接合部の形式はボルトの作用方法が大きく異なっている。このため、実験

結果の強度やたわみ角による変形性状をもとに、接合形式による強度や変形状況の相違を

検討した。

②実験強度と理論強度

　構造計算の条件が明確ではない2種の柱はり接合部について、実験時の状況をもとに理

論計算方法を導き、計算による理論強度と実験時の最大強度などを比較し、この理論強度

計算方法を用いた場合の安全度について検討した。
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③接合部の変形状況

　実験時の変形状況をもとに、2種の柱はり接合形式の応力伝達方法の相違による変形状

況の違いを検討した。

3．3．2　実験結果および考察

　各試験体の最大荷重と平均荷重および最大強度の実験結果の一覧を表3．2に、また、

接合プレートの溶接部分に亀裂が入ったS1試験体や接合プレートが変形したD2、H1、

H2試験体の変形状況を写真3．5～3．8に示す。なお、荷重は柱中心に載荷した値で、

試験体柱上部に設置したロードセル計測値とした。また、最大荷重は各試験体の荷重の最

大値、平均荷重は同一試験体2体の最大荷重の平均値とした。また、最大強度は平均荷重

を接合部の曲げモーメントに換算した数値とした。

　せん断ボルト接合型試験体は、S1試験体以外は最大強度が引張ボルト接合型に比較し

て大きなものとなった。しかし、接合プレートが柱はり部材を抱える形状のD2試験体以

外は、初期載荷時に接合部のスベリ変形が大きく現れた（図3．10参照）。S1試験体が

低い強度となった原因は、柱に取り付けたコ形接合プレートの変形過多、柱と接合プレー

トの溶接長さの不足および溶接不備によるものである（図3，13（a）．参照）。

　引張ボルト接合型試験体は、荷重増加に対して変位増加が少ない安定した性状を示した

（図3．10参照）。しかし、載荷途中より接合プレートの面外変形が大きくなり、接合プ

レートの変形が強度決定の要因となった（図3．13（b）．参照）。

（1）接合形式による相違

　接合部の変形性状を柱とはりのたわみ角に換算し、各試験体の曲げモーメントとたわみ

角の関係として整理したものを図3．10に示す。なお、たわみ角は柱と柱近傍の変位計と

の変位差を両者間の距離で除した値とした。引張ボルト接合型のH1、　H　2試験体は、接

合プレー・一・一Aトの面外曲げ変形で強度が決定され、安定した荷重とたわみ角の関係を示してい

る。しかし、このような柱はり接合部の強度はボルトの締付力に左右されやすく、ボルト

の締め付け過ぎや緩みなどの施工や保守管理を慎重に行う必要がある。

　せん断ボルト接合型の特にS2、　S　3試験体は、初期載荷時にボルトと接合プレートと

のスベリで荷重が上がらず、たわみ角が大きく変化する傾向が見られた。ただし、D2試

験体は端部を曲げ加工した接合プレートによって柱はり部材が完全に抱え込まれているた

め、このような傾向は見られない（図3．8（d）．参照）。

　初期載荷時に接合部にスベリが生じる原因は、表3．3に示したように、一般農業専業

者が自力でも建設可能とすることを考慮し、ボルト外径φ8．3皿mに対してボルト肝管φ

11．0～13．Ommとクリアランスを大きくとっているためである。このクリアランスは基準

法関係の規定値に比べて約3㎜も大きな値となっている。なお、このボルト穴のクリアラ

ンスをはり部材のボルト位置間での変形可能な数値として試算した結果は、ほぼ初期のス

ベリ量と一致していた。また、各部材には園芸用施設資材の共通仕様である錆止め用の亜
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鉛メヅキ処理が施されおり、このことも初期のスベリを容易にしている原因と考えられる。

表面処理が亜鉛メヅキの場合のスベリ摩擦係数は、一般建築のボルト接合部の仕様である

黒皮のままの場合に比べて約40％も小さな数値である（表3．4参照）。

（2）実験強度と理論強度

　柱はりに使用された部材が有効に働いてハウス強度を確保するためには、接合部の強度

確保が重要である。しかし、鉄骨補強パイプハウスは各地域の中小メーカーが独自に製品

化を行っている場合もあり、柱はり接合部の形状が多種となることが予想される。

　鉄骨補強パイプハウスの柱はり接合部は、一般的な建築構造とは異なった仕様となって

おり、力の流れが明確でないものが多い。そのため、実験における接合プレート縁辺の変

形性状などをもとにした計算方法を導き、接合部許容曲げモーメントを理論強度として求

め、実験値の最大強度および弾性強度と比較した（表3．5参照）。なお、弾性強度は、

曲げモーメントとたわみ角の関係において、初期のスベリを除き、曲げモーメントとたわ

み角がほぼ比例関係にある弾性勾配の境界点として求めた。また、表には理論強度との比

率も示した。

　接合部許容曲げモーメントの計算方法は以下のように考えた（詳細計算は資料2に記

す）。

・引張ボルト接合型（図3．11参照）

　va　．〈．2XZX　fbXe／eo　・・・・・・・・・…　（3－1）
　　　　ここに、雌：許容曲げモーメント

　　　　　　　　Z：接合プレート板厚方向の断面係数

　　　　　　　　　　（＝b×t2／6、わは有効幅、　tは板厚）

　　　　　　　　fb：接合プレートの面外曲げ許容応力度

　　　　　　　　θ：接合ボルト中心から接合プレート縁辺までの距離

　　　　　　　　eo：接合ボルト中心の跳ね出し距離

・せん断ボルト接合型（図3．12参照）

　Mi’5R×e　e・・e・・・・・…　（3－2）
　　　　ここに、雌：許容曲げモーメント

　　　　　　　　R：接合ボルトの許容せん断耐力と接合プレートの支圧耐力の

　　　　　　　　　　小さい方の値

　　　　　　　　　θ：接合ボルト間の距離

　せん断ボルト接合型、引張ボルト接合型とも、理論強度に比べて弾性強度が同程度かそ

れ以下の数値となるものもある。しかし、最大強度は全て2倍以上の安全度となっている。

この理論計算方法では、接合部が部分的に塑性化となる場合も考えられるが、最大強度に
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対しては十分な余裕があるため、強度実験を行わない場合の必要な性能を確認するための

計算方法として適当と判断される。

（3）接合部の変形状況

　各試験体の柱はり接合部の変形状況を図3．13に、実験後の接合部の状況を写真3．5～

3．8に示す。

　せん断ボルト接合型の柱はり接合部は、ボルトの支圧力によりボルト穴が長穴になるほ

ど変形していた。また、引張ボルト接合型の柱はり接合部は、接合プレートが実験途中か

ら面外方向（引張方向）に大きく変形した。

　せん断ボルト接合型試験体では、接合部近傍および接合プレートに貼った歪ゲージの計

測結果からもボルト穴付近に損傷が集中している傾向が見られ、接合プレートのボルト穴

付近に貼った歪量のみが大きな値を示した。なお、せん断ボルト接合型および引張ボルト

接合型とも、はり部材に貼った歪量の計測値は通常の応力計算によるものとほぼ同値であ

り、はり部材には損傷の無いことが確認された。

3．3．3　柱はり接合部強度実験のまとめ

①せん断ボルト接合型はS1試験体以外は高い強度を示した。しかし、初期載荷時には、

　ボルト穴のクリアランスおよび亜鉛メッキ塗装の影響による大きなスベリが見られる。

②S1試験体は接合部の溶接不備などの条件により低い強度となった。

③引張ボルト接合型は初期のスベリもなく適度な強度が確保されている。強度の決定は接

　合プレートの面外変形である。

④柱はり接合部の許容強度は、実験状況をもととした接合形式に応じた計算方法が適用で

　きる。なお、実験結果の最大強度は許容強度の2倍である。

3．4　実物大ハウス強度実験

3．4．1実物大ハウス強度実験概要

　鉄骨補強バイブハウスの構造強度を把握するため、屋根面を構築するアーチバイブの部

分強度実験、ラーメン架構を構築する主要構造骨組の柱はり接合部の強度実験を行った。

また、ハウス強度を求めるための接合部理論強度（許容強度）の計算方法についても検討

した。

　この他に、鉄骨補強パイプハウスの全体骨組の強度を把握するためには、アーチバイブ

を支持する谷ばりの影響、プレハブ基礎の固定度の影響、ハウス側面にサイドバイブが設

置された場合の影響・水平ばり型とアーチばり型のラーメン架構（以下、「主フレーム」

という）の変形状況、などについて確認する必要がある。これらの事項を明らかにするた

め実物大ハウス強度実験を行った。また、この実物大ハウス強度実験によって、実際の鉄

一55一

1灘二三総画灘，二二二二灘鐡　難，
罰　　、t



一 門

蹴鞭蠣・

骨補強バイブハウスにおける鉛直強度と水平強度を把握し、実況にあったハウス強度の理

論計算条件を求めることを目的とした。

（1）実験ハウス

　実験を行った各ハウスの形状および各ハウスごとの使用部材を図3．14に、実験した各

ハウスの全景を写真3．9～3．12に示す。また、2連棟谷部のアーチパイプと下ばり接続

状況および柱はり接合部の状況を写真3．13～3．17に、プレハブ基礎の埋め込み状況を写

真3．18に示す。

　実験した鉄骨補強パイプハウスは、S、　H、　W、　Dの4社より提供を受けた水平ばり型

（S、H、　W社の3社3種、それぞれSハウス、　Hハウス、　W1ハウスとした）とアーチ

ばり型（W、D社の2社3種、それぞれW2ハウス、　D1ハウス、　D2ハウスとした）の2

タイプとした。全てのハウスの大きさは、間口方向2スパン（2連棟）、桁行き方向1ス

パンとした。実験を行ったハウスの数は表3．6に示した鉛直荷重載荷用4棟（1棟は重

複）、水平荷重載荷用4棟の合計8棟とした。なお、水平ばり型の2種ハウスのアーチパ

イプ脚部の支持方法は、アーチパイプ部分実験と同様であり、Sハウスはアーチパイプ脚

部を鉄筋に差し込む支持方法、Hハウスはアーチバイブ脚部を谷ばりの楕円穴に差し込む

支持方法である。なお、アーチばり型のD2ハウスは、鉛直等分布載荷用のD1ハウスが

ある程度の載荷によっても大きな損傷が見られないため、同一ハウスの名称を変え、再度、

連々谷部への鉛直偏積雪荷重載荷用として使用したものである。それぞれの鉄骨補強バイ

ブハウスは、筑波にある農林水産省農業工学研究所内の農場に建設した。

（2）載荷方法

　実物大ハウス強度実験は、積雪による等分布荷重を想定した鉛直荷重載荷実験と、風圧

力や地震力を想定した水平荷重載荷実験の2種類の載荷方法で行った。実験を行ったハウ

スと各載荷方法の内訳を表3．6に示す。また、鉛直荷重載荷実験と水平荷重載荷実験の

載荷方法の概要を図3．15に示す。なお、水平荷重載荷実験では各柱の名称を同図（b）．の

ように設定した。

　すなわち、鉛直荷重載荷実験は、飛騨サイズの4等分点のアーチパイプにユニバーサル

ジョイントをセヅトし、これにマイカー線を吊し、2フレーム毎に載荷用のベニヤ板を取

り付けた。これに、あらかじめ重量を計測しておいた砂袋（24．5N／袋、49．ON／袋）、鉄

粉袋（98．ON／袋）を順次載せて加力した。なお、全ての載荷板に一定量を同時に載荷す

ることができないため、全体的に釣り合いがとれるよう、端部および中央に千鳥状に載荷

する方法を繰り返した。D2ハウスは連棟ハウスの谷部への偏積雪荷重による性状把握を

目的としたため、積雪荷重を負担する谷側の母屋パイプのみに載荷した。

　水平荷重載荷実験は、反力用基礎と一番離れた加力柱の柱頭部とをワイヤーでつなぎ、

鉛直方向分力の影響が少なくなるよう両者間の傾きを1／12におさえ、レバt・…bプロヅクを

用いて載荷した。なお、左右の柱に均等に水平荷重が載荷されるように、ワイヤーの途中

に滑車をセットした。
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（3）測定方法

　大変形が予想される部分（鉛直荷重載荷実験のアーチパイプ鉛直変位、水平荷重載荷実

験の柱頭部水平変位など）は巻き込み型変位計で、その他の柱頭部分や柱脚部分などは電

気式変位計で変位を測定した。また、鉛直荷重載荷実験では、片側フレームの柱はり接合

部、桁行き方向の中央となるアーチパイプ、母屋バイブの中央、谷ばりの中央などに歪ゲ

ージを貼り、斤量を測定した。、また、水平荷重載荷実験では、片側フレームおよびそれ

に沿うアーチパイプに歪ゲージを貼りつけた。荷重の検出は、鉛直荷重載荷実験の場合は

載荷した砂袋と鉄袋の合計数、水平荷重載荷実験の場合はワイヤーの途中にセヅトしたロ

ードセルの値によった。

（4）実験地地盤状況

　実物大ハウス強度実験にあたり、特に水平荷重載荷実験では鉄骨補強バイブハウスの強

度に大きく影響すると考えられる地盤の調査を、実験地の畑土で行った。

①許容支持力の調査方法

　調査方法は、2章と同様のコーンペネトロメータを使用し、実験地の自然状態の地盤と

プレハブ基礎を埋めるために掘り起こした基礎周辺の掘削部地盤について行った。

②許容支持力の調査結果

　2種の地盤における調査結果は、深さ500㎜程度まではそれぞれがほぼ同値であり、自

然状態地盤の地耐力169N／㎡（17．3tf／㎡、7カ所の平均値）、掘削部地盤の地耐力41　N／㎡

（4．2tf／㎡、5カ所の平均値）であった。掘削部地盤は、畑土における地耐力の基準が明確

ではないが、通常の押土に比べやや低いと感じられ、ハウスメーカーの実験協力者の意見

も同様であった。これは、基礎を埋めるための掘削穴が特に大きく、埋め戻し部分が大き

な面積となり、突き固めがやや不十分であったためと考えられる。

（5）検討項目

鉛直荷重載荷実験について

①水平ばり型のアーチパイプ強度

　水平ばり型の2種のアーチバイブについて、実験値と2種の支持条件による理論値をも

とに、実物大ハウス強度実験における脚部の支持条件を明らかにするため検討した。また、

アーチパイプ部分実験の強度との相違についても検討した。

②水平ばり型のアーチパイプ許容強度の試算

　脚部をピン支持条件とした理論計算をもとに、2種の変形制限における許容強度を試算

して検討した。

③アーチばり型のアーーチパイプ強度

　アーチ部分の中間が母屋バイブで支えられているアーチばり型のアーチバイブについ

て、脚部や中間支持点の影響による強度とその決定条件を検討した。

④桁行き方向部材の強度計算

　桁行き方向部材は各ハウスによって異なっている。実験に使用した2種の桁行き部材の
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断面性能と端部支持条件の関係を明らかにするため検討した。また、多くの桁行き部材に

ついて変形制限と応力度制限による許容強度を求め、桁行き方向部材による強度とその決

定要因の相違を検討した。

⑤サイドパイプの有無による鉛直強度の影響

　サイドバイブを有した場合の実験時の変形状況を検討し、側ばりへの影響も考察した。

⑥鉛直荷重載荷実験における主フレームの状況

　水平ばり型とアーチばり型の鉛直荷重実験時における主フレーム変形状態の相違につい

て検討した。

水平荷重載荷実験について

①主フレームの変位と剛性の変化

　水平荷重を受けた場合のハウス架構形式による変形性状の相違を、荷重の増加に伴う柱

頭部の変位と剛性の変化をもとに検討した。

②柱位置による柱変位の相違

　鉄骨補強パイプハウスの形状によって、水平荷重を受けた場合の柱はり部材の応力の負

担状況および変形状況は異なる。水平荷重を受けた場合の柱位置における水平変位をもと

に、架構形式の違いによって変形状況が相違する状況を検討した。

③プレハブ基礎の性状

　実験に使用したプレハブ基礎の実験時の変形状況について検討した。

④サイドパイプを考慮した水平強度

　実際の鉄骨補強バイブハウスにはサイドパイプが設置され、強度にも効果のあることが

予想される。このため、実験時の状況をもとに、サイドパイプを設置した場合の水平強度

への影響を検討した。また、サイドパイプを含めたハウス強度の求め方を導いた。

⑤変形制限による許容強度

　実験結果をもとに、2種の柱の倒れの変形制限値によった場合の鉄骨補強パイプハウス

の許容強度について検討した。

3．4．2　実験結果および考察

3．4．2．1　鉛直荷重載荷実験

　鉛直荷重載荷実験を行った各ハウスの最大強度と最大強度時の棟部鉛直変位および柱頭

部水平変位の実験結果一覧を表3．7に示す。なお、鉛直荷重載荷実験の荷重は、載荷し

た砂袋と鉄粉袋の全重量をハウス負担面積で除した単位面積当たりの数値とし、最大強度

は実験時の倒壊直前の最大荷重値とした。また、棟部鉛直変位はアーチパイプの間口方向

中央部の鉛直下方への変形量、柱頭部水平変位は間口方向両側柱頭部のハウス外側への水

平変形量とした。水平ばり型のSハウスとHハウスは、ともにアーチパイプの面外倒壊（桁

行き方向への倒壊）によって強度が決定した。また、Sハウスの側ばりは、φ48．6　mmパ
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イブサイズx肉厚2．3mmのパイプを使用しているが大きな変形が生じた。しかし、その他

の部材への影響は見られなかった（写真3．19、3．20、3．22参照）。

　アーチばり型のD1ハウスとD2ハウスは、母屋バイブの設置でアーチバイブの支持点

数が多く、アーチパイプの面外変形も主要骨組のアーチばりが拘束して強度が高くなった

ため途中で載荷を止めた。ハウスの強度決定は、アーチバイブを支持する母屋バイブ（桁

行き方向部材）に依存する傾向が見られた（写真3．21参照）。なお、その他の部材には

大きな変化は見られなかった。

（1）水平ばり型のアーチパイプ強度

　水平ばり型の2種ハウスの荷重と棟部鉛直変位の関係を理論計算結果と併せて図3．16

に示す。理論計算の方法は、「3。2アーチパイプ部分実験」と同様とした。Sハウスの最

大強度は355N／㎡（36．2kgf／㎡）、　Hハウスの最大強度は300　N／㎡（30．6kgf／㎡）である。

部分実験結果と同様に、パイプ脚部を鉄筋に差し込む支持方法のSハウスの方が、バイブ

脚部を谷ばりの穴に差し込むHハウスに比べて18％程度も強度が高く、剛性も優れた傾

向を示した。しかし、Sノ、ウスは部分実験では脚部を固定支持条件とした理論値に近似し

ていたが、実物大ハウス実験では、2種ハウスとも脚部をピン支持条件として計算した理

論値に近い傾向となった。実物大ハウス実験のSハウスは、谷ばりは部分実験と同一部材

であるが、アーチバイブ断面が関西地方の仕様に合わせたφ25．4mmバイブと太くなって

いる（部分実験はφ22．2mバイブを使用）。　Sハウスの支持条件の変化は、アーチバイブ

断面とパイプ支持部分のφ18．Omm鉄筋との差が大きくなったことによる変形量の増加と、

大スパンでの谷ばりの変形の影響と考えられる。実際のハウス建設においてもこの様な条

件が適用されることを考えると、アーチパイプの理論計算は全て脚部をピン支持の条件で

行うことが適当と判断される。

　面外変形を拘束され、バイブ本来の強度を発揮したと思われるアーチパイプ部分実験結

果と・アーチバイブが面外方向へ倒壊した実物大ハウス実験結果の強度についての比較を

表3．8に示す。なお、両実験は使用したアーチパイプ断面が相違しているため、断面性

能の比率で強度を補正した。また、この表には部分実験の強度を1．00とした比率も示し

た。実物大ハウス実験でのアーチバイブの強度は、面外変形を拘束したアーチパイプの強

度に比べ、両ハウスとも約30％も低い結果となった。実物大ハウス実験のアーチバイブ

強度低下の原因はアーチパイプの面外倒壊によるものである。したがってハウス屋根面に

アーチパイプ倒壊防止用のブレースなどを設置することによって強度の向上が十分期待さ

れる。

（2）水平ばり型のアーチパイプ許容強度の試算

　前述した検討結果より、アーチパイプ脚部をピン支持条件とした場合の理論計算を行い、

2種の変形制限値を採用した場合の許容強度の試算結果を表3．9に示す。理論計算の方

法は前述と同様の大変形理論にもとづき、変形制限値は安全構造基準におけるプラスチヅ

クハウスの合掌およびトラスのたわみ制限δ≦L／100（L：間口方向柱間隔）と、パイプ
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ハウスの棟部たわみ制限0≦L／60（L：間口方向柱間隔）とした。変形制限がL／100の

場合の許容強度は、面外倒壊で強度が決定した実物大強度実験の最大強度と近い数値とな

っており、変形制限をもう少し抑えてL／120程度とした方が安全であると判断される。

（3）アーチばり型のアーチパイプ強度

　アーチばり型のアーチバイブは、D1ハウスの様に間口方向柱間隔を4分割する位置な

どに母屋パイプが設置される。このため、バイブ脚部を端部ピン支持の条件、母屋パイプ

を中間ピン支持点とした連続体として理論計算を行った。結果は、荷重980N／㎡（100kgfノ

㎡）に対して変位は2．94皿m（δ／L≒1／510）程度であり、母屋パイプによってしっかり

支持されている限りアーチパイプで強度が決定することはない。

（4）桁行き方向部材の強度計算

　桁行き方向部材の鉛直強度の計算方法を検討するため、桁行き方向1スパンの中央に貼

った歪計測値をもとにした鉛直変位および応力度と、端部を固定支持とピン支持とした理

論計算値を比較した。Sハウス、　Hハウス谷ばりの桁行き方向スパン中央部の鉛直変位と

応力度について、実験値と理論値を表3．10に示す。なお、スパン中央部の鉛直変位と応

力度の実験値は、歪計測値をもとにした谷ばりの断面計算より求めた。また、表3．10に

はスパン中央部の鉛直変位と応力度の実験値に対する理論値の比率も示した。

　曲げ加工した鋼板を断面性能（断面係数、断面二次モーメント）の良い半ばり（谷どい

として兼用）としたSハウスの実験値は、鉛直変位と応力度がピン支持と仮定した理論値

に近いものとなった。また、谷ばりに2本の軽量形鋼を使用したHハウスの実験値は固定

支持とビン支持による理論値の中間値となった。これは、実物大ハウス強度実験のハウス

が桁行き方向1スパンであったため、断面性能の良いSハウス下ばりの端部固定度が低く

なったと考えられる。実際の鉄骨補強パイプハウスでは桁行き方向のスパン数は多く、谷

ばり材にも2～3スパン連続した部材が使用される。この場合には、変形の少ない連続ば

りの効果が生じると考えられる。このため、理論強度の計算は、使用部材の断面性能や施

工方法を考慮してピン支持または固定支持の条件で行うことが適当と判断される。

　これらのことを考慮し、実験に使用した各ハウスの桁行き方向部材の許容強度を変形制

限と応力度制限により求めて表3。11に示す。なお、変形制限は、安全構造基準のプラス

チックハウス母屋材のたわみ制限値δ≦L／100（L：はりスパン）を採用し、応力度制限

値は材料の許容応力度295N／㎜2とした。計算は桁行き方向スパン3mに対する単純ばり

（両端ピン支持）と連続ばり（両端固定支持）を条件とした。なお、実験時にこの制限値

に達していないハウスについては数値の記載を割愛した。許容強度の決定は、断面性能の

良い部材の場合は応力度制限で、また、断面性能が劣る部材の場合は変形制限によって決

定される傾向が見られる。すなわち、SハウスやHハウスの谷ばりは応力度制限で強度が

決定される。しかし、桁行き方向部材（母屋）の変形でハウス強度が決定したD1ハウス

は、断面が不足しているため数値の小さな変形制限によって強度が決定される。D1母屋

材の変形制限L／100（L＝3．O　m）の許容強度は200　N／㎡（20．4kgf／㎡）程度である。こ
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れより、桁行き方向部材はハウスによって相違するため、その設計方法は変形制限と応力

度制限の両者を考慮することが適当と判断される。

（5）サイドパイプの有無による鉛直強度の影響

　実際に建設される鉄骨補強パイプハウスの両側面には、フィルムを展張するためにサイ

ドパイプが設置されることが多い。サイドパイプを有するSハウスの鉛直荷重載荷状況は、

荷重載荷によってアーチパイプが下がり、その影響でアーチパイプと接続しているサイド

バイブのハウス外側への変形が大きくなった。結果として、サイドバイブを支持する桁行

き方向側ばりの横方向（外側）への変形が大きく現れた。

　サイドバイブを有する場合は鉛直荷重によって側ばりにどれ程の二二Qが作用するのか

を検討するため、Sハウスの外アー・チ（アーチバイブ＋サイドバイブ）を図3．17のよう

に想定して理論計算を行った。なお、計算では側ばりによる拘束効果は考慮せず、側ばり

に作用する横力は肩部（A点）におけるせん断力と仮定した。

　計算結果は、鉛直荷重112N／㎡（11．4kgf／㎡）に対して横力としたせん断力は88　N（9

kgf）程度となり、載荷した鉛直荷重合計の約30％以上にもなることが確認された。この

結果をもとに、側ばりの端部をピン支持条件と仮定し、鉛直荷重を実験最大荷重（355N／

㎡）として甲ばりの応力度を検討すると、作用応力度は降伏応力度の60％以上にもなっ

た。Sハウスの鉛直強度はアーチバイブの面外倒壊により決定された。しかし、側ばり部

材の剛性が低いことを考えると上記の外アーチ理論計算も適応性があると判断される。こ

のため、場合によってはサイドパイプの面外変形により、側ばり部材で強度が決定される

ことも予想される。

（6）鉛直荷重載荷実験における主フレームの状況

　鉛直荷重載荷実験の強度は、アーチバイブの面外倒壊や母屋部材の鉛直変形によって決

定されることが明らかとなった。なお、柱はりの主フレームには大きな変化は見られない。

鉛直荷重を負担するアーチパイプを谷部の桁行き方向部材が支持し、柱に軸力しか伝達し

ない構造形式の水平ばり型と、アーチバイブを数本の母屋パイプで支持し、その応力が直

接アーチばりに伝達され、主フレームに曲げモーメントと軸力が作用する構造形式のアー

チばり型について、構造形式による相違を各部の変形状況をもとに検討した（表3．7参

照）。

　水平ばり型のS、Hハウスの柱頭部水平変位はごく僅かな数値であり、鉛直載荷に対し

て主フレームは十分な強度を有している。アーチばり型のD1ハウスは、アーチばりによ

る労力のために柱頭部水平変位がやや大きな値となり、二部鉛直変位も主フレームとして

は大きな数値となった。しかし、最大荷重時においても、柱の倒れh／70程度、二部鉛直

変位L／ユ60程度であり、強度上は安全であると判断される。なお、D2ハウスは谷部の

みの載荷のため、変位は小さな値となっている。
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3．4．2．2　水平荷重載荷実験

　水平荷重載荷実験を行った各ハウスの最大強度と、最大強度時の柱頭部水平変位および

柱脚部水平変位の実験結果一覧を表3．12に、SハウスとW2ハウスにおける荷重と各柱

の柱頭部水平変位の関係を図3．18に示す。なお、荷重は全て実際の載荷荷重を1／2にし

た1フレーム（2スパン）当たりの数値とし、最大強度は実験時の最大荷重値とした。ま

た、柱頭部水平変位および柱脚部水平変位は、柱頭部および柱脚部の水平荷重載荷方向へ

の変形量とした。

　水平荷重載荷実験は、柱頭部の水平変位が400mm程度となるまで載荷した。この載荷範

囲において強度が低下傾向を示したハウスは無い。ハウスの強度は、水平ばり型、アーチ

ばり型とも・主フレームの柱はり接合部の損傷によって決定される傾向が見られた（写真

3．23～3．25参照）。また、事前に埋め込んだプレハブ基礎が荷重980～1，961N（100～

200kgf）付近より動き始め、最大強度近くでは薄鋼板製の柱脚部ベースプレートの変形も

大きくなった（写真3．26参照）。なお、水平荷重の左右の柱への載荷は、均等に作用す

るようワイヤーの途中に滑車をセヅトした結果、左右の柱頭部水平変位はほぼ同値であり、

ほぼ均等に載荷されたと判断される。

（1）主フレームの変位と剛性の変化

　載荷途中の各荷重における柱頭部水平変位と剛性（荷重／変位）を表3．13に示す。な

お、同表（b）．の柱頭部水平変位は、基礎の回転による影響を除いた主フレーム自身の変位

として、柱頭部水平変位から柱脚部の傾きを延長した水平変位（基礎回転分による水平変

位）を減じて求めた値である。また、剛性の比率はアーチばり型のW2＞、ウスを基準とし

た値である。各ハウスとも荷重の増加に伴って変位が大きくなり、剛性は徐々に低下傾向

を示し、特にHハウスで顕著となった。各ハウスの剛性は、アーチばり型のW2ハウスが

最も高く、水平ばり型のSハウスとHハウスはほぼ同程度でW2ハウスの1／2程度である。

また、W1ハウスの剛性はW2ハウスの1／3程度と低いものになっている。

　Hハウスの実験ハウスは、柱はり接合部強度実験の試験体と仕様が異なっている。この

ため明確ではないが、SハウスとHハウスの僅かな強度差は、接合部の強度や基礎形状に

大きな違いは無いため、Sハウスの外側に設置されたサイドバイブの効果によるものと考

えられる。W1ハウスにもサイドパイプは設置されているが、　W　1ハウスの接合部は接合．

プレートがはりを受けるための下側にしか設置されていない劣った仕様となっている（写

真3，24参照）。このため、曲げモーメントの抵抗が各柱はり接合部で偏り、低い強度と

なったと考えられる。

　なお、柱はり接合部には、接合部強度実験のような載荷初期のスベリの傾向は見られな

い。これは、実際の畑土で柱にはりを止める場合は、はり自重などによりボルトの接触位

置が定められ、ボルト穴とボルトとのクリアランスが必然的に消滅される実験条件の相違

によるものと考えられる。

（2）柱位置による柱変位の相違
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　各ハウスにおける加力柱、中央柱、自由柱の柱位置による変形性状は、水平ばり型ハウ

スでは、末端の自由柱の変形が僅かに小さくなる傾向が見られるが、概ね同一変形となっ

ている。アーチばり型の実験はW2ハウスの1体のみの結果であるが、水平荷重をアーチ

型のはりが曲げモーメントとして伝達するため、加力柱の変位を1．00とすると、中央柱

は0．65程度、自由柱は0．52程度と柱位置によって大きく異なっている（図3．18参照）。

　W2ハウスの柱はり接合部は、接合部のパイプにはり部材を深くのみ込ませ、さらに2

本のボルトで側面から止める仕様となっている。しかし、実験終了時には加力柱となった

外側アーチばりの肩接合部に局部的な損傷が生じていた（写真3．25参照）。アーチばり

型の場合は、曲げモー一一メントが大きくなる外側興部の部材形状や柱はり接合部のボルト位

置について、損傷が生じた後の簡易な修復にも対応した検討が必要と思われる。

（3）プレハブ基礎の性状

　今回の実物大ハウス強度実験に使用した基礎は、実際の鉄骨補強パイプハウス用の基礎

として使用されているものである。しかし、実験後の撤去を考慮して、フーチングの無い

角錐形のものを使用した。角錐形のようにフーチング面積が極めて小さい形状の基礎は、

水平力に対して基礎側面の土圧で抵抗すると考えられているが、安全構造基準には計算方

法の記載は無い。また、一般建築物の設計方法においても適用できるものがほとんど無い。

　鉛直荷重載荷実験では、変形もほとんど発生せず、この基礎の形状は充分な強度を有し

ていた。一方、水平荷重載荷実験では水平変形が比較的大きく現れ、柱の倒れh／30付近

より回転も大きくなった。これは、水平荷重載荷実験における転倒モーメントに対しては、

底面が小さいために接地圧が地耐力を超えて側面の土圧のみで抵抗したためと考えられ

る。また、基礎埋め込み工法により周辺地盤が比較的柔らかな状態であったことも影響し

ていると考えられる。水平荷重に対して基礎の強度を改善するには、埋め込み後の基礎周

辺の突き固めを完全に行うとともに、底面の抵抗を増すフーチング付き基礎の使用が有効

である。

（4）サイドパイプを考慮した水平強度

　サイドバイブの有無による違いを、サイドパイプを有するSハウスと、サイドバイブを

有しないHハウスについて、柱頭部の歪量をもとにした応力状態で検討した。サイドパイ

プを有しないHハウスは、各層とも初期載荷時よりほぼ一様な曲げモーメントが作用して

いる。しかし、サイドバイブを有するSハウスは、サイドバイブに接している自由柱、加

力柱とも載荷初期には軸力が支配的であり、加力柱は実験終了まで軸力を受けたままであ

った。自由柱と加力柱のサイドバイブによる影響の違いを実験状況より推測すると、自由

軍側のサイドパイプは水平荷重によって押され、ある程度以上の変形ではバイブ自身が曲

がるために負担が低減されていた。これに対して、加力柱側のサイドバイブは水平荷重に

よって引かれる状況となり、ハウスがどれ程変形してもサイドバイブは曲がることが無く、

効果が持続されたためと考えられる。この応力状態と実験時の変形より、柱とサイドバイ

ブが接続している柱頭部と柱脚部およびサイドバイブ脚部の3カ所を支点としてトラスが
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形成されていることが予想される。

　サイドパイプの効果を水平強度として検証するため、Sハウスの構造を図3．19のよう

な主フレームとアーチパイプ（サイドパイプを合む）に分けて考えた。アーチバイブの強度

は、柱頭部（図3．19のA点）での主フレーム水平変位と同じ変位となる量だけアーチパ

イプ自身も水平荷重を負担できるとして算出した。この場合、鉄骨補強バイブハウスの水

平強度は、主フレームとアーチバイブの合計強度である。また、アーチバイブは、実験状

況より加力側のハウス片側のみを有効とし、谷部の水平反力は主フレームが負担すること

としてアーチパイプの水平荷重負担を調整した。主フレームの強度は接合部強度実験の最

大強度M＝300N・m（307tf．m皿、表3．2参照）をもとに、2スパン分の柱はり接合箇所4

カ所の合計水平荷重とした。また、アーチパイプの強度は曲部の変位が主フレームと同値

となる荷重として、アーチパイプの理論計算より求めた値を柱負担幅内の6本分として全

体の強度計算を行った。計算結果は以下のようである。

強度計算結果

　主フレームの水平強度

　アーチバイブの水平強度

　　　（分担比率）

600N　（O．84）

112N　（O．16

2スパン6本の合計強度 712N　（1．00）

（＝　300／2．0　×　4）

（＝　37　×　12　×　6）

（72．6kgf）

　2スパン程度のハウスでは、サイドパイプを含むアーチバイブの水平強度は全体水平強

度の約16％も受け持つ結果となった。この結果を参考に、今回のSハウスの最大強度9，306

N（949kgf）からサイドパイプの受け持ち相当分として16％を引くと、　Hハウスのサイ

ドパイプを持たない最大荷重6，224N（634㎏）とかなり近い強度の数値が得られる。

　強度の計算で使用した接合部実験の強度は、片側600mm程度の材長で強制的に曲げ変形

を与えたものであり、実物大ハウス強度実験とは状況が異なるために計算結果の強度数値

は実験強度と大きく相違している。しかし、力の流れは現実に即したものであり、考え方

は有効であると思われる。実際の鉄骨補強パイプハウスでのサイドバイブの影響は小さな

数値となるが、柱はりフレームの強度にサイドパイプの強度を考慮する計算方法として適

用できると判断される。

（5）変形制限による許容強度

　今回の4種ハウスの水平荷重載荷実験の結果をもとに、柱の倒れに関する2つの制限値

をもととした場合のハウスの許容水平強度を求めてみた。許容水平強度に相当する風圧力

から速度圧（風圧力の基準値である動圧）と設計士風速を算出したものを表3．14に示す。

なお、強度の計算方法に使用した安全構造基準の風荷重関係式は下記の（3－3）式と（3－4）

式である。

「風圧力と速度圧の関係式」
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P＝q×CxA
　P：風圧力（kgf）

　0：風力係数＝1．2

　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・…　（3－3）

q：速度圧（kgf／㎡）

A：風力が作用する見つけ面積（㎡）

　　HハウスA＝1．6×2。0、その他A＝1．8×3．0

「速度圧と設計風速の関係式」

　q＝O．016x　V2×　頑弓「

　　q：速度圧（kgf／㎡）

　　　V：設計用風速（m／s）

　　H：ハウス高さ

　　　　HハウスH≒3．3m、その他H≒3．6m

．．．．．．．．．．… @　e（3－4）

　柱の倒れ制限は、柱はり接合部の接合プレートが塑性変形をおこして角度変化を生じた

こと、また、h／30付近より基礎部の回転が大きくなったことを考慮し、　h／60が適当と

判断して検討した。これによると、実験に使用した鉄骨補強バイブハウスの変形制限h／60

による強度は風速30m／s㏄程度と考えられる。なお、柱はり接合部の強度が低いw1ハ

ウスの強度は、風速20m／s㏄程度と低い値となる。　W1ハウスについては大きな面積の

連棟ハウスの構造に適するよう、接合部の強度を向上させるための検討が必要である。

3．4．3　実物大ハウス強度実験のまとめ

①屋根面ブレースが設置されていない水平ばり型の鉛直強度は、アーチパイプの面外倒壊

　により決定する。また、アーチばり型の鉛直強度は水平ばり型以上であり、強度の決定

　は母屋パイプ（桁行き部材）に依存する傾向が見られる。

②水平ばり型アーチパイプの鉛直強度は、2種ハウスともアーチパイプの脚部をピン支持

　条件として計算した理論値に近似している。また、アーチバイブの脚部をピン支持とし、

　棟部鉛直方向の変形制限をL／100（L：間ロサイズ）とした場合の理論強度は、面外倒

　壊した実物大ハウス実験の最大強度と近い値となる。

③桁行き方向部材について、変形制限と応力度制限による許容強度を計算した結果、断面

　性能の良い部材の場合は応力度制限で、また、断面性能が劣る部材の場合は変形制限に

　よって決定される傾向が見られる。

④サイドパイプを有するSハウスは、鉛直荷重によってアーチバイブが下がり、アーチパ

　イプと接続するサイドパイプのハウス外側への変形が大きくなる。結果として、サイド

　バイブを支持する桁行き方向側ばりの横方向（外側）への変形が大きく現れた。

⑤アーチばり型の主フレームには、鉛直最大荷重時に柱の倒れhno程度、棟部鉛直変位

　L／l60程度の変形が生じた。水平ばり型のフレーム変形は僅かである。

⑥水平荷重を載荷した全ハウスとも、柱頭変位400mm程度まで強度の低下傾向は見られな
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　い。また、2種形式ハウスとも、主フレームの柱はり接合部で強度が決定される傾向が

　見られる。

⑦水平荷重による各ハウスの剛性は、アーチばり型のW2ハウスが最も高く、水平ばり型

　のSハウスとHハウスはほぼ同程度でW2ハウスの1／2程度、　W　1ハウスは1／3程度と

　低いものになった。SハウスとHハウスの僅かな強度差は、　Sハウスの外側に設置され

　たサイドパイプの効果によるものと考えられる。

⑧鉄骨補強パイプハウスの水平強度を、柱はりの主フレーム強度と片側アーチバイブ（サ

　イドパイブを含む）の強度の合計として理論計算で求めた。その結果は、強度の数値は

　実験強度と大きく相違するが、サイドパイプの有無に関するSハウスとHハウスの実験

　強度の差と類似した傾向を示した。

⑨実物大ハウスの柱はり接合部には接合部強度実験のような載荷初期のスベリの傾向は見

　られない。これは、はり自重などにより建設時にボルトの接触位置が定められるためで

　ある。

⑩水平荷重時の柱頭変位は、水平ばり型は概ね同一変形となった。アーチばり型は加力柱

　の変位を1．00とすると、中央柱は0．65程度、自由柱は0．52程度と柱位置によって大き

　く異なった。

⑪フーチングの無いプレハブ基礎は、鉛直荷重実験では変形が少なく充分な強度を有して

　いた。しかし、水平荷重実験では変形が比較的大きく現れ、柱の倒れh／30付近より回

　転も大きくなった。

⑫実験に使用した鉄骨補強パイプハウスの変形制限h／60による許容強度は風速30m／s㏄

　程度と考えられる。なお、柱はり接合部の強度が低いw1ハウスの強度は風速20　m／s㏄

　程度である。

3．5　まとめ

　鉄骨補強パイプハウス構造について、①屋根面アーチパイプの部分強度実験、②柱はり

接合部強度実験、③実物大のハウスを使用した鉛直荷重と水平荷重の強度実験を行った。

結果は以下のように要約される。

3．5．1　鉛直荷重に対する水平ばり型ハウスの強度

①屋根面ブレースが設置されていない水平ばり型の鉛直強度は、アーチパイプの面外倒壊

　により決定される。

②水平ばり型アーチバイブの鉛直強度は、2種ハウスともアーチバイブの脚部をピン支持

　条件として計算した理論値に近似している。また、アーチパイプの脚部をピン支持とし、

　下部鉛直方向の変形制限をL／100（L：間ロサイズ）とした場合の理論強度は、面外倒

　壊した実物大ハウス実験の最大強度と近い値となる。
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③サイドバイブを有するSノ、ウスは、鉛直荷重によってアーチバイブが下がり、アーチパ

　イプと接続するサイドパイプのハウス外側への変形が大きくなった。結果として、サイ

　ドパイプを支持する桁行き方向側ばりの横方向（外側）への変形が大きく現れた。

④水平ばり型の鉛直最大荷重時のフレーム変形は僅かである。

3．5．2　鉛直荷重に対するアーチばり型ハウスの強度

①アーチばり型の鉛直強度は水平ばり型以上であり、強度の決定は母屋パイプ（桁行き方

　向部材）に依存する傾向が見られる。

②桁行き方向部材について、変形制限と応力度制限による許容強度を計算した結果、断面

　性能の良い部材の場合は応力度制限で、また、断面性能が劣る部材の場合は変形制限に

　よって決定される傾向が見られる。

③アーチばり型の主フレームには、鉛直最大荷重時に柱の倒れh／70程度、棟部鉛直変位

　L／160程度の変形が生じた。しかし、構造上に問題となる損傷は無い。

④フーチングの無いプレハブ基礎は鉛直荷重実験では変形が少なく、充分な強度を有して

　いた。

3．5．3　水平荷重に対するハウスの強度

①水平荷重を載荷した全ハウスとも、柱頭変位400㎜程度まで強度の低下傾向は見られな

　い。また、2種形式ハウスとも、主フレームの柱はり接合部で強度が決定される傾向が

　見られた。

②水平荷重による各ハウスの剛性は、アーチばり型のW2ハウスが最も高く、水平ばり型

　のSハウスとHハウスはほぼ同程度でW2ハウスの1／2程度、　W　1ハウスは1／3程度と

　低いものになった。SハウスとHハウスの僅かな強度差は、　Sハウスの外側に設置され

　たサイドパイプの効果によるものと考えられる。

③鉄骨補強バイブハウスの水平強度を、柱はりの主フレーム強度と片側アーチバイブ（サ

　イドパイプを含む）の強度の合計として理論計算で求めた。その結果は、強度の数値は

　実験強度と大きく相違するが、サイドパイプの有無に関するSハウスとHハウスの実験

　強度の差と類似した傾向を示した。

④水平荷重時の柱頭変位は、水平ばり型は概ね同一変形となった。アーチばり型は加力柱

　の変位を1．00とすると、中央柱は0．65程度、自由柱は052程度と柱位置によって大き

　く異なった。

⑤フーチングの無いプレハブ基礎は水平荷重実験では変形が比較的大きく現れ、柱の倒れ

　h／30付近より回転も大きくなった。

⑥柱はり接合部の許容強度は、実験状況をもととした接合形式に応じた計算方法が適用で

　きる。なお、実験結果の最大強度は許容強度の2倍である。

⑦実験に使用した鉄骨補強パイプハウスの変形制限h／60による許容強度は風速30m／s㏄
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（a）連棟式地中押し込み式パイプハウス　　　　　　　（b）鉄骨補強パイプハウス

　　　　　　　　　　　　図3．1　連棟式ハウスの構造
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図3．2　鉄骨補強バイブハウスの形状
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“

　　　　　　　　　　　　谷ばり　　　　　　　　　アーチパイプ

差濫さぐ　り1　接魅一㌧：sO　谷ばり＼
　　　　　　“／一一一一一．VV／　一／／lll；

　　　　　　　　　　　パイプ

　　　　　　　　　　　謡鋸　　　　　　　　　拶舜

　　　（a）SP試験体　　　　　　　　　　（b）HP試験体　　　　（c）HP試験体の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　差し込み部の状況

　　　　　　図3．3　アーチパイプ部分強度実験の試験体と谷ばり接合方法

　　　　　　表3．1　アーチパイプ部分強度実験の試験体と実験結果一覧

試験体 試験副乳 アーチパイプ
@（mm）

最大強度
iN／㎡）

最大強度時
助秤白ｼ変位
@　（mm）

SP
SP1 　　400

i40βkgβ㎡）
55．6

SP2
φ22．2×1．2

U

　　395
i40．3k齪㎡）

114．8

HP
HP1 　　331

i33．8kg9㎡）
72．3

HP2
φ222×1．2

　　336
i343kg9㎡）

128．6

〔コt一’”一t’∵載荷詳　　　〔コ　　　　〔コ
　　編1350135054評」』S－e　　トー一一＿＿→
　　（a）載荷方法および変位の測定位置　　　　　　　　　　　　　（b）歪量の測定位置

　　図3．4　アーチパイプ部分強度実験の載荷方法および変位と歪量の測定位置

　　　　　∠攣饗集き

　　t一　”’　Nsc
　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　図3．5　アーチパイプの変形形状
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図3．6 アーチパイプ部分強度実験の
荷重と棟部鉛直変位の関係

　1，000　2，000　肩部歪量（×　IO6）

（b）HP試験体

図3．7　アーチパイプ部分強度実験の
　　　　　荷重と肩部歪量の関係
　　　　　　　　　　　　（3，4ゲージ位置）

表3．2　柱はり接合部強度実験の試験体と実験結果の一覧

柱はり接合方法 試験体 試験体数 番号
最大荷重
m×103N］

平均荷重
m×103N］

最大強度
mN・m］

S1
1 1．00

2体
2 1．00

1．00
　　300

i307tf・lnm）

S2
1 4．81

2体
2 4．22＊

4．51廓

　　1，353率

i1，380＊tf・mm）

せん断ボルト接合型

S3
1 4．25

2体
2 4．08

416
　　1，248

i1，273tf・mm）

D2
1 12．02

2体
2 12．04

12．03
　3，609

i36．81tf・mm）

H1
1 2．79

2体
2 2．82

2．80
　　840

i8．59tf・mm）
引張ボルト接合型

H2
1 2．73寧

2体
2 2．73＊

2．73ホ
　　819＊

i8．34寧tf・mm）

注：＊印は途中で載荷を中止した場合の参考強度を示す。
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（c）S3試験体

はり
禔B50×50×L8

はり
香[50×50×1．8

接合ボルト
@　φ9mm

接合プレート
@　　　1L－3．2

激香[50x50×1．8

（e）H1試験体

　　　図3．8

o

接合ボルト
　　φ9皿m

wA　oro19
　　　　　接合プレート
　　　　　　　　1し32
酬柱・．75×45×1．6

（d）D2試験体

はり
香[50x50x1．8

はり
香[50×50×

（
0

接合ボルト

接合プレート
@　　R．一32
激香[50×50×1．

　　　　　　　　　　　¢9an

　　　　　　　　　　　　　（f）H2試験体

柱はり接合部強度実験の試験体の詳細

　　　　荷重

　　　　　　一ロードセル

支持点

　はり

｝支持点

図3．9

L皿⊥一6QQ一」（単位＿）

柱はり接合部強度実験の
載荷方法と測定方法

G
2
：
kX　500

1

累
奮

　　　　　　　　　　　　　　S3試験体
D2試験体　　　S2試験体　／

　　　　　　　　　　　参H2試験体

　　　　　　　一　　　！’H1試験体　　／／／〔！ノ／
　ノ　　　　　　　　　　　　　ノ

　　　　＿／　　　　　　／

　／”　　　　　　∠x－S1試験体
ノ

ノ　　　　　　　　　　／

　　　　ρ’　　　ノ
　　，　　　　ノ

　　　　　　　　iAo　2／io
　　　　　　　　たわみ三

図3．10柱はり接合部強度実験の
　　　　　曲げモーメントとたわみ角の関係
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33表

試験体
接合プレート
{ルト穴
@［mm］

柱とはり
{ルト穴
@［mm］

ボルト径

S1 φ11．0 φ11．8 φ8．3

S2 φ10．9 φ12．0 φ83

S3 φ10．9 φ12．0 φ8．3

D2 φ10．5 φ12．5 φ8．3

H1 φ11．0
一

φ8．3

H2 φ10．2
一

φ8．3

表3．4　スベリ摩擦係数（μ）

光明丹塗り 0．05～0．25

亜鉛メヅキ 0．10～0．30

黒皮のまま 0．20～0．40

みがき肌 0．20～0．35

酸化炎吹付 0．25～0、60

浮き錆を除去した錆肌 0．45～0．70

ショットブラストがけ 0．40～0．70

T

C
e”一一
＞M や□命

（a）H1回忌体

　　　　　　　　

：Tl

コ
　
　
ロ
↓
C

皇一）M ‡□‡

：　　l

戟@　l

l　　　l

〈｝　：
i
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，　　　　　　　　　1

一『塵「舎一

：

＿Ti
メQiコ：e

軸　　　儲　　　層　　　一　　　一　　　昂

黶@　層　　　脚　　　一　　　一　　　一

1

（c）引張ボルト接合型の理論耐力の考え方

（b）H2試験体

図3．11理論解析に用いた引張ボルト接合型の事例

R←

@
↓

　
↑
e
⊥

の』　　一一＿一

i　t＞M

表3．5 柱はり接合部強度実験の
実験強度と理論強度

昂　　　噂　　　一

1

1や
，

L一一 嚇　　　嶋　　　一

（a）S1試験体

ほ　　　　　　　ロ

i‡i十一

l　　　　　　　　l

図3．12

＞M
　　　　一　　　一

h　　　　　l　　　l

噌　　　一　　　一

（b）S2試験体

理論解析に用いた
せん断ボルト接合型の事例

試験体
最大強度
mN・m］

弾性強度
mN・m］

理論強度
mN・m］

S1
300

i2．24）

2311

i1．72）

134

i1．00）

S2 1，353

i2．36）

600

i1，05）

S3 1，248

i3．07）

406

i0．71）

572

i1．00）

D2 3，609

i3．51）

1，577

i1．53）

1，029

i1．00）

H1
840

i3．58）

229
i0．98）

235

i1．00）

H2
819
i5．28）

232

i1．50）

155

i1．00）

注：（　）は理論強度に対する比率
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柱

溶接不足による1
亀裂が発生

　　　　（1）S1試験体

v

はり
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（2）S3試験体

＠

昌
鉛
⑨

接合プレート

はり

g
＠

　　　　　　　　　隈り

接合プレートの
端部曲げ加工部分が
開き変形

（3）D2試験体

（a）せん断ボルト接合型試験体の変形状況

接合プレートの
下側には
変形はない

柱
温

接合プレート

この部分の
接合プレートが
大きく変形

接合プレートの
下側には
変形はない

はり

．一一一

1柱1
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両
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（1）H1試験体 （2）H2試験体

（b）引張ボルト接合型試験体の変形状況

図3．13　柱はり接合部強度実験における実験後の接合部の変形状況

一　74　一



一 レ

Kアーチパイプφ25・4×1・2〔＠500］ アーチパイプφ25．4×1．2［＠500】

↑
曇
τ
熱

谷樋【t＝1．6］

翻
＼

l
l
I
一
創
「
一
8

㎡
。
三

日
平
る
×
　
×

　
　
　
　
　

…
水
陸
　
柱
寿

側ばり
¢48．6×2．3　S，

　　　　　　一一一・一一

い
8

－
1
。

l
R
…刈
／

8
q
e
“

／

　　　ばり／
　水・’

　U－50
k　×50xL8
側柱
ロー50×50x1．8

　　　　／

　ノ　、　　s

　2C一　　　×　45
　　×15×2．3

＼谷柱

側ばり
C－75　×　45

×15×2．3

囎’Tーア

　一一瀞ず／

＿＝“二4／

［コー50×50×1．8

5．．4．ep，．45．4Q．　Qmm／

（a）Sハウス （b）Hハウス

Kアーチパイプφ22・2×1・2［＠500］

谷樋
C－100　×　50

　×　20　×　2．3

上ばり
¢48．6×2．4

／EV，6±り

k　EIYtso　×　so　×　i・6
柱×50XL _谷柱

［コー50x50×1．6

2deuatsopsi／
（c）W1ハウス

　ヨ『

プ輩一／
↑
警
J
t

アーチバイブφ19．1×12【＠500】

@　　　　　　　　　　　側ばり
@　　　　　　　　　　C艇｝0×30
@　　　　　　　　　　　×10×1

　アーチばり
@ロー50
@　燗×エ6＼　　　　　　　　谷柱側柱ロー50x50×23

　陸ばり
@　　　　　號ロー50x50x23

（d）W2ハウス

アーチバイブφ19．1×1．0［＠500］

側ばり

ﾓ38．1x↑
図
r
§
「
一

アーチばり
@口。75
@　x45×1．6

､柱
香[75x45×1．6
U000

　陸ばり

趨
?
シ
ロ
ー
7
5
×
4
5
×
1
β
巡
L
＿
／

表3．6 実物大強度実験用ハウスの
載荷方法の内訳

（e）D1（D2）ハウス

水平ばり型 アーチばり聖
載荷方法

S H W1 W2 D1 D2

鉛直載荷 ○ ○ ○ ◎

水平載荷 ○ ○ ○ ○

注：D1とD2は同一ハウスを使用

図3．14　実物大ハウス強度実験を行ったハウスの形状と使用部材（単位：皿）

ノ ！Ib ／一

，3gSuazltlLZI，3

　臥400

ii．oo，￥／／1ag，gees，

ll　／　／／　．／13

5，400

ワイヤー

自　滑車

程
加
力
柱

（a）鉛直荷重載荷の方法（o内数字は載荷順序）

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：m）
（b）水平荷重載荷の方法

図3．15　実物大ハウス強度実験の載荷方法概要
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表3．7　鉛直荷重載荷実験の結果一覧

最大強度時変位（mm）ハ
ウ
ス
名

最大強度

@N／m2
棟部
白ｼ変位

柱頭部
?平変位

S 　　355
i362kg伽2）

79．9 2．6

H 　　300i30．6kg伽2）
75．3 3．0

D1 　　335寧i34．2＊kg伽2） 37．4 24．6

D2 　　619率i63．1宰kg伽2）
9．4 11．1

柱：＊印のハウス実験は途中で載荷を中止した。

400

奮
〉一　300

乙

網

　200

100

　　　／ノ理論値（固定）　一一
　　／　　　　　　　1ノノー「蓬論値（ピン）
　，ノ

　’　　　　　　　　　　　　　　，

ノ　　　　　　　　　　ノ
tt

@　’　ノHハウス
，　　　　　　1

　　　　　　　　　Sハウス

図3．16

50
　100　150棟部鉛直変位（：nm）

200

水罷蝦臨孟鉦強係

表3．8水平ばり型アーチパイプの
　　　　　　部分実験と実物大実験の強度比較

　　　　　　　　　　　（バイブサイズφ25．4㎜×12換算）

試験体 Sハウス用 Hハウス用

部分実験 実物大実験 部分実験 実物大実験アーチハ。イフ。

ｭ度@N／m2
ikgσ㎡）

532
i54．3）

355
i36．2）

447
i45．6）

300
i30．6）

比　率 1．00 0．67 1．00 0．67

表3．9水平ばり型アーチバイブの
　　　　たわみ制限による許容強度

　　　　　　　（高高サイズ5．4m、脚部ピン支持）

制　限 L／100 〃60

たわみ許容変位
@　（mm） 54 go

許欝度
ikgガ㎡）

334
i34．1）

414
i42．2）

　　　表3．10　水平ばり型の桁行き部材についての端部支持条件の比較

（a）Sハウス用谷ばり（谷どい）

スパン中央部の鉛直変位（mm） スパン中央部の応力度（N／mm2）
鉛直荷重

iN／m2）
実物大
ﾀ験値

理論値
i固定）

理論値
iピン）

実物大
ﾀ験値

理論値
i固定）

理論値
iピン）

74．5 L13 0．24

i021）

1．23

i1．09）

12．7 4．7

i0．37）

14．4

i1．13）

149．0 2．24 0．49

i0．21）

2．46

i1．10）

22．1 9．3

i0．42）

28．7

iL30）

柱：（　）は実物大実験値に対する理論値の比率。

（b）Hハウス丁丁ばり

スパン中央部の鉛直変位（mm） スパン中央部の応力度（N／mm2）
鉛直荷重

iN／m2）
実物大
ﾀ験値

理論値
i固定）

論値
iピン）

実物大
ﾀ験値

理論値
i固定）

理論値
iピン）

74．5 0．25 0．15

i0．60）

0．67

i2．68）

9．4 　5．4

i0β7）

14．7

iL56）

149．0 0．69 0．29

i0．42）

1．33

i1．93）

19．8 10．9

i0．55）

28．9

i1．46）

柱：（　）は実物大実験値に対する理論値の比率。
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表3．11桁行き方向部材のたわみ制限と応力度制限による許容強度

桁行き部材名
たわみ制限（」レ100）による強度 応力度制限（295N／mm2）による強度

実験強度
単純ばり 連続ばり 単純ばり 連続ばり

S谷ばり 『 2，130 4，030 1，780 3，360

H谷ばり 一 1，320 2，500 820 1，550

D1棟部桁ばり 280 410 780 600 1，130

D1母屋パイプ 130 110 200 230 420

D2母屋パイプ 120 110 200 230 420

注：単位は（N／m2）、スパン（L）は3．Om

P　　？ P
am

Q←A点
　sw
g　mo
懸

　3co

　am
100

7　　　　加力柱
　一一一中央柱
　一一一一一自由柱

図3．17外アーチの仮定

表3．12　水平荷重載荷実験の結果一覧

柱 最大強度時変位（㎜）
ハウス 最大強度 位

名　称 置 柱頭部 柱脚部
（N） 水平変位 水平変位

4，653 自由 412．3 642
S （4745kgf） 中央 416．1 52．8

加力 416．5 38．2

3，112 自由 388．8 61．2

H （317．3kgf） 中央 391．8 72．7

加力 390．8 56．5

2，795 自由 395．2 56．9

W1 （285．Okgf） 中央 390．8 39．9

加力 393．9 37．1

4，967 自由 2482 38．6

W2 （506．5kgf） 中央 310．7 72．2

加力 479．7 109．8

　am

　sw
g．

糎　300

’
影

㎜
㎜

100　200　300　400　500　600
　　　　　柱頭部水平変位（㎜）

　　　　（a）Sハウス

t7一；t／li’）；．？，一一

くr；j）li）／／1，，t’　／／

　　　　／i／　／

　　　ノ
　　　ノ

　　加力柱
一一一 ?央?

一一一一 ｩ由柱

100　200　300　troO　500　600
　　　　　柱頭部水平難（㎜）

　　　（b）W2ハウス

図3．18 水平荷重載荷実験の荷重と
　　柱頭部水平変位の関係

注：強度は1フレーム当たりの値を示す。

　アーチパイプ
　¢25．4×1．2

P＝Pf十Pa

柱・はり
a－50×50×1．8

　　　　　人

図3．19

　　　　　　　　Pf

主フレーム部分

Pa

アーチパイプ部分

Sハウスをモデルとした主フレームと
　　　　　　サイドパイプの水平荷重分担の考え方
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表3．13　水平荷重載荷実験の荷重と柱頭部水平変位および剛性の関係

（a）実験で測定した柱頭部変位の場合

亭亭 Sハウス Hハウス W1ハウス W2ハウス
（N） 変位 剛性 比率 変位 剛性 比率 変位 剛性 比率 変位 剛性 比率

490 7．4 66．1 1．60 23．6 20．8 0．50 33．8 14．5 035 11．9 412 1．00

981 31．5 31．1 1．16 50．4 19．4 0．73 102．5 9．6 0．36 36．7 26．7 1．00

1，471 61．8 23．8 1．05 96．8 15．2 0．67 170．7 ＆6 038 64．8 22．7 1．00

1，961 90．1 21．7 1．12 149．6 13．1 0．67 240．0 8．2 0．42 100．9 19．4 1．00

2，452 139．2 17．6 1．00 250．4 98 0．56 330．9 7．4 0．42 139．5 17．6 1．00

2，795 393．3 7．1

2，942 189．5 15．5 0．94 357．1 82 0．50 179．0 16．4 1．00

3，109 390．5 ＆0

3，432 245．4 14．0 0．93 227．5 15．1 1．00

3，922 297．7 132 0．95 284．4 13．8 1．00

4，413 365．4 12．1 0．98 357．1 123 1．00

4，648 414．9 11．2

4，903 458．1 10．7

4，962 479．7 103

注：水平ばり型S、H、　W1ハウスの変位は柱6本の平均とした。

　　アーチばり型W2ハウスの変位は加力柱2本の平均とした。

　　変位の単位は（mm）、剛性の単位は（1Ψmm）とした。

（b）基礎回転の影響を除いた柱頭部変位の場合

Sハウス Hハウス W1ハウス W2ハウス
変位 剛性 比率 変位 剛性 比率 変位 剛性 比率 変位 剛性 比率

490 5．9 82．7 1．06 19．8 24．7 0．32 25．0 19．6 0．25 63 77．8 1．00

981 23．1 42．4 0．85 36．6 26．8 0．54 71．1 13．8 0．28 19．7 49．8 1．00

1，471 42．8 34．3 0．76 62．3 23β 0．52 115．1 12．8 0．28 32．7 44．9 LOO
1，961 61．2 32．1 0．79 86．8 22．6 0．56 158．9 12．3 0．30 48．4 40．5 『1．00

2，452 91．5 26．8 0．68 125．7 19．5 0．49 215．8 113 0．29 62．4 39．3 1．00

2，795 254．6 11．0

2，942 121．1 24．3 0．62 156．8 18．8 0．48 75．3 39．1 1．00

3，109

3，432 155．8 22．0 0．54 166．5 18．7 83．5 41．1 1．00

3，922 180．9 21．7 0．52 93．9 41．7 1．00

4，413 214．4 20．6 0．52 1123 393 1．00

4，648 239．8 19．4

4，903 137．5 35．6

4，962 145．8 34．0

注：水平ばり型S、H、　W　1ハウスの変位は柱6本の平均とした。

　　アーチばり型W2ハウスの変位は加力柱2本の平均とした。

　　変位の単位は（mm）、剛性の単位は（N／mm）とした。

表3　．14柱の倒れ制限をもととしたハウスの許容強度

柱の倒れ制限　（δ≦〃35） 柱の倒れ制限（δ≦〃60）ハ
ウ
ス
名

水平荷重
@［N］

速度圧
mN／㎡］

風速
mm／sec1

水平荷重
@［N］

速度圧
mN／㎡1

風速
mm／sec］

S 2，795（285kgf） 431．3 38．1 2，000（204kgf） 308．6 322

H 2，138（218kgf） 556．8 44．2 1，471（150kgf） 383．1 36．6

W1 1，324（135kgf） 2043 26．2 951（97kgf） 146．7 22．2

W2 2，775（283kgf） 428．2 37．9 1，853（189kgf） 285．9 31．0

’
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写真3．1 載荷により右側語部に局部座屈が

発生して倒壊したアーチパイプの状況
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　　　IiEiii

　　　　　、託

　　　無

写真3．2
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試験機にセットして変位計も接続

　　　したH1試験体の載荷前の状況

写真3．3　角パイプの変形を防ぐためトルク

　　　　計を使用してボルトを締め付けている状況

写真3．4 載荷により接合プレートが大きく

　　　　　変形したH1試験体の状況

写真3．5 溶接部に亀裂が入り、接合プレー　　　　　写真3・6　曲げ加工した接合プレートの端部

　トも大きく変形したS1試験体の状況　　　　　　　　　　　　が変形したD2試験体の状況
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写真3．7　接合プレートが大きく面外変形し

　　　　　　　　　　　　　たH1試験体の状況
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柱とはりの接合プレートが大きく

　　面外変形した且2試験体の状況
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写真3．9　サイドパイプを有する水平ばり型

　　　　　　　　　　　　　　　Sハウスの全景

写真3．10 柱はりフレームとアーチパイプ

　　のみの水平ばり型Hハウスの全景

幽趣ｲオ・

写真3、11　アーチばり型D1（D　2）ハウスの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全景
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写真3．12アーチばり型W2ハウスの全景
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写真3．13　谷どいの鉄骨ヘアーチパイプを差

　　　　　　　　　し込んだSハウス谷部の状況
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写真3．14　軽量形鋼の谷ばりヘアーチパイプ

　　　　　　　を差し込んだHハウス谷部の状況

写真3．15　薄板薦ばりヘアーチパイプを差し

　　　　　　　　込んだD1ハウス谷部の状況
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写真3．16　薄板谷ばりヘアーチパイプを差し

　　　　　　　　込んだW2ハウス谷部の状況

写真3．17　接合プレートが下側のみとなって

　　　　　　　いるW1ハウスの接合部の状況

写真3．18　プレハブ基礎の埋め込み状況
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写真3．19 サイドパイプを有するSハウスの

　　　倒壊時のアーチパイプ変形状況

舜
．

写真3・．20　サイドパイプが無いためにアーチ

　　　　　　　パイプ部分が大きく変形した

　　　　　　　H：ハウスの倒壊時の状況

写真3．21 母屋パイプのみに載荷したD2

　　　ハウスの母屋パイプの変形状況

写真3．22 アーチパイプ脚部の谷ばり内移動

　　　により倒壊したHハウスの状況

写真3．23

膿
懸
騨

水平荷重により変形したSハウス

　　　　　　　　柱はり接合部の状況

写真3．24　接合プレートが下側のみのため

　　　　　水平耐力が低いW1ハウスの接合部状況
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写真3．26 水平荷重により面外変形した柱脚

　　　　　　　　　　プレートの状況

写真3．25 水平荷重により柱はり接合部が

　局部的に変形したW2ハウスの状況
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第4章　園芸用ガラスハウスの強度

4．1概　説

t

1

｛

4．1．1　研究の目的

　園芸用ガラスハウス（以下、「ガラスハウス」という）は大規模化により桁行き方向へ

長く続く構造物となる事例が増えてきている。この様な場合でも、ガラスハウスの柱はり

フレームは安全構造基準の構造計算により山形ラーメンとしてのフレーム強度確認がなさ

れ、フレームとしての安全性は確保されている。しかし、地震時などにハウス全体が長く

続く桁行き方向へ向けて大きく変形した場合を想定したガラス被覆に対する検討は行われ

ていない。また、暴風時の吹上力に対して、ガラスを留める金具（以下、「クリヅブ」と

いう）の効果も明確ではない。ガラスハウスのハウス全体としての安全性を確保するため

には、残されたこれらの問題を解決する必要がある。

　そこで本章では、ガラスハウスの長い桁行き方向へ地震波が伝搬した場合の屋根面や壁

面の変形状況を把握する目的で、間口方向スパン数、桁行き方向長さ、屋根面ブレースの

設置状況などを組み合わせた弾塑性地震応答解析を行った。また、実際のガラスハウスの

屋根面の面内変形と壁面の面外変形の性状を把握する目的で、地震時の変形状況を再現し

た屋根面面内変形強度実験と壁面面外変形強度実験を行った。さらに、クリップで留めた

ガラス面の上面と下面それぞれの面外方向強度を確認する目的で、ガラス面への等分布荷

重強度実験を行った。弾塑性地震応答解析の設定条件を組み合わせた総数は96事例、実

物大ガラスハウスの各部を使用した実験は、屋根面実験4体、壁面実験2体、等分布荷重

実験4体の計10体について行った。

4．1．2　研究の意義と背景

　ガラスハウスの設置面積は園芸用施設の5％程度を占めており、ここ5年間ではあまり

変化は見られずほぼ同様な数値となっている（表1．1参照）。しかし、1棟当たりの面積

は拡大する傾向があり、5，000㎡から10，000㎡程度のガラスハウスが全国的に建設されて

いる3）。大規模化しているガラスハウスには、輸入温室のフェンロー・一・一Lタイプとともに連棟

山形ラーメンタイプも多く含まれている。山形ラーメンのガラスハウスの場合は、柱はり

フレームの強度は安全構造基準で定めた構造計算によって確保されている。また、製造と

施工も国内ハウスメーカーが多くを行っているため、構造フレームについての安全性は高

いものとなっている。しかし、一般建築物に比べて低い荷重値と緩い変形制限で設計され

るため、柱はり断面を組み合わせたフレーム剛性は低くなっている。このため、不規則な

地震動によってフレーム間変位に差が生じ、ハウス全体として桁行き方向へ大きく変形し

た場合の屋根面ガラスなどへの影響が懸念されている。
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　これに対してガラスハウスが関係する安全構造基準では、ガラスの大きさ（支持間隔）

に対して厚さを確認するための強度計算式と、ガラスの支持を確実にして破損防止に対処

するため・ガラスの垂木へのかかり代やガラスと垂木の空間（以下、「クリアランス」と

いう）が定められている。しかし、ガラス支持に関する寸法が適切であるかの確認は行わ

れていない。大規模化している山形ラーメンのガラスハウスは、柱はりフレームが敷地一

杯まで桁行き方向へ長い構造となり、ハウスとしての重量も比較的大きい。そのため地震

時の桁行き方向への変形挙動を把握し、変形性状に対する現状のガラス被覆仕様を確認す

ることが要求されている。

　また・比較的頻度の高い暴風時については、ガラスハウス全体の挙動は地震時と同様な

傾向を示すと考えられるため、地震時の変形挙動を確認することで強度は確保される。し

かし・風特有の吹上力に対しては、ガラスのクリヅプ留めの強度確認は行われていない。

大きな台風通過後の被災調査でもハウス二部などにガラス飛散の被害が見られるため、風

の吹上力に対するクリヅブ強度の効果を解明することが要求されている。

4．1．3　既往の研究

　建築物の耐震工学に関する研究は、地震被害を教訓とした地震入力エネルギーの評価方

法54）、高層建築物の地震時の挙動55｝などの、多くの分野にわたって数多くの研究が行わ

れている。しかし、地震波の伝搬方向と同方向に建築物が長く連続している場合の、建築

物の長手方向の地震応答に関する研究は、中村56）の桁行き長さ50m程度の建築物へ地震

波が伝搬した場合の応答解析以外は行われていない。これは、建築物の構造設計が建築物

全体を一本の串団子の様に仮定し、間口と桁行き方向それぞれについて、同一階の変形量

がほぼ同値であると仮定して柱と耐震壁の水平力分担を設定しているからである。一般的

な大きさの建築物はほぼこの条件を満足している。また、特に面積の大きな建築物の場合

では、この原則から外れないよう長さ40～50m程度の範囲で建物を分割し、エキスパン

ションジョイントを設けることで対応している。

　園芸用施設としてのガラスハウスの研究においても、大規模化するハウスにおける内部

環境制御などに関する研究57｝は多い。しかし、ガラスハウスの構造に関するものは地震

調査関係以外には見られない。羽倉58）による、現状のガラスハウスのフレームについて

構造計算を行い、地震力と等しい変形を生じる風速と積雪荷重の関係を求め、通常の耐雪

や耐風設計が行われていれば特に問題はないという報告があるのみである。

4．2　桁行き方向に長いガラスハウスの弾塑性地震応答解析

　桁行き方向へ長く連続しているガラスハウスについて、桁行き方向へ地震波が伝搬した

場合のハウス各部の変形状況を把握する目的で弾塑性地震応答解析を行った。ガラスハウ

スの構造は、柱はりフレームの部材断面にはメーカーや地域差があまり見られない。しか

し、桁行き方向長さは敷地によって変化し、また、屋根面ブレースの入れ方や使用鉄筋の

一85一

灘難雛継灘i羅灘蟻・澱雛1懸騨雛　鞠
撫、～



一一

レ

太さなどにはメーカーによる相違が見られる。これらの相違を考慮して、応答解析モデル

のパラメータには、間口方向スパン数、桁行き方向長さ、屋根面ブレースの剛性を採用し、

柱はりの部材は全て同一断面を設定した。

4．2．1　地盤内の地震波の伝搬

　構造物に作用する地震力としては、伝搬速度が早い鉛直方向震動のP波は一般構造に対

してそれほど大きな影響を与えないことが知られている。事実、地震被害の多くは、地震

波の第2の部分に現れるせん断方向震動のS波によって説明される。地震工学の立場から

表層地盤の震動を考える場合は、その第一近似としては下方から入射して地表面に伝搬さ

れるS波の挙動を考えればよいといわれている59｝。なお、地表面に沿って伝搬する表面

波にはレイリー波やラブ波がある。この2波はS波の約90％以下の大きさといわれてお

り、地盤の状況によって波の伝搬速度は異なっている60）。本解析では、桁行き方向に長

いガラスハウスの各基礎に作用する地動に位相差が生じた場合を対象とし、表面波にはS

波がそのまま伝搬すると仮定した61）。S波の伝搬速度については、土質工学的諸量との

相関関係より、その値を推定するための実験式に関する研究が数多く行われている。しか

し、S波速度と地盤の関係は、まだはっきりとした結論が出ていないのが現状である。

　これまでの研究62）・63｝でS波速度（Vs）とともに得られる指標は、地層のN値、深さ、

時代、岩質区分などがある。これらの指標の中には、数値として表示できるものと質的に

のみ意味があるものとが混在している。N値と深さは前者に、時代と岩質は後者に属する。

これらの指標のうち最も一般的に用いられるものがN値である。このため、N値のみに着

目し、土質を全く区分せずにVs＝a・Nbとおいてaおよびわを最小2乗法で求めている。

その結果、得られた式の一つが（4－1）式である62）。

Vs＝　85　．　NO一　35

　　Vs：S波速度（m／s㏄）

　　ノV：地層のN値

一一“一一ee－ee一“
i4．1）

　すべての地震波についてN値のみで表現することは、その精度に大きな限界をもってい

るとも考えられる。このため、N値に土のホアソン比を考慮した式も導かれている63）。

しかし、二二に関する資料は不明確であり、比較的容易に実測できて現状に変わりうる有

効な尺度が見いだされていない。このため、本研究ではN値のみによる（4－1）式をもと

とした。（4－1）式により耕作されている一般的な畑土の地盤（N値およそ5．0と想定）の

S波速度を求めるとVs＝150　m／secとなる。この他、　S波速度のパラメータとして水田

跡地のような軟弱な地盤と比較的良好な地盤を設定した。軟弱な地盤の場合はVs＝75　m

／s㏄（N値およそ0．7と想定）、良質な地盤の場合はVs＝300　m／s㏄（N値およそ37と想

定）とした。S波を表面波とし、伝搬速度としてこれらの値を応答解析に使用した。
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4．2，2　応答解析モデルに使用したガラスハウス

（1）ガラスハウスの概要

　応答解析モデルとしたガラスハウスは、桁行き方向へ長く連続した鉄骨構造のガラスハ

ウスで、一般的な山形ラーメンのフレームが屋根面ブレースと桁行き方向つなきばりで連

結されている。この様なガラスハウスは、間ロサイズ9m程度と桁行き方向柱間隔3mが

ガラス寸法との組み合わせで決められている。なお、園芸ハウス用の標準ガラス寸法は、

長さ914mm×幅508　m皿X厚さ3mmである。

　応答解析モデルに対する設定条件の組み合わせば、間口方向の山形ラーメン連棟スパン

数を1連棟と3連棟の2種類、ハウスの桁行き方向長さを45m（柱間3m×15スパン、16

質点）・90m（柱間3m×30スパン、31質点）、135m（柱間3m×45スパン、46質点）

の3種類とした。また、屋根面ブレースの相違はφ9mm鉄筋がx形（2本）に入った場合

を基本とした4種類とした。設定条件の組み合わせ合計は24である。応答解析モデルと

した1連棟と3連棟のガラスハウスの概要を図4．1に示す。

　ガラスハウスの柱はり部材断面および屋根と壁の仕上げの概要とその固定荷重は、以下

に示す一般的なガラスハウスと同様な仕様とした。

『柱はりの部材断面』（単位：mm）

柱、はり

母屋、胴縁

間柱

つなきばり

LH－150　×　75　×　3．2　×　4．5

C－75　×　45　×　15　×　1．6

［一100　×　50　×　3．2

C－75　×　45　×　15　×　1．6

『仕上げの概要と固定荷重』

　「屋根面の仕上げ」　　（固定荷重）

　　　屋根（ガラス厚3m皿）　88

　　　母屋　　　　　　　　　49

245　N／m2

（25　kgi／　m2）

「壁面の仕上げ」　　　（固定荷重）

　外壁（ガラス厚3m皿）　88

　胴縁　　　　　　　　49

　骨組　　　　　　　　108

245　N／m2

（25　kgi／　m2）

（2）山形ラーメンの剛性

　荷重と変位の関係で表した1連棟と3連棟の山形ラーメンにおける崩壊機構を図4．2

に示す。柱はり部材の特に接合部近傍では、その部分の全断面が塑性化すると最大曲げモ

ーメントを保ったまま回転だけが進行する塑性ヒンジとなる。この塑性ヒンジの発生によ

る崩壊機構は、1連棟の場合は柱脚がピン支持のため2カ所の発生で崩壊となり、3連棟
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の場合は4カ所に発生すると崩壊する。

　1連棟山形ラーメンの荷重と変位の関係を図4．3に示す。1連棟山形ラーメンでは、最

初に塑性ヒンジとなる部分の断面が降伏する降伏荷重（1Py）と、その部分が塑性ヒンジ

挙動となる終局荷重（1Pp）の値が近い。また、続いて塑性ヒンジが発生する場所の降伏

荷重（2Py）と終局荷重（2Pp）の値も近い。そして、山形ラーメン全体としては2カ所

に塑性ヒンジが発生した終局荷重が崩壊荷重となる。このため、弾塑性応答解析に用いた

山形ラーメンの復元力は実線のバイリニアタイプを想定し、1カ所が塑性ヒンジ状態とな

る終局荷重（1Pp）までを弾性剛性（rK。）、それ以降から崩壊荷重（P、＝2Pp）までを

塑性剛性（rKρ）とした。3連棟応答解析モデルの場合は塑性ヒンジとなる場所の数が多

い。このため、塑性ヒンジの発生過程に従って構造計算を行い、その時の荷重と変位を求

め、山形ラーメン全体の荷重と変位の関係よりバイリニアタイプに適した弾性剛性と塑性

剛性を定めた。

　なお、部材が曲げモーメントを受けて柱はり接合部近傍が終局状態の塑性ヒンジとなる

時の全塑性モーメント（Mp）は（4・2）式により求めた。

妬＝の×Zp＝＝15，275　　（N・m）

　　oy：使用材料の許容応力度（＝　23，500　N／cm　2）

　　Zp：塑性断面係数（＝65．O　cm　3）

・・・・・・・…
@　（4－2）

　弾塑性応答解析に用いた1連棟と3連棟の山形ラーメンの弾性剛性と塑性剛性および最

大強度の崩壊荷重を表4．1に示す。

（3）屋根面ブレースの剛性

　屋根面などに設置されるブレースの荷重と変位の関係は荷重ゼロ付近を中心にスリヅブ

するため、モデル化したものは図4．4のようにS字形状となる。

　ガラスハウスに使用される鉄筋ブレースでは、弾性限度荷重（Py　i）から降伏荷重（P

y2）までの荷重と変位の関係はほぼ一一定となる傾向を示す。また、鉄筋ブレース全体の荷

重と変位の関係はバイリニアタイプと考えても問題はないと判断される。このため、鉄筋

ブレースの降伏荷重（Pア2）までを弾性剛性（わK・）とし、それ以降の塑性剛性（bKp）

は便宜的に弾性剛性の1／100とした。また、スリップ剛性も塑性剛性と同値とした。なお、

最大変位（d。nx）は、安全を考えてδ＝100皿mで鉄筋ブレースが破断することとした。屋

根面が100mm変位した場合の鉄筋ブレースの伸び率は0．92％である。屋根面ブレースに

φ9　mm鉄筋を使用した場合の弾性剛性および塑性剛性を表4．2に示す。

　また、屋根面ブレースの剛性は、使用する鉄筋ブレースの太さや設置本数などによって

変化する。このため、本応答解析では、φ9mm鉄筋（A＝0．64　cm　2）を2本設置した場合

の剛性を基本（α＝1．00）とし、使用鉄筋の太さや設置本数による剛性の変化を4種類設

定した。それぞれの弾性剛性（α・bKe）、塑性剛性（α・bKp）およびその剛性に該当す
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るブレースの設置状況を表4．3に示す。

4．2．3　弾塑性応答解析

（1）振動方程式

　対象とするガラスハウスについて、ある時間における振動状態を図4．5に示したよう

な連続した質点系にモデル化して、基本運動方程式を導くと（4－3）式となる。

mr　N’　r十　Ci　（i　r一　2r）一　C2（i　r＋i　一ir）十　C2　（i　r一　i　r－i　）

　＋f1　（X　r一　Z　r）一f2　（X　rt1　一X　r）＋f2　（X　r一　X　rv1　）＝　O
・・・・・・・…

@　（4－3）

ここにr：質点の位置、　m：質点の質量、x：柱頭の絶対加速度、　x：柱頭の絶対速度

　　　x：柱頭の絶対変位、z：地震波地動速度、　z：地震波地動変位

　　C1：ラーメンの減衰係数（ラーメンの速度に比例する減衰特性の係数）

　　C2：屋根面ブレースの減衰係数（ブレースの速度に比例する減衰特性の係数）

　　f1（Xr、Zr）：ラーメンの復元力関数（山形ラーメンの弾塑性剛性を基にした

　　　　　　　　　復元力の関数）

　　f2（Xr－1、　Xr、　X・rt1）：屋根面ブレースの復元力関数（屋根面ブレースの

　　　　　　　　　弾塑性剛性を基にした復元力の関数）

　この式を一般の線形微分方程式の数値解析法に広く用いられているRunge・Kutta法によ

り展開し、マトリックスを解くことによって当該時間における応答値を求めた。時刻歴応

答解析の刻み間隔はAt＝・O．Olsecを基本とした。なお、刻み間隔ごとに得られる各点の

応答値と山形ラーメンや鉄筋ブレースの復元力特性（特に弾性剛性、塑性剛性の境界判別）

の確認や状況変化による剛性の変更などは、解析プログラムのサブルーチンにより自動的

に処理した。また、状況変化による弾塑性境界点の決定は、刻み間隔をさらに細かく分割

して求める方法とした。なお、刻み間隔ごとの応答値の収れん誤差は1％とした64）。

　質点系にモデル化した場合の1質点当たりの質量は、ガラスハウスを間口方向フレーム

ごとに分割し、1フレーム当たりの負担面積をもとに算出した（図4．6参照）。なお、両

側西面は屋根面と側壁面の負担面積が少ないが、同一鉄骨部材が使用され、妻面壁のガラ

ス重量を考慮すると一般フレーム部分と差が少ないため、全ての質点での質量を以下の同

一数値とした。

　　　　1連棟の場合の質量　M1＝・0．9189（kg）〔＝　901．1（kgf）〕

　　　　3連棟の場合の質量　M3＝2．4046（kg）〔＝2，358．1（kgf）〕

また、本弾塑性応答解析の減衰定数は、一般的な鉄骨構造と同様なhニ2％とし、ラーメ

ンと屋根面ブレースの減衰係数（0＝2h雁）を定めた。

（2）入力地震波
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　弾塑性応答解析に使用した地震波は、一般の地震応答解析で良く用いられる表4．4に

示した4種地震波とした。これらの地震波の入力データは、日本建築センターより有償で

提供されている地震波加速度と速度および変位を使用した。なお、4種地震波のデータは

観測値であり、それぞれの最大値が異なっている。このため、地震動の大きさを速度の最

大値で基準化し、一般建築物における許容応力度設計を対象としたレベル1の設計で用い

られる最大速度25cm／secで統一して解析を行った。各地震波の速度で基準化した場合の

加速度の大きさは表4．4のとおりである。

　地震波の桁行き方向への伝搬速度は4種地震波とも全て同一とし、「4．2．1地盤内の

地震波の伝搬」で述べたVs＝75　m／sec、150　m／s㏄、300　m／s㏄の3種伝搬速度をもとに

柱間隔3mごとの地震波速度を設定して解析した。なお、時間とともに不規則に変動する

地震のS波がハウス桁行き方向へ伝搬して行く条件は、S波の波形は変化無くそのまま伝

搬されるものとした。このため、t時刻、　x地点のS波変位S（t、　x）はN値による伝

搬速度（Vs）に従って、　At秒後の時刻（t＋At）には少し進んだ地点（x＋Vs・△

t）にあるものとした。各柱間隔位置における入力地震波の速度データは、応答解析の刻

み間隔（At＝0．01sec）に対して各データ間を一様な変化と見なし、伝搬速度に応じた

速度データ間の時間刻みを均等分割して当該数値を決定した。

（3）検討項目

①柱頭間最大変位の傾向

　フレームごとの応答変位差である柱頭間変位について、最大変位の数値とその設定：条件

および最大変位が多く発生する設定条件の傾向について検討した。

②柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）の傾向

　柱の倒れである柱頭と柱脚間変位について、最大変位の数値とその設定条件および最大

変位が多く発生する地震波の種類などの設定条件の傾向について検討した。

③最大変位発生位置の傾向

　柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位の最大値が、ハウス内のどの位置に多く発生する傾

向があるのかについて検討した。

④柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位の発生状況

　柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位の最大値の発生時期について検討した。また、ハウ

スの変形モードについても検討した。

4．2，4　応答解析結果および考察

　S波を表面波とし、設定した組み合わせ合計数96について弾塑性応答解析を行った。

解析結果の柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）の最大値とその場合の設定条

件を表4．5に示す。また、連棟数と質点数の組み合わせで整理した応答解析結果の柱頭

間最大応答変位と設定条件を表4．6に、同様に柱頭と柱脚間最大応答変位とその設定条

件を表4．7に示す。なお、柱頭間変位は質点間の相対変位で、各フレーム柱頭部の変形
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量の差とした。また、柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）は各質点ごとの地盤と質点問の変形

量で、各フレームごとの頭部と脚部間の相対変位とした。

（1）柱頭間最大変位の傾向

　解析結果における最も大きな柱頭間変位の応答値はTAFr波による67．6　mm（たわみ角

1／44）である（表4．5参照、たわみ角＝柱頭間変位／フレーム間隔）。解析結果は表4，

6に示すように、設定条件に係わらず全ての場合でTAFr波による応答が最大となった。

また、柱頭間変位は、連棟数に係わらず伝搬速度が75m／secと150　m／secの場合で屋根

面剛性が低くなる場合に変位の増加傾向が見られる。これより、柱頭間変位は、伝搬速度

が遅い軟弱な地盤条件下で、屋根面ブレース設置の少ない場合の影響が大きいと考えられ

る。なお、桁行き方向長さに関する質点数には目立った傾向は見られない。また、最大応

答値となる場合での屋根面ブレースに使用した鉄筋の伸び率は0．6％程度であり、塑性化

はするがその値は小さく、屋根面ブレースの安全性は確保されている。

（2）柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）の傾向

　解析結果における最も大きな柱頭と柱脚問変位の応答値はTAFr波による68．9　mm（た

わみ角1／33）である（表4．5参照、たわみ角二柱頭と柱脚間変位／柱長さ）。しかし、

多くの設定条件における最大応答変位は短周期成分を多く持っているEL－CENTRO波で生

じた（表4．7参照）59〕。また、EL－cENTRo波による最大応答変位はTAFr波による最

も大きな応答変位に近い数値となった。また、最大応答変位は、地震波や質点数などに係

わらず全て伝搬速度300m／s㏄の場合となった。これは、入力地震波の大きさを基準化し

た場合は地震波の振幅の変化が多い方が、また、伝搬速度の早いほうが各柱脚間へ入力す

る相対変位差が大きくなるためである。

　地震応答解析結果は、許容応力度による一次設計の変形計算結果と比べると、一般建築

物を対象とした場合でも大きな数値となることが多い。今回の応答解析結果は、一般建築

物の層間変形角の基準値（h／120）より緩い安全構造基準のガラスハウスの柱の倒れ制限

（h／100）と比べて3倍程度の大きなものとなった。これは、入力表面波としてS波がそ

のまま伝搬すると仮定した影響が大きいと判断される。なお、これ程の変形が生じた場合

でも、ガラスハウスの山形ラーメンは剛性が低いため、山形ラーメンの柱はり接合部近傍

の一部は塑性化するが、フレーム全体の崩壊変形（たわみ角1／10程度）に対しては充分

な余力を有している。

（3）最大変位発生位置の傾向

　柱頭間変位が最大となる位置は、16質点（長さ45m）の場合は手前から2／3程度入っ

た付近、46質点（長さ135m）の場合は3／4程度と少し奥側に変化する傾向が見られた。

柱頭と柱脚間変位が最大となる位置は、多くの場合がハウスの端部であり、伝搬速度75

m／s㏄の場合は最前部、伝搬速度が早くなるにつれて最後部となる傾向が見られた。

（4）柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位の発生状況

　応答解析で柱頭と柱脚間変位が最大を示した場合の桁行き方向変位状況を図4．7に示
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す。解析結果では、柱頭と柱脚間変位が最大の場合に柱頭間変位も最大になる傾向は見ら

れない。また、ハウスの桁行き方向変形の状況にも傾向は見られず、図のように低次モー

ドの変形となる場合もあれば高次モードとなる場合もあり、伝搬速度との関係も明確では

ない。これは柱頭と柱脚間変位に関係する山形ラーメンの固有周期と、柱頭間変位に関係

する屋根面ブレース富豪の固有周期が3倍程度相違している結果と考えられる。

4．2．5　弾塑性地震応答解析結果のまとめ

①一般的な4種地震波を用い、地震波の大きさを最大速度25cm／secで統一し、　S波を地

　表面波として弾塑性応答解析を行った。柱頭間変位最大応答値は67．6m皿（たわみ角1／44、

　TAFr波）、柱頭と柱脚間変位最大応答値は68．9　mm（たわみ角1／33、　TAFr波）である。

②柱頭間変位が最大となる場合では、屋根面ブレースに使用した鉄筋の伸び率は0．6％程

　度となって塑性化する。しかし、危険を考えて設定した最大変位以下であり、屋根面ブ

　レースの安全性は確保されている。

③柱頭間変位は、連山数に係わらず伝搬速度が75m／s㏄と150　m／s㏄の場合で、屋根面

　剛性が低くなる場合に変位の増加傾向が見られる。

④柱頭と柱脚間変位の最大値は安全構造基準の柱の倒れ制限の3倍程度の変形となった。

　これはS波を地表面波と仮定したためである。この場合、山形ラーメンの柱はり接合部

　の一部は塑性化するが、フレーム全体の崩壊変形（1／10程度）に対しては充分な余力

　を有している。

⑤柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）応答値は、短周期成分を多く持っているEL－CENTRO波

　で多く生じた。また、EL－cENTRo波による応答変位はTAFr波による最も大きな応答

　変位に近い数値となった。また、応答変位は、地震波や質点数などに係わらず全て伝搬

　速度300m／s㏄の場合が最大となった。

⑥柱頭間変位が最大となる位置は、ハウスの手前から2／3～3／4程度奥側へ入った位置で

　あり、桁行き寸法が長くなるほど奥側の位置となる。

⑦柱頭と柱脚間変位が最大となる位置はハウスの端部である。

⑧柱頭と柱脚間変位が最大の場合に柱頭間変位も最大になる傾向は見られない。これは、

　山形ラーメンの固有周期と、屋根面ブレース構面の固有周期が3倍程度相違している結

　果と考えられる。

4．3　屋根面面内変形強度実験

4．3。1　屋根面面内変形強度実験概要

安全構造基準の被覆工事部分には、ガラスの重ね合わせに関する重ね葺き寸法、ガラス

と垂木とのクリアランスに関するかかり代やエヅジクリアランス、クリヅプの個数と間隔
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が記載されている。しかし、メーカーによってこれらの形状や寸法が異なっている。この

ため、地震時、暴風時や積雪時における挙動とクリップを含むガラス支持部材の関係を把

握し、ガラスを留めるクリヅプの影響を確認することが要望されている。桁行き方向へ長

く連続したガラスハウスの弾塑性地震応答解析の結果でも、ハウスが長手方向へ向けて大

きく変形することが明らかとなっている。

　このため、実際に使用される屋根面ガラスの留め方を採用したガラスハウスが長手方向

に変形した場合、①屋根面はどれ程の面内変形に耐えることが可能か、②損傷が生じた場

合の発生箇所はどこか、また、③損傷を受けない面内変形の限度はどれ程か、などを把握

する目的で屋根面面内変形の強度実験を行った。

（1）試験体

　屋根面面内変形強度実験に使用した試験体の概要を図4．8に示す。試験体は、ガラス

ハウスの屋根面片側1スパン分を取り出したものとし、応答解析したガラスハウスに比べ

て実験結果に影響の無い範囲で寸法を少し小さいものとした。

　実験に使用した試験体は、ガラスハウスの代表メーカーA、B2社（それぞれA試験体、

B試験体とした）の標準的な屋根の仕様とし、試験体数はA、B試験体とCASE－1、　CASE

－2を組み合わせた合計4体とした（表4．8参照）。CASE－1は基本的な垂木間隔を525

mmとした場合で、　CASE－2は妻面付近の局部風圧を考慮した細かい垂木間隔を模して、

両側の垂木間隔を基本の半分とした場合である（図4．8、写真4．1、4．2参照）。

　A、B試験体のガラスハウス仕様で特に異なる箇所は以下の部分である（図4．8》4．

9参照）。

　①クリヅプの垂木への止め方が、A試験体は垂木にタヅビング止め、　B試験体は垂木に

　　咬ませる止め方。

　②クリヅブの設置数が、A試験体はガラス1枚に対して全部で6カ所、　B試験体はガラ

　　ス2枚を一緒に押さえている部分もあるが、見かけ上は全部で4カ所。

　③クリヅプのガラス重ね部分の留め方が、A試験体は上側ガラスの側面を支えながら下

　　側ガラスのみを押さえる方法、B試験体は2枚を上から押さえるとともにリブで上側

　　ガラスを支えている方法。

　④母屋の状況が、A試験体はC－60×30材で1．05　m間隔、　B試験体はC－75×45材で

　　0．82m間隔。

　園芸用のガラスサイズは、標準ガラスが長さ914mm×幅508mm　x厚さ3mm、局部風

圧を考慮した半割ガラスが長さ914mm×幅246mm　X厚さ3mmである。ガラスの重ね合

わせ寸法は、屋根傾斜に沿って重ね葺きする場合の標準値5～10mmを参考に6mm程度に

そろえた。母屋の軽量鉄骨サイズや設置間隔、アルミ垂木の形状や設置方法、ガラスを留

めるクリップ形状や設置方法、コーキング用のヒモパテなどはA、B2社の部品を使用し、

施工方法もメーカー指導のもとで行った。なお、はり部材に相当する試験フレームには、

実際のハウスと同一フレーム部材のLH－150×75　x　3．2　x　4．5を全試験体に使用した。
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（2）載荷方法

　載荷方法は、地震時の柱頭間変位となる主フレームごとのずれを再現させ、屋根面に面

内方向のせん断変形を生じさせる方法を採用した。すなわち、図4．10に示すように、載

荷方法はブレースで剛性を確保した支持架台の上に試験体を水平に置き、一方の支持フレ

ーム側は反力プロヅクで固定し、もう一方の載荷フレーム側にジャッキを接続し、載荷フ

レームを押すことによりせん断変形を生じさせる載荷とした。実験に使用した載荷用ジャ

ッキは、ストローク200mm、容量30tonの手動式で、載荷フレーム変位が130　mm程度（た

わみ角1／20程度）となるまで静的に載荷した。なお、支持架台と試験体との間の摩擦を

減じるため、数カ所にテフロン板を挟んだ。

（3）測定方法

　変位の測定は、図4．10に示すように、電気式変位計を載荷フレーム側の端部に設置し

て計測した。また、支持架台の移動や試験体フレームの左右への振れの有無についても計

測した。歪量の測定は、フレーム間の変形差により垂木の拘束が一番強く現れることが予

想される四隅のガラス中央に三方向ゲージを貼り計測した。なお、載荷荷重は、手動式油

圧ジャヅキと試験体フレームとの間に設置したロードセルにより計測した。

（4）検討項目

①地震応答解析結果との検討

　屋根面面内変形強度実験の結果と地震応答解析結果の柱頭間変位について比較し、実験

したA、B2種のガラスの留め方と支障の有無について検討した。

②屋根面のセット状況による強度相違

　A、B2種のガラスの留め方と実験時の強度差について検討した。また、それぞれのガ

ラスと垂木のクリアランスの影響についても検討した。

③ガラスの納まりと許容されるたわみ角

　2種試験体の垂木形状の相違によるクリアランスをもとに、垂木間隔の内部でガラスの

移動が可能な角度を求め、実験時の変形状況と検討した。

④クリップの留め方による相違

　実験状況より、2種クリヅブの相違によるガラス端部の損傷発生状況を検討した。

⑤ガラスの重ね合わせ寸法

　実験時のガラスのズレ発生状況をもとに、ガラスの重ね合わせ寸法の適否について検討

した。

⑥端部部材形状による影響

　実験時にガラス割れの発生場所となった屋根面端部の部材形状について、問題点を検討

した。

4．3．2　実験結果および考察

　屋根面面内変形強度実験の試験体は、応答解析の際に対象としたガラスハウスの屋根面
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とは多少大きさが異なる。このため検討は、フレーム間（柱頭間）の変位ではなく、フレ

ーム間のたわみ角を基準とした（たわみ角＝フレーム間変位／フレーム間隔）。実験を行

ったA試験体CASE－1とB試験体CASE－2の荷重とたわみ角の関係を図4．11に示

す。実験状況は以下のようであり、たわみ角1／100を超えたあたりよりガラスに欠けが生

じ、たわみ角1／30程度でガラスに割れが生じる被害が発生した。また、クリヅプの留め

方の相違により、被害発生の状況も異なる傾向を示した（写真4．3～4．6参照）。なお、

「亀裂」は細い筋が入った状態、「割れ」は段差が伴った筋が入った状態として、それぞ

れの概説を以下に示す。

①A試験体CASE－1
　変位62m皿（たわみ角1／43）で支持フレーム側のガラスが垂木に接して欠けが発生。

　変位89mm（たわみ角1／30）でガラスの軒端部材からの完全外れが発生。また、棟部の

　　　端部拘束部分のガラスに初めて亀裂が発生。

　最大変位121mm（たわみ角1／22）では恥部に接する全てのガラスに亀裂や割れが発生。

②A試験体CASE一一2

　変位22．5m皿（たわみ角1／103）で支持フレーム側クリヅブ接触部分に剥離欠けが発生。

　変位663mm（たわみ角1／40）でガラスが垂木に接して欠けが発生。

　変位97．3皿皿（たわみ角1／29）で棟部の端部拘束部分に初めて亀裂が発生。

　最大変位120．9m皿（たわみ角1／22）では二部に接する部分に亀裂や割れが発生。

③B試験体CASE－1
　載荷開始時よりガラスとクリップの擦り音があり、変位61．Omm（たわみ角1／44）で音

　　　とともに棟前側近傍クリップの上部への外れが発生。

　変位70mm（たわみ角1／38）で軒部と棟部でヒモパテの剥がれ発生。両端部材とガラス

　　　間に隙間が発生。

最大変位130．4㎜（たわみ角1／21）では全てのクリップに外れが発生。

④B試験体CASE－2
　変位48mm（たわみ角1／55）で棟部側ガラスが垂木に当たっての欠けが発生。

　変位55㎜（たわみ角1／48）で棟部側クリップのズレが発生。

　変位78m皿（たわみ角1／34）で軒部と恥部にヒモパテの剥がれ発生。

　最大変位124．4mm（たわみ角1／22）では全てのクリップに外れが発生。また、二部と棟

　　　部でヒモパテの剥がれが大きく、ガラスと部材間に隙間が発生。

（1）地震応答解析結果との検討

　屋根面面内変形強度実験の結果と地震応答解析結果の柱頭間変位について検討した（表

4．8参照）。なお、ガラスに支障となる被害発生の基準は亀裂発生とした。これは、ガ

ラス端部の欠けや剥離の発生程度では被災以降の使用に大きな支障はなく、亀裂が発生し

た場合はガラスの補修費が非常に割高であることも考慮した結果である。

　応答解析結果での柱頭間の最大たわみ角は、1連棟の場合で1／44、3連棟の場合で1／61
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であった。これに対して実験結果では、A試験体の場合はCASE－1で1／30・CASE－2

で1／29まで亀裂が発生していない。また、B試験体では2体ともたわみ角1／20近くまで

載荷したが亀裂は発生していない。これより、実験を行った2種のガラスの留め方は応答

解析結果に対して支障の無いことを確認した。

（2）屋根面のセット状況による強度相違

　本実験での試験体は、はりを主フレームとして母屋と垂木のみで構成しており、屋根面

水平ブレースはセヅトされていないため水平荷重は小さな数値であった。なお、図4．11

に現れているように、載荷直後に全ての試験体に見られた500N程度の急激な荷重増加は、

支持架台と試験体との接触抵抗と考えられる。

　実験結果の荷重とたわみ角の関係にはA、B試験体の相違が大きく現れ、実験時の最大

強度もA試験体2，206N（225kgf）程度、　B試験体1，765　N（180kgf）程度と異なった結

果となった（図4．11参照）。なお、A、　B試験体とも、それぞれのCASE－1とCASE

－2の荷重とたわみ角の関係はほぼ同一な傾向となっている。

　母屋の部材断面が大きく設置間隔も狭いB試験体に比べてA試験体の強度が高くなった

要因は、A試験体の垂木とガラスとのクリアランスが非常に狭い（図4・12参照）こと・

クリヅブの設置数が多いこと、クリヅブの留め方が異なっていること、ヒモパテの粘着力

の相違などが考えられる。

（3）ガラスの納まりと許容されるたわみ角

　安全構造基準では、厚さ3皿皿のガラスを使用する場合、ガラスのかかり代を5mm以上・

エッジのクリアランスを4皿m以上としている。本実験で使用したA、B試験体について、

実験前に計測した各部のクリアランス状況を図4．12に示す。

　ガラスのかかり代は両試験体とも9m皿程度で相違はなく、基準の最小値も満足している。

しかし、エッジのクリアランスは、垂木形状の相違が影響し、A試験体は2．5　mm程度、　B

試験体は5．5mm程度と異なっている。また、両試験体とも局部風圧を考慮したCASE－2

の半割ガラス部分では、さらに小さな数値となっている。なお、A試験体でエッジのクリ

アランスが少ないことは、垂木の剛性を確保するために大きな断面形状としたためである。

　計測した垂木とガラスのクリアランスをもとに、垂木の間をガラスの変形が許容される

たわみ角を求めた結果、A試験体は約1／185、　B試験体は約1／70となった（図4・13参照）。

実験時の状況でも、両試験体のクリアランスによって許容されるたわみ角を超える頃より・

ガラス端部に欠けやクリヅプ外れが発生する影響が現れている。しかし、支持する垂木な

ども多少湾曲するためクリアランスが増し、A試験体でガラスに亀裂が発生するたわみ角

はもう少し大きなものとなり、B試験体ではガラスの割れが発生しなかったと考えられる。

（4）クリップの留め方による相違

　ガラスの角に欠けが発生する場所は、多くの欠け発生場所がガラスの重ね合わせ部分で

あり、載荷方向への変位を拘束しているクリップのところであった（図4・9・写真4・3・

4．4参照）。これは、実験状況より、垂木によるガラス拘束以上にクリヅブによるガラ
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ス拘束の影響が大きいためと考えられる。

　A試験体のクリヅプの留め方は、下側のガラスを上から押さえつけて上側のガラスを側

面で支える方法である。載荷により上側ガラス表面が剥離するように欠け、クリヅプ自身

も上側のガラスに押されて大きく捻れるように変形を生じた。また、除荷後も変形は残っ

たままであった。

　B試験体のクリヅプの留め方は、ガラス重ね合わせ部分で2枚のガラスを押さえると同

時に、曲げ加工されたクリヅプ端部のリブが上側ガラスを支える方法である。このリブは

小さな形状のため、載荷中にガラス端部より外れる場合があった。しかし、クリヅプの変

形はほとんど見られない。

　面内変形実験においては、両クリヅブの影響によるに大きな差は無いと考えられる。

（5）ガラスの重ね合わせ寸法

　安全構造基準のガラスの重ね葺きを参考に、今回の実験ではA、B試験体ともに重ね合

わせ寸法を6mm程度にそろえた。面内変形実験において、ガラスの重ね合わせ部分のズ

レの発生は全ての試験体で多くの場所に生じていた。実験状況より、ズレの発生にはクリ

ヅプの留め方やヒモパテによる粘着力の影響などの施工方法による相違が大きいことが予

想される。なお、重ね合わせ寸法がなくなるたわみ角は1／30程度であり、現行の安全構

造基準の重ね葺きの数値で支障のないことが確認された。

（6）端部部材形状による影響

　実験中のたわみ角1／22付近で、A試験体二部近傍にガラスの割れが発生した（写真4．

5参照）。A試験体の屋根面棟部のガラス納まりの状況を図4．14に示す。　A試験体の棟

部の納まりは雨仕舞に配慮してガラスの呑み込みを多くしてあり、結果的にガラスの拘束

力が大きくなったことがガラス割れの原因と考えられる。同様なガラスの納まりとする場

合は、ガラス先端部に適度なクリアランスを確保する必要がある。

4．3．3　屋根面面内変形強度実験のまとめ

①フレーム面内変形によりガラスに損傷（亀裂発生）が発生するたわみ角は1／30程度で

　あった。この結果は地震応答値のたわみ角（1連棟で1／44）以上であり、ガラスの留

　め方は現状仕様のままで支障はない。

②半割ガラスを使用した場合でも、変形性状や損傷程度に相違は見られない。

③クリアランスによって許容されるたわみ角を超える頃より、ガラス端部に欠けやクリヅ

　ブ外れが発生した。しかし、ガラスの強度が低下するほどの影響は見られない。

④ガラスの重ね合わせ寸法を6mmとした実験において、ガラスの重ね合わせ寸法がなく

　なるたわみ角は1／30程度であった。

⑤棟部の納まりに雨仕舞を配慮してガラスの呑み込みを多くした結果、ガラスの割れが発

　生した。これは、ガラスの拘束力が大きくなったためと考えられる。
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4．4．壁面面外変形強度実験

4．4．1　壁面面外変形強度実験概要

　地震時には、ガラスハウスの壁面が波のように大きく変形する場合もあることが応答解

析結果より明らかとなった。このような柱はりフレーム間に変形差が生じる場合には、壁

面は一様な平面ではなくゆがんだ面となってしまう。壁面が面外方向へゆがんで変形した

場合のガラスの強度や変形状況、ガラスとクリヅプの関係を確認する目的で壁面面外変形

の強度実験を行った。

（1）試験体

　壁面面外変形強度実験に使用した試験体の概要を図4．15に示す。試験体は、ガラスハ

ウスの側壁面2スパン分を取り出してモデル化したものである。設置状況を写真4．7、

4，8に示す。

　実験に使用した試験体は、屋根面面内変形実験と同様のA、B2社（それぞれA試験体、

B試験体とした）の標準的な仕様とした。なお、壁面の垂木間隔は標準ガラスサイズに合

わせた525㎜のみである。試験体数は、A、　B試験体の2体とした。

　使用したガラスは、屋根面面内変形強度実験と同様の標準サイズを基本とし、壁面最上

部には高さ調節用の短い長さのガラスを使用した。ガラスの重ね合わせ寸法も、屋根面面

内変形強度実験と同様に6mmとした。

　柱部材には、LH－150　x　75　x　3．2×4．5をA、　B試験体に共通して使用した。母屋の軽

量鉄骨サイズ、アルミ垂木の形状や設置方法、ガラスを留めるクリップ形状や設置方法、

コーキング用のヒモパテ、軒部部材などはA、B2社の部品を使用した。2種のガラスハ

ウス仕様の相違箇所は、屋根面面内変形強度実験と同様である。

（2）載荷方法

　地震時の柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）を再現するため、壁面面外変

形試験体の中央柱の上部のみをハウス面外方向へ押して変形させる載荷方法を採用した。

実験は、神奈川大学建築学科実験棟の大型実験用反力フレームを支持架台として使用した。

載荷方法は2スパン分の試験体を支持架台に立てかけ、中央柱の下部（脚部）をピン接合

として支持架台に止め、頭部に載荷用ジャヅキを接続して行った（図4．15、写真4．9参

照）。なお、2スパンの両端柱は支持架台に固定した。

（3）測定方法

　変位の測定は、電気式変位計を中央柱上部の裏側に設置して中央柱の倒れを計測した。

また、中央柱下部のピン接合部でのズレ発生の有無についても計測した（図4．15参照）。

歪量の測定は、片側1スパンの四隅のガラス中央に三方向ゲージを貼り計測した。載荷荷

重は、手動式油圧ジャヅキと載荷中央柱の間にロードセルを接続して計測した。

（4）検討項目

一　98　一

，灘難購羅繋馨雛，謄、 難難灘灘蕪灘灘購灘灘欝



’

①地震応答解析結果との検討

　壁面面外変形強度実験の結果と応答解析結果の柱頭と柱脚間の最大値を比較し、壁面に

関するガラスの留め方による支障の有無を検討した。

4，4．2　実験結果および考察

　壁面面外変形強度実験の試験体は、応答解析の際に対象とした建物の壁面とは多少大き

さが異なる。このため検討は、柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）ではなく、柱の倒れ程度を

示すたわみ角を基準とした（たわみ角＝柱頭と柱脚間変位／尊長さ）。2種試験：体の荷重

とたわみ角の関係を図4．16に示す。両試験体の荷重が大きくなっている原因は、2スパ

ン離れた両側柱の支持フレームへの固定が強固すぎたためである。A試験体の荷重や剛性

は、大きな断面の軒部材や胴縁を使用しているためB試験体に比べて高く、初期載荷の遊

び変形も少なくなっている。最大たわみ角1／17（変位130mm）程度まで載荷した結果、軒

部部材には損傷が生じた。しかし、その他のガラスやクリヅブなどに変化は見られない（写

真4．10参照）。

（1）地震応答解析結果との検討

　地震応答解析結果の柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）の関係は明確では

なく、「4．2．4（4）柱頭間変位および柱頭と柱脚間変位の発生状況」で述べたように、

あるフレームで柱の倒れが最大の場合に必ずしもその部分の柱頭間変位が大きな状態にな

るとは限っていない。壁面面外変形強度実験は壁面変形への影響を最大に反映させた載荷

状態としているため、検討は地震応答解析結果の柱頭と柱脚間変位に対して行った。

　応答解析結果での柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）の最大たわみ角は、1連棟で1／33、3

連棟で1／34であった。これに対して面外変形強度実験では、たわみ角1／17程度まで：載荷

したがガラスやクリヅプなどに変化は見られず、応答解析結果に対して全ての試験体のガ

ラス留め方は支障の無いことが確認された（表4．5、図4．16参照）。なお、軒部材には

雨仕舞を考慮した成の大きな部材が使用されており、大変形載荷により大きな損傷が生じ

た。メーカーによって部材寸法は異なるが、同様な断面形状のものが多いため、大きな地

震を受けた後には部品取り替えとなるほどの損傷発生が危惧される。

4．4．3　壁面面外変形強度実験のまとめ

①壁面フレームがたわみ角1／17程度まで面外変形してもガラスに支障は無い。

②ただし、雨仕舞を考慮した成の大きな軒部材には部分的な損傷が発生する。

4．5　等分布荷重強度実験

4．5．1　等分布荷重強度実験概要
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　地震後の被害調査では、ガラスハウスは大きな被害を受けている事例はあまり目にする

ことは無く、前述した弾塑性地震応答解析結果に対する屋根面、壁面強度実験結果と同様

な状況となっていた65）・66》。しかし、大きな台風が通過後の調査では、ハウスの大きさ

に係わらずガラス屋根の一部などに被害を受けている事例が見られる。

　ガラスハウスに使用されるガラスの強度については、安全構造基準の被覆材基準にガラ

スを単純ばりとみなした曲げ強度に関するものがある。この強度計算はガラスの強度にの

み関するもので、荷重の継続時間が長い場合には疲労を考慮して低い強度を採用するなど

の配慮が盛り込まれている。しかし、ガラスを留めるクリヅプとの関係については考慮さ

れていない。なお、安全構造基準にはガラスの固定方法としてクリヅブの間隔250mm～400

mm、クリップ個数はガラス1辺3個以上と定められている。しかし、これらは基準策定時

の現況に合わせたもので、強度と設置方法との関係は明らかではない。積雪荷重や風圧力

に対して、現在のガラス留め仕様がどれ程強度を有しており、損傷がどの部分に大きく生

じるのかを確認する目的でガラス部分へ等分布荷重を載荷した強度実験を行った。

（1）試験体

　等分布荷重強度実験の試験体は、屋根面が積雪や暴風を受けた状況を検討するため、屋

根面面内変形強度実験の試験体と同様のA、B2社（それぞれA試験体、　B試験体とした）

の標準的な仕様とした。等分布荷重強度実験試験体の概要を図4．17に示す。垂木や母屋

部材はメーカーによって異なり、それらの部材は計算による検討も可能である。このため、

試験体の大きさは垂木2スパン、母屋25スパンのサイズで、母屋の影響を少なくした短

い支持間隔とした。試験忌数はA、B試験体と、積雪荷重を想定したハウスの外から内へ

向かって作用する荷重（以下、「正圧」という）と、暴風の吹き上げを想定した内から外

へ向かって作用する荷重（以下、「負圧」という）の2パター一．一ンを組み合わせた合計4体

とした（表4．9、写真4．11、4．12参照）。

　使用したガラスは、標準サイズのものと端部の母屋間隔調整用のものを使用した。母屋

やアルミ垂木の形状や設置方法、ガラスを留めるクリップ形状や設置方法、コーキング用

のヒモパテなどは屋根面面内変形強度実験と同様にA、B2社の部品を使用し、施工方法

もメー・カー指導のもとで行った。

（2）載荷方法

　試験体の母屋を支持するための鉄骨支持架台を仮設に組み、その上に試験体を水平に置

いて実験を行った。ガラス面に等分布荷重を載荷する方法は、14．1N／袋（1．44kgf／袋）の

砂袋により行った。載荷範囲は、端部の母屋調整用ガラスは除き、標準サイズのガラス4

枚分の範囲とした。また、それぞれの1枚のガラスを15分割し、この15分割に順番をつ

けた。砂袋載荷の方法は、4枚のガラスの同じ順番に同時に砂袋を置く方法をとった。こ

の時、余分な振動が生じないよう、4枚のガラスに同時にゆっくりと置くようにつとめた。

砂袋載荷はガラスが割れるまで行った。また、正圧載荷、負圧載荷とも同様な方法で行い、

負圧の場合は正圧と同一の支持架台に試験体を裏返して設置して載荷した。
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（3）測定方法

　変位の測定は、巻き込み型変位計を片側2枚のガラス中央部裏面に止めて計測した。ま

た、小量の測定は、変位の計測と反対側のガラス2枚の中央部裏面に三方向ゲージを貼り

計測した。載荷荷重は、砂袋の全個数に重量を乗じて求め、単位面積当たりに換算して使

用した。

（4）検討項目

（1）荷重載荷方向による相違

　等分布荷重実験の正圧と負圧の強度の相違について検討した。また、実験時の状況より、

　載荷方向による強度決定要因の相違について検討した。

（2）積雪荷重と風圧力に対する検討

　実験結果より得られた強度と安全構造基準に記されているガラスの設計強度の関係につ

いて検討した。また、これらの強度と安全構造基準に記載されている各地の積雪荷重と風

圧力の荷重値との対応も整理した。

4．5．2　実験結果および考察

　各試験体の正圧と負圧載荷におけるガラス破損時の最大荷重、最大荷重時のガラス中央

の変位、および載荷方法による実験強度の実験結果一覧を表4．9に、血圧および負圧と

して載荷した実験状況を写真4．13～4．16に示す。荷重は、載荷した砂袋の全重量を単位

面積当たりに換算した値とし、最大荷重は実験時におけるガラス破損時（割れ発生時）の

荷重とした。また、実験強度は、ガラスの割れまたはヒモパテの完全剥がれ発生時の荷重

とした。ガラスが割れる直前の音量計測値は4gox10－6程度であり、ガラスのヤング率

を7．35×106N／cm　2とするとガラス表面の抗張力は3，600　N／cm　2（367kgf／cm　2）であった。

これはガラスの一般的性質として示されている表面抗張力約4，900N／cm　2（500kgf／cm　2）

の74％程度であった67）。

　各試験体の実験状況は以下のようである。

①A試験体指圧

　1，369N／㎡（139．6kgf／㎡）載荷時（中央変位12．O　mm）、ガラスの変形により母屋との隙

　　間減少。クリヅブに変化は見られない。

　1，521N／㎡（155．1kgf／㎡）載荷時（中央変位14．9　mm）、ガラス1枚に割れ発生。クリヅ

　　プに損傷は見られない。

②A試験体負圧

　912N／㎡（93．Okgfノ㎡）載荷時（中央変位11．9　mm）、ヒモパテの剥がれ発生。クリヅプ

　　の開き変形が顕著になる。

　1，369N／㎡（139．6kgf／㎡）載荷時（中央変位36．5　mm）、ヒモパテが完全に剥がれクリッ

　　プも水平に近い状態となりガラスと垂木が完全に分離。

　1，612N／㎡（164．4kgf／㎡）載荷時（中央変位42．8皿m）、ガラス2枚に割れ発生。クリヅ
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　　ブ変形は戻らず。

③B試験体正圧

　1，825N／㎡（186．1kgf／㎡）載荷時（中央変位13．8　mm）、ガラスの変形で母屋に接触。ク

　　リップに変化は見られない。

　2，433N／㎡（248．1kgf／㎡）載荷時（中央変位測定不能）、全てのガラスに割れ発生。ク

　　リヅプに損傷は見られない。

④B試験体負圧

　912N／㎡（93．Okgfア㎡）載荷時（中央変位10．7　mm）、ヒモパテの剥がれ発生。クリヅプ

　　の開き変が顕著になる。

　1，217N／㎡（124．1kgf／㎡）載荷時（中央変位14．2　m皿）、ガラス1枚に割れ発生。クリヅ

　　プ変形は戻らず。

（1）荷重載荷方向による相違

①正心実験

　A試験体の最大荷重は1，521N／㎡（155．1kgΨ㎡）、　B試験体の最大荷重は2，433　N／㎡

（248．1kgf／㎡）であった。　A、　B試験体で最大荷重が極端に異なった原因は、ガラス面と

母屋との隙間が異なっており、B試験体は載荷途中からガラスが母屋に触れて、支持条件

が異なったことによるものである（表4．9、写真4．14参照）。両試験体ともクリップに

変形は見られず、クリップによるガラス固定度の影響は少ないと考えられる。

　これより正圧として作用する積雪荷重の強度は、ガラスの曲げ強度によって決定され、

実験強度は1，521N／㎡（155．lkgf／㎡）程度と考えることが適当と判断される。

②負圧実験

　A試験体の最大荷重は1，612N／㎡（164．4kgf／㎡）、　B試験体の最大荷重は1，217　N／㎡

（124．1kgf／㎡）であった。上述したように、　A、　B試験体とも、載荷荷重912　N／㎡（93．Okgf／

㎡）、ガラスの中央変位11～12m皿程度よりヒモパテの剥がれが発生し、クリップも開い

てしまった。なお、ガラスが割れた後もクリップは変形したままであった。A試験日のガ

ラスの変位が特に大きな数値となった原因は、クリヅプのバネ部分が長く、実験最終時の

クリヅプが水平状態となるまでに距離があったためである（写真4．13参照）。

　これより負圧として作用する風圧力の強度には、クリヅプの留め数の影響が大きいこと

が確認された。ガラス1枚当たりにクリヅブ6個（片側3カ所）を設置した場合の実験強

度はヒモパテが完全に剥がれた1，369N／㎡（139．6kgf／㎡）程度、クリップ4個の場合はガ

ラス割れが発生した1，217N／㎡（124．1kgfノ㎡）程度と考えることが適当と判断される。

（2）積雪荷重と風圧力に対する検討

　安全構造基準の被覆材基準に定められているガラスの応力度による強度（以下、「許容

強度」という）に対して、等分布荷重実験結果の強度（以下、「実験強度」という）はど

れほど安全度があるのかを検討した。また、得られた数種の強度について、安全構造基準

で示されている各地の「設計荷重」との対応を検討し、設計荷重が実験強度や許容強度を
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超えてしまう地域を整理した。

①許容強度と実験強度の比較

　安全構造基準の被覆基準では強度計算式として（4－4）式が示されている。この式では、

荷重の作用している継続時間を考慮して、積雪荷重と風圧力とで異なった許容応力度を用

いることになっている。

　　　　　　　W・if
f）　a＝　o．oos
　－　　　　　　t2

　　　ここにσ：ガラスの応力度（kgf／cm　2）

　　　　　　f：ガラスの許容応力度（kgf／cm　2）

　　　　　　　　　　　積雪荷重に対する値　f＝130

　　　　　　　　　　　風圧力に対する値　　f＝180

　　　　　　w：構造基準に示された設計荷重（kgf／m2）

　　　　　　b：ガラスの幅（cm）

　　　　　　t：ガラスの厚さ（m皿）

・・・・・・・・・・・…
@　（4－4）

　この（4－4）式をもとに、ガラス幅（ガラスの支持間隔）を標準の50．8cm、ガラス厚さ

を3mmとした場合の許容強度を計算すると以下のようになる。

a）積雪荷重に対するガラスの許容強度

　　130　＝　O．008　×　wX　50．8　2／3　2　一〉　w＝　56．7（kgf／m　2）＝　ss6　N／m　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．・・・・…　　e・’’”（4－5）

b）風圧力に対するガラスの許容強度

　　180　＝　O．008　×　wx　50．8　2／3　2　一〉　w＝　7s．4（kgf／m2）　＝　76g　N／m2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・…　　（4－6）

　この許容強度と実験強度を比較した。なお、積雪荷重の検討は実験強度の正圧の結果を、

風圧力の検討は実験強度の負圧の結果を基準とした。等分布荷重強度実験で得られたガラ

スの正圧と負圧の実験強度は、（4－5）、（4－6）式の被覆基準の設計強度に対して、クリヅ

ブ数が少なく負圧強度の低いB試験体を含め、一般的な構造材料で考えられている安全度

1．5を越える以下のような安全度を持っていることが確認された。

積雪荷重に対して

風圧力に対して

ns＝　1，521／556　＝＝　2．73

nw＝　1，369／769　＝　1．78

　　　（クリップ6ケ所の場合）
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v

nrv　＝　1，217n69　＝　1．58

　　（B試験体クリヅプと同様の場合）

②各地の設計荷重との対応

　安全構造基準で示されている全国の積雪荷重と風圧力の設計荷重について、安全構造基

準の被覆基準によった許容強度と2種の実験強度との対応を検討した。また、それぞれの

強度を設計荷重が超えている地域を整理した。なお、ガラスハウスの耐用年数は20年、

安全度は大規模を想定して70％とし、再現期間が最大の57年における設計荷重を対象と

した。

　設計荷重としての積雪荷重は、安全構造基準の積雪荷重の計算法に従った。なお、ガラ

スハウスには内部加温機器が設置されているため新積雪重量を採用し、屋根勾配による低

減は4／10勾配（θ≒22。）の0．75を考慮した。また、最大積雪重量を80kgf／㎡とした。

　風圧力に対する検討は、安全構造基準で定めている荷重（風圧力）と風速の関係式であ

る（4－7）、（4・8）式をもとに、全て風速で整理した。

P＝　q×　CxA

q＝　O．016　V2　Hi／2

　ただし、P：風圧力（kgf）

　　　　　q：速度圧（kgf／㎡）

　　　　　0：風力係数

　　　　　A：風力が作用する見つけ面積（㎡）

　　　　　V：設計用風速（m／s㏄）

　　　　　H：構造体各部の地表面からの高さ（m）

・・・・・・・・・・・…
@　（4－7）

・・・・・・・・・・・…
@　（4－8）

　この式において、風力係数は一般部分の0＝一〇5と、局部風圧を考慮した0＝一1．5

の2通りについて計算した。また、高さは屋根面平均高さのH＝3．4mを採用した。

　実験強度と許容強度より求めた積雪重量と換算風速を表4．9に、許容強度および実験

強度を超える積雪荷重の地域リストを表4．10に、同様に2種の風力係数ついての許容強

度およびガラス1枚にクリップ6個を設置した場合の実験強度を超える換算風速の地域リ

ストを表4．11に示す。

　比較的積雪量の多い56地区が記載されている新積雪重量表による積雪重量設計荷重と

の対応は、許容強度以上となる地区は16となった。なお、許容強度741N／㎡（75kgf／㎡）

は設計条件の最大積雪重量784N／㎡（80kgf／㎡）に近い数値である。また、実験強度以上

となる地区は該当が無い。このため、現状のクリヅプ仕様施工で損傷を受けることは無い

と判断される（表4．10参照）。

　全国的な範囲の153地区が記載されている設計風速リストによる換算風速設計荷重との
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対応は、一般部風力係数（0＝一〇．5）を基準とした場合は、許容強度以上となる地区は

室戸岬（高知県）、名瀬（鹿児島県）、与那国島・石垣島・宮古島（沖縄県）の特に強風

地区と言われている5カ所であった。しかし、実験強度以上となる地区は該当が無い。こ

れより、一般屋根部分については特に強風対策の必要性は無く、現行のガラス1枚当たり6

カ所留めで問題は無いと思われる（表4．11（1）参照）。一方、局部風力係数（0＝一1．5）

を基準とした場合は、許容強度以上となる地区は四国、九州や太平洋沿岸の52となった。

実験強度以上の地区についても四国、九州などに18も存在しており、現状のままでは危

険であることが確認された。当該地区では、局部風圧の大きい棟、けらば、軒部には、負

圧に対処するためのクリヅブの追加などの方策を早急に講じる必要がある（表4．11（2）参

照）。

4．5．3　等分布荷重強度実験のまとめ

①屋根面ガラスを外部から押す荷重（正圧）に対する実験強度は1，521N／㎡（155．1kgfノ㎡）

　程度であり、ガラスの曲げによって決定される。クリヅブによる影響は見られない。

②屋根面ガラスを外部へ吹き上げる荷重（負圧）に対する強度はクリヅプで決定される。

　ガラス1枚当たりクリップ6個（片側3カ所）を設置した場合の実験強度は1，369N／

　㎡（139．6kgfノ㎡）程度である。

③安全構造基準のガラス許容強度に対する実験強度の安全度は、積雪荷重（正圧）に対し

　て2．73、風圧力（負圧）に対してクリップ6カ所／枚の場合1．78、4カ所／枚の場合1．58

　である。

④ガラスが割れる直前のガラス表面抗張力は、歪量計測値によると3，600N／cm　2（367kgf／

　cm　2）程度であり、一般的性質として示されている表面抗張力約4，900　N／cm　2（SOOkgfr

　cm　2）の74％程度である。

⑤再現期間57年の新積雪重量に対して、許容強度を超える地区は全国で16カ所である。

　実験強度を超える地区は無い。加温設備がある限り現状の施工方法で損傷を受けること

　は無いと考えられる。

⑥再現期間57年の設計風速に対して、風力係数を一〇．5とした場合に許容強度を超える

　地区は沖縄離島などの強風地区5カ所であった。実験強度以上となる地区は無い。屋根

　面一般部分については、現状の6カ所／枚のクリップ留めで支障は無いと考えられる。

⑦同様に、局部風力係数の一1．5とした場合は、許容強度を超える地区は52と全地区の1／3

　となった。実験強度以上となる地区は四国や九州などの18カ所である。当該地区では

　局部風圧の大きい凸部や三部などへの補強対策が必要である。

4．6　まとめ
大規模化して桁行き方向長さが大きなものとなってきた園芸用ガラスハウス構造につい
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て、長く続く桁行き方向へ地震波が伝搬した場合の弾塑性地震応答解析を行った。また、

屋根面の面内変形強度実験、壁面の面外変形強度実験およびガラス面への正圧と負圧の等

分布荷重強度実験を行った。結果は以下のように要約される。

4．6．1　弾塑性地震応答解析結果

①一般的な4種地震波を用い、地震波の大きさを最大速度25cm／secで統一し、　S波を地

　表面波として弾塑性応答解析を行った。柱頭間変位最大応答値は67．6mm（たわみ角1／44、

　TAFr波）、柱頭と柱脚間変位最大応答値は68，9　m皿（たわみ角1／33、　TAFr波）である。

②柱頭間変位が最大となる場合では、屋根面ブレースに使用した鉄筋の伸び率はO．6％程

　度となって塑性化する。しかし、危険を考えて設定した最大変位以下であり、屋根面ブ

　レースの安全性は確保されている。

③柱頭間変位は、連棟数に係わらず伝搬速度が75m／s㏄と150　m／s㏄の場合で、屋根面

　剛性が低くなる場合に変位の増加傾向が見られる。

④柱頭と柱脚間変位の最大値は安全構造基準の柱の倒れ制限の3倍程度の変形となった。

　これはS波を地表面波と仮定したためである。この場合、山形ラーメンの柱はり接合部

　の一部門塑性化するが、フレーム全体の崩壊変形（1／10程度）に対しては充分な余力

　を有している。

⑤柱頭と柱脚間変位（柱の倒れ）応答値は、短周期成分を多く持っているEL・CENTRO波

　で多く生じた。また、EL－cENTRo波による応答変位はTAFr波による最も大きな応答

　変位に近い数値となった。また、最大応答変位は、地震波や質点数などに係わらず全て

　伝搬速度300m／s㏄の場合が最大となった。

⑥柱頭間変位が最大となる位置は、ハウスの手前から2／3～3／4程度奥側へ入った位置で、

　桁行き寸法が長くなるほど奥の位置となる。

⑦柱頭と柱脚間変位が最大となる位置はハウスの端部である。

⑧柱頭と柱脚間変位が最大の場合に柱頭間変位も最大になる傾向は見られない。これは、

　山形ラーメンの固有周期と、屋根面ブレース凹面の固有周期が3倍程度相違している結

　果と考えられる。

4．6．2　屋根面面内変形強度実験

①フレーム面内変形によりガラスに損傷（亀裂発生）が発生するたわみ角は1／30程度で

　あった。この結果は地震応答値のたわみ角（1連棟で1／44）以上であり、ガラスの留

　め方は現状仕様のままで支障はない。

②半割ガラスを使用した場合でも、変形性状や損傷程度に相違は見られない。

③クリアランスによって許容されるたわみ角を超える頃より、ガラス端部に欠けやクリヅ

　ブ外れが発生した。しかし、ガラスの強度が低下するほどの影響は見られない。

④ガラスの重ね合わせ寸法を6mmとした実験において、ガラスの重ね合わせ寸法がなく
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　なるたわみ角は1／30程度であった。

⑤棟部の納まりに雨仕舞を配慮してガラスの呑み込みを多くした結果、ガラスの割れが発

　生した。これは、ガラスの拘束力が大きくなったためと考えられる。

4．6．3　壁面面外変形強度実験

①壁面フレームがたわみ角1／17程度まで面外変形してもガラスに支障は無い。

②ただし、雨仕舞を考慮した成の大きな軒部材には部分的な損傷が発生する。

4．6．4　等分布荷重強度実験

①屋根面ガラスを外部から押す荷重（正圧）に対する実験強度は1，521N／㎡（155．1kgf／㎡）

　程度であり、ガラスの曲げによって決定される。クリヅブによる影響は見られない。

②屋根面ガラスを外部へ吹き上げる荷重（負圧）に対する強度はクリヅプで決定される。

　ガラス1枚当たりクリヅプ6個（片側3カ所）を設置した場合の実験強度は1，369N／

　㎡（139．6kgf／㎡）程度である。

③安全構造基準のガラス許容強度に対する実験強度の安全度は、積雪荷重（二二）に対し

　て2．73、風圧力（負圧）に対してクリヅブ6カ所／枚の場合1．78、4カ所／枚の場合1．58

　である。

④再現期間57年の新積雪重量に対して、許容強度を超える地区は全国で16カ所である。

　実験強度を超える地区は無い。加温設備がある限り現状の施工方法で損傷を受けること

　は無いと考えられる。

⑤再現期間57年の設計風速に対して、風力係数を一〇．5とした場合に許容強度を超える

　地区は沖縄離島などの強風地区5カ所であった。実験強度以上となる地区は無い。屋根

　面一般部分については、現状の6カ所／枚のクリップ留めで支障は無いと考えられる。

⑥同様に、局部風力係数の一15とした場合は、許容強度を超える地区は52と全地区の1／3

　となった。実験強度以上となる地区は四国や九州などで18カ所である。当該地区では

　局部風圧の大きい棟部や二部などへの補強対策が必要である。
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図4．3　1連棟山形ラーメンの

　　　　　　　　　荷重と変位の関係

1Py：1カ所目の降伏荷慮

11）p：1カ所目の全塑性荷重

2」）y：2カ所目の降伏荷重

21）p：2カ所目の全塑性荷重

rKe：弾性剛性

rκρ：塑性剛性

表4．1　山形ラーメンの
　　　　　　　諸剛性と最大強度

区 1蓮棟 3蓮

P（×103N） 10．08 22．56

弾性剛性 δ（mm） 71．3 66．0

rκ8（Nlmm） 141．3 341．8

P（×103N） 3．23 4．10

塑性剛性 δ（mm） 150．3 267．1

7κP（N！mm） 21．48 15．40

P（×103N） 13．30 26．66
最大強度

δ（mm） 221．6 333．1

P

表4．2

P，v2

　
恥（
儀
翻

o

bKe

　　　応答解析モデルの復元カ

ー一
攪_上の復元力

　　　　　　Pma　Py　1：弾性限度荷重
”　　　”　　　“　　　一　　　一　　　一　一t　　一　’一

　　　　わ邸

bKps

P、v2：降伏荷重

bKe：弾性剛性

bKp：塑性剛性

bKp。：スリップ剛性

屋根面ブレースにφ9mm
鉄筋を使用した場合の諸剛性

　　　　　変位（δ）

　図4．4　屋根面ブレースの荷重と

　　　　　　　　　　　　　　変位の関係

表4．3

i

t

乞友1L‘alf1」．砺口（！2剛1王
区分 諸剛性

ブレース弾性剛性 （bKe） 1，515．70（N！mm）
弾性剛性

ｿ・わんε

塑性 ブレースの設置状況

ブレース塑性剛性 （bKp） 15．157（Nlmm）

α

（N／mm）

α・わんρ

iN／mm）

ブレーススリップ剛性 （bKps） 15．157（Nlmm） 0．25 757．9 7．58 φ6ブレース1回分に相当
0．50 1，515．70 15」6 φ9ブレース1本分に相当

ﾓ6ブレース2本分に相当
0．75 2，273．60 22．74 φ8ブレース1本分に相当
1．00 3，031．40 30．31 φ9ブレース2本分に相当

朔Mr

屋根面ブレースの設置状況

　　を変化させた場合の剛性

Mr一　1

／
Xr

Zr＋1

Zr＋2

Zr

ガラスハウスを応答解析の質点

　モデル化した場合の振動状態 図4．6　1質点の質量算出基準とした

　　　　　　　1フレームあたりの負担面積

ザ

一109一

鑛鷲難懸灘懇欝灘欝灘騨難難灘懸灘灘雛鑛灘懇騨懸雛騨



． 鼻

》
：
－
r
－r

表4．4　弾塑性応答解析に使用した

　　　　　　　　　地震波と解析条件

解析条件

地震波名

観測

ﾁ速度
icm／s2）

速度

icm／S）

加速度

icmls2）

解析時間

@　S

EレCENTRO 326 25 242 30

TAFr 150 25 263 30

HACHINOHE 225 25 174 30

TOKYCト101 74 25 254 30

1

廻

5

（
∈
∈
）

一5

一loo

柱頭

柱脚

図4．7

リ　　　　　ユむ　　　　　　　　　　　　ゆ

質点位置　負点数　　　46
　　　　　地震波　　　　EL－CENTRO
　　　　　伝達速度　　　　300m／sec
　　　　　変位最大点　　　46
　　　　　注頭柱脚間変位67，8mm（1／34）
　　　　　柱頭問　　　　9．8mm（1／306）
　　　　　　　　のサぼくの　む　フら

柱頭と柱脚の変位の例

表4．5　弾塑性応答解析の応答変位最大値と設定条件

位置 連頭数 最大応答変位 質点数 地震波の種類 Vls
α

柱頭間 1 67．6mm　（1／44） 46 TAFT 300 0．75

3 48．8mm　（1161） 31 TAFr 150 1．00

1 68．9mm　（1133） 46 TAFr 300 1．00柱頭と

結r間 3 67，7mm　（1134） 31 EレCENTRO 300 0．75

・Oはたわみ角を示す

・V3：地震波の伝搬速度 α：屋根面ブレーズの剛性比率
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（a）A試験体で標準ガラス幅の　　　　　　　　（b）B試験官で両側のガラス幅を半分のもの

　　　　　　　　　CASE・一　1の場合　　　　　　　　　　　　　　　　としたCASE－2の場合

　　　　　　　　　図4．8　屋根面面内変形実験に使用した試験体
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表4．6 弾塑性応答解析の柱頭間最大応答変位と設定条件

連棟数 質点数 屋根面ブレース 変位 たわみ角 伝達速度 地震波 質点間
の1　　’・・ 11 の． 、署

1連棟 16 0．25 52．2 1！57 150 TAFr 11～12
0．50 43．2 1！69 150 TAFr 10～11
0．75 13．5 1／222 75 TAFr 9～10
1．00 10．2 1／294 75 TAFr 7～

31 0．25 54．5 1／55 150 TAFT 26～27
0．50 49．3 1！61 300 TAFT 24～25
0．75 21」 11142 150 TAFT 25～26
1．00 302 1／99 300 TAFr 21～

46 0．25 49．7 1！60 150 TAFr 41～42
　　　0．50
@　’0，751・、　・’，　・、．

55．5　　F、．　7F，、

U7．6

1154　　’くツ㌧一

P144」1党＝・’甘、｛．、．皆　月

1
5
0
　
　
、
　
戸
A
’
　
　
F
T
3
0
0

　TAFr@
T
A
F
r
㌔
昏
　
　
，

38～39
R7～38

LOO 54．5 1／55 300 TAFr 7～
3連棟 16 0．25 32．3 1193 75 TAFr 10～11

0．50 41．8 1／72 75 TAFr 12～13
0．75 40．7 1174 75 TAFr 13～14
1．00 40．6 1174 150 TAFr 11～12

31 0．25 345 1！87 75 TAFr 25～26
0．50 36．8 1182 75 TAFr 27～28

　　　0．75「　「　，「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馳　｝

@　　LOO

45．6

S8．8F

　1！66「　r　　　　笥「　　　　　　「　．｛　　L「曜「

@凄161、

　　150印＝獅」　』

@　150
TAFr
sAFr

　26～27・ドノ窪ド　’　　y・　・　　　～

46 0．25 33．9 1／88 75 TAFr 40～41
0．50 38．9 1〃7 75 TAFr 42～43
0．75 44．1 1168 150 TAFr 41～42
1．00 36．6 1182 150 TAFr 41～42

表4．7 弾塑性応答解析の柱頭と柱脚間最大応答変位と設定条件

連棟数 質点数 屋根面フレース 変位 たわみ角 伝達速度 地震波 質点位置
の1 nlm m の

1連棟 16 0．25 60．0 1138 300 EレCENTRO 16

α50 58．3 1！39 300 EL・CENTRO 16

0．75 54．1 1！43 300 EL－CENTRO 16

LOO 53．8 1143 300 EL－CENTRO 16
31 0．25 605 1／38 300 EL。CENTRO 31

0．50 63．0 1／37 300 EL－CENTRO 30
0．75 64．7 1136 300 EL－CENTRO 31

1．00 64．7 1136 300 TAFr 31

46 0．25 61．0 1！38 300 TOKYO－101 46
0．50 68．0 1！34 300 EL－CENTR　O 46
0．75 67．8 1134 300 TAFr 46

」亡　　　，　　　w

I．00
6Sづソ『嘔 　　幽’こ』｛ゴ∵丁’「

P！33℃
下帖』・』－磨鴨窟・・“、・’會　粕・

@　　300宏
げ’や　’ノ　’・、－昌ル＝■’「・∫・9　、．う

@TA　Frへ
＾凹 焉u’ x　　　　　　　　’ゴwハ

@　46
3連棟 16 0．25 64．8 1135 300 EL－CENTRO 16

、 0．50 66．4 1！35 300 EL－CENTRO 16

0．75 66．9 1134 300 EL－CENTRO 16

LOO 67．3 1！34 300 EL。CENTRO 16
31 0．25 65．0 1135 300 EレCENTRO 31

050 67．1 1134 300 EL－CENTRO 31
μ凸’咽’ゲザ州’く・“’察…　岬・丙．v・L

Q。、＿，q，マ5．、
　”＾’”r－、・ρ

U7，9，，
．E，鴇，・ρd‘ハ　　　　・・’＾、プ’ぴ蒔召＾、碑

@　玉134．：v．．’ん．．・二、3層．．一　、　　　　　．，＾　，bンく’1

’＝縣て噸沸、桝『’2謝「目凹・．覇

?＿、コ：、§9Q、“
『紫戸“’．・評・・胸・…
C範レCENTRσ　　　、　“酌．Ψゲ　＾．、　“

‘砂岬’弼々丁ボ「”や『’‘”芦’fて’弓

@　、・31∴＿．．翫

LOO 675 1／34 300 EL－CENTRO 31

46 0．25 65．0 1！35 300 EL－CENTRO 46
050 67．3 1！34 300 EL－CENTRO 46
0．75 67．8 1134 300 EレCENTRO 46
1．00 67．6 1134 300 EL－CENTRO 46
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表4。8　屋根面面内変形実験の結果と弾塑性応答解析の結果

試験体名 モデル 最大たわみ角 損傷状況

A試験体 CASE－1 1／30 ガラス割れ、クリップねじれ

CASE－2 1！29 ガラス割れ、クリップねじれ

B試験体 CASE－1 1！21 クリップずれ

CASE－2 1122 クリップずれ

応答解析結果 1連棟 1！44 ［TAFT，　V15＝300m／s，46質点：］

3連棟 1！61 ［TAFr，　V∫＝150mls，31質、点］

垂木

一ス

ヒモパテ リ・プ

垂木

（a）A試験体

クリ“プ

ガース

　　　　　　　　　　ヒモパー

　　　　（b）B試験体

図4．9　ガラス重ね合せ部分の

　　　　　　　　クリップ取付け状況
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図4．10　屋根面面内変形実験の

　　　　　　　　　　載荷と測定状況

　　　　（A試験体でCASE一一1の場合）
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（a）A試験体でCASE・1の場合　　　　　　　　　（b＞B試験体でCASE・2の場合

　　　　図4．11　屋根面面内実験の荷重とたわみ角の関係
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図4．17　等分布荷重強度実験に使用した試験体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A試験体の場合）

表4．9　等分布荷重強度実験の試験体と実験結果および強度の一覧

載荷方法 試験体 新積雪重量（N！m2） 換算風量（m／s）ガラス破損時の

@　　最大荷重
@　　　（N！m2）

最大荷重時の

@ガラス変位

@　　（㎜）

実験強度

@（N／m2） 屋根勾配

@無視

屋根勾配

@考慮

C＝一〇．5 C＝一1．5

正圧 A 1，521 14．9 1，521 1，521 2，028 一 一

B 2，433 一

負圧 A 1，612 42．8 1，369 嚇 一 97 56

B 1，217 14．2 1，217
， 一

91 52

許容強度（N／m2） 556 741 72 42
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表4．10　許容強度および実験強度を超える積雪荷重となる地域
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士　垣 ≡・　　741N皿£ となる地区 賃 2028Nm動　となる　区
北海道

雄
聾
罰

北見枝幸（804）、　根
@　武（　862）、　倶知安（　862）
@　幌（1，039）、紋
@　広（1，196）、広

@　　　813

室（862）

ﾊ（804）
�i1，588）

全て該当せず
東　北 八 戸　　882、’出 古　　774
北信越 喜 田（1，147）、敦　　823

賀（1，176）

近　畿 豊 岡　　823
合 士音　　　　794

許容強度および実験強度の換算風速を超える地域

　　（1、　届1ナrイ唯一　　n＝＿n　K　！ハ十一．tCs

表4．11

士　垣 ≡　　　風 72m　sec以　となる士垣 馬 風迷　97m　sec以　となる地白
北’道 訪　な
東　北 〃

〃

言越 〃 全て該当なし
四 室一山　74
九　州 名　　瀬　（78）、

ﾎ垣島　（91）、
与那国島　（80）

{古島　（89）

A　．＝
士　」夏 …

風　42皿sec£ となる　区 巧　　亜　　56m　sec以 となる也区
北海道 雄 武（47）、 江　　差　（44）

寿 都　（44）、 広　　尾　（46） 該当なし
浦 河　48　、 糸　　別　　82

ヒ 45
〃

関　東 日 光　（54）、 三宅島　（54） 筑　　波　（69）
筑 波　（69）、 八丈島　（67） 八丈島　（67）
銚 子　　50

信越 高 49 訪当なし
北 誘当なし 〃
東　』 廊　。　46、 良湖　55 〃

近　畿 潮 岬　（56）、 津　　（44）
尾 鷲　（47）、 洲　　本　（49） 〃

50

山　陽 呉　　（47）、 下　　関　（45） 〃
山 口　　53

金 郷　49 〃

四　国 宇和島　（58）、 宿　　毛　（56） 宇和島　（58）、剣 山　（71）
剣 山　（71）、 清　　水　（60） 高　知　（58）、清 水　（60）
徳 島　（45）、 室戸岬　（74） 室戸岬　（74）
高 知　58

九　州 厳 原　（47）、 雲仙岳　（66） 雲仙岳　（66）、 鹿児島　（57）
福 江　（44）、 牛　　深　（55） 枕　　崎　（60）、 屋久島　（66）
阿蘇山　（54）、 人　　吉　（45） 名　　瀬　（78）、 沖永良部島（67）
延 岡　（47）、 都　　城　（50） 与那国島　（80）、 石垣島　（91）
宮 崎　（49）、 阿久根　（44） 宮古島　（89）、 久米島　（69）
鹿児島　（57）、 枕　　崎　（60） 南大東島（61）
屋久島　（66）、 種子島　（49）
名 瀬　（78）、 沖永良部島（67）

与那国島　（80）、 石垣島　（91）
宮古島　（89）、 久米島　（69）
那 覇　（56）、 南大東島　（61）
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写真4．1

．“

両側の垂木間隔を半分にした

　　A試験体CASE－2の設置状況

　　　　　　をねゴなド
　　　　　　　螺

写真4．3 面内変形によりガラス重ね合わせ

部とクリップが変形したA試験体の状況

写真4．2 基本的な垂木間隔の

　　B試験体CASE－1の設置状況

，
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写真4．4　面内変形によりガラス重ね合わせ

　　　部が変形しクリップが外れたB試験体の状況

写真4．5 面内変形により棟部にガラス割れ

　　　　　が発生したA試験体の状況

写真4．6 面内実験によりガラスとヒモパテ

　　　　　　がずれた：B試験体の状況
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写真4．7 大断面の軒部材を使用した壁面

　　　2スパン分のA試験体設置状況

写真4．8 小さな軒部材を使用した壁面

　　　2スパン分のB試験体設置状況

ll惑’

財・　　　・」．t

　　・驚

写真4．9 壁面2スパン分の中央柱への

　　　　　　　　　面外変形載荷状況

写真4．10 中央柱へ面外変形載荷した壁面

　　　　　試験体のゆがんだ変形状況
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写真4．11
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母屋の上に垂木を止めてガラスを　　　　写真4．12　正圧試験体を裏返した状態に設置

　　被覆したA試験体正圧の設置状況　　　　　　　　　　した：負圧載荷用の：B試験体の状況

Jl，，，．．．一　e1一”’

＝．一’ w－J一“”g“　．．

　　　　　　　し　　N

語
t

写真4・．13 負圧載荷によりクリップが水平

　状態にまで変形したA試験体の状況

写真4，15 正圧載荷によりガラスが破損した

　　　　　　　　　　A試験体の状況

”， ?　“， |．．　一．，pa．．

縞脚，ハ㌦’．

写真4．14 ガラスが変形して母屋に接触した

　　　　　　B試験体一二載荷の状況

写真4．16 負圧載荷によりガラスが破損した

　　　　　　　　　　：B試験体の状況
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第5章　畜舎の建設コスト低減に関する検討

5．1概　説
5．1．1　研究の目的

　畜舎の屋根や壁および床の仕上げ材料には、建築物の中でも最も簡素な材料が使用され

ている。さらに建築コストを低減するためには、畜舎の使用期間が一般建築物より短いこ

とを考慮して、低減した荷重値を用いて構造部材数量を減じる必要がある。

　本章では、低コスト畜舎建設を目指した畜舎用建築規準を作成するうえで有効な資料を

得る目的で、畜舎建築に関する建築基準法の現状の取り扱われ方を文献とアンケートで調

査した。また、再現期間を考慮した荷重指針の式を畜舎用に導き直し、その式による構造

計算を行い、建築基準法によった場合と比較し、再現期間によってどれ程の構造部材数量

の低減となるのかを検討した。

　建築基準法関係の現状での取り扱われ方の調査は、畜舎に関する荷重のうちでも特に主

要構造部材への影響が大きい積雪荷重に着目した。そのため、建築基準法をもととした各

都道府県の積雪荷重に関する条例について、記載されている項目およびアンケート調査を

行い、条例の適用状況を整理した。畜舎用荷重計算式を作成するための検討としては、荷

重指針の式を畜舎の実況に合わせて導き直し、各種畜舎について再現期間に応じた構造計

算を行った。さらに畜舎建設地によって異なる設計用荷重、構造部材サイズ、部材数量な

どについて建築基準法によった場合と比較し、規準作成における適切な再現期間を決定す

るための資料を得ることとした。

5．1．2研究の意義と背景

　畜舎は、一般住宅や事務所ビル、体育館などと同様に、建築基準法の適用を受けること

になっている。建築面積が大きな畜舎の場合は構造計算による強度確認が義務づけられ、

それによって畜舎構造の安全性は確保されてきた。しかし、国際的な農業自由化の時代と

なり、我が国の畜産をとりまく情勢は極めて厳しく、生産コストの低減のため、畜舎建設

の低コスト化が要求されている。畜舎の現地調査においても、「畜舎の屋根には雪が積も

りにくく、積もっても比較的短期間で滑落するのに、なぜこのように太い柱はり部材が必

要なのか。実況を考えてもっと細い部材を使用し、安い畜舎を建設できないものか」とい

う意見が畜産農家から必ず持ちだされる。

　現在の畜舎の構造計算に採用される各種荷重は一般建築物と同様であり、建築物の重要

度や使用期間に係わらず安全へ配慮した一定な数値が適用されている。積雪荷重では建設

地の当該積雪深が採用されているが、過去の観測記録の最大値が採用されている。風荷重

についても1934年（昭和9年）の室戸台風の瞬間最大風速記録約60m／secが、建設地の

台風襲来の程度に係わらず原則的に全国一律に適用されている。
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　多くの畜舎では、今まででも築後20年程度で飼養形態の変化などによって改築を余儀

なくされている。今後も大規模化や省力化へ対応するため、一般建築物に比べて比較的短

期間で建て替えることが予想される。海外ではこれらのことが考慮されて、農業用建築物

に対しては、人間の滞在密度や収容物の価値などを考慮した、一般建築物用に比べて少な

い荷重値を採用する農業建築物独自の設計基準が存在する国もある。畜舎について、一般

建築物と同様な荷重を用いている現行の建築基準法では、建設コストが余分にかかってし

まうことは明らかである。このため、畜舎の短い使用期間に適応した荷重値を採用した設

計方法の制定が強く要望されている。なお、設計荷重値が減じられた数値となっても、使

用期間が短ければ、畜舎の安全度は一般建築物と同程度が確保されることとなる。

　この1993年（平成5年）に日本建築学会により、建築物の使用期間などに応じて、主

荷重や積雪荷重などを適切な再現期間にもとづいた数値のものとして採用できる「建築物

荷重指針・同解説37）」の改正が実施された。荷重指針はいままでにも数回定められてき

ており、風荷重では再現期間を考慮した荷重値の採用方法が示されていた。しかし、他の

積雪荷重などでは設計期間に関する表示は無く、荷重指針の記載方法は統一されていなか

った。今回の改訂では全ての荷重が一定の考え方で表示されており、畜舎が関係する風荷

重や積雪荷重が再現期間を考慮して調整することが可能となった。なお、この荷重指針は、

建築基準法に定める荷重値を下回る内容が含まれているため、当該部分は法令上適法とは

ならないが、建築基準法の改正に際して多くの部分が採用される予定となっている。この

荷重指針は畜舎に適した荷重を検討するうえで好適である。そのため、畜舎の実況を考慮

して荷重指針の式を畜舎用に変更して導き、想定される畜舎使用期間に応じた再現期間で

構造部材数量を得ることは、畜舎の低コスト化に向けた規準作成の基本構成を検討する貴

重な資料となる。

5．1．3　既往の研究

　畜舎に関する研究は、畜舎内部の環境に関するものが多く17）’18）、その他にも、畜舎

内の床の材料や牛の歩行に関する研究19）　“’23）’68）、畜舎の雨仕舞いなどに関する屋根構

造の研究69）・70）、畜舎内の使用方法の調査報告71）　“’73）、などが多く見られる。

　畜舎の構造に関する研究は、今までは、津下25）の現行の建築基準法を緩和して地震力

を低減させた場合の部材量の変化の検討報告、北海道内のみではあるが桂74》の積雪荷重

のデータを統計処理し、より短い再現期間での積雪荷重が有効であるとの報告のみであっ

た。最近になって、筆者も関係している現在の規制緩和に向けた資料作成や検討に対する

多くの研究28｝s30｝・31）・75）一一82）が行われるようになった。その他にも、堆肥舎の現状を把

握して適切な構造設計を行うための研究83》’”86）が同様に行われている。

　畜舎の構造を低コスト化する必要性は30年前より認識されていたが、現行の建築基準

法のもとでは低コスト化に有効な研究を行っても実施には結びつかないと判断されたため

か、建築関係で畜産に係わっている研究者は数人程度であった。上野、前間87）の、畜舎
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の機能と構造、建築法規、畜舎用資材などに関する事項をわかりやすくまとめた普及マニ

ュアルは出されているが、建築構造に関する研究は活発には行われていなかった。

5．2　建築基準法と畜舎の関係

　一般建築物と同様に建築基準法に関する各種基準が適用される畜舎に関して、建築基準

法などのなかに「畜舎」として記載されている項目および畜舎の構造計算に関係する各種

荷重が記載されている項目について調べた。さらに、設計用荷重について、地方条例で附

加されている条項を通達集と各都道府県に実施したアンケート調査によって調べ、建築基

準法および関連条例がどのように畜舎に関係しているのかを明らかにした。

5．2．1　「建築基準法・同施行令」での取り扱われ方

（1）畜舎についての緩和規定

　畜舎は、建築基準法としての取り扱いは一般建築物と同様なため、構造計算に使用する

荷重値、各種構造ごとに定められている構造規定、確認申請の届け出、建築面積に応じた

設計者の資格などが全て適用されている。しかし、1987年（昭和62年）以降、畜産関係

者の働きかけが実を結び始めて畜舎の実況が建築関係者にも少し理解されだし、建築基準

法や施行令などのなかに「畜舎」という名称が記されて緩和が適用されるようになってき

た。関係する条項の原文とその内容に一部説明を付けたものを以下に記す。

『法第26条、防火壁』

　延べ面積が1，000㎡を超える建築物は、防火上有効な構i造の防火壁によって有効に区画

し、かつ、各区画の床面積の合計をそれぞれ1，000㎡以内としなければならない。ただし、

次の各号の一に該当する建築物については、この限りでない。

　三　畜舎その他の政令で定める用途に供する建築物で、その周辺地域が農業上の利用に

　　供され、又はこれと同様の状況にあって、その構造及び用途並びに周囲の状況に関し

　　避難上及び延焼防止上支障がないものとして建設大臣が定める基準に適合するもの。

『令第115条の2－2、防火壁の設置を要しない建築物に関する技術的基準等』

　法第26条第三号の政令で定める用途は、畜舎、堆肥舎並びに水産物の増殖場及び養殖

場の上屋とする。

『令114条3一二、建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁』

　その周辺が農業上の利用に供され、又はこれと同様の状況にあって、その構造及び用途

並びに周囲の状況に関し避難上及び延焼防火上支障がないものとして建設大臣が定める基

準に適合する畜舎、堆肥舎並びに水産物の増殖場及び養殖場の上屋。
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『法第84条の2、簡易な構造の建築物に対する制限の緩和』

　壁を有しない自動車車庫、屋根を帆布としたスポーヅの練習場その他の政令で指定する

簡易な構造の建築物又は建築物の部分で、政令で定める基準に適合するものについては、

第22条から第26条まで［屋根、外壁、防火壁など］、第27条第2項［耐火建築物］、第35

条の2［特殊建築物の内装］及び第61条から第64条まで［防火地域の仕様］の規定は、

適用しない。

『二二136条の9、簡易な構造の建築物の指定』

　法第84条の2の規定により政令で指定する簡易な構造の建築物又は建築物の各部分は、

次に掲げるものとする。

　一　壁を有しない建築物その他の建設大臣が高い開放性を有すると認めて指定する構造

　　の建築物又は建築物の各部分であって、次のイから二までのいずれかに該当し、かつ、

　　階数が1で床面積が1，500㎡以内であるもの。

　　二　畜舎、堆肥舎並びに水産物の増殖場及び養殖場

　しかし、上記した畜舎などの名称が記載されている部分は防火関係のみであり、建築構

造や設計用荷重に関する項目には緩和が適用されていない。また、現実の畜舎設計ではこ

れらの緩和規定が理解されず、畜舎内に隔壁は不要となったにも係わらず、建築基準法が

定めている12m間隔に隔壁が設置される事例が未だに見うけられる。

（2）構造計算に関する基準

　畜舎を含む一般建築物の構造計算を行う場合の原則は令82条に定められており、荷重

の作用が想定される数種の状態について、以下に述べる荷重を組み合わせた合計で構造計

算を行うことになっている（表5，1参照）。

①固定荷重（G）、積載荷重（P）

　固定荷重については令第84条に、積載荷重については令第85条に定められており、実

況によることを原則として、基準となる数値表も示されている。しかしこの表で例示され

ている荷重値は、一般建築物の場合でもそのまま適用できる例は少なく、畜舎建築特有の

仕上げ材料や乾草重量などの大部分が実況による数値を採用しなくてはならない。

②積雪荷重（S）

　積雪荷重は令第86条に定められており、建設地の垂直最深積雪量に、一般区域の場合

は19．6N／㎡／cm（2．Okgf／㎡／cm）、多雪区域に指定されている場合は29．4N／㎡／cm（3．Okgf／㎡／

cm）の単位重量を乗じて計算することになっている。多雪区域の指定は、建設大臣が定め

ることになっており、垂直最深積雪量が1m以上の区域が基準となっている。また、屋根

に勾配がある場合は、勾配に応じて、例えば勾配30。以上の場合では0．75を乗じた数値

でよいこととなっている。

　積雪荷重の数値は、建設地の積雪記録をもとにしているが、建築物の供用期間に係わら

ず最大積雪量を採用することになっている。また、多雪区域に指定された場合は長期の同
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討に積雪荷重も加わるため、小さな数値の長期許容応力度をもととした断面算定では柱は

りサイズに大断面で重量のあるものが必要となる。畜舎は多雪区域に指定される積雪寒冷

地に多く、積雪荷重は畜舎構造に大きな影響を与えるため、使用期間の実態に応じた荷重

値の採用が要望されている。

③風圧力（助

　風圧力は令第87条に定められており、強風の観測記録による速度圧に建築物の各部分

に応じた風力係数を乗じて計算するようになっている。速度圧（q）には1934年（昭和9

年）9月の室戸台風の観測記録をもとにした全国一律な計算式（qニ60’・vCE）が定められ

ている。なお、建設大臣が定めた一部の指定区域などでは低減措置が講じられている。こ

の区域指定には、北海道、東北地方、日本海側、瀬戸内海などの各道府県が該当し、海岸

からの距離に応じて最大60％もの低減を採用してもよいことになっている。また、建築

物に隣接して風を有効にさえきる他の建築物や防風林などがある場合は速度圧を1／2まで

低減できることになっているが、畜舎に実際に適用された事例は無い。

　風力係数は風洞実験によって定めることを原則としているが、設計を容易にするため数

種の形状については数値が例示されている。しかし、令87条で示されている風力係数は

一般建築物を対象としているため、建物内部への風の流入はすき間風程度しか考慮されて

いない。また、畜舎のように側壁が全面開放された場合やオーブンリヅジのように棟部に

開放がある場合の例示は無い。このため、畜舎を設計する場合は、令で示されている風力

係数をそのまま適用することはできない。一般区域の畜舎では風圧力によって構造部材が

決定される場合もあるため、畜舎をモデル化した風洞実験を行い、実況にあった風力係数

を求める必要がある。

5．2．2　地方条例および細則の項目

　建築基準法では、構造計算に係わる荷重値の採用方法の中に、多雪区域を定める基準や

風の速度圧を低減できる地域と条件が定められている。さらに、地方の状況に応じて、条

例により制限を附加したり緩和できる項目が以下の原文のように規定されている。

『法第40条、地方公共団体の条例による制限の附加』

　地方公共団体は、その地方の気候若しくは風土の特殊性又は特殊建築物の用途若しくは

規模に因り、この章の規定又はこれに基く命令の規定のみによっては建築物の安全、防火

又は衛生の目的を充分に達し難いと認める場合においては、条例で、建築物の敷地、構造

又は建築設備に関して安全上、防火上又は衛生上必要な制限を附加することができる。

『法論41条、市町村の条例による制限の緩和』

　第6条第1項第四号の区域［都市計画区域ほか］においては、市町村は、土地の状況に

より必要と認める場合においては、建設大臣の承認を得て、条例で、区域を限り、第19
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条［敷地］、第21条第1項及び第2項［大規模建築物の構造］、第28条から第30条まで

［採光、日照ほか］並びに第36条［補足の基準］の規定の全部若しくは一部を適用せず、

又はこれらの規定による制限を緩和することができる。

　建築基準法に定められている地方条例による附加や緩和の実態を把握するため、全国の

地方条例が記載されている「建築地方条例通達集88）」をもとに、各地の建築基準条例お

よび施行細則を調査した。

　地方条例通達集の調査結果は以下のようである。全道府県の地方条例の大部分は一般建

築物に関する基準についての項目であり、細則は工事の際の注意事項や確認申請の手続き

などに関する項目が主であった。調査したうちの地方条例には、多雪区域を県内に持ちな

がら積雪荷重についての地域や数値などが記載されていない県もみられた。また、地方条

例の中に積雪荷重の項目が記載されていたのは北海道のみであった。

　細則の中に積雪荷重を記載している県は、北海道、秋田県、宮城県、岩手県、福島県、

長野県、新潟県、愛知県、石川県、福井県、岐阜県、兵庫県、島根県の13道府県であっ

た。しかし、その中で積雪量まで記載している県は、北海道、秋田県、福島県、愛知県、

石川県、福井県、岐阜県、兵庫県、島根県の9道県のみであった。

　なお、北海道の積雪荷重に関する項目には、特定行政庁の指定区域内に畜舎を建設する

場合の構造計算では、積雪量に係わらず全て常時荷重扱いとする項目がある。北海道の場

合は、他にも構造安全性へ配慮した独自の考え方が条例に組み入れられており、使用年数

の短い畜舎への適用は構造部材数量の増加につながり、畜舎建設費に大きく影響する結果

となっている。

5．2．3　地方条例のアンケート調査

（1）アンケート調査の実施

　一般に入手可能な各都道府県の地方条例通達集による調査では、積雪荷重に関する地域

区分や積雪量などの記載が少なく、また、詳細に記載されていないことが明らかとなった。

そのため建築構造に関するアンケート調査を各都道府県に対して行った。

　アンケート調査の項目は、積雪荷重に関する項目としては、①積雪荷重の区域区分の設

定、②積雪量または積雪荷重値、③屋根勾配の緩和規定の運用、④多雪区域での雪おろし

低減の採用状況、とした。また、風圧力などに関する項目として、⑤速度圧の割増しや低

減の採用状況、⑥建築確認申請を義務づけている条件、などである。送付したアンケート

調査用紙を資料3に示す。アンケー…一一ト用紙の送付先は各都道府県宛1カ所とし、確認申請

を取り扱う最も中心的な土木事務所を選択した。

（2）調査結果、考察

　全国47都道府県の土木事務所に対して県下全体に関するアンケート調査を行った結果、

アンケート用紙の返送数は42道府県、回収率は89．4％であった。アンケート用紙が未回
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収の県は、東京都、千葉県、熊本県、福岡県、佐賀県の5都県である。今回のアンケート

調査は積雪荷重に対する区分や積雪量などを主としており、未回収の5都県については積

雪に関する条例は無いと判断されるため、強く要請を行わなかった。返送されたアンケー

ト調査の積雪荷重に関する区域設定や荷重指導値などの集計結果を表5．2に示す。

①積雪区域の区分

　積雪区域の区分については、一般区域と多雪区域の設置状況についてアンケート調査を

した。県全域が一般区域のみとなっている府県は23であり、未回収の5県も該当すると

判断されるため合計28都府県（59．6％）である。県内に一般区域と多雪区域の指定があ

るものは14道府県（29．8％）、県全域が多雪区域の指定となっているものは秋田県、山形

県、富山県、石川県、福井県の日本海側に位置する5県（10．6％）である。

②積雪荷重の指導値

　積雪荷重の指導値については、地域別の積雪荷重指導値の有無についてアンケート調査

をした。積雪荷重について何らかの指導値が存在するものは、県全域が多雪区域の場合で4

県（4／5）、多雪区域と一般区域が共存する道府県で14（14／14）、一般区域のみの府県で18

（18／28）、合計36道府県（76．6％）である。一般区域と多雪区域が共存する県は、全て

何らかの指導値が存在している。また、県全域が多雪区域に該当するなかで山形県のみは

指導値が無いとの回答であるが、これは雪おろしを前提にしている結果である。

③屋根勾配による積雪荷重の低減

　屋根勾配による積雪荷重の低減については、採用の有無および不採用の条件についてア

ンケート調査をした。屋根勾配を考慮して低減した積雪荷重を採用している県は、県全域

が多雪区域となっている5県全てである（5／5）。多雪区域と一般区域が共存する道府県で

も岐阜県、鳥取県以外の12道府県（12／14）で採用している。また、県全域が積雪量の少

ない一般区域の中でも7県（7／28）が採用している。屋根勾配によって積雪荷重を低減し

ている中には、独自の方式を採用しているものが北海道、岩手県、長野県、新潟県、福井

県、島根県の6道県にあった。

④雪おろしによる低減

　雪おろしによる低減については、県下に一般区域との共存を含めて多雪区域を有する19

道府県について、雪おろし低減の採用状況と条件をアンケート調査した。多雪区域での雪

おろし低減に関する採用の有無と条件の集計結果を表5．3に示す。雪おろし低減を採用

している道府県は青森県の弘前市を含めて12県（63．1％）であり、その他の道府県では

採用されていない。雪おろし低減を採用していない道県における不採用の理由は、雪おろ

しが確実に行われる保証がないが最も多く、雪おろしの習慣が無いなどであった。また、

青森市のように、雪おろしによるトラブル防止のため、雪止めの設置を指導している事例

もある。低減を採用している府県でも、採用できる条件は確実に雪おろしが出来ると考え

られる住宅に限定されるとか、融雪設備が設置してある建築物が主である。唯一、青森県

の弘前市のみ、内部に温度作用がある温室、畜舎などの農業用施設にも適用が許可されて
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いる。

⑤風圧力の増減

　風圧力の増減については、風圧力算出のもととなる速度圧について、地域の実況に応じ

た増減の採用状況をアンケート調査をした。速度圧の増減については、建築基準法の表で

海岸からの距離に応じて低減して良いと県名が記されているものが20道県あり、それ以

外の地方でも低減が採用可能と明記されている。しかし、低減を採用しているとの回答は6

県（12．8％）であり、法で多くの地名が列記されている北海道でも適用されていない。北

海道では、柱はり部材が積雪荷重によって決定され、風圧力による影響が少ないことも関

係していると思われる。割り増しは、台風の通過経路となる沖縄県のみである。

⑥確認申請を要する建築物の条件

　確認申請を要する建築物の条件については、一定規模以上の建築物に必要とする条件以

外に附加される指定の有無についてアンケート調査をした。建築基準法の建築面積による

条件に加えて、知事の指定によって県全域の建築物に確認申請を義務づけている県は秋田

県、岩手県、宮城県の3県であった。その他の44都道府県は知事の指定という条件が付い

ている県もあるが、建築基準法どおりという回答であった。

5．3　建築物荷重指針の荷重

　現行の建築基準法で定めている設計用荷重は、建築物の用途や使用期間などは考慮して

いない。例えば、積雪荷重については地方の状況を考慮した最深積雪量の数値を、風圧力

については室戸台風の観測結果が全国一律に採用されている。最近になって、建物の使用

期間を考慮した再現期間による荷重値を採用した設計規準（「期限付き構造物の設計・施

エマニュアル」89））（日本建築学会）が作られた。この設計規準が対象としている建築物

は、使用期間が1～10年程度と短いものを想定しており、使用期間が2年以上の場合の

荷重には再現期間を考慮するようになっている。積雪荷重については、使用期間の2倍以

上の再現期間における建設地付近の地上年最大積雪深を採用している。また、風圧力は荷

重指針に準じて設定し、設計風速の再現期間は積雪と同様な使用期間の2倍以上とする方

法が採用されている。使用期間に応じて荷重値を定める方法は畜舎の構造計算に好適と考

えられるため、この設計規準も準拠した荷重指針について畜舎への適用を検討した。

5．3．1　建築物荷重指針・同解説の考え方

　期限付き構造物や畜舎のように一般建築物に比べて使用期間が短い建築物では、使用期

間に応じて荷重値を定める方法が好適である。建築物の使用期間に応じて風荷重や積雪荷

重を定めているのは荷重指針37）のみであり、期限付き構造物の設計規準もこの荷重指針

を準用している。

　荷重指針は1975年（昭和50年）に初めて策定され、その後、1981年（昭和56年）に

一　126　一



’v．

一度改訂されている。この時の改訂で風荷重に初めて再現期間の考え方が導入された。し

かし、積雪荷重では建築物の重要度に応じた用途係数が採用されているが、再現期間は考

慮されていない。また、地震荷重については用途係数の適用も無い。また、荷重指針は建

築基準法の下で扱われるため、建築基準法に定められた設計荷重と異なる式を提示してい

ることもあり、建設大臣認定を必要とする特殊建築物の強度確認以外には適用されていな

かった。この1993年（平成5年）に積雪荷重と地震荷重にも再現期間が導入されて、全

体が一定の考え方となった大改訂がなされた。この改訂された荷重指針の考え方の概要は

以下のようになっている。

『荷重指針の基本的な考え方』

　建築物については、社会的・経済的充実度の向上とともに「安全性」だけでなく「使用

性・居住性」に対しても強い関心が注がれるようになってきている。また、価値観の多様

性という時代の風を受けて、建築物へ要求されるレベルは急速に多様化・高度化している。

当然、構造設計手法にも影響はおよび、重要度が要求される公共建築物や簡易建築物とい

った多様な構造性能の要求に応じるべく、設計体系の合理化や設計荷重への関心がたかま

っている。この設計荷重への関心に向けて、今までの特定の推奨値を提示するのではなく、

むしろその背景にある荷重の統計的性質についての信頼性の高い知識、情報をもとに、経

済性、社会性などを考慮した建築物の使用期間に応じた適切な設計荷重が採用されること

を基本としている。

『設計用荷重について』

　このため今回の荷重指針では、各種設計法に対応できるよう、積雪荷重や風荷重などの

各荷重に共通の理念にもとつくできる限り客観的な設計用荷重を提供し、また今後の設計

方法に向けて、許容応力度設計法と限界状態設計法の二つの設計体系を対象とした設計荷

重の設定方法について荷重情報を提供している。

　荷重指針に提示した積雪荷重、風荷重、地震荷重の基本値は、使用期間（耐用期間）の

目安である50年間に50年再現期待値を1回以上超える確率は約0．63、100年再現期待値を1

回以上超える確率は約0．39であること、また、人間の寿命が70～80年であり、最大級の値

として50～100年に一度の値を想定することを一般的な条件と考え、100年再現期待値が採

用されている。

　ここで述べられている「許容応力度設計法」は、設定した荷重にもとづいて構造計算を

行い、各部材の最大応力度が使用材料の許容応力度以下であることを確認する設計方法で

ある。現在の一般的な構造計算はこの方法で行われている。また、「限界状態設計法go》」

は、建築物の日常の使用に耐える限界（「使用限界」という）や崩壊寸前となる限界（「終

局限界」という）について定義し、荷重および強度を評価して限界状態に達しないことを
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確率統計的に条件設定する設計方法である。この設計方法は、荷重や構造強度などの正確

な統計値が必要であり、現在、各種材料ごとの許容応力度のバラヅキや、想定される荷重

の大きさや発生頻度などについて研究が進められている。荷重指針に記載された各種荷重

ごとの概要については「5．3．3畜舎の設計用荷重」で示す。

5．3．2　使用期間と安全度、再現期間

　荷重指針では、荷重の基本値として100年再現期待値を採用した積雪荷重などが提示さ

れている。また、任意の再現期間r年（10趣くr＜200年）に対しても、各地域ごとの誤

差に関する資料も付記されており、その荷重値を求める式が示されている。

　現在の畜舎を含む建築物の構造計算には、許容応力度設計法が採用されている。この場

合は、各荷重値の設計用再現期間を定めて算定を行うため、再現期間における荷重の非超

過確立または超過確立を意識する必要がある。

　畜舎などの建築物の使用期間をr。年とし、ある荷重強さQrを決定するための設計用再

現期間をr年とする。このことは、Qrを超える荷重が平均的にr年ごとに生じると解釈

できる。逆にいえば、任意の1年間にQrを超えない確率（非超過確率）は、1一一1／rとな

る。したがって、ru年間にわたって荷重がQrを超えない確率は（5－1）式で表される。

　Ps　＝　（1一一11r）ru

ここに、Ps＝安全度（×100、％）

　　　　r：再現期間（年）

　　　　ru：使用期間（年）

・・・・・・・・・・・… @（5－1）

つまり、このPsは、建築物の使用期間中に発生する独立な荷重が設計荷重を超えない確

率となり、1一一p。が、設計荷重を少なくとも1回超える確率（超過確率）となる。

このp。を％で表した数値が安全度と呼ばれている。安全度を50、60、70％とした場合の

使用期間と安全度による再現期間の関係を表5．4に示す。

5．3．3　畜舎の設計用荷重

（1）積雪荷重

　荷重指針における積雪荷重の求め方は設計者の判断が重要視されており、屋根上積雪荷

重を制御するか否かを定めた後に、建設地点の地上積雪状況を考慮し、次に建築物の規模

や形状に応じて屋根形状係数を求め、屋根上積雪荷重を算定する手順で構成されている。

この積雪荷重の求め方は現行の建築基準法とは大きく異なり、屋根上積雪を地上積雪とは

異なった数値として扱うようになっている。また、屋根上の積雪荷重を何らかの方法で制

御する場合には最大7日間の積雪増分を考慮すれば良く、短期間の積雪状況をより適切に
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評価できるようになっている。畜舎の設計でも、畜舎内部に飼育される家畜の発熱により

屋根面の温度が比較的高くなり、屋根雪の滑落が充分見込まれるため、7日増分積雪深を

採用することが可能と判断される。

　地上積雪量から屋根上積雪量を評価する方法は、建築物の規模や形状および気温、風向、

風速によって大きく変化することが解明されている。荷重指針では、基本的な屋根形状に

対して1～2月の冬季平均風速に応じた屋根形状係数を定め、その係数を地上積雪荷重に

乗じて屋根上積雪荷重を評価する方法を採用している（図5．1参照）。

　荷重指針の式を整理した各種再現期間を考慮した場合の積雪荷重の求め方と、現行の積

雪荷重の求め方を以下に示す。なお雪の密度については、荷重指針では（5－2）式のよう

に、比較的長期的な再現期間を対象とした式が示されている。

p＝　73ptRs　＋　2．40 ・・…
@　e・’’’’’”（5－2）

　しかし、畜舎の場合は正味7日程度の積雪期間と考えられるため、再現期間に係わらず

225N／㎡／cm（2．3kgf／㎡／cm）を採用することが適当と判断される78）’79）。荷重指針をもと

とした屋根上積雪荷重の算定方法を（5－3）式に、建築基準法による積雪荷重の算定方法

を（5－6）式に示す。

①荷重指針をもとにした屋根上積雪荷重の算定方法。

　　　　　　S＝dor　xRs　xub　xp

　　　　　　　8：屋根上積雪荷重（kgf／㎡）

　　　　　　　do7：最大7日増分の基本地上積雪深（cm）

　　　　　　　R、：再現期間（r）に対する換算係数

・・・・・・・・・・・… @（5－3）

μδ：屋根形状係数（1～2月の平均風速より算出）

p：雪の密度（・＝2．3kgf／㎡／cm）

この式中にある再現期間換算係数（R、）は以下の式で求めるようになっている。

dor　1　O．7　m　Rs　＝　O．40　十　O．13　ln　（r）

do7　〈　O．7　m　Rs　＝　O．22　十　O．17　tn　（r）

r：任意の再現期間

・・・・・・・・・・・…@　（54）

・・・・・・・・・・・… @（5－5）

②建築基準法による積雪荷重の算定方法。

　　　　　　S＝dxp
　　　　　　　S：地上積雪荷重（kgf／㎡）

　　　　　　　d：地上の垂直最深積雪量（cm）

・・・・・・・・・・・…
@　（5－6）
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p：雪の密度（一般区域2．0、多雪区域3．O　kgf／㎡／cm）

（2）風荷重

　荷重指針の風荷重には、風の乱れによる影響（ガスト影響係数）の採用方法により異な

る算定法1と算定法IIの2通りの基本式と、屋根の高さが15　m以下で建物形状が特殊で

ない建築物用に略算式で示されている簡便法がある。畜舎の設計では、建築面積は大きな

ものもあるが低層建築物であり、複雑な基本式の計算はなじまないこともあり、簡便法に

よることが適当と判断される。

　荷重指針の簡便法は、一般住宅地を想定した地表面粗度区分IIIの場合で再現期間50年

をもととしている。しかし、畜舎の設計では、地表面粗度区分については、畜舎が多く建

設される比較的開けた草原などを想定した粗度区分IIとした場合が適当である（表5，2

参照）。また、再現期間についても、荷重指針に記載されている基本風速マヅプがそのま

ま扱えるように再現期間100年を規準とした場合が適当である。このため、ガスト影響係

数も考慮して両者を盛り込んだ速度圧の式を導き直した。

　荷重指針の簡便法をもとに、粗度区分や再現期間を考慮して導いた速度圧算定方法を

（5－7）式に、建築基準法による速度圧の算定方法を（5－9）式に示す。風荷重は、これら

の速度圧に風力係数と当該部分の見付け面積を乗じて求められる。また、荷重指針に記載

されている全国的な基本風速マップを図5．2に、地表面粗度区分と地域の状況を表5．5

に示す。

①簡便法より導いた速度圧の算定方法。

　　　　　q＝　O．055　×　（Rw　×　Uo）2　×HO’‘　・e・・・・・・・・・…　（5－7）

　　　　　　　q：速度圧（kgf／㎡）

　　　　　　Rw：再現期間換算係数

　　　　　　σo：基本風速（m／s）。地表面粗度区分IIの地上10　mにおける10分間

　　　　　　　　　　　　　　　　　平均風速の100年再現期待値。

　　　　　　　H：屋根の平均高さ（m），なお、5m以下の場合は5mとする。

この野中にある再現期間換算係数（R。）は以下の式で求めるようになっている。

Rw　＝　O．54　十　O．1　tn　（r）

r：任意の再現期間

・・・・・・・・・・・… @（5－8）

②建築基準法による速度圧の算定方法。

　　　　　q＝　60　Vi6

　　　　　　　q：速度圧（kgf／㎡）

・・・・・・・・・・・…
@　（5－9）
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h：軒高または屋根の平均高さ（m）

（3）地震荷重

　荷重指針における地震荷重の算出方法は複雑で、建設地ごとに多くの資料を必要とする

ため、畜舎の設計には不適と考えられる。しかし、畜舎といえども突然発生する地震に対

しては事前に対処ができない。なお、畜舎は平屋建築が多く、柱はり部材の決定が地震荷

重であっても風荷重も近い数値となっている。このため、再現期間に対する考慮は無いが、

使用期間に係わらず現行の地震荷重算定方法を採用することが適当と判断される。建築基

準法による地震荷重の算定方法を（5－10）式に示す。

建築基準法による地震荷重の算定方法。

　　　　Qi＝　Ci×　17Vi　・一一一　（Zx　Rt×Ai×　C　o）　×　Wi　・・・・…　e・・・…（s－lo）

　　　　　　Qi：地上部分i層の地震荷重（kgf）

　　　　　　Oi：i層の地震淫せん断力係数

　　　　　　泌：ゴ層から上の合計重量。一般区域では固定荷重と積載荷重、多雪

　　　　　　　　　区域ではさらに積雪荷重も含む。（kgf）

　　　　　　　Z：建設地域の地震発生程度を考慮した地震地域係数（1．0～0．7）

　　　　　　Rt：建設地の地盤と建物周期を考慮した振動特性係数

　　　　　　ん：建物高さ方向への層せん断力係数の分布を示す係数（平屋はユ．0）

　　　　　　Oo：標準せん断力係数（通常0．2以上、軟弱地盤の場合O．3以上）

5．4　畜舎の構造計算

　今まで述べた荷重指針より導いた畜舎設計用の荷重算定方法をもとに、多雪区域や一般

区域の数カ所に畜舎を建設した場合の構造計算（以下、「畜舎設計」という）を行った。

また、現行建築基準法の荷重計算方法による構造計算（以下、「現行設計」という）も同

様に行い、それぞれの設計対象とした地区での荷重値や構造部材数量、積算価格について

比較と検討をした。さらに、導いた荷重算定方法による構造部材低減の効果を考察し、今

後に残された風荷重の問題点について検討した。

5．4．1　構造計算

（1）設計畜舎の概要

　構造計算を行う畜舎の構造種類は、鉄骨構造と木構造の2種とした。鉄骨構造の間ロサ

イズは、繋ぎ牛舎を想定した12mと、フリーストール牛舎や肥育牛舎を想定した15　mお

よび25mの3種類とした。木造の間ロサイズは繋ぎ牛舎を想定した12　mの1種類とした。

畜舎寸法は構造や間口に係わらず全て共通とし、桁行き方向の寸法は52．8m、軒高は3．8

m、屋根勾配は3／10とした。鉄骨構造畜舎の架構形式を図5．3に、木構造畜舎の架構形
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式を図5．4に示す。鉄骨構造の柱はりフレーム間隔は4．8mとし、屋根構面には小ばり

やサブビームを設け、間口に応じて小ばり間隔を調整した。木造の場合は、柱とトラスの

主フレーム間隔を2．4mとし、主フレームの途中に中間トラス構面を配置し、屋根構面は

母屋部材のみとした。

　荷重を比較するための設計対象地区は、畜産が盛んな地区のうちより多雪区域を2カ所、

一般区域を4カ所の合計6地区を設定した。設定した6地区とそれぞれの選択条件および

区域に応じた仕上げ概要を以下に示す。

『設計対象地区』

　1）多雪区域に該当する地区、2カ所

　　　　①帯　広：北海道（畜産が盛んな多雪区域の一般的な地域例）

　　　　②十日町：新潟県（畜産が盛んな地区における最高積雪深の地域）

　2）一般区域に該当する地区、4カ所

　　　　①別　海：北海道（畜産が盛んで積雪深が多雪区域に近い地域例）

　　　　②枕　崎：鹿児島県（畜産が盛んな地区での最高風速の地域）

　　　　③都城：宮崎県（畜産が盛んで雪の少ない一般的な地域例）

　　　　④水　戸：千葉県（畜産が盛んで雪の少ない一般的な地域例）

『仕上げ概要』

　1）屋根面：　多雪区域の場合：長尺丸波鋼板（畜舎用断熱仕様品）

　　　　　　　　　　　　　　　（天井面は小屋組表しのままとする。）

　　　　　　　一般区域の場合：スレート波板（断熱仕様品）

　　　　　　　　　　　　　　　（天井面は小屋組表しのままとする。）

　2）壁　面：　多雪区域の場合：角波カラー鋼板

　　　　　　　　　　　　　　　（内壁面は軸組表しとし、一部合板張りとする。）

　　　　　　　一般区域の場合：スレート波板

　　　　　　　　　　　　　　　（内壁面は軸組表しとし、一部合板張りとする。）

（2）設計条件

　畜舎設計の場合は再現期間10～50年前おける荷重値を求めた。また、現行設計の場合

は定められた荷重を求め、それぞれの場合について許容応力度設計法による構造計算を行

った。なお、現行設計で定められている地震時の層間変形角に関する制限は、軽徴な仕上

げ状況と考えて最小値のδ／h＝1／120とし、畜舎設計の場合もδ／．h＝1／80程度を参考と

して採用した。建築基準法で定められた構造計算を行う場合の各種荷重の組み合わせを表

5．1に示す。また、鉄骨構造と木構造における各種設計条件を表5．6に示す。なお、使

用材料は、鉄骨構造の場合はSS400、木構造の場合はつが材とした。
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①固定荷重、積載荷重

　固定荷重は実況による数値を採用し、積載荷重は無いものとした。多雪区域と一般区域

における固定荷重を以下に示す。

1）屋根面固定荷重

　a＞多雪区域の場合

　　　主要骨組自重392N／㎡
　　　二次部材自重　98〃
　　　仕上げ　重　　49〃
　　　　　　　　　　539　N／m2　（55kgf／m2）

2）壁面固定荷重

　a）多雪区域の場合

　　　主要骨組自重147N／㎡
　　　仕上げ自重　　49〃

b）一般区域の場合

　　主要骨組自重196N／㎡
　　二次部材自重　49　〃

　　仕上げ　重　245　〃
490　N／　m2　（so　kgf／　m2　）

b）一般区域の場合

　　主要骨組自重147N／㎡
　　仕上げ自重　　245　〃

　　　　　　　　　　　　196　N／m2　（20kgf／m2）　392　N／m2　（40kgf／m2）

②積雪荷重

　設計対象とした6地区についての、畜舎設計で基本となる荷重指針に示されている7日

増分積雪深の数値、調査した1～2月の冬季間平均風速とそれによって得られた屋根形状

係数、および現行設計の垂直最深積雪量などの各種設計条件を表5．7に示す。なお、畜

舎設計の計算式は（5－3）式を、現行設計の計算式は（5－6）式を使用した。

③風荷重

　設計対象とした6カ所の基本風速は、荷重指針の基本風速マップより決定した（図5，

2、表5．7参照）。風荷重の計算で使用する風力係数は、畜舎設計の場合は荷重指針に

示されている風力係数を、現行設計の場合は法言87条で示されているものを使用した。

畜舎設計と現行設計で使用した風力係数を図5．5に示す。なお、畜舎設計で使用した荷

重指針の風力係数は、妻面付近（妻面から6m程度まで）と中央部分とでは数値が異なる

ため分けて記載した。また、荷重指針の構造骨組用の風力係数は、外圧が表記されており、

内圧は外装材用として示されている数値を基に壁面のすき間を考慮して決定するようにな

っている。畜舎設計の場合は、一般建築物以上に換気用などのすき間が多いことを考慮し、

荷重指針で示されている数値（一〇．3）より少し大きい一〇．4を内圧として採用し、外圧

と合計して構造骨組用の風力係数を定めた。なお、畜舎設計の計算式は（5－7）式を、現

行設計の計算式は（5。9）式を使用した。

④地震荷重

　地震荷重の計算式は（5－10）式を使用した。なお、今回の設計では標準せん断力係数は0．2

とした。また、それぞれの設計対象地区における地盤状況が不明なため、振動特性係数は

考慮せず、設計対象地区が該当する地震地域係数のみを考慮した。それぞれの設計対象地

区の地震地域係数を表5．7に示す。
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（3）設計用荷重の比較

　多雪区域と一般区域の合計6カ所の設計対象地区について、畜舎設計の場合は10～50年

の5種類の再現期間での積雪荷重と速度圧を、また現行設計の場合は法で定めている式に

よる荷重を計算した。それぞれの設計対象地区における積雪荷重および速度圧の設計用荷

重をまとめたものを表5．8に示す。なお、話中には現行設計の荷重に対する畜舎設計の

荷重の比率も示した。現行設計に対する畜舎設計の荷重比較は、畜舎の現状の使用年数と

同様な20～30年程度の再現期間について検討した。比較検討の内容は以下に記すが、畜舎

設計を採用することにより、設計用荷重は現行設計に対して大幅に低減されることが確認

された。

①積雪荷重

　多雪区域に限らず、一般区域も含んだ積雪量の多い地区では畜舎設計による荷重が著し

く減少している。低減の程度は、一般地区の温暖な枕崎と都城の2地区を除いた4地区で、

現行設計に対して40～50％程度の数値となっている。温暖な枕崎と都城の2地区でも、現

行設計と同値か10％程度の低減は見込める結果となっている。

　畜舎設計を用いることにより積雪荷重が低減した要因は、①積雪量に7日増分積雪深を

用いたこと、②地上積雪ではなく、屋根上積雪を対象としたこと、③設計式に再現期間を

考慮した変数を組み入れたこと、などの結果である。この畜舎設計の荷重計算式は畜舎を

低コスト化するために有効なものになると確信される。なお、一般区域の温暖地区におい

て畜舎設計が現行設計と近い数値となった原因は、温暖地域では降雪状況が1～2日程度と

継続期間が短く、最大積雪深と7日増分積雪深が同値となっているためである。また、枕

崎で畜舎設計がやや大きな数値となった原因は、温暖地区にも係わらず鹿児島県にはかな

りの積雪が生じる観測結果が荷重指針に盛り込まれているためである。

②速度圧

　現行設計の全国一律の速度圧に対して、各地区の基本風速をもとにした畜舎設計の速度

圧の比率は、積雪荷重と同様に低減された傾向を示している。低減の程度は、枕崎と都城

の2地区以外の4地区では、現行設計に対して30～50％程度の数値となっている。また、

日本海側の十日町では、台風の影響が少ないためか特に基本風速が小さな値となり、低減

は60％程度にもなっている。

　枕崎と都城の2地区については、都城では20％程度の減少は見込めるが、枕崎の場合

は台風の主要通過地点のため基本風速が大きく、現行設計より10％以上も大きな荷重と

なっている。これより、畜舎設計を用いることにより速度圧が現行設計の値以下となる基

本風速は40m／s㏄程度と考えられる。基本風速マヅブでは、40　m／sec以上となる地区は

鹿児島先端部、四国の下部、千葉県東端部、北海道西端部と限られる。このため、風荷重

についても畜舎設計の計算式は畜舎低コスト化に有効であると判断される。

5．4．2　構造計算の概要、結果

一134一

　
懸

　
　
鞠

霞
頁
山
襲



x

回劣’，r

　鉄骨構造および木構造とも、前節で示したそれぞれの架構形式について、各部分に鉛直

荷重および水平荷重を作用させた場合の応力を剛性マトリックス法で解いた（図5．3、

図5．4参照）。得られた各種応力状態の組み合わせのうちで最大応力となる数値につい

て断面算定を行い、必要最小部材断面を求めた。断面算定の方法は、鉄骨構造の場合は「鋼

構造設計規準・同解説47）」に、木構造の場合は「木質構造設計規準・同解説91）」に準拠

した。

　鉄骨構造の間ロサイズ3種類、木構造の誌面サイズ1種類、設計対象地区は合計6地区

の条件について、畜舎設計の場合は再現期間5種類を組み合わせた構造計算を行った。構

造計算を行った数は、畜舎設計の計算数120事例、現行設計の計算数24事例、総合計数144

事例である。構造計算により決定された再現期間を考慮した畜舎設計と、現行設計による

鉄骨構造畜舎の構造部材リストのうち、面出サイズ15mの場合と間ロサイズ25　mの一部

をその決定要因と併せて表5，9に示す。なお、強風地区の枕崎については、風力係数が

異なる中央部分と妻面付近の両方を示した。また、同様に木構造畜舎の構造部材リストの

一部を表5．10に示す。構造部材への影響が大きい積雪荷重の多雪区域と一般区域におけ

る部材決定要因の概要は以下のようである。

①多雪区域

　柱はり主要部材の決定要因は、畜舎の間ロサイズが比較的大きいため鉛直荷重が支配的

であり、すべての場合が長期応力（G＋0！70S）で決定された。再現期間による部材の

変化は20年または30年付近が境界となり、その前後で部材が変化する傾向が見られる。

また、間ロサイズが広がるにつれて鉛直荷重の影響が大きくなり、部材の変化が顕著とな

っている。

　二次部材は、母屋の場合は長期応力（G＋0．70S）で断面が決定している。しかし、

胴縁の場合は、風荷重の影響により短期暴風時が決定要因となった。部材の変化は、母屋

については多少見られるが、胴縁の変化はほとんど見られない。

②一般区域

　柱はり主要部材の決定要因は、やや積雪量の多い別海では短期の積雪時応力（G＋8）

となったが、再現期間による部材の大きな変化は見られない。その他の一般区域の水戸、

枕崎、都城地区では、再現期間によって積雪荷重は変化している。しかし、その値が小さ

いために部材が変化するまでには至らず、荷重低減の影響はほとんど見られない。なお、

畜舎設計の風力係数は油土付近と中央部分で数値が異なが、枕崎以外にはその影響は見ら

れない（図5．5．参照）。強風の枕崎では、風荷重の大きな箇所となる画面付近の部材が

全て現行設計以上となった（表5。9（2）．参照）。特に基本風速の大きな場所に畜舎を建

設する場合には、従来の建物全体に同一部材を使用するという方法に限らず、妻面付近と

中央部分で異なった部材設定とする方法も検討する必要がある。

　二次部材は、母屋の場合は全て短期の積雪時（G＋8）で断面が決定している。しかし、

主要部材と同様に再現期間によって部材断面が変化するまでの影響は見られない。胴縁の
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場合は短期の暴風時（G＋助で断面が決定しており、基本風速35m／sec付近の地区で

は再現期間による部材の変化が見られるが、その他の地区ではほぼ一定部材となっている。

5．4。3　構造部材の数量

　鉄骨構造と木構造について、構造計算で得られた各設計対象地区の主要部材と二次部材

の単位フレーム当たりの重量を求めた。そして単位面積当たりの部材数量として整理した。

再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による鉄骨構造の構造部材数量を表5．11に示す。

また、同様に木構造畜舎の構造部材数量を表5．12に示す。なお、強風地域では妻面付近

と中央部分で使用する構造部材が異なるが、ここでは畜舎全体への影響が大きい中央部分

について検討した。現行設計に対して、再現期間を考慮した畜舎設計による部材数量の変

化は以下のようである。

①鉄骨構造

　多雪区域の場合では、再現期間20～30年の付近で25～30％程度の低減となっており、

間ロサイズに係わらず畜舎設計による低減の効果が顕著に見られる。主要部材と二次部材

とで低減程度に相違は少なく、二次部材においても母屋部材の減量による積雪荷重低減の

効果が大きく現れている。部材の低減比率が荷重の低減比率より小さな数値となった要因

は、断面算定で使用する部材の既製サイズの飛びが大きく影響していると考えられる。

　一般区域の場合では、再現期間20～30年の付近で10～15％程度の畜舎設計による低

減の効果が見られる。なお・一般区域の積雪荷重は少さな数値であり・また、基本風速は

大きくとも風荷重としての数値が小さいため、荷重の変化が部材断面の変更にまで及ぼす

程度が少なくなっている。主要部材と二次部材との低減程度には大きな開きがあり、主要

部材には荷重低減の効果が見られる。しかし、二次部材には部材が変化するほどの影響は

無く、低減の効果はほとんど見られない。これは、屋根面の大きい畜舎の場合の二次部材

は母屋が支配的であり、母屋部材が積雪荷重で決定するため、一般区域では影響が少ない

ためである。

②木構造

　多雪区域の場合では、再現期間20～30年の付近で25～30％程度の低減となっており、

畜舎設計による低減の効果が見られる。なお、今回の部材決定は応力度による必要断面の

みを考慮して行い、部材間の調整は省略した。そのため、木構造でトラス架構とした場合

などでは各部高間の納まり調整のために使用部材が大きなものとなり、低減程度はこの半

分以下の10％程度となることが予想される。

　一般区域の場合は、ほとんど低減が見られない場合が多く、なかには現行設計以上の数

値となる場合もある。これは、モデル架構の軒高さを、鉄骨構造と同値の一般の木構造畜

舎以上に高いものとしたため、部材決定がかなり不利な条件となったためと考えられる。

木構造を採用する場合は、建設地区の環境、荷重条件を十分考慮し、部材が最小限となる

軒高なども含めた架構方法を検討する必要がある。
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③積雪条件による相違

　同一架構形式における積雪条件による相違について、一般区域と多雪区域の部材数量を

比較した。鉄骨構造における間ロサイズ12mと15　mの場合では、一般区域に対して多雪

区域では1．6倍程度も部材数量が多くなる。また、間ロサイズが25mの場合では2倍以

上にもなっている。多雪区域では積雪による鉛直荷重の影響が大きいため、飼槽や牛床の

間に支障の無い範囲で支持柱を入れることが低コスト化に向けた架構形式と考えられる。

木構造においても、部材数量の比率はほぼ同様な傾向が見られる。

5．4．4　積算比較

　実際の畜舎建設価格では、使用部材の種類などによっても価格が異なり、部材重量とは

少し異なった傾向が見られる場合もある。このため、主要部材や二次部材の構造部材数量

をもとに、鉄骨構造と木構造について積算を行い、設計方法による価格の変化を検討した。

（1＞積算方法

　各設計対象地区における各種材料ごとの価格設定の内訳を表5．13に示す。なお、各材

料などの価格は、「積算資料92｝」に記載されている各種材料の価格および工賃を基準とし

た。価格設定の方法は、設計対象地区における材料価格や工賃価格を組み合わせたもので

あるが、その基準となる算出根拠の詳細を以下に示す。

『鉄骨構造』

①主要部材の条件

　ア）鋼材費はサイズによっても異なるため、設計対象地区での標準的な部材サイズとし

　　てH－300×150の価格を採用した。

　イ）高力ボルトの材料費は、主要鋼材に対して60本／tonf程度とした。また普通ボルト

　　の材料費は主要鋼材に対して15本／tonf程度とした。

　ウ）工場加工費は倉庫相当の作業量の価格を見込んだ。

　エ）現場組立費は、高力ボルト締めは主要鋼材に対して60本／tonf程度とした。また普

　　通ボルト締めは同じく15本／tonf程度とした。

　オ）その他の現場労務費として、工事人賃金、機械使用料を見込んだ。

②二次部材の条件

　ア）材料費はリヅプ溝形鋼を採用し、普通ボルトとして部材量に対して75本／tonf程度

　　を見込んだ。

　イ）現場組立費は部材の板厚によって人工係数を調整し、板厚1．6mmの場合は賃金x　5

　　とし、さらに1．16の係数も乗じた。板厚2．3・mm以上の場合は賃金×4とし、係数1．16

　　を乗じたものとした。

『木構造』

①主要部材の条件

一137一



　　ア）木材は米つがおよび米松相当とし、それらの価格は正角と平角の平均的な価格を採

　　　用した。

　　イ）労務費は大工手間が3．7人／m3、手元手間が0．55人／m3とし、下請け経費として

　　　1．15を乗じたものを基本とし、釘や金物代としてその金額に更に1．015を乗じた。

　②二次部材の条件

　　ア）部材は米つが相当とし、価格は平割の平均的な数値を採用した。

　　イ）労務費は大工手間が7．7人／m3、手元手間が1．1人／m3とし、下請け経費として1．15

　　　を乗じたものを採用した。

（2）畜舎構造価格の比較

　鉄骨構造と木構造について、前節で求めた主要部材と二次部材の数量に、それぞれの材

料価格と労賃価格を加味した合計価格を乗じて単位面積当たりの積算金額を求めた。再現

期間を考慮した畜舎設計と現行設計による鉄骨構造畜舎の構造積算金額を表5．14に示す。

また、同様に木構造畜舎の構造積算金額を表5．15に示す。

　現行設計に対する畜舎設計の単位面積当たりの金額比率は、概ね部材数量の変化と同様

な傾向を示した。これは、主要な変動因子である二次部材の数量が全体数量の20％以下

であり、二次部材の積算価格が検討時ではあまり高額ではなかったことも影響している。

内容としては、畜舎設計を用いた場合は再現期間20～30年の付近で多雪区域では25～

30％程度、一般区域でも10～15％程度の低減となっている。

5．4．5　風荷重に関する検討

　畜舎設計を採用した場合は、畜舎が比較的間ロサイズが大きな構造でもあるため、多雪

区域において特に優位さが現れている。しかし、一般区域では荷重は低減するものの部材

の変化まで及ぶほどではなく、現行設計に対する優位さは小さなものとなっている。

　一般区域での部材決定要因は、今回の畜舎仕上げをスレートとしたこともあり地震時の

場合も見られた。しかし、最近多く使用されているガルバリウム鋼飯仕上げの畜舎の場合

や基本風速が大きな場合は暴風時で決定されることとなる。

　今回の設計で使用した風力係数は、一般建築物用のすき間の少ないものであるが、実際

の畜舎では寒冷地や温暖地を問わず開放畜舎が多く見られる様になってきている。この場

合の風力係数は、壁面に作用する水平力が無くなるため畜舎全体の水平力が小さなものと

なり、屋根面への吹き上げ力が支配的となることが予想される。このため、風の水平力の

低下による構造部材数量の更なる低減が見込まれることもあり、開放畜舎の風力係数を早

急に求める必要がある。

　なお、風荷重で部材が決定される場合には、使用部材サイズが一般建築物に比べて小さ

なものが多いためフレーム剛性も低くなり、風の不規則振動による疲労が心配されること

にもなる。風による疲労の影響を最も受けやすい柱はり溶接接合部について、疲労載荷実

験を行った結果の載荷応力度範囲で整理した疲労曲線を図5．6に示す。また、同様に材
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料の許容応力度と載荷応力度の比率で整理した疲労曲線を図5．7に示す93〕’94）。畜舎の

場合は、材料の許容応力度一杯まで使用した許容応力度設計が行われるため、材料の降伏

応力度を振幅とした一定両振り疲労でのはりフランジの破断回数は500回程度となること

が予想される（図5．7参照）。強風の発生頻度や平均風速については建築関係でも研究

が進められている途中であり定かではないが、一回の台風における最大風速の継続時間は

概ね30分程度で、降伏応力度相当振幅の強風を受ける回数は20回程度となるのではない

かと言われている95）’96）。大きな台風の襲来が毎年1回来ると仮定すると、畜舎の想定

使用年数20年に対して　20回／年X20年＝・400回　とはりフランジ破断回数に近い結果

となる。これは建築関係の高層建築物での再現期間500年といった大きな暴風時の継続時

間に関する資料によるものであり、ただちに危険となることはないが充分な注意が必要で

ある。

5．5　まとめ

　畜舎の建設コストを低減化するため、特に影響が大きい構造部材数量を減じさせる検討

を行った。このため、建築基準法に関する取り扱われ方および構造計算に関係する基準を

調べた。また、地方条例に関してアンケート調査を行い、積雪荷重などに関する現状の指

導状況を確認した。さらに、再現期間を考慮して荷重を決定する荷重指針をもとに、畜舎

設計用の荷重計算方法を導いた。この畜舎設計と建築基準法による現行設計を用いて、多

雪区域2カ所、一般区域4カ所の畜舎の構造計算を行い、荷重や部材数量、積算価格につい

て、畜舎設計の有効性を検討した。結果は以下のように要約される。

5．5．1　建築基準法と畜舎の関係

①建築基準法に「畜舎」の名称が記載されているのは、防火壁、隔壁の防火関係のみであ

　る。

②建築地方条例通達集には、積雪などの荷重に関する記載はほとんど見られない。施行細

　則の中に積雪荷重の記載がある道府県は13あるが、積雪量までの記載は9県である。

③多雪区域を有する道府県では、山形県の特殊例を除き、全ての道県に積雪荷重の指導値

　がある。

④屋根勾配による積雪荷重の低減は、多雪区域を有する17の道県で採用されており、一般

　区域のみの県でも7県が採用している。

⑤雪おろし低減の採用は、多雪区域を有する19県中の12府県（63．1％）が採用している。

　しかし、適用は住宅などに限定されている。青森県弘前市では畜舎にも採用されている。

⑥風圧力の低減を採用しているのは6県（12，8％）のみである。

5．5．2　畜舎の構造計算
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①荷重指針に準じて再現期間を考慮した畜舎設計は、積雪荷重では7日増分積雪深の採用、

　屋根雪の別途考慮により、また速度圧では各地の基本風速の採用により、畜舎の構造部

　材数量の低減化に非常に有効である。

②畜舎設計による積雪荷重は、積雪の多い地区では現行設計に比べて40～50％程度も低減

　する。一般区域では影響がやや少なく10％以下の低減である。

③畜舎設計による速度圧は、現行設計に比べて30～50％程度も低減し、日本海側では特

　に大きな低減率となる。しかし、基本風速が40m／sec以上となる鹿児島県先端、四国の

　下部、千葉県先端、北海道西端では現行設計以上の数値となる。

④畜舎設計を用いた場合の鉄骨部材数量の低減は、多雪区域で25～30％程度である。荷

　重変化より小さな低減率となった要因は、構造計算での既製部材の飛びの影響と考えら

　れる。また、一般区域での鉄骨構造部材の低減は、荷重の値が小さいために大きな部材

　変更とはならず低減率は10～15％程度である。

⑤木構造部材数量の低減は、多雪区域での断面計算結果では25～30％程度の低減となる。

　しかし、実際の部材調整を考慮した低減は10％程度になると考えられる。一般区域で

　の木構造には、軒高を少し高くしたため低減の効果が見られず、現行設計以上となる場

　合もある。

⑥一般区域に対する多雪区域の鉄骨部材量の比率は、スパン15m程度までは1．6倍程度、

　25mを1スパンとした場合では2倍以上にもなる。

⑦価格を設定した積算比較結果は部材比較と同様な傾向となった。これは、主要変動因子

　である二次部材の数量が少なく、また、検討時の積算価格があまり高額でなかったため

　と考えられる。

⑧柱はり部材は、積雪荷重が組み合わされた荷重条件で決定する場合が多い。また、母屋

　は積雪荷重で、胴縁は風荷重によって部材が決定する。

⑨特に強風地域では、妻面付近の風力係数が中央部分と大きく異なるため、柱はりの断面

　が場所によって相違する場合がある。また、畜舎はフレーム剛性が低いため、風による

　柱はり接合部の疲労に注意する必要もある。

一　140　一

懸難響纈羅



表5．1　構造計算を行う場合の各種荷重の組み合わせ

荷重の種類
荷重を想定

ｷる状態
一般区域の場合 多雪区域の場合

長期の荷重 常　時 G十P 0＋P＋0．708

短期の荷重
積雪時 σ十P十8 σ十P十s

暴風時 σ＋P＋1び
θ＋P＋0355＋〃’

σ十P十〃P

地震時 σ＋P十κ σ＋P＋0．35S＋κ

σ：固定荷重、P：積載荷重、　S：積雪荷重、　W：風荷重、　K：地震荷重

表5．3　多雪区域を有する地域の雪おろし低減に関する採用の有無と条件の集計結果

地　域 採用の有無 雪おろし低減の採用に関する条件

北海道 X 雪おろしが行われる保証がない
青森市 X トラブル防止のため、雪止めの設置を指導している

弘前市 ○ 1．雪おろしが実施できる専用住宅

Q．内部の温度作用がある温室、畜舎等農業用施設
秋田県 ○ 住宅のみ

岩手県 ○ 常時住居人がいる住宅に限る

宮城県 ○ 予備電源を設けた融雪装置を設置した場合に限る

山形県 ○ すべての建築物について採用

福島県 ○ 階数が程度で、雪よけの空地があり、屋根等に上がる設備がある

群馬県 X
甲

長野県 ○ 条件つきで採用

新潟県 ○ 常に雪おろしができる環境である

富山県 X
石川県 X 「どか雪」のため、雪おろしの対応が困難

福井県 ○ 屋根部分に上がり、雪おろしができる設備が必要

岐阜県 X 雪おろしが行われる保証がない

滋賀県 ○ ある一定規模により、区分している

京都府 ○ 確実に雪おろしができる場合のみ

兵庫県 ○ 採用されているが、事例がない

島根県 × 雪おろしを行う習慣がない

鳥取県 ×

表5．4　使用期間と安全度による再現期間

使用期間（年）安全度
i％） 5 10 15 20

50 15 22 30

60 （22） 30 （43）

70 15 30 43 57

（　）は近似値を示す。
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表5．2 積雪荷重に関する区域設定や荷重指導値と低減採用の条件、および

速度圧の増減指導、建築確認の必要条件に関するアンケート集計結果

地
　
域
地　区

積雪荷重に

ﾖする区域

ﾝ定の内訳

積　雪

w導値
ﾌ有無

屋根勾配

ﾉよる低減

@の採用

雪おろし低減

ﾌ採用と条件

　速度圧の

搆ｸに関する

@指導内容

確認申請を

K要とする

囃z条件
北海道 一般、多雪地域 資料あり 採用（独自） 知事の齪、膜基準法とおり

青森（青森市） 多雪地域 資料あり 騨の齪、建築基準法どおり

青森（弘前市） 多雪地域 資料あり 採　用 専三宅・鹸専用澱 短事の齪、建築基準法どおり

青森（八戸市） 一般地域 資料あり 採　用 購の齪、建築基難どおり

北
海
道
・
東
北

秋　田 多雪地域 採　用 住宅のみ 低速を採用 県内蜘糠の齪｝

岩　手 一般、多雪地域 採用（独自） 麟離する住宅のみ 県内農芸の醐

宮城 一般、多雪地域 資料あり 条件付で採用 低速を採用 県内鋤知事の齪｝

山　形 多雪地域 採　用 無条件で採用 採　用 鱒の齪、建築基準法どおり

福　島 一般、多雪地域 資料あり 条件付で採用 知事の齪、矢筈準法どおり

東　京 未回収 未回収 未回収 未回収 未収回 未収回
千　葉 未回収 未回収 未回収 未回収 未収回 未収回
神奈川 一般地域 　　　2U0kf／m 県醜の鋸、建難どおり関

　
　
東

埼　玉 一般地域 60kfノ㎡ 採　用 建基法どおり
群　馬 多雪、一般地域 資料あり 採用 建基法どおり
栃　木 一般地域 資料あり 採　用 建基法どおり

茨城 一般地域 40kfノ㎡ 知事の齪、建纏準法どおり

山　梨 一般地域 資料あり 採　用 建基法どおり
長　野 一般、多雪地域 資料あり 採用（独自） 条件付き 建基法どおり甲

信
越
新　潟 一般、多雪地域 採用（独自） 条件付き 採　用 建基法どおり
富　山 多雪地域 採　用 建基法どおり
石　川 多雪地域 資料あり 採　用 購の齪、顧基準法どおり

福　井 多雪地域 採用（独自） 条件付き 謹呈法どおり
岐　阜 一般、多雪地域 資料あり 低速を採用 市町村の意見を尊重

中
部
・
東
海

愛　知 一般地域 資料あり 採　用 建基法どおり
三　重 一般地域 資料あり 建基法どおり
静　岡 一般地域 資料あり 知事の齪、礫基準法どおり

大　阪 一般地域 36kf／㎡ 採　用 建基法どおり
京　都 一般、多雪地域 資料あり 採　用 条件付き 書毛法どおり近

　
　
畿

滋　賀 一般、多雪地域 資料あり 採　用 条件付き 建基法どおり
奈　良 一般地域 採　用 建基法どおり
兵　庫 一般、多雪地域 採　用 条件付き 書聖法どおり
和歌山 一般地域 採　用 朝雲法どおり
広　島 一般地域 資料あり 建基法どおり
島　根 一般、多雪地域 採用（独自） 無害法どおり

鳥取 一般、多雪地域 資料あり 建基法どおり
岡　山 一般地域 資料あり 十三法どおり

中
　
　
国
・
四
　
　
国

山　口 一般地域 低速を採用 鱒の指定、建纏準法どおり

香　川 一般地域 60kf／㎡ 建基法どおり
愛　媛 一般地域 建業法どおり

徳　島 一般地域 建業法どおり

高知 一般地域 なし 建基法どおり

福　岡 未回収 未回収 未収回 未収回 未収回 未収回
熊　本 未回収 未回収 未回収 未収回 未収回 未収回
長　崎 一般地域 資料あり 建業法どおり

九
　
　
州
・
沖
　
　
縄

佐　賀 未回収 未回収 未回収 未収回 未収回 未収回

大分 一般地域 資料あり 準準法どおり

宮崎 一般地域 な　し 建基法どおり
鹿児島 一般地域 資料あり 建基法どおり
沖　縄 な　し 割り増し 建基法どおり
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表5．5 地表面粗度区分と地域の状況
　　　　　　　　　　　　（建築物荷重指針・同解説、1993）

地表面粗度区分 周辺地域の地表面の状況

1 海上のようなほとんど障害物のない平坦地

I
I

田園地帯や草原のような、農作物程度の障害物がある平坦地，樹木・低
w建築物などが散在している平坦地

m 樹木・低層建築物が密集している地域，あるいは中層建築物（4～9階）が

U在している地域

IV 中層建築物（4～9階）が主となる市街地

V 高層建築物が密集する市街地
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表5．6　畜舎の設計条件

設計条件 鉄骨構造畜舎 木構造畜舎

間ロサイズ 12m，15m，25m 12m

フレーム間隔 4．8m 2．4m

現行設計 1／120 1／120

層間変形角
畜舎設計 1／80 1／80

現行設計 1／300 1／300

鉛直たわみ
畜舎設計 1／150 1／150

表5．7　設計地区の各種設計条件の概要

地　区
　　積雪深
i最大7日増分）
@　噺（c皿）

基本風速

@砺i皿／s）
冬季平均風速

@（皿／s）

屋根形状係数

@　μρ

現行の積雪深

@　（c皿）

地震地域係数

@　z
帯広 111．8 30 1．8 0．90 100 1．0

十日町 188．1 26 0．8 0．90 200 0．9

別　海 77．0 34 3．9 0．67 100＊ 1．0

枕崎 28．8 44 4．4 0．61 15 0．8

都城 16．2 37 2．0 0．90 15 0．9

水　戸 30．0 34 2．1 0．87 40 1．0

注：＊は現地の条件により長期荷重の雪の密度を採用

現行設計 畜舎設計

蒔

α1＼　　　／a5

@スパン方向（全体）

→03

・2・＼　　ノ。2　　α2、＼　　1L。

@　　　　　　　　　→　　　　　　　一「）

@　　　　　　　　　0．1　　1．1

Xパン方向（中央部分）　　　　　スパン方向（妻面付近）

→α4

蒔

けた方向（全体）

蕊 　　　　　　　　　→　　　　　　　→
@　　　　　　　　　0　　　：L1

ｯた方向（中央部分）　　　　　　けた方向（妻面付近）

了

図5．5　構造計算に使用した風力計数
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表5・8　各設計地区における積雪荷重と速度圧の設計用荷重値一覧

地　区 荷　重 10年 20年 30年 40年 50年 現行

帯広

積雪荷重

黶@　一　一　一　一　，　雫　一　層　匂　一　一　一

ｬ度圧

　161．8
@（0．54）一　一　一　　一　　一　　一　　，　　卿　　一　一　畠　一

@55．9
@（0．42）

　182．6
@（0．61）〇　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　冒　　一

@66．5
@（0．50）

　194．9
@（0．65）一　　甲　　一　　甲　　o　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一

@73．0
@（0．54）

　203．7
@（0．68）一　　一　　一　　甲　o　一　一　一　　一　一　一　吻

@77．9
@（0．58）

　210．4
@（0．70）●　一　一　一　●　　曹　一　一　　一　　，　一　　〇

@81．7
@（0．61）

　300．0

黶@　一　　9　　冒　　一　　騨　　一　　尋　　一　　一　　〇　　－　　一

@134．2

十日町

積雪荷重

黶@　卿　　一　　騨　　一　　一　胴　　願　　一　　一　　一　　一　　一

T高圧

　272．2
@（0．45）一　一　一　伽　　一　”　●　一　●　一　　卿　一

@42．0
@（0．31）

　307．2
@（0．51）一　　一　　●　　一　冒　　一　　一　　一　　一　　，　一　　嶋

@49．9
@（0．37）

　327．8
@（0．55）一　一　　冒　一　一　　一　曹　一　一　甲　一　　陶

@54．8
@（0．41）

　342．6
@（0．57）一　　一　一　，　一　〇　●　一　，　一　一　一

@58．5
@（0．44）

　353．9
@（0．59）噛　　一　一　　一　一　一　一　●　　一　一　　一　〇

@61．3
@（0．46）

　600．0

黶@　曜　　一　〇　〇　一　　一　　一　一　　一　　■　　一　●

@134．2

別　海

積雪荷重

黶@　一　　一　　〇　　甲　　一　　一　　一　　零　　一　　騨　　一　　一

^高圧

　82．9
@（0．41）朝　　一　　〇　　一　　一　　一　　顧　　一　　曹　　一　　鱒　　一

@71．8
@（0．54）

　93．6
@（0．47）一　　〇　　〇　　甲　　一　　●　●　　一　　一　　一　　＿　　一

@85．4
@（0．64）

　99．9
@（0．50）一　　一　　一　　●　　一　　P　　一　●　　撃　　一　一　　9

@93．7
@（0．70）

　104．4
@（0．52）鱒　一　　一　一　一　　一　一　噂　　騨　－　　一　一

@100．0
@（0．75）

　107．9
@（0．54）帥　馴　，　庸　噂　●　　層　　一　　甲　一　　輯　畠

@104．9
@（0．78）

　200．0

C　　一　　一　　”　　一　　一　　〇　　一　　一　　一　　層　　一　　一

@134．2

枕崎

積雪荷重

怐@　，　一　一　〇　一　一　一　一　印　甲　一　　一

ｬ度圧

　24．7
@（0．82）一　　一　　甲　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一　　一

@120．2
@（0、90）

　29．5
@（0．98）一　　一　　一　一　一　　一　彌　　一　●　一　一　〇

@143．0
@（1．07）

　32．2
@（1．07）甲　　一　　一　●　　一　　一　　一　　一　一　　一　　一　　＿

@157．0
@（1．17）

　34．2
@（1．14）■　　一　　聯　　一　一　　一　　■　　騨　　一　　一　　一　　一

@167．5
@（1．25）

　35．8
@（1．19）一　一　一　一　　一　騨　伽　　〇　一　一　■　　一

@175。7
@（1．31）

　30．O

潤@一　一　，　一　〇　脚　一　旧　■　一　一　噸

@134．2

都城

積雪荷重

b　　卿　　一　，　o　　一　一　　暉　　騨　●　●　一　一

R直立

　20．5
@（0．68）－　一　一　一　一　一　‘　齢　一　〇　●　0

@85．0
@（0．63）

　24．4
@（0．81）一　　9　一　　一　　口　〇　一　　一　一　■　　隅　鴨

@101．1
@（0．75）

　26．8
@（0．89）o　一　一　　甲　甲　●　，　一　　一　　＿　一　価

@111．0
@（0．83）

　28。4
@（0．95）騨　　一　聯　，　　一　　顔　o　　一　　一　暉　一　〇

@118．4
@（0．88）

　29．7
@（0．99）り　　骨　一　贈　　o　o　一　●　卿　一　，　一

@124．2
@（0．93）

　30．0

黶@■　一　・　，　一　騨　一　一　騨　　一　　囎　一

@134．2

水　戸

積雪荷重

黶@一　一　　一　一　一　●　●　　一　一　一　一　騨

ｬ度圧

　36．7
@（0．46），　一　〇　一　一　　・　蜘　　一　　〇　一　　一　　〇

@71．8
@（0．54）

　43．8
@（0．55）一　　騨　　一　　一　　一　　●　　一　　一　　一　　一　　r　　－

@85．4
@（0．64）

　47．9
@（0．60）一　響　　一　　冒　　一　　願　　一　　一　　●　　●　　騨　　一

@93．7
@（0．70）

　50．8
@（0．64）曹　　一　　一　　一　　層　　一　　一　　甲　　一　　一　　一　　一

@100．0
@（0．75）

　53．1
@（0．66）一　　一　　辱　，　　一　　一　　一　　響　　■　　一　　の　　一

@104．9
@（0．78）

　80．0

@　　曹黶@　一　〇　一　　甲　　騨　印　　胃　一　一　一　　一　　一

@134．2

注：積雪荷重＝積雪深×2．3×屋根形状係数x再現期間

　　速度玉山〇．055x（基本風速）2×（再現期間）2x（屋根平均高）o’　4

　　速度圧二60《／万

　　（　）は現行設計に対する比率

（畜舎設計の式）

（現行設計の式）
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　　　　　　　　表5．9　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造部材リストの一部（1）

地区名一．；一二＿広　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（60㎝間隔） 胴縁（80㎝間隔）

10年 H－396×199
iG＋0．70S）

H－396x199
iG＋0．70S）

H－175×90
iG＋0．70S）

H－125x60
iG＋0．70S）

C－75×45×15x1．6
@　（G＋0．70S）

C－60x30×10×1．6
@　　（G＋W）

20年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ C－90x45x15x1．6
@　（G＋0．70S）

↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－450×200
iG＋0．70S）

H－450×200
iG＋0．70S）

H－200×100
iG＋0．70S）

↓ ↓ C－60x30×10x2．0
@　　（G＋W）

注：部材サイズの単位は（皿）、また、（　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－125×60を使

pm　（間ロサイズ15mの場合）
設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（60㎝間隔） 胴縁（80㎝間隔）
10年 H－400×200

iG＋0．70S）
H－400×200
iG＋0．70S）

H－200×100
iG＋0．70S）

H－125×60
iG＋0。70S）

C－90×45×20x1．6
@　（G＋0．70S）

C－60×30×10x1．6
@　　（G＋W）

20年 H－450×200
iG＋0．70S）

H－450×200
iG＋0．70S）

↓ ↓ ↓ ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ C－100×50x20×1．6
@　（G＋0．70S）

．　↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ C－100×50×20×2．0
@　（G＋0．70S）

↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－506×201
iG＋0．70S）

H－506x201
iG＋0．70S）

H－248×124
iG＋0．70S）

H－198x99
iG＋0．70S）

C－120×60x20x2．3
@　（G＋0．70S）

↓

注：部材サイズの単位は（m）、また、（　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－198×99を使

地 ：別　’　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴縁（80㎝間隔）
10年 H－300×150

@（G＋S）
H－300×150
@（G＋S）

H－150×75
@（G＋S）

H－100x50
@（G＋S）

C－60×30x10×2．3
@　　（G＋S）

C－60x30x10x2．0
@　　（G＋W）

20年 H－346×174
@（G＋S）

H－346x174
@（G＋S）

↓ ↓ C－75×45×15x1．6
@　　（G＋S）

C－60x30×10x2．3
@　　（G＋W）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ C。75×45×15×1．6
@　　（G＋W）

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 ↓ ↓ H－175×90
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

↓ ↓

注：部材サイズの単位は（皿）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－125x60を使
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表5．9

±RX＆LIM！

再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
鉄骨構造畜舎の構造部材リストの一部（2）

（間ロサイス“15mの場合）

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴縁（80㎝間隔）
10年 H－248x124

@（G＋S）
H－248x124
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

H－100x50
@（G＋S）

C－60x30x10x1．6
@　　（G＋S）

C－75×45×15×1．6
@　　（G＋W）

20年 H－250x125
@（G＋S）

H－250×125
@（G＋S）

↓ ↓ ↓ ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 壷 ↓ H－150x75
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

↓ ↓

注：部材サイズの単位は（㎜）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－125x60を使

地区名： 崎面付近（間ロサイX“15mの場合）

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴縁（80（m間隔）

10年 H－298x149
@（G＋W）

H－298×149
@（G＋W）

H－125×60
@（G＋S）

H－100×50
@（G＋S）

C－60×30×10×1．6
@　　（G＋S＞

C－75x45×15x1．6
@　　（G＋W）

20年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 H－300x150
@（G＋W）

H－300×150
@（G＋W）

↓ ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－250x125
@（G＋S）

H－250x125
@（G＋S）

H－150x75
@（G＋S）

H－125x60
@（G＋S）

↓ ↓

注：部材サイズの単位は（m）、また、（

塑」或　（間ロサイX“　15mの場合）

）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－125×60を使用。

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴縁（80qm間隔）
10年 K－248x124
@（G）

H－248x124
@（G）

H－125x60
@（G）

卜75x40
iG）

C－60x30x10x1．6
@　　（G＋S）

C－60x30x10x2．3
@　　（G＋W）

20年 ↓ ↓ ↓ 、レ

↓ C－75x45x15×1．6
@　　（G＋w）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 H－250x125
@（G＋S）

H－250×125
@（G＋S）

　↓
iG＋S）

H－100×50
@（G＋S）

↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－298x149
@（G＋S）

↓ ↓ ↓ ↓ ↓

注：部材サイズの単位は（皿）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－100×50を使用。
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表5．9　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造部材リストの一部（3）

（間判サイズ15mの場合）

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴　縁（80㎝間隔）

10年 H－250×125
@（G＋S）

H－250×125
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

K－100×50
@（G＋S）

C－60×30×10×1．6
@　　（G＋S）

C－60×30×10×2．0
@　　（G＋W）

20年 H－298×149
@（G＋S）

H－298x149
@（G＋S）

↓ ↓ ↓ C－60×30x10×2．3
@　　（G＋W）

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ C－75×45x15x1．6
@　　（G＋W）

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－300×150
@（G＋S）

H－300×150
@（G＋S）

H－175×90
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

C－75×45×15x1．6
@　　（G＋S）

↓

注：部材サイズの単位は（㎜）、また、（

地区名L；＿壷」藍　（間馬サイズ25mの場合）

）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－125×60を使用。

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母　屋（60qロ間隔） 胴縁（80㎝間隔）
10年 H－500×200

iG＋0．70S）
H－596×199
iG＋0．70S）

H－175×90
iG＋0．70S）

H－125x60
iG＋0．70S）

C－75x45x15×1．6
@　（G＋0．70S）

C－60x30×10×1．6
@　　（G＋W）

20年 H－596×199
iG＋0．70S）

H－506×201
iG＋0．70S）

H－198×99
iG＋0．70S）

↓ ↓ ↓

30年 H－600x200
iG＋0．70S）

H－600×200
iG＋0．70S）

↓ ↓ ↓ ↓　　　．

40年 ↓ H－606×201
iG＋0．70S）

↓ ↓ C－90x45x20x1．6
@　（G＋0．70S）

↓

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 H－582×300
iG＋0．70S）

H－582×300
iG＋0．70S）

H－248×124
iG＋0．70S）

H－150×75
iG＋0．70S）

↓ C－60x30×10×2．0
@　　（G＋W）

注：部材サイズの単位は（皿）、また、（

ew　（間ロサイズ25mの場合）

）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－150x75を使用。

設計方法 柱 は　り 小ばり サブビーム 母屋（80㎝間隔） 胴　縁（80㎝間隔）

10年 H－400x200
@　（es）

H－400×200
@　（G＋S）

H－150x75
@（G＋S）

H－125×60
@（G＋S）

C－60x30×10x2．3
@　　（G＋S）

C－60×30x10×2．0
@　　（G＋W）

20年 ↓ H－446x199
@（G＋S）

H－175x90
@　（G＋S）

↓ C－75×45×15×1．6
@　　（G＋S）

C－60x30×10×2．3
@　　（G＋W）

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ H－450x200
@（G＋S）

↓ ↓ ↓ C－75×45×15×1．6
@　　（G＋W）

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 ↓ H－446x199
iG＋0．70S）

↓ H－150×75
@（G＋S）

↓ ↓

注：部材サイズの単位は（mm）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。現行設計のはり横補剛材にH－150×75を使用。
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　　　　　表5．10再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　　　木構造畜舎の構造部材リスト（1）

地区内⊥壷＿広　（間ロサィズ12mの場合）

設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 18×21 12×12 7．5×10．5 6×9 6×6 3．6×4．5 3．6×6．0

（G＋0．35S＋K） （G＋0．70S） （G＋0．70S） （G＋0．35S＋K） （G＋0．35S＋K）

畜

20年 ↓ 12×13．5 7．5x12 ↓ ↓ 3．Ox6．0 ↓
（G＋0．70S） （G＋0．70S）

全
口

30年 　18×24
iG＋0．35S＋K）

↓ 　9×10．5
iG＋0．70S）

↓ ↓ ↓ ↓

設
40年 ↓ 12×15 9x12 7．5x7．5 ↓ ↓ ↓

（G＋0．70S） （G＋0．70S） （G＋0．35S＋K）

計

50年 ↓ 13．5x15 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
（G＋0．70S）

現行設計 18×27 ↓ ↓ 7．5x12 ↓ 3．6x6．0 4。5x7．5
（G＋0．35S＋K） （G＋0．35S＋K）

注：部材サイズの単位は（㎝）、 また、（ ）は部材の決定条件を示す。

一　（間ロサイズ12mの場合）
設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 　21x24

iG＋0．35S＋K）
13．5x13．5
iG＋0．70S）

　9×12
iG＋0．70S）

　9xg
iG＋0．35S＋K）

7．5xg
iG＋0．35S÷K）

3．6×6．0 3．9x4．5

20年 　21x30
iG＋0．35S＋K）

↓ ↓ ↓ 7．5×10．5
iG＋0．35S＋K）

↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 　21x33
iG＋0．35S＋K）

↓ ↓ ↓ ↓ 3．Ox7．5 3・9×6・0

40年 　21×36
iG＋0．35S＋K）

↓ 　9×13．5
iG＋0．70S）

↓ 7．5x12
iG＋0．35S＋K）

↓ ↓

50年 　24x32
iG＋0．35S＋K）

↓ ↓ ↓ ↓ 3．6x7．5 ↓

現行設計 　27x30
iG＋0．35S＋K）

15x21
iG＋0．70S）

　9×18
iG＋0．70S）

　9x12
iG＋0．35S＋K）

7．5x7．5
iG＋0．35S＋K）

4．5×7．5 4．5×7．5

注：部材サイズの単位は（皿）、また、（ ）は部材の決定条件を示す。

pa　（間ロサイズ12mの場合）
設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 15x18

iG＋S）
10．5×10．5
@（G＋S）

6×6
iG＋S）

6×9
iG＋S）

6x6
iG＋S）

3．Ox4．5 3．6×6．0

20年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 3．6x4．5 ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 15x21
iG＋S）

↓ 6x7．5
iG＋S）

↓ ↓ ↓ ↓

40年 15×24
iG＋S）

10．5×12
@（G＋S）

↓ 6×12
iG＋S）

↓ ↓ 3．9x6．0

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 3．6x6．0 4．5×7．5

注：部材サイズの単位は（㎝）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。
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　　　　　表5．10　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　　　木構造畜舎の構造部材リスト（2）

地．区名⊥樋　（点心サイズ12mの場合）

設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 13．5x21

iG＋K）
9×9
iG＋W）

3×9
iG＋W）

6x6
iG＋K）

6×6
iG＋W）

3．Ox4．5 4．5x7．5

20年 13．5x24
iG＋W）

9x12
iG＋W）

3×10．5
iG＋W）

6×7．5
iG＋W）

↓ ↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ 3x12
iG＋W）

↓ ↓ ↓ 、レ

50年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 13．5x21
iG＋W）

9×9
iG＋W）

3×9
iG＋w）

6×6
iG＋W）

↓ ↓ ↓

注：部材サイズの単位は（㎝）、また、（　）は部材の決定条件を示す。

ew　（間ロサイズ12mの場合）
設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 13．5×21

@（G＋K）
9×9
iG＋K）

3×7．5
iG＋w）

6×6
iG＋K）

6×6
iG＋W）

3．0×4．5 4．5×7．5

20年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ 3x9
iG＋W）

↓ ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓ 　↓
iG＋W）

↓ ↓ ↓

50年 　↓
iG＋W）

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

現行設計 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

注：部材サイズの単位は（㎝）、また、（　　）は部材の決定条件を示す。

地区名：水　戸　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 柱 上弦材 下弦材 方　杖 斜　材 母屋 胴縁
10年 13．5×21 9×9 3×10．5 6×6 6×6 3．0×4．5 4．5×7．5

（G＋K） （G＋K） （G＋S） （G＋K） （G＋W）

畜

20年 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

全
口

30年 ↓ ↓ 3×12 ↓ ↓ ↓ ↓
（G＋S）

設
40年 ↓ 9x12 ↓ 6x9 ↓ ↓ ↓

（G＋K） （G＋w）

計
50年 13．5×24 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

（G＋W）

現行設計 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

注：部材サイズの単位は（㎝）、 また、（ ）は部材の決定条件を示す。
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　　　　　表5．11　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造部材数量（1）

盤＿広　（間ロサイズ12mの場合）　　　　一　（間ロサイX“　12mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
25．48
i0。73）

6．27
i0．86）

31．75
i0．75）

20年 ↓ ↓ ↓

・
畜
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 占 ↓ ↓

40年
28．29
i0．81）

6．89
i0．95）

35．18
i0．83）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 35．07 7．25 42．32

地区　：別　海　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
2LO8
i0．80）

5．37
i0．93）

26．45
i0．83）

20年 ↓ 5．73
i0．99）

26．81
i0．84）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ 5．80
i1．00）

26．88
i0．84）

50年 ↓ ‘ ↓

現行設計 26．22 ↓ 32．02

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
32．97
i0．69）

6．89
i0．62）

39．86
i0．68）

20年
34．63
i0．73）

↓ 41．52
i0．71）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ 7．04
i0．63）

41．67
i0．71）

40年 ↓ 8．75
i0．78）

43．38
i0．74）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 47．52 11．19 58．71

地一X＆1一12t＿＿堕　（乱丁サイズ12mの場合）

一　（間日サイズ12mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
16．73
i0．81）

4．70
i0．99）

21．43
i0．84）

20年 ↓ 4．77
i1．00）

21．50
i0．91）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
計

30年
18．35
i0．89）

↓ 23．12
i0．91）

40年 ‘ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 20．66 ↓ 25．43

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
18．35
i0．89）

4．77
i1．00）

23．12
i0．91）

20年 ↓ ↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 20．66 ↓ 25．43

蜘L＿亘　（間口サイス“12mの場合）’

蒲扇＿A　（偏屈サイズ15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
28．27
i0．75）

5．63
i0．87）

33．90
i0．77）

20年 ↓ ↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ‘ 6．21
i0．96）

34．48
i0．78）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 37．54 6．50 44．04

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 18．35
i0．77）

4．44
i0．77）

22．79
i0．77）

20年 ↓ 4．70
i0．81）

23．05
i0．78）

畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ 4．77
i0．82）

23．12
i0．78）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 23．76 5．80 29．56

pm　（間ロサイズ15血の場合）

注：単位は（kgf／㎡）また、　（　　）内は現行設計に対する比率を示す。

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
32．33
i0．66）

6．21
i0．61）

38．54
i0．65）

20年
35．50
i0．72）

↓ 41．71
i0．72）

・
畜
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ 6．68
i0．65）

42．18
i0．71）

40年 ↓ 7．95
i0．78）

43．45
i0．73）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 49．05 10．22 59．27
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　　　　　表5．11　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造部材数量（2）
地区　：Sl　海　（間ロサイズ15mの場合）　　　　一　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合数量計

10年
19．74
i0．73）

4．89
i0．93）

24．63
i0．76）

20年
21．23
i0．79）

5．20
i0．99）

26．43
i0．82）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ 5．26
i1．00）

26．49
i0．82）

50年 る ↓ ↓

現行設計 26．96 ↓ 32．22

21tegLX＆＿LfiLg　as＿越　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
15．47
i0．78）

4．19
i0．99）

19．66
i0．81）

20年 ↓ 4．25
i1．00）

19．72
i0．82）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年
17．22
i0．86）

↓ 21．47
i0．89）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 19．94 轟 24．19

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
15．98
i0．73）

4．25
i1．00）

20．23
i0．77）

20年
17．22
i0．79）

↓ 21．47
i0．82）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 21．86 ↓ 26．11

地区名：水　戸　（間ロサイズ15mの場合）

敏壷＿＿広　（間門サイズ25mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
34．73
i0．68）

5．05
i0．90）

39．78
i0．70）

20年
36．89
i0．72）

↓ 41．94
i0．74）

畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年
38．23
i0．74）

↓ 43．28
i0．76）

40年
41．27
i0．80）

5．62
i1。00）

46．89
i0．82）

50年 ↓ ‘ ↓

現行設計 51．34 ↓ 56．96

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
17．22
i0．68）

3．98
i0．76）

21．20
i0．69）

20年
17．98
i0．71）

4．19
i0．80）

22．17
i0．72）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ 4．25
i0．81）

22．23
i0．72）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 25．47 5．26 30．73

蝿二ニヒ旦旦［　（曲目サイズ25mの場合）

蝿L」錘　（間ロサイズ25mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
25．95
i0．85）

4．20
i0．94）

30．15
i0．86）

20年
27．14
i0．88）

4．42
i0．99）

31．56
i0．90）

畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年
29．27
i0．95）

4．45
i1．00）

33．72
i0．96）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 30．67 ↓ 35．12

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 48．08
i0．71）

5．62
i0．59）

53．70
i0．69）

20年
49．10
i0．72）

↓ 54．72
i0．71）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ 6．08
i0．63）

55．18
i0．71）

40年 ↓ 7．33
i0．77）

56．43
i0．73）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 68．01 9．58 77．59

21tLX＆；一IN　　（間ロサイズ25mの場合）

注：単位は（kgf／㎡）、また、　（　　）内は現行設計に対する比率を示す。

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
19．83
i0．89）

3．43
i1．00）

23．26
i0．91）

20年
20．32
i0．91）

↓ 23．75
i0．92）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ 3．46

iLO1）
23．78
i0．93）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 22．25 3．43 25．68
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　　　　　表5．11　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造部材数量（3）
99．xa＿1＿gupt　（間ロサイズ25mの場合）　　　　地区名：水　戸　（間ロサイズ25mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
19．83
i0．88）

3．13
i0．91）

22．96
i0．88）

20年 ↓ 3．43
i1．00）

23．26
i0．90）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年
20．32
i0．90）

↓ 23．75
i0．91）

現行設計 22．55 ↓ 25．98

注：単位は（kgf／㎡）、また、　（　　）内は現行設計に対する比率を示す。

　　　　　表5．12　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　　木構造畜舎の構造部材数量

tw　（間ロサイズ12mの場合）　　　　US　（間ロサイX“　12mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 61，422
i0．76）

0，054
i0．56）

61，476
i0．76）

20年
67，028
i0．83）

0，057
i0．59）

67，085
i0．83）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 69，128
i0．86）

↓ 69．童85
i0．86）

40年
74，536
i0．92）

↓ 74，593
i0．92）

50年
78，448
i0。97）

↓ 78，505
i0．97）

現行設計 80，820 0，097 80，917

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
21．39
i0．70）

3．31

i0．74）
24．70
i0．70）

20年
23．34
i0．76）

3．43
i0．77）

26．77
i0．76）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ 3．46
i0．78）

26．80
i0．76）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 30．63 4．45 35．08

地区名：別　’　（寸書サイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 45，729
i0．85）

0，049
i0．63）

45，778
i0．85）

20年 ↓ 0，054
i0．70）

45，783
i0．85）

畜
　
舎
　
設
30年 48，354

i0．90）
↓ 48，408

i0．90）

40年
52，442
i0．98）

0，056
i0．73）

52，498
i0．98）

計．

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 53，642 0，077 53，719

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 82，302
i0．67）

0，061
i0．60）

82，363
i0．67）

20年
87，119
i0．71）

↓ 87，180
i0．71）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 88，694
i0．72）

0，068
i0．68）

88，762
i0．72）

40年
94，785
i0．77）

↓ 94，853
i0．77）

50年
95，085
i0．77）

0，077
i0．77）

95，162
i0．77）

現行設計 123，557 0，101 123，658

99．ag＿｛re　（間土サイX“　12mの場合）

US　（間ロサイズ12mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年
34，417
i0．98）

0，049
i1．00）

34，466
i0．98）

20年 ↓ ↓ ↓
畜
　
舎
　
設
　
計

30年
35，167
i1．00）

↓ 35，216
i1．00）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓
↓

現行設計 ↓ ↓ ↓

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 35，167
i1．00）

0，054
i1．00）

35．22玉
i1．00）

20年 41，737
i1．19）

↓ 41，791
i1．19）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 42，487
i1．21）

↓ 42，541
i1．21）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 35，167 ↓ 35，221

地雌＿丞＿＿亘　（間ロサイズ12mの場合）

注：単位は（x103cm3／㎡）、また、　（　　）内は現行設計に対する比率を示す。

設計方法 主要部材 二次部材 合計数量

10年 35，917
i0．83）

0，049
i1．00）

35，966
i0．83）

20年 ↓ ↓ ↓
畜
　
舎
　
設
　
計

30年
36，667
i0．85）

↓ 36，716
i0．85）

40年
42，037
i0．98）

↓ 42，086
i0．98）

50年 43，050
i1．00）

↓ 43，099
i1．00）

現行設計 ↓ ↓ ↓
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a）鉄骨構造

　①主要部材

表5．13 鉄骨構造と木構造の部材価格設定の内訳

　　　　　　　　　　　　　（積算資料1997年1月号を基準）

地区名 材料価格 労賃価格 合計価格
鋼材費 H．T．B ボルト 小計 工場 現場 建方 小計

帯　広

ﾊ　海
50，000 5，850 410 56，260 90，600 11，200 16，000 117，800 174，060

十日町 46，000 5，610 380 51，990 92，600 11，200 16，350 120，150 172，140

枕　崎
s　城

45，000 5，220 370 50，590 85，900 11，100 16，050 113，050 163，640

水　戸 46，000 5，220 370 51，590 92，500 12，100 17，050 121，650 173，240
単位：円／tonf

②二次部材

地区名 材料価格 労賃価格 合計価格

板厚 鋼材費 ボルト 小計 建方 小計
帯　広

ﾊ　海

1．6騨　　一　　●　　一　　9　騨　　o　　－

Q．3

63，000一　　一　一　賢　軍　　一　一　　一　　一　一

U2，000

2，050－　o　－　o　，　一　　騨　r　　麟

@〃

65，050一　一　　一　卿　　o　鴨　　一　騨　　一　　卿　　，

U4，050

80，040噂　　響　一　　一　　一　，　　一　　冒　一　　一

U4，030

　80，040一　働　　一　　一　一　　一　一　　一　■　一　　甲

@64，030

145，090顯　　疇　一　一　一　　塵　卿　一　釦　　聯　，　　一　＿　一

P28，080

十日町
1．6－　　9　　●　　一　　一　　一　　一　　甲

Q．3

63，000一　●　　一　一　■　　曹　一　甲　　帰　　一

U1，000

1，880一　一　　一　　一　働　響　　冒　　曜　，

@〃

64，880胃　　一　　印　　o　　一　　一　　一　　一　　，　o　　－

U2，880

84，680駒　　一　　一　　一　畠　一　　鱒　　一　〇　　，

U7，740

　84，680－　　o　　一　　一　　一　　甲　　一　　層　　一　　一　　一

@67，740

149，560一　一　一　　一　　一　一　　一　の　嘱　一　陶　o　　一　　一

P30，620

枕　崎

s　城

1．6畠　　o　噸　一　　一　　騨　　一　一

Q．3

58，000一　一　　一　　聯　一　響　　一　一　〇　　騨

T7，000

1，8400　　一　，　　局　聯　　一　　慶　　冒　　ロ

@ノノ

59，840一　　學　　一　　の　　■　　一　　一　　の　　一　〇　一

T8，840

81，780冒　　昌　一　　一　　崩　一　　一　〇　響　甲

U5，420

　81，780一　　■　　昌　　一　　一　　層　　一　　一　　一　　一　　，

@65，420

141，620囎　　一　　一　　鱒　　o　　一　　一　　一　　一　　r　　一　　●　　一　　一

P24，260

水　戸
1．60　一　一　　一　一　噂　　o　脚

Q．3

62，000－　　o　　，　　噛　　一　　一　　一　　〇　　〇　　，

U0，000

1，840…ンジ… 63，840一　・　一　　伽　　o　　，　　一　層　　一　　隔　　9

U1，840

89，320噂　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　，　　一　　一

V1，460

　89，320一　齢　働　”　　，　一　　一　　一　　一　　一　　嚇

@71，460

153，160一　　一　　〇　　一　　，　　－　　ロ　　一　　o　　頓　　噂　　一　　●　　一

P33，300

単位：円／tonf

b）木構造

①主要部材

地区名 材料価格 労賃価格 合計価格

木材費 小計 大工手間 手元手間 算出計
帯　品

ﾊ　海
57，000 57，000 20，000 13，400 94，970 151，970

十日町 54，000 54，000 21，600 14，600 102，660 156，660

枕　崎
s　城

54，500 54，500 20，000 14，100 95，430 149，930

水　戸 61，000 61，000 22，400 15，400 106，620 167，620

単位：円／m3

②二次部材

地区名 材料価格 労賃価格 合計価格

木材費 小計 大工手間 手元手間 算出計
帯　広

ﾊ　海
51，000 51，000 20，000 13，400 196，960 247，960

十日町 50，000 50，000 21，600 14，600 212，880 262，880

枕　崎
s　城

49，000 49，000 20，000 14，100 197，860 246，860

水　戸 54，000 54，000 22，400 15，400 221，100 275，100

単位：円／m3
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誕

　　　　表5．14　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造積算金額（1）

9tSPtWW49　　　　　（間ロサイズ12mの場合）　　　　地区名：十日町　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
4，435
i0．73）

910
i0．87）

5，345
i0．75）

20年 ↓ ↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年
4，924
i0．81）

1，000
i0．95）

5，924
i0．83）

50年 ↓ ‘ ↓

現行設計 6，104 1，052 7，156

2te－X＆＿；＿ZENI　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，669
i0．80）

688
i0．82）

4，357
i0．81）

20年 ↓
734
i0．92）

4，403
i0．81）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ‘ ↓

40年 ↓
842
i1．00）

4，511
i0．83）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 4，564 ↓ 5，406

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
5，675
i0．69）

1，030
i0．70）

6，705
i0．70）

20年
5，961
i0．73）

↓ 6，991
i0．73）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ 1，053
i0．72）

7，014
i0．73）

40年 ↓ 1，143
i0．78）

7，104
i0．73）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 8，180 L462 9，642

pm　（間門サイズ12mの場合）

地鯉＿」威　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，003
i0．89）

676
i1．00）

3，679
i0，91）

20年 ↓ ↓ ↓
畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 3，381 ↓ 4，057

地一X＆1一zL一骨　（間ロサイズ12mの場合）’

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
2，738
i0．81）

666
i0．99）

3，404
i0．84）

20年 ↓
676
i1．00）

3，4M
i0．84）

畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年
3，003
i0．89）

↓ 3，679
i0．91）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 3，381 ↓ 4，057

批壷＿＿広　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
4，921
i0．75）

817
i0．87）

5，738
i0．77）

20年 ↓ ↓ ↓

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ‘ ↓

40年 ↓
901
i0．96）

5，822
i0．78）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 6，534 943 7，477

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，179
i0．77）

592
i0．67）

3，771
i0．75）

20年 ↓
627
i0．71）

3，806
i0．76）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓
731
i0．82）

3，910
i0．78）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 4，116 888 5，004

聾三』ピ且虹　（亜目サイズ15mの場合）

注：単位は（円／㎡）、また、　（　）内は現行設計に対する比率を示す。

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
5，565
i0．66）

929
i0．70）

6，494
i0．66）

20年
6，111
i0．72）

↓ 7，040
i0．72）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓
999
i0．75）

7，110
i0．73）

40年 ‘ 1，038
i0．78）

7，149
i0．73）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 8，443 1，335 9，778
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　　　　表5。14　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造積算金額（2）

地区名：別　　　（間ロサイズ15mの場合）　　　　219．9．1［LlaSEt（間ロサイス“15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，436
i0．73）

626
i0．82）

4，062
i0．74）

20年
3，695
i0．79）

666
i0．87）

4，361
i0．80）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓
763
i1．00）

4，458
i0．82）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 4，693 ↓ 5，456

地」ew　（間ロサイズ15mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
2，532
i0．78）

593
i0．99）

3，125
i0．81）

20年 ↓
602
i1．00）

3，134
i0．81）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年
2，818
i0．86）

↓ 3，420
i0．88）

40年 ↓ ‘ ↓

50年 ‘ ↓ ↓

現行設計 3，263 ↓ 3，865

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
2，615
i0．73）

602
i1．00）

3，217
i0．77）

20年
2，818
i0．79）

↓ 3，420
i0．82）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 3，577 ↓ 4，179

地」乙名＿；＿丞＿＿亘　（間口サイズ15mの場合）

pa　（曲目サイズ25mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
6，045
i0．68）

733
i0．90）

6，778
i0．70）

20年
6，421
i0．72）

↓ 7，154
i0．73）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年
6，654
i0．74）

↓ 7，387
i0．76）

40年
7，183
i0．80）

815
i1．00）

7，998
i0．82）

50年 ‘ ↓ ↓

現行設計 8，936 ↓ 9，751

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
2，983
i0．68）

531
i0．66）

3，514
i0．67）

20年
3，115
i0．71）

559
i0．69）

3，674
i0．70）

畜
　
舎
　
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓
651
i0。81）

3，766
i0．72）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 4，412 806 5，218

猛＿土且旦［　（間ロサイズ25mの場合）’

盤別＿」錘　（間門サイズ25mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
4，517
i0．85）

538
i0．83）

5，055
i0．84）

20年
4，724
i0．88）

566
i0．88）

5，290
i0．88）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年
5，095
i0．95）

646
i1．00）

5，741
i0．96）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 5，338 ↓ 5，984

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
8，276
i0．71）

841
i0．59）

9，117
i0．70）

20年
8，452
i0．72）

↓ 9，293
i0．71）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓
909
i0．63）

9，361
i0．71）

40年 ↓ 1，096
i0．76）

9，548
i0．73）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 11，707 1，433 13，140

as　（間口サイズ25mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，245
i0．89）

486
i1．00）

3，731
i0．90）

20年
3，325
i0．91）

↓ 3，811
i0．92）

畜
　
　
舎
　
　
設
　
　
計

30年 ↓
490
i1．OD

3，815
i0．92）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 3，641 486 4，127

注：単位は（円／㎡）、また、　（　）内は現行設計に対する比率を示す。
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マ

　　　　表5．14　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　鉄骨構造畜舎の構造積算金額（3）

ng8　　　　　（間ロサイズ25mの場合）　　　　地区　：水　戸　（間ロサイX“　25mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，245
i0．88）

443
i0．91）

3，688
i0．88）

20年 ↓
486
i1．00）

3，731
i0．89）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓ ↓ ↓

50年
3，325
i0．90）

↓ 3，811
i0．91）

現行設計 3，690 ↓ 4，176

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
3，706
i0．70）

507
i0．74）

4，213
i0．70）

20年
4，043
i0．76）

525
i0．77）

4，568
i0．76）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年 ↓
530
i0．78）

4，573
i0．76）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 5，306 682 5，988

注：単位は（円／㎡）、また、　（　）内は現行設計に対する比率を示す。

　　　　表5．15　再現期間を考慮した畜舎設計と現行設計による
　　　　　　　　　　木構造畜舎の構造積算金額

聾＿三＿螢L＿広　（間ロサィズ12mの場合）　　　　一　（間ロサィス“12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
9，334
i0．76）

　13
i0．54）

9，347
i0．76）

20年
10，186
i0．83）

　14
i0．58）

10，200
i0．83）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年
10，505
i0．86）

↓ 10，520
i0．85）

40年
11，327
i0．92）

↓
1L341
i0．92）

50年 11，922
i0．97）

↓ 11，936
i0．97）

現行設計 12，282 24 12，306

蟹L＿海　（千丁サイズ12mの場合）
設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
6，949
i0．85）

　12
i0．63）

6，961
i0．85）

20年
6，949
i0．85）

　13
i0．69）

6，962
i0．85）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年
7，348
i0．90）

↓ 7，361
i0．90）

40年
7，970
i0．98）

　14
i0．73）

7，984
i0．98）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 8，152 19 8，171

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
12，893
i0．67）

　16
i0．60）

12，909
i0．67）

20年 13，648
i0．71）

↓ 13，664
i0。70）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年
13，895
i0．72）

　18
i0．67）

13，913
i0．72）

40年
14，849
i0．77）

‘ 14，867
i0．77）

50年
14，896
i0．77）

　20
i0．74）

14，916
i0．77）

現行設計 19，356 27 ・19，383

pm　（丁丁サイズ12mの場合）

99．xac£｛E　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
5，160
i0．98）

　12
iLOO）

5，172
i0．98）

20年 ↓ ↓ ↓
畜
　
舎
　
設
　
計

30年
5，273
i1．00）

↓ 5，285
i1．00）

40年 ↓ ↓ ↓

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 ↓ ↓ ↓

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
5，273
i1．00）

　13
iLOO）

5，286
i1。00）

20年 6，258
i1．19）

↓ 6，271
i1．19）

畜
　
舎
　
設
　
計

30年 ↓ ↓ ↓

40年
6，370
i1．21）

↓ 6，383
iL21）

50年 ↓ ↓ ↓

現行設計 5，273 ↓ 5，286

凱丞＿＿亘　（間ロサイズ12mの場合）

設計方法 主要部材 二次部材 合計金額

10年
6，020
i0．83）

　13
i1．00）

6，034
i0．83）

20年 ↓ ↓ ↓
畜
　
舎
　
設
　
計

30年
6，146
i0．85）

↓ 6，160
i0．85）

40年
7，046
i0．98）

↓ 7，060
i0．98）

50年
7，216
i1．00）

↓ 7，229
i1．00）

現行設計 ↓ ↓ ↓

注：単位は（円／1㎡）、また、　（　）内は現行設計に対する比率を示す。
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第6章　結　論

　本研究の各章ごとの主要な結論および研究全般を通して得られた総括的知見をまとめて

以下に述べる。

6．1結　論
6．1，1地中押し込み式パイプハウスの強度について

　園芸用施設設置面積の85％程度をしめるパイプハウスの強度を明らかにするため、①

バイブハウス実物大強度実験、②スエヅジ継手部強度実験、③定着杭引抜実験、④バイブ

接合金具強度実験、および、バイブハウスの強度に関する理論解析を行った。得られた知

見は以下のように要約される。

（1）鉛直荷重を載荷したバイブハウスの強度は、ブレースを有する場合はフレーム面外方

　向（桁行き方向）への移動は無く、警部の局部座屈発生で決定される。また、ブレース

　無しの場合は、肩部から棟部範囲でのフレーム面外方向への倒壊で決定される。プレー

　ス無しのバイブハウスの最大強度は、ブレースを有するバイブハウスに比べて、外ジョ

　イントタイプで0．78、スエッジタイプで0．90の比率となる。最大強度の低下はフレー

　ム剛性が高い外ジョイントタイプで大きくなっている。

　　一般的に、側面ブレースは、桁行き方向の暴風時水平力にのみ効果を発揮すると考え

　られている。このため、強風の少ない地域では、ブレースがほとんど設置されていない

　パイプハウスも見られる。しかしブレースは、桁行き方向の強度確保に不可欠であると

　ともに、間口方向パイプフレームの鉛直荷重の強度確保にも大きな効果のあることが明

　らかとなった。ブレースの設置位置は、風荷重の作用位置となる妻面に接するように配

　下すると直接的な効果がある。なお、少し離して設置する場合でも、接合金具の効果に

　より桁行きバイブを介して応力が伝達されるため、同程度の効果は期待できる。

（2）2種の砥部接合方法（外ジョイントタイプとスエヅジタイプ）の鉛直荷重の最大強度

　は、スエヅジタイブのライズ比（間ロサイズしに対する屋根高fの比：f／L）が小さ

　いため、外ジョイントタイプに比べて65～76％程度小さな値となった。ハウスの強度

　を大きく保つためには、ライズ比を大きくすると効果的であることが明らかとなった。

　　スエヅジタイブは、関東以南の特に関西地方を中心とした積雪の少ない地方で多く使

　用されている接合方法である。このため、鉛直荷重（積雪荷重）の許容値が多少低くと

　も、実用上は特に問題は無いと判断される。また、学部接合方法の相違によって、鉛直

　荷重時の四部鉛直変位に大きな差が生じたが、棟部の接合部周辺での損傷は見られない

　ため、どちらの接合方法を採用しても支障は無い。

（3）通常の畑土に主バイブ脚部を押し込んだ場合、バイブハウスの棟部鉛直変位や肩部歪

　量は、地中の脚部先端で固定支持と仮定した大変形理論による理論値と近似した。これ
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　より、一般的なパイプハウスの理論計算についても、地中の脚部先端で固定支持と仮定

　した計算方法が適用できると判断される。

　　この計算方法をもとに、柱の傾き度合いが少なくなって垂直に近くなった場合を検討

　した。その結果、傾き度合いが減少すると、棟部鉛直変位や肩部水平変位が増加する傾

　向が明らかとなった。外ジョイントタイプとスエヅジタイプとの棟部接合方法による強

　度差には、前述したライズ比による影響とともに、柱の傾き度合いも関係していると考

　えられる。一般の農家が、作付け面積の拡大を目的に、柱の傾き度合いを垂直に近くし

　てハウス内部空間を広げることは、ハウスの強度からは好ましいことではない。

（4）バイブハウスは、間ロサイズに比べて使用する部材サイズが小さいため、棟部鉛直変

　位などは大きな数値となる。しかし、バイブフレームの靱性は極めて高く、肩越に座屈

　が生じない限り、復元力は大きなものがある。被覆材のフィルムも復元力があるため、

　積雪や暴風時で大変形となった後でも、ほぼ元の状態に戻ることが期待できる。これよ

　り、バイブハウスの許容強度は、復元力の大きい構造特性を考慮して応力度の検討を参

　考程度とし、変形制限を設計条件とすることが適当と判断される。

　　変形制限の値は、棟部鉛直変位dy≦間ロサイズ／60、肩部水平変位δx≦肩高／35が

　適当と考えられる。この変形制限による許容強度は、実物大強度実験結果に1．5程度の

　安全度を有している。また、この変形制限による間八サイズ5．4mのバイブハウスの強

　度は、積雪荷重が212N／㎡（22kgf／㎡）程度、風速が30　m／s㏄程度となる。

（5）スエヅジ継手部の最大強度は、差し込み長さ20～5Dおよび単一バイブ試験体と：もほ

　とんど差異は見られない。しかし、接合部近傍のたわみ角の検討では、差し込み長さ2D

　の場合は荷重の増加とともに大きな変化が生じている。スエヅジ継手部付近について、

　変形観察および歪量分布の状況より応力分布を仮定して理論解析した結果、差し込み長

　さは少なくとも3D以上とすることが望ましいと判断される。

（6）長さ600m皿程度の定着杭の通常畑土における平均引抜力は、ラセン杭2，342　N（238．8

　kgf）、アンカー杭3，207　N（327。Okgf）であった。種々な土壌条件などを考慮して安全

　率を1．5程度として許容引抜力を考えると、ラセン杭1，471N（150kgf）、アンカt・・一一i杭1，961

　N（200kgf）となる。また、この許容引抜力をもとにした定着杭の設置間隔は、風速30

　m／s㏄に対して、ラセン杭では3．Om程度、アンカー杭では4．Omが適当となる。

（7）パイプ接合金具の最大強度（引抜強度）は、鋼線製が鋼板製より低い結果となった。

　なお、主パイプの移動を阻止するために必要な力を、主バイブに作用している軸方向力

　の1／10とした場合では、実験した全ての接合金具の強度は十分な数値となっている。

　また、鋼線製金具はセヅト方向で強度が異なる傾向となった。ブレースにセヅトする場

　合には、鋼線製金具が高い強度を発揮するよう、端部（2本線）を棟方向（上向き）に

　セヅトするとより安全となる。

これらの成果は、「地中押し込み式バイブハウス安全構造指針97）」（日本施設園芸協会）

一　160　一



の基準を策定するための主要資料として有効に活用され、上記した計算方法や変形制限値

が基準に適用された。

6．1．2鉄骨補強パイプハウスの強度について

　これからの安価な連棟ハウスの主流となると考えられる鉄骨補強バイブハウス構造の強

度を確認する目的で、①屋根面アーチパイプの部分強度実験、②柱はり接合部の強度実験、

③実物大のハウスを使用した鉛直荷重載荷と水平荷重載荷の強度実験を行った。得られた

知見は以下のように要約される。

（1）屋根面ブレースが設置されていない水平ばり型の鉛直強度は、アーチパイプの面外倒

　壊によって決定される。また、水平ばり型アーチパイプの鉛直強度は、アーチパイプの

　脚部（谷ばりへの差し込み部）をピン支持条件として計算した理論値に近似している。

　実物大ハウスによる実験結果は、面外変形を拘束した部分実験のアーチパイプ強度に比

　べて約30％も低い値となる。このため、屋根面にブレースを設置することにより、ハ

　ウスの強度向上が期待できる。

　　アーチバイブの脚部をピン支持とし、民部鉛直方向の変形制限をL／100（L：出航サ

　イズ）とした場合の理論強度は、面外倒壊した実物大ハウス実験の最大強度と近い値と

　なる。これより、アーチバイブの強度計算は、パイプ端部の谷ばりへの止め方に係わら

　ず、パイプ脚部をピン支持と仮定し、棟部鉛直方向の変形制限をL／120程度とした計

　算が適当と考えられる。

（2）鉄骨補強バイブハウスは、側壁フィルム支持用にサイドバイブが設置されることが多

　い。サイドパイプを有するハウスは、鉛直荷重によってアーチバイブが下がり、アーチ

　バイブと接続するサイドパイプのハウス外側への変形が大きくなった。結果として、サ

　イドパイプを支持する桁行き方向側ばりは、横方向（外側）へ強制的に変形させられる

　ことが明らかとなった。このため、側ばりの設計には、断面性能の優れた方向を横方向

　とすると効果的である。

（3）アーチばり型の鉛直強度は、母屋パイプ（桁行き方向部材）に依存する傾向が見られ

　る。また、多数の母屋パイプで支持されるため、面外倒壊による水平ばり型の強度以上

　となる。桁行き方向部材の許容強度を変形制限と応力度制限によって計算した結果、断

　面性能の良い部材の場合は応力度制限で、また、断面性能が劣る部材の場合は変形制限

　によって決定される傾向が見られる。このため、桁行き方向部材の強度は、使用部材の

　断面性能および部材の施工方法（連続性）を考慮して端部の支持条件（ピンまたは固定）

　を定め、はりの構造計算を行い、変形制限と応力度制限の両者を考慮することが適当と

　判断される。

（4）水平荷重に対するハウス強度は、柱はり接合部で決定され傾向がある。しかし、柱と

　はり接合部には、簡易に建設できるように、一般的な計算に適さない形式のものもある。

　本論では、2種の接合形式に応じた許容強度の計算方法を、接合部の実験状況をもとに
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　導い左。許容強度は、接合部の一部が塑性化する場合もあるが、最大強度に対して2倍

　程度の安全度が確保されており、適用に問題は無いと判断される。

　　なお、せん断ボルト接合型は、柱はり部材の角バイブを貫通ボルトで止めるため、角

　パイプが変形せずにしっかりと止まる締付力を確保する必要がある。また、引張りボル

　ト接合型は、ボルトの締付力に左右されるため、ゆるみを生じさせないように締付ける

　必要がある。

（5）フーチングの無い角錐形のプレハブ基礎は、鉛直荷重実験：では変形が少なく充分な強

　度を示した。しかし、水平荷重実験では、変形が比較的大きく現れ、柱の倒れる／30付

　近より回転も大きくなった。水平荷重に対して基礎の強度を改善するには、底面の抵抗

　を増すフーチング付き基礎の使用が有効である。

（6）サイドパイプの有無により、ハウス両端の柱などに応力状態が異なる傾向が見られた。

　これより、鉄骨補強バイブハウスの水平強度を、柱はりの主フレーム強度と片側アーチ

　パイプ（サイドバイブを含む）の強度の合計として理論計算で求めた。その結果は、強

　度の数値は実験強度と大きく相違するが、サイドバイブの有無に関するSハウスとHハ

　ウスの実験強度の差と類似した傾向を示した。

　　このため、鉄骨補強バイブハウスの水平強度は、主フレームと片側アーチバイブにつ

　いて、面部水平変位を同値としたそれぞれの強度を求め、合計の値をハウス強度とする

　計算方法が有効であるとした。この計算方法では、実験したハウスは小さなフレームの

　ため、サイドバイブによる強度の影響は全体強度の16％程度にもなる。

（7）実験に使用した鉄骨補強バイブハウスの変形制限h／60（h：柱長さ）による許容強度

　は風速30m／s㏄程度と考えられる。なお、柱はり接合部の強度が低いW1ハウスの強

　度は風速20m／s㏄程度である。

　これらの成果は、「園芸用鉄骨補強パイプハウス安全構造指針98）」（日本施設園芸協会）

の基準を策定するための主要資料として有効に活用された。なお、変形制限値は、部材の

重要度によって調整することが適当と判断され、赤ばりや母屋、アー．ny．．一チパイブそれぞれに

ついて本研究結果を考慮した数値が基準に適用された。

6．1．3園芸用ガラスハウスの強度について

　ガラスハウスの柱はりフレーム強度は、安全構造基準による構造計算で確保されている。

さらに、大規模化しているガラスハウスについて、ハウスの変形に伴うガラスの留め方な

どの支障の有無を確認するため、長く続く桁行き方向へ地震波が伝搬した場合の弾塑性地

震応答解析を行った。また、屋根面の面内変形強度実験、壁面の面外変形強度実験を行い、

地震応答解析の変形性状と検討した。さらに、積雪時のガラス強度や暴風時の吹上力とク

リップ（ガラス留め金具）の関係を確認するため、ガラス面への血圧と負圧の等分布荷重

実験を行った。得られた知見は以下のように要約される。
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（1）応答解析で多く使用される4種地震波をもとに、地震波の大きさを最大速度25cm／s㏄

　で統一し、S波を地表面波として弾塑性地震応答解析を行った。柱頭間変位最大応答値

　は67．6m皿（たわみ角1／44、　TAFr波）、柱頭と柱脚間変位最大応答値は68．9皿m（たわみ

　角1／33、TAFr波）である。柱頭と柱脚間変位の最大値は、安全構造基準の柱の倒れ制

　限（h／100）の3倍程度の変形となった。

　　これはS波がそのまま伝搬すると仮定した影響が大きいためである。この場合、山形

　ラーメンの柱はり接合部の一部は塑性化するが、フレーム全体の崩壊変形（1／10程度）

　に対しては充分な余力を有している。

（2）柱頭間変位が最大となる場合では、屋根面ブレースに使用した鉄筋の伸び率は0．6％

　程度となって塑性化する。しかし、危険を考えて設定した最大変位以下であり、屋根面

　ブレースの安全性は確保されている。また、柱頭間変位は、連病数に係わらず、伝搬速

　度が75m／s㏄と150　m／s㏄の場合で、屋根面剛性が低くなる場合に変位の増加傾向が

　見られる。伝搬速度が遅い軟弱な地盤条件下で、屋根面剛性が低いブレース設置の少な

　いガラスハウスの場合には、柱頭間変位（屋根面面内変形）が大きくなる傾向があるこ

　とが明らかとなった。

（3）屋根面面内変形強度実験では、ガラスに損傷（亀裂発生）が発生するたわみ角は1／30

　程度であった。この結果は地震応答値の柱頭間たわみ角（1連棟で1／44）以上であり、

　ガラスの留め方は現状のままで支障はないことが確認された。なお、半割ガラスを使用

　した場合でも、変形性状や損傷程度に相違は見られない。また、ガラス周辺のクリアラ

　ンスによって変形が許容されるたわみ角を超える頃より、ガラス端部に欠けやクリップ

　外れが発生することが明らかとなった。しかし、ガラスの強度が低下するほどの影響は

　見られない。

（4）壁面を面外方向へ強制変形させた場合の強度実験結果は、柱頭と柱脚間のたわみ角1／17

　程度まで面外変形してもガラスに支障は無い。壁面についてはガラスの損傷も無く、現

　状の仕様のままで支障はない。

（5）屋根面ガラスを外部から押す積雪荷重を想定した正副の実験強度は1，521N／㎡（155．1

　kgf／㎡）程度である。強度は垂木で支持されるガラスの曲げによって決定され、ガラス

　を留めているクリヅプによる影響は見られない。また、屋根面ガラスを外部へ吹上げる

　負圧の風圧力を想定した実験強度は、クリヅブで決定される。ガラス1枚当たりクリヅ

　プ6個（片側3カ所）を設置した場合の実験強度は1，369N／㎡（139．6kgfア㎡）程度、ク

　リヅブ4個を設置した場合は1，217N／㎡（124．1kgf／㎡）程度である。

　　これらの強度は、安全構造基準に記載されているガラスの許容強度に対して、積雪荷

　重（正面）の場合で2．73倍、風圧力（負圧）ではクリヅブ6カ所／枚の場合1．78倍、4

　カ所以上／枚の場合1．58倍の安全度が確保されていることが確認された。

（6）再現期間57年の新積雪重量に対して、許容強度を超える地区は全国で16カ所であっ

　た。しかし、実験強度を超える地区は無い。これより、積雪荷重に対しては、加温設備
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　がある限り現状の施工方法で損傷を受けることは無いと考えられる。

（7）再現期間57年の設計風速に対して、風力係数を0＝・一〇5とした場合に許容強度を超

　える地区は沖縄離島などの強風地区5カ所であった。しかし、実験強度以上となる地区

　は無い。これより、屋根面の一般部分については、現状の6カ所／枚のクリヅプ留めで

　支障は無いと考えられる。

　　同様に、局部風力係数の0ニー1、5とした場合は、許容強度を超える地区は52と全

　地区の1／3となった。また、実験強度以上となる地区は四国や九州などで18カ所であ

　る。当該地区では局部風圧の大きい語部や軒部などについて、クリップの増設などの補

　強対策が必要である。

6．1，4畜舎の建設コスト低減に関する検討について

　畜舎の建設コストを低減化するためには、建設費の1／3～1／2を占める構造部材量を低減

させる必要がある。このため、現行の建築基準法での畜舎の取り扱われ方および構造計算

に関係する基準を調べた。また、構造部材の決定要因となる荷重値について、地方条例に

関するアンケート調査を行い、積雪荷重などに関する現状の指導状況を確認した。さらに、

建築物の再現期間を考慮して荷重を決定する荷重指針をもとに、畜舎の建設地の状況や屋

根雪の滑落が見込めるなどの現状を考慮して、畜舎設計用の荷重計算式（畜舎設計）を導

いた。この畜舎設計と建築基準法による現行設計の計算式をもとに、多雪区域2カ所、一

般区域4カ所について構造計算を行った。また、設計荷重や部材数量、積算価格について、

畜舎設計が低コスト化に有効であることを検討した。得られた知見は以下のように要約さ

れる。

（1）建築基準法に「畜舎」の名称が記載されているのは、防火壁、隔壁の防火関係のみで

　ある。また、建築地方条例通達集にも、畜舎の構造部材決定の主要因となる積雪などの

　荷重に関する記載はほとんど見られない。

　　各地方の施行細則の中に積雪荷重の記載がある道府県は13あるが、積雪量までの記載

　は9県のみである。このうち、多雪区域を有する道府県では、山形県の特殊例を除き、

　全ての道県に積雪荷重の指導値がある。なお、屋根勾配による積雪荷重の低減は、多雪

　区域を有する17の道県で採用されており、一般区域のみの県でも7県が採用している。

　また、雪おろし低減の採用は、多雪区域を有する19県中の12府県（63．1％）が採用して

　いる。しかし、雪おろし低減の適用は住宅などに限定されている。なお、青森県弘前市

　では畜舎にも採用されていることが明らかとなった。

（2）一般区域で部材低減効果が大きい速度圧の低減を採用している県は、6県（12．8％）

　のみであり、安全への配慮がやや過剰となっていることが確認された。

（3）荷重指針に準じて再現期間を考慮して導いた畜舎設計は、積雪荷重では7日増分積雪

　深の採用、屋根雪の別途考慮により、また速度圧では各地の基本風速の採用により、畜

　舎の構造部材数量の低減化に非常に有効であることが明らかとなった。
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　　畜舎設計による積雪荷重は、積雪の多い地区では現行設計に比べて40～50％程度も低

　減する。一般区域では影響がやや少なく10％以下の低減である。畜舎設計による速度圧

　は、全国一律の数値が適用されている現行設計に比べて30～50％程度も低減し、日本

　海側では特に大きな低減率となる。しかし、基本風速が40m／sec以上となる鹿児島出先

　端、四国の下部、千葉県先端、北海道西端では現行設計以上の数値となることも確認さ

　れた。

（4）畜舎設計を用いた場合の鉄骨部材数量の低減は、多雪区域で25～30％程度である。

　部材数量の低減が荷重変化より小さな値となった要因は、構造計算での既製部材の飛び

　の影響と考えられる。また、一般区域での鉄骨構造部材の低減は、荷重の値が小さいた

　めに大きな部材変更にまで至らず、低減率は10～15％程度である。

　　畜舎設計については、開放度の高い畜舎の現状に即した風力係数を定めて計算を行う

　とともに、一般建築物にはあまり使用されていない軽量H形鋼などの使用も考慮して、

　部材断面の飛びを少しでも埋める方策がさらなる低コスト化に効果的と考えられる。

（5）木構造部材数量の低減は、多雪区域での断面計算結果では25～30％程度の低減とな

　る。しかし、木造には部材表面を揃えるなどのおさまり調整があるため、実際の低減は10

　％程度になると考えられる。一方、一般区域での木構造には低減の効果が見られず、現

　行設計以上となる場合もある。これは、軒高を少し高くした設計条件によるものである。

　　木構造の場合は、軒高を低く押さえ、方杖による曲げモーメントを最小限とする配慮

　が有効であることが確認された。

（6）畜舎の場合は大スパンを要求する農家が多い。一般区域に対する多雪区域の鉄骨部材

　量を比較した。スパン15m程度までは一般区域に比べて1．6倍程度であるが、25　mを1

　スパンとした場合では2倍以上にもなり、多雪区域では広い間ロサイズは不利となるこ

　とが確認された。

（7）価格を設定した積算比較結果は、部材比較と同様な傾向となった。これは、主要変動

　因子である二次部材（軽量溝形鋼）の数量が少なく、また、検討時の二次部材積算価格

　があまり高額でなかったためと考えられる。

（8）柱はり部材は積雪荷重が組み合わされた荷重条件で決定する場合が多い。また、母屋

　は積雪荷重により、胴縁は風荷重によって部材が決定する。

　　特に強風地域では、生面付近の風力係数が中央部分と大きく異なるため、柱はり断面

　も相違することが予想される。このため、畜舎全体の構造部材を全て同一とする今まで

　の部材決定方法を再検討する必要がある。また、畜舎はフレーム剛性が低いため、風に

　よる柱はり接合部の疲労に注意する必要もある。

　これらの成果は、「畜舎設計規準・同解説99）」（日本畜産施設機械協会）の規準を策定

するための主要資料として有効に活用された。再現期間の採用は、各種牛舎関係は20年、

パーラー棟などは30年が採用され、20～30％程度の部材量低減が見込まれることとな
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つた。また、風圧力を算出する高さの最低値は、風荷重時の低減効果が少ないことや他の

木構造基準の改定との調整により、さらに検討した結果、荷重指針の5mの規準に対して

さらに緩和された3mが適用されることとなった。

6．2今後に残された問題点

　園芸用ハウスについては、施設園芸の増加や野菜などの周年栽培などと、営農形態の変

化によってハウスの周年利用が普及している。これに伴い、換気用天窓が全ての棟部に数

多く設置された、大規模化したフェンロータイブのガラスハウスが多く建設されるように

なってきた。また、日本では「フルオープンハウス」、海外では「リトラクタブルルーフ」

と総称される、ハウス内の自然換気を向上させた開放型ハウスの「リヅシェルハウス」、

「フチュラハウス」、「カブリオハウス」が世界的に多く見られるようになり、日本にも

数棟が建設され始めた。

　フェンロータイブについては、今までのハウスの場合は、ガラスの一部が破損するとそ

の部分の平衡が破れるため、樋にねじれが生じて垂木が抜け出し、隣接ガラスの脱落が始

まり、不均衡がハウス全体にまで拡がる被害が発生した。このため、日本施設園芸協会の

安全構造基準作成委員会において、屋根面のガラス合掌部分の強度を確保するための検討

と実物大実験が行われた。この結果、ガラスの一部が損傷しても他の部分へ移行させない

方策として、V字形のターンバヅクルの設置に加えて、垂木や棟木の形状などが改良され

た100）。最近のフェンロータイブでは、屋根部分の構造が大幅に改良され、樋や垂木、棟

木の接合方法が、はまり込んで抜け出さない仕組みのものになり、屋根面の安全性は大幅

に向上している。しかし、新しいハウスの軒高は、今までの軒高3．Om程度に比べて、4．Om

以上と非常に高くなる傾向がある。このため、柱部材の曲げ強度や、柱はり接合部のボル

ト強度などが問題となっている。

　新しく建設され始めたフルオープンハウスは、屋根面がラヅクアンドピニオン方式で開

放される構造となっている。屋根面の開放程度はハウスによって異なるが、屋根面が垂直

にまで持ち上がり、全面開放となるハウスもある。これらのハウスはマイクロコンピュー

タで自動制御されており、センサによって温度、風速、降雨の気象条件に応じて、屋根面

が自動開閉される方式が採用されている。風速については、14～18m／s㏄以上となった

場合に屋根面が閉じる設定となっている。しかし、15m／s㏄位の風の中で、屋根面が垂直

に開放された状態でのハウス各部の強度、特に、屋根面の支持部や構造骨組自身の強度が、

確保されているのか疑問が残されている。また、一般のガラスハウスにおいても、暴風時

に棟部の換気用天窓部分が吹き上げられ、ガラスが破損したり、開閉機器が損傷するなど

の被害が多く見られる。このような暴風時についても、ラックアンドピニオン方式による

屋根面閉鎖時の固定状態は保持されるのか、吹上力に対する安全性を検討する必要がある。

　畜舎については、最近の畜舎は、低コスト化と舎内環境を考慮して壁の無い開放された
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ものが多くなってきている。しかし、これらの畜舎を設計する風力係数が今のところ明確

ではなく、推定で使用するか、壁付きの閉鎖型として設計するなどの不都合が生じている。

開放型畜舎の場合は、屋根面の風力係数は大きくなることが予想されるが、柱はり部材へ

の影響が大きい水平力は減少する。このため、畜舎に使用されている各種建物形状につい

て、風力係数を明確にする研究が残されている。また、実況による数値を採用している荷

重指針の風力係数では、妻面付近の係数値が大きくなっている。このため、特に強風とな

る地域では、当該部分の数フレームの部材が大きくなることが予想される。今までのよう

に全てのフレームが同一とは限らずに、畜舎全体としての部材配置対策を考える必要があ

る。また、畜舎は大スパンでフレーム剛性が低いため、強風時に大きな繰り返し振幅を受

けることが予想されるため、柱はり接合部の疲労にも注意する必要がある。
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資料1　本論に使用した量記号の一覧

ん
わ
0
α
α
α
α
P
恥
d
面
θ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
r
　
r
　
・
ρ
　
・
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
わ

：断面積（cm　2）、風力が作用する見付け面積（㎡）

：地震即せん断力係数の高さ方向の分布を定める係数

：板の有効幅（mm）、ガラスの幅（cm）

：風力係数、圧縮力（N）

：標準せん断力係数

：ラーメンの減衰係数

：屋根面ブレースの減衰係数

：i層の地震層せん断力係数

：パイプ外径（mm）

：バイブ内径（mm）

：地上の垂直最深積雪量（cm）、柱の傾き度合い（mm）

：最大7日増分の基本地上積雪深（cm）

：接合ボルト間の距離（㎜）、

接合プレート中心から接合プレート縁辺までの距離（m）

：接合プレート中心の跳ね出し距離（mm）

：ガラスの許容応力度（kgf7cm　2）、屋根高（m、㎜）

：接合プレートの面外曲げ許容応力度（N／rnm2）

：許容引張り応力度（N／m皿2）

：ラーメンの復元力関数

：屋根面ブレースの復元力関数

：固定荷重（kgf／㎡）

：棟高（m、mm）、ハウス高さ（m、皿m）、屋根の平均高さ（m、　mm）

：肩高（m、mm）、軒高（m、皿m）、階高（m、　mm）、減衰定数（％）

：地震荷重（kgf）

：ラーメンの弾性剛性（N加m）

：ラーメンの塑性剛性（N加m）

：ブレースの弾性剛性（N加m）

：ブレースの塑性剛性（N／mm）

：ブレースのスリヅブ剛性（N／mm）

：間直サイズ（m、m皿）、間口方向柱間隔（m、㎜）

：スエヅジ継手の差し込み長さ（mm）、肩部の広さ（m、　mm）

：曲げモーメント（N・m）

：許容曲げモーメント（N・m）
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　ル1P

　My
　　m

　　N
　Ni　o

ds．　nw

　　P

　Pmax

　Pp
　Py
　Py　l

　Py2

　　p

　　Ps

　　Q

　　Qi

　　q

　qc

：全塑性モーメント（N・m）

：降伏モーメント（N・m）

：質点の質量（kg）

：標準貫入試験打撃回（N値）、疲労損傷により耐力低下となる繰り返し回数

：地中貫入玉さ10cmに要する打撃回数（回）

：安全度

：風圧力（kgfノ㎡）、積載荷重（kgf／㎡）、直線部強度（N）、荷重（N）

：最大荷重（N／㎡、N）、最大強度（N）

：終局荷重（N／㎡、N）

：降伏荷重（N／㎡、N）

：弾性限度荷重（N）

：降伏荷重（N）

：雪の密度（kgf，／㎡／cm）

：安全度（％）

：せん断力（N）

：地上部分i層の地震荷重（kgf）

：速度圧（N／㎡、kgf／㎡）、パイプ差し込み部内面に生じる反力（N／mm　2）

：コーン指数（kgf／cm　2）

：地耐力（tfア㎡）、接合ボルトの許容せん断耐力と

接合プレートの支圧耐力の小さい方の値（N）

：積雪荷重に関する再現期間換算係数

：風荷重に関する再現期間換算係数

：振動特性係数

：質点の位置、再現期間（年）

：建物の使用期間（年）

：積雪荷重（kgf／㎡）、屋根上積雪荷重（kgfノ㎡）、地上積雪荷重（kgf／㎡）

：吹上力（N）、引張力（N）

：パイプ肉厚（mm）、板厚（mm）、ガラスの厚さ（m皿）

：時刻歴応答の刻み間隔（sec）

：基本風速（m／sec）

：設計用風速（m／s㏄）、冬季平均風速（m／s㏄）

：S波の伝達速度（m／sec）

：風荷重（kgf／㎡）

：i層から上の合計重量（kgf）

：安全構造基準に示された設計荷重（kgf／㎡）

：r点柱頭の絶対加速度（cm／sec　2）
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：r点柱頭の絶対速度（cm／sec）

：r点柱頭の絶対変位（cm）

：断面係数（cm　3）、地震地域係数

：塑性断面係数（cm　3）

：地震波の地動速度（cm／s㏄）

：地震波の地動変位（cm）

：柱の傾き角度（rad）、屋根面ブレースの剛性比率

：パイプ外径に対するスエヅジ継手差し込み長さの比率

：各層の水平変位（mm）、たわみ制限値（mm）、変位（mm）

：肩部水平変位（mm）

：棟部鉛直変位（m）

：屋根形状係数

：ガラスの応力度（kgf／cm　2）、設定応力度（N／m皿2）、：載荷応力度（N／mm　2）

：疲労実験の載荷応力度範囲（N／mm　2）

：引張り強さ（N／mm2）

：軸方向応力度（N／m皿2）

：降伏応力度（N／mm　2）、許容応力度（N／mm2）

：せん断応力度（N／m皿2）
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資料2　鉄骨補強パイプハウスの柱はり接合部

　　　　　　　　　　　許容曲げモーメントの計算方法

　間口方向をラーメン構造とする園芸施設の場合は、柱はり接合部が曲げモーメントを伝

達できなければならない。また、園芸施設では農業者が手軽に組み立てできるように、柱

はり接合部には普通ボルトを使用することが多い。鉄骨補強バイブハウスにおいて、間口

方向をラーメン構造として普通ボルトを使用した接合方法には、引張ボルト接合型とせん

断ボルト接合型の二種類がある。それぞれの接合部について、実験時の状況をもととした

許容曲げモーメント計算方法は以下のように考えられる。

（1）引張ボルト接合型の許容曲げモーメント

　この型は、柱をはさんで左右のはり端部に溶接された接合プレートを、ボルトで締付け

ることによってはりが固定される。はりに曲げモーメントが加わると、図一1のようにボ

ルト断面に引張力が、接合プレートの柱と接触している下部野辺に圧縮力が生じて抵抗す

る。この種の接合方法は初期たわみは少ない。しかし、これはボルトの締付力に左右され、

曲げモーメントの伝達も明確ではない。特に図一1（a）の型は、最初から柱と接合プレ

ートとの摩擦力ではりが固定されるため、ボルトのゆるみに一層の注意が必要である。

T　II

C

e　t＞M や□や

（a）H1試験体

iTi
「
」
び
：
「

皇一．）M

（b）H2試験体

　　　　　　　　　　　図一1　引っ張りボルト接合型の事例

　この接合形式をモデル化した図一2をもとに許容曲げモーメントを導く。この接合形式

の接合しているはりからの曲げモーメント（M）は（1）式となる。

M＝　Txe　・・・・・…　一（1）

ここに、T：2本のボルトに

　　　　　働く引張力

　　　　θ：縁辺圧縮力の合力

　　　　　　0とTとの偏心距離

l　　　l

《｝，iや

i　　　　　　　　　1

　Tl
rr　l
　c一づ
ユe

一『匝舎一

図一2　引張ボルト接合型のモデル化接合部

一　176　一



　また、片側のボルト1本の引張力（T／2）による、接合プレ「トの跳ね出し根本部の曲

げモー・・一メント（Mo）は、跳ね出し距離をθ・とすると（2）式となる。

Mo＝　T×　eo／2 一一… @一一・・一一・　（2）

　なお、接合プレート部分のプレート面外曲げによる許容曲げモーメントは、プレートの

板厚方向の断面係数をZ、プレートの面外方向の許容曲げ応力度をfbとすれば（3）式と

なる。

Mo　S　Zxfb 一一一一一・一一・一　（3）

したがって、（2）、（3）式より、接合プレートの面外曲げに許容される曲げモーメン

トとしてボルト引張力を求めると（4）式となる。

　　　　T：il　2×ZX　fb／　eo　・・・・・・・・・・・・・・・…　　（4）

　　　　　ここに、Z：板厚方向の断面係数（＝b×t2／6）

　　　　　　　　　t：接合プレートの板厚

　　　　　　　　　b：接合プレートの曲げに効果となる有効幅

　接合プレートの板厚が薄い場合には、接合部の許容曲げモーメント（Mf）は、この引

張力Tを（1）式に代入することによって求めた（5）式となる。

Ml’　S　2　×　ZX　fb×　e／　Efo 一一…一・・一一・一　（5）

（2）せん断ボルト接合型の許容曲げモーメント

　せん断ボルト接合型は、図一3のように角形

バイブにボルトを貫通させて締め付ける。この

型は、角形パイプの変形で十分な締め付けがで

きず、また、ボルト孔のクリアランスも大きい

ため、初期曲げたわみが大きくでる。また、ボ

ルト軸には、せん断力のほかに角形パイプ間の

曲げモーメントが生じるなど、十分前強度が期

「
測
『
…
↓
…

＞M

（a）S1試験体

待できないことが多い。しかし、力の流れは明1→‘：

コ　　　　　　　コ

iやi：鍵

耀　　　　　　　　1

確であり、信頼のできる接合方法である。この

接合形式の曲げモーメントは一般的な計算方法

である（6）式が適用できる。　　　　　　　　図一3

＞M

一　　　一

P
連

一　　　　一　　　　■　　　　一

黶@　　一　　　一　　　一

3

蟹　　　一　　　　　　　　一　　　一　　　一

h　　　l

（b）S2試験体

せん断ボルト接合型の事例

一　177　一



ここに、R：ボルトの許容せん断耐力（Rs）と板の支圧耐力（Ri）の

　　　　　　どちらか小さい方の値。

　　　　θ：ボルト間距離
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　　　　　　資料3　建築確認申請における構造計算用荷重値の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指導等に関するアンケート

　建築確認での構造計算に用いる積雪荷重、風圧力の取扱い方について、以下の質問に

　お答えください。（該当する番号・記号に○をしてください。）

〔積雪荷重に関して〕

1．当該全域について、積雪荷重に関する区分はどのようになっていますか？

　　　1．一般区域のみである。

　　　2．一般区域と多雪区域がある。

　　　3．多雪区域のみである。

2．当該全域について、一般区域や多雪区域の積雪荷重を地域別にまとめた資料はあり

　ますか？

　　　1．ある※　当方が入手した同封の資料以外に詳細な資料のある場合や、地方条

　　　　　　　　例に記載がなく、同封の資料がない場合は、その資料を送付してくだ

　　　　　　　　さい。

　　　2．ない

3．上記で‘‘ない”に該当する場合、実際の積雪荷重はどのような指導値としています

　か？

　　　1．温暖地域のため、積雪荷重は特に指導していない。

　　　2．積雪荷重は右記の一定値としている。〔　　　〕kg／M2

　　　3．その他

　　　　　　※　一般区域と多雪区域の指定、雪の単位荷重量に関する指導値を明記し

　　　　　　　てください。

4．屋根勾配による積雪荷重の低減を採用していますか？

　　　1。採用している

　　　2．採用していない。（不採用の理由を下の〔　〕に記入して下さい。）
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5．当該地域に多雪区域がある場合、雪おろしの低減を採用していますか？

　　　1．全ての建物について無条件で採用している。

　　　2，条件付きで採用している。

　　　　　　※　その場合の条件内容を教えて下さい。

　　　　　　　a．人が居住している場合のみ採用している。

　　　　　　　b．その他（条件を下の〔　〕に記入して下さい。）

　　　　　（

　　　3．採用していない。（理由を下の〔〕に記入してください。）

　　　　　（

4
〔風圧力に関して〕

6．速度圧について、地域の実状に応じた割増しや低減を採用していますか？

　　　1．割増しを採用している。

　　　2．低減を採用している。

　　　3．地域に応じた割増しや低減を採用している。

　　　4．採用していない。

　　　　　　※　1～3に回答の場合はその該当資料を送付してくださるか、概要を下

　　　　　　　に記入して下さい。

〔建築確認申請について〕

7．建築確認申請を必要とする建築物の条件はどのようになっていますか？

　　　1．法で定められた一定規模条件の建物について義務づけている。

　　　2．知事の指定により、ある区域の建築物について、全て義務づけている。

　　　　　　　（指定区域の詳細を記入してください。）
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